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概 要 

最終更新日 平成 28 年 8月 15 日 

プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム  

プロジェクト名 再生可能エネルギー熱利用技術開発 プロジェクト番号 P14017 

担当推進部/ 

担当者 

新エネルギー部／ 

 統括研究員 生田目 修志 (平成 26 年 4月～平成 28 年 8月現在) 

 主査 上村 和孝 (平成 26 年 4月～平成 27 年 1月) 

 主査 太田 勝啓 (平成 26 年 4月～平成 27 年 3月) 

 主査 吉田 明生 (平成 26 年 4月～平成 27 年 8月) 

 主査 高橋 正樹 (平成 26 年 4月～平成 27 年 9月) 

 主査 田中 彰  (平成 27 年 2月～平成 28 年 8月現在) 

 主査 実島 哲也 (平成 27 年 4月～平成 28 年 8月現在) 

 主査 田中 順  (平成 27 年 4月～平成 28 年 8月現在) 

 主査 井出本 穣 (平成 27 年 5月～平成 28 年 8月現在) 

 主査 和田 圭介 (平成 27 年 10 月～平成 28 年 8月現在) 

 主査 谷川 大致 (平成 28 年 7月～平成 28 年 8月現在） 

 主任 安生 哲也 (平成 26 年 4月～平成 28 年 5月) 

 主任 丸内 亮  (平成 28 年 5月～平成 28 年 8月現在） 

 職員 村上 慶  (平成 27 年 1月～平成 28 年 8月現在) 

0.事業の概要 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術及びシステムの開発、並びに、各種再生可能エネ

ルギー熱の利用について、蓄熱利用等を含むトータルシステムの高効率化・規格化、評価技術

の高精度化等に取り組むことで、再生可能エネルギー熱利用の普及拡大に貢献する。(委託及

び共同研究(NEDO 負担率 2/3)) 

(2)事業期間：平成 26 年度～30 年度(5 年間) 

Ⅰ.事業の位置付

け・必要性に

ついて 

2011年の東日本大震災以降、エネルギー政策の大きな転換を求められており、電気利用のみな

らず、熱利用を含めた再生可能エネルギーをこれまでの政策よりも前倒しで大量導入することが

急務となっている。 

平成26年4月11日に公表された「エネルギー基本計画」の中で、再生可能エネルギーは「現時

点では安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガスを排出せず、国内で生産

できるためにエネルギー安全保障に寄与できる有望かつ多様な国産エネルギー源」と位置付けら

れている。また、「太陽熱、地中熱、雪氷熱、温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等の再生可能エ

ネルギー熱をより効果的に活用する」ことが重要であり、そのための取組を強化することが必要

である。 

本事業では、コストダウン及びシステム全体の高効率の視点から開発を進め、システムの規格

化やパッケージ化等を促進する事で、再生可能エネルギーの熱利用を拡大させ、今後の再生可能

エネルギーの熱利用に関する目標策定に有効である。また、本事業を進めることで、パッケー

ジャーやシステムインテグレータの育成が促進され、コスト競争力が強化されて、我が国での導

入普及だけでなく、国際競争力の確保を実現できる。 

Ⅱ.研究開発マネジメントについて 

 

事業の目標 

中間目標(平成28年度) 

平成29年度以降継続するテーマについては個別に中間目標を定めている。 

 

最終目標(平成30年度)  

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

地中熱利用について、我が国の状況に適合した掘削手法及び掘削技術、高効率地中熱交換

器、地中熱の利用状態・温度等に適合したヒートポンプの開発や、地中熱交換器設置コス

ト低減化技術の開発等を通じて、導入コスト 20％低減、運用コスト 20％低減、又は導入及

び運用コストの 20％低減を目指す。 

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

地中熱利用について、システム構成要素(掘削からヒートポンプ、配管まで)を統合した

トータルシステムの高効率化及び規格化、需要側の利用状況の特徴に対応したシステムの

高効率開発等を通じて、導入コスト 20％低減、運用コスト 20％低減、又は導入及び運用コ

ストの 20％低減を目指す。 

(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

再生可能エネルギー熱の採熱場所及び方法を明らかにし、効率的なシステム導入の促進に

資する各熱のポテンシャル簡易予測・評価技術を開発し、その評価結果を活かしてシステ

ム設計に必要な精度を有するマップを容易な操作性を備えたシステムで作成できること

し、システム設置前に実施する簡易な評価技術を確立する。 

(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

その他再生可能エネルギー熱利用システムについては、採熱・熱輸送・断熱・蓄熱などの

要素も考慮して我が国に適したトータルシステムのコストダウンと高効率化に資する技術

開発や規格化を推進し、導入コストの 10％低減を目指す。 
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(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する、我が国に適したシステムの

導入コストを 10％低減することを考慮した革新的技術を開発する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy Ｈ30fy  

(1)コストダウ

ンを目的とし

た地中熱利用

技術の開発 

      

(2)地中熱利用

トータルシス

テムの高効率

化技術開発及

び規格化 

      

(3)再生可能エ

ネルギー熱利

用 の ポ テ ン

シャル評価技

術の開発 

      

(4)その他再生

可 能 エ ネ ル

ギ ー 熱 利 用

トータルシス

テムの高効率

化・規格化新

的技術開発 

      

(5)その他再生

可 能 エ ネ ル

ギー熱利用シ

ステム導入拡

大に資する革

新的技術開発 

      

開発予算 

(会計・勘定別

に事業費の実績

額を記載) 

(単位：百万円) 

会計・勘定 Ｈ26fy Ｈ27fy Ｈ28fy Ｈ29fy Ｈ30fy 総額 

特別会計(需給) 564 1159    1723 

総予算額 564 1159    1723 

(委託) 494 1064    1558 

(共同研究) 
：負担率 2/3 

70 95    165 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 
― 

委託先(＊委託

先が管理法人

の場合は参加

企業数及び参

加企業名も記

載) 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

・「高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発」 

株式会社東亜利根ボーリング 

・「戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の 

研究開発」 

旭化成建材株式会社 

・「地中熱利用要素技術の開発」 

株式会社ワイビーエム 

国立大学法人佐賀大学 

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

・「地下水循環型地中採熱システムの研究開発」 

株式会社守谷商会 

・「共生の大地への地中蓄熱技術の開発」 

国立大学法人福井大学 

三谷セキサン株式会社 

・「再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの 

開発」 

国立大学法人東京大学生産技術研究所 

鹿島建設株式会社 
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ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 

・「地中熱・流水熱利用型クローズドシステムの技術開発」 

国立研究開発法人農研機構農村工学研究部門 

国立大学法人東北大学未来科学技術共同研究センター 

八千代エンジニヤリング株式会社 

ジオシステム株式会社 

・「地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの 

開発」 

株式会社日建設計総合研究所 

公立大学法人名古屋市立大学 

・「都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発」 

三菱マテリアルテクノ株式会社 

国立大学法人秋田大学 

日本ピーマック株式会社 

・「低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と 

地理地盤情報を利用した設計・性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル 

評価システムの開発」 

国立大学法人北海道大学 

株式会社日伸テクノ 

鉱研工業株式会社 

株式会社イノアック住環境 

サンポット株式会社 

新日鉄住金エンジニアリング株式会社 

ジーエムラボ株式会社 

・「地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的と 

したポテンシャルマップの高度化」 

日本地下水開発株式会社 

国立大学法人秋田大学 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・「一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究」 

学校法人日本大学工学部 

有限会社住環境設計室 

日商テクノ株式会社 

(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

・「地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究 

開発」 

応用地質株式会社 

株式会社地圏環境テクノロジー 

・「オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の 

 研究開発」 

国立大学法人岐阜大学 

東邦地水株式会社 

株式会社テイコク 

・「都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用の 

ための技術開発」 

一般財団法人地域地盤環境研究所 

株式会社環境総合テクノス 

国立大学法人岡山大学 

(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

・「温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究 

開発」 

株式会社総合設備コンサルタント 

公立大学法人大阪市立大学 

・「都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発」 

株式会社雪屋媚山商店 

株式会社共同通信デジタル 

NHN テコラス株式会社 

    (平成 27 年 1 月、株式会社データホテルからテコラス株式会社に 

    名称変更、平成 27 年 10 月、NHN テコラス株式会社に名称変更) 

株式会社環境技術センター 

株式会社ズコーシャ 

国立大学法人室蘭工業大学 
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・「太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発」 

新潟県工業技術総合研究所 

学校法人東海大学 

新潟機器株式会社 

・「太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発」 

一般社団法人ソーラーシステム振興協会 

名城大学 

国立研究開発法人建築研究所 

(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術 

  開発 

・「食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生」 

国立大学法人広島大学 

株式会社東洋高圧 

中国電力株式会社 

情勢変化への対

応 

再生可能エネルギー熱の利用促進期待が高まっていることを考慮し、平成 27 年度に追加公募を

実施した。 

中間評価結果へ

の対応 
― 

  
評価に関する事

項 

事前評価 
平成 25 年度実施 担当部 新エネルギー部 

平成 26 年度 NEDO POST 実施 

中間評価 ― 

事後評価 ― 

Ⅲ.研究開発成果

について 

再生可能エネルギー熱利用技術開発 

1.全体の成果(平成 28 年度末) 

①コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

導入コスト 20％低減、運用コスト 20％低減、又は導入及び運用コストの 20％低減になりう

る可能性を基本技術研究開発、試作等で達成見込みである。 

②地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

導入コスト 20％低減、運用コスト 20％低減、又は導入及び運用コストの 20％低減になりう

る可能性を基本技術研究開発、試作等で達成見込みである。 

③再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

各熱のポテンシャル簡易予測・評価、及びシステム設計に必要な精度を有するマップを作

成できる容易な操作性を備えたシステム、並びに設置前に実施する簡易な評価の基本技術

を達成見込みである。 

④その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

導入コスト 10％低減になりうる可能性を基本技術研究開発、試作等で達成見込みである。 

⑤その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

導入コスト 10％低減になりうる可能性を基本技術研究開発、試作等で達成見込みである。 

 

2.個別テーマの成果 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

(1.1)高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発 

既存高性能ボーリングマシンの騒音、振動測定結果を踏まえ、エンジン部の低騒音対策により騒音

レベル6dBの低減見込みを示した。 

自動掘削制御に必要なアプリケーションを開発し、動作確認を行った。 

 

(1.2)戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発 

開発工法の羽根付き掘削鋼管、鋼管ジョイント、先端蓋を製作し、埋設工法試験を実施して、ジョイ

ントの耐力、ジョイントと先端蓋の止水性能を確認し、掘削後に先端蓋を安定的に取り外し可能である

ことを確認した。工法試験の結果から、施工速度が60ｍ/日以上、施工後排土量が掘削体積の30％以

下となり、施工速度と排土量の目標を達成することを確認した。 

熱負荷計算を行い、熱交換器配置は2ｍ間隔以上の配置が望ましく、周囲からの影響がない単独

の熱交換器と比較して、放熱量低下を25％以下に留めることが可能と解析した。 

 

(1.3)地中熱利用要素技術の開発 

地中熱専用掘削機および周辺機器のロッドチェンジャー、Uチューブ挿入機を開発した。小型の浅

部掘削機は、概略設計が完了した。地中熱交換器の研究開発では、３種類の地中熱交換器のシミュ

レーション解析を行い、そのうち被覆銅管制水平スリンキー地中熱交換器を用いたフィールド試験を実

施中である。熱源機の研究開発では、蒸気圧縮式空調機に地中熱交換システムを組み込んだハイブ

リッドシステムの装置を実験中である。 

 

 

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 
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(2.1)地下水循環型地中採熱システムの研究開発 

地下水循環型地中採熱システムの構築に際し、①熱交換槽の地下水流動に伴う熱伝導(移動)解

析、②熱交換槽のプレキャスト化を含む構成材料の開発、③地下水供給制御システムの開発を完了し

た。またこれらの技術を適応した実証プラント(能力 20kW)の建設を完了した。平成 28 年 7 月より夏期

データの収集を開始し、採熱量向上を目的とした地下水散水の最適条件を検討する。 

 

(2.2)共生の大地への地中蓄熱技術の開発 

ビルを対象にＰＨＣ杭壁内側に４組のＵチューブを固定し、杭と同時設置する工法を確立した。戸

建住宅用コンクリートＨ杭へ簡易にＵチューブが固定可能な外付け圧入法を確立し、床暖房利用で

実証運転を行った。 

 

(2.3)再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 

水ループシステム構築技術に関して各構成要素の試作機を製作し、設計用データ整備のための運

転性能評価を実施した。集熱システムの性能予測モデルを構築し、年間シミュレーションにより性能評

価を実施した結果、給湯を含めたシステムはＣＯＰ5.0前後と高い性能を示した。 

 

(2.4)地中熱・流水熱利用型クローズドシステムの技術開発 

農業用水等の流水熱や浅層地下水熱利用方法検証のため製作した実験水路、実験水槽を用い

て、熱交換器の基礎データを取得した。 

実証試験場所に浅層地下水熱利用クローズドループシステムのための熱交換器を埋設した。この

熱交換器を用いて熱交換性能、埋設方法を検討し、設置コストをボアホール熱交換器と比較した。 

導入適地マップ作成のため、実証試験場所の現地調査、地下水流れの数値解析、及び選定した

農業用水路の流速予測式の開発を行った。 

 

(2.5)地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発 

既往地中熱ヒートポンプ熱源機器、および既往地中熱交換器調査として、機器のラインナップ調

査、代表機器の性能特性調査を実施した。 

 

(2.6)都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発 

施工手法、熱交換器の配置や設置間隔等について試験を行うため、全６パターンの試験用地中

熱交換器を土留壁方式で試験フィールドに構築した。地中熱一体型エアコンとポンプユニットに関して

設計業務を開始した。 

 

(2.7)低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を利用し

た設計・性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 

排土速度を向上させるインナーロッドの形状を模型実験により検討し、速度の速いインナーロッドを

試作した。ドリルロッド交換作業の自動化を検討した。新形状採熱管について採熱試験(熱応答試験)

を実施し、従来のＵチューブ型採熱管と比較した。 

量産型30kW級インバータ機と30kW級ノンインバータ試作機を組み込んだ60kW級ヒートポンプモ

ジュールを試作、性能評価を実施した。太陽熱集熱タンク、冷却塔等を連結した制御システムを試作

した。 

多用途の地中熱熱回収ヒートポンプシステムに対応したフィージビリティスタディを行い、熱回収利

用における制御要件を明確化して制御ロジックを構築した。本ロジックを組み込んだ基本制御ソフトを

試作、フィールド試験設備に導入して制御ロジックの検証を開始した。 

地理地盤データベースを活用した三次元地盤情報推定ツールを開発し、複層地盤の計算が可能

な設計・性能予測手法へ地盤情報を連成可能とした。 

 

(2.8)地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテンシャルマッ

プの高度発化 

太陽熱集熱器を用いた帯水層の温度回復が可能であること、また温度回復の数値モデルと実測値

が概ね合致することを確認した。半開放式地中熱利用システムの長期暖房運転を行い、運転性能と

総合エネルギー効率の評価を行った。ボーリングによりオールコア試料を採取し、熱物性データを測

定した。あわせて熱応答試験による有効熱伝導率を測定し、熱物性データとの関係を評価した。 

 

(2.9)一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 

浅部地中熱利用及び従来型ボアホール式地中熱利用システムの運用を開始し、その特性の違い

を把握した。また、熱交換器及び室内機制御のシーケンス開発並びに循環熱媒向けポンプの制御試

験を実施した。 

 

(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

(3.1)地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 

長野、仙台の実証データを収集・整理し、三次元地質構造モデルを構築した。実証地域のマルチ

スケール国土水・熱循環モデル及び地中熱利用評価技術を検討し、検証用データに基づいてシミュ

レーション結果とポテンシャル評価結果を検証した。上記の評価結果をデータベース化して情報シス
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テムのモックアップを作製した。 

 

(3.2)オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 

最適逆洗技術開発を進める実証サイトにおいて地層の初期状態を把握し、還元井目詰まりの原因

とさせる細粒成分を多く含む地層では、井戸内調査により地下水の透明度が低いことを確認した。浸

透ますを用いる地下水還元技術について、地下浅層の不飽和帯への現場浸透試験を各種の方法で

行い、適切な試験法を見いだした。地中熱利用システムの運転に伴う地下温度変化を数値シミュレー

ションにより推定し、地下水流速が速い地域では温度変化が 1℃以上となる領域が小さいことを明らか

にした。 

 

(3.3)都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための研究開発 

観測井による地下水管理技術が、都市域で地下水を大規模熱源に利用するオープンループ型地

中熱システム運用時のリスク回避に対する有効性を検証した。 

 

(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

(4.1)温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 

８種類の泉質にて材料浸漬試験によるスケール付着、腐食状況の違いを把握した。把握した泉質

下での温泉熱利用に適した流下液膜式熱交換器用材料の選定を行った。選定した熱交換器用材料

を用いてミニチュアの流下液膜式熱交換器を試作し、選定したスケール付着や腐食が激しい泉質に

対して試験、評価に着手した。 

 

(4.2)都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 

従来の雪冷房施設に使用できない都市徐排雪を用いた冷熱回収システムを設計し、排雪中の不純

物の影響を受けずに冷熱回収できることを実証実験により確認した。またフリークーリングを併用するこ

とで、従来の雪山型と比べてトータルコストを 25％削減可能な冷熱回収システムを設計した。さらに雪

山冷熱回収システムおよびデータセンター実証棟、食料生産実証施設を整備し、雪冷房による夏期の

サーバ冷却、サーバ廃熱による冬期の暖房効果を確認した。 

 

(4.3)太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発 

熱音響冷凍機の最適化シミュレーションを行い、1kW の冷熱を得るための周波数や細管径などを

明らかにするとともに、入力温度と冷熱出力、熱効率の関係を整理した。また太陽入熱装置について、

集熱管配置や反射板による効果を試算した。 

 

(4.4)太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発 

太陽熱利用システムの省エネ性能最適化手法に係る技術開発に必要なデータ取得のための実証

試験に着手した。 

 

(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

(5.1)食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生 

ラジカル補足剤を添加した場合の焼酎残渣のガス化反応式をラボスケール装置で決定した。パイ

ロットプラントにラジカル補足剤高圧注入装置を設置し、ガス化反応式の有効性を確認した。 

 

投稿論文 「査読付き」16 件、「その他」22 件 

特  許 「出願済」4件、「登録」0件、「実施」0件(うち国際出願 1件) 

その他の外部発表 

(プレス発表等)) 

「研究発表・講演」147 件、「新聞・雑誌等への掲載」65 件、「展示会への

出展等」34 件 

Ⅳ.実用化・事業

化の見通しに

ついて 

本事業に係る「実用化・事業化」とは、当該研究開発において開発した再生可能エネルギー熱利

用システムやポテンシャルマップ、シミュレーションツール等の評価技術が社会的利用(顧客へ

の提供等)されることである。 

開発している熱利用システムについて、商用システムとしての運転、開発技術の利用者への提供

開始に向けてプロジェクト毎に取り組んでいる。 

 

Ⅴ.基本計画に関

する事項 

 

作成時期 平成 26 年 3月 作成 

変更履歴 なし 
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プロジェクト用語集 

用  語 説   明 

インバータ 直流電力から交流電力を電気的に生成する(逆変換する)電源回路、または

その回路を持つ電力変換装置のことである。 

オープンループ型地中

熱利用システム 

揚水した地下水の熱を地表にあるヒートポンプで必要な温度領域の熱に変

換するシステム。 

オールコアボーリング 地表面から打ち止めに至るまでのコア(地質サンプル)を全て採取する方法 

還元井 熱利用した地下水を地中に還元するための井戸 

凝縮器 蒸気を冷却して液体にする装置 

クローズドループ型地

中熱利用システム 

地中から熱を取り出すために地中熱交換器内に流体を循環させ、汲み上げ

た熱をヒートポンプで必要な温度領域の熱に変換するシステム。 

蒸発器 液体を加熱して蒸気を発生させる装置 

スクロール型 一対のうず巻き形をした固定スクロールと可動スクロールとで構成されて

いるもの。 

雪氷熱 天然あるいは人工の雪氷、凍土に蓄積された冷熱エネルギーのこと。貯雪

氷庫等に雪氷を貯蔵して農作物等の冷蔵や冷房に用いる。利用方法には自

然対流方式(氷室型)、冷風循環方式、冷水循環方式がある。 

熱応答試験 地中熱交換井に地中熱交換器を挿入し、実際に熱媒を循環させ、熱媒の温

度や地中温度の推移によって地盤の熱特性や熱交換能力を予測する試験。 

熱音響冷凍 熱と音波との間ではお互いにエネルギーをやりとりする作用があり、管内

に音を入れると管内で冷凍作用が発生する。特に後者の音で 冷凍する現

象。 

熱交換器 温度差のある２つの流体間の熱を効率よく移動させる機器 

ヒートパイプ 熱の移動効率を上げる技術・仕組みの一つ。熱伝導を上げているわけでは

なく、作動液の移動を用いて熱を移動させる仕組みである。 

ヒートポンプ 熱(Heat)を汲み上げる(Pump)の通り、温度の低いところから温度の高いと

ころへ熱を移動させる仕組み。 

標準貫入試験 地盤の硬軟、締まり具合または土層の構成を判別するための N 値を得る試

験 

フリークーリング 夏期は冷凍機用冷却水の放熱に利用している冷却塔を用いて、中間期・冬

期に直接冷水を製造しようとするシステムのことである 

ベントナイト モンモリロナイトという鉱物を主成分とする粘土の名称。清水とベントナ

イト等を混合しボーリング時の孔壁保護に用いられる。 

ボアホール 地下数十～百ｍ掘削された垂直孔の中に何らかの熱交換機構を持たせ採熱

する地中熱利用システムの一つ。 

水循環 地中と地表とをパイプで結ぶ単純な水循環システム、あるいは地下水をパ

イプに通し循環させるシステム。 

揚水井 地下水などをくみ上げるための井戸 

ロッド ボアホール用等に地中に孔を掘削するための鋼管製の棒状パイプ。ロッド

に回転、打撃あるいは振動を与えて掘削する。 

ＡＰＦ 通年エネルギー消費効率(Annual Performance Factor)。実際の使用時に

近い状態での評価を行うため、あるモデルケースを定め、年間を通じた総

合負荷と総消費電力量を算出し、効率を求めた値。 

ＣＦＤ 数値流体力学(Computational Fluid Dynamics)。流体の運動に関する方程

式をコンピュータで数値解析し流れを観察する。 

GSHP Ground Source Heat Pump の略。地中熱を熱源とするヒートポンプシステ

ムのこと。 

ＣＯＰ 成績係数(Coefficient Of Performance)。冷房機器などのエネルギー消費

効率の目安として使われる係数。消費電力 1kW あたりの冷却・加熱能力を

表した値。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9B%B4%E6%B5%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%A4%E6%B5%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E6%BA%90%E5%9B%9E%E8%B7%AF
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E4%BC%9D%E5%B0%8E
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LCEM Life Cycle Energy Management の略。ライフサイクルを通して一貫した管

理指標、管理目標を定め、共通したツールでその達成度を評価・検証する

枠組み。 

Ｎ値 標準貫入試験(JIS A1219)によって求められる地盤の強度等を求める試験

結果の数値。標準貫入試験値とも称する。 

PLC プログラマブルロジックコントローラ(Programmable Logic Controller)

機械装置を制御するもの。 

sWATER 3 次元の飽和・不飽和浸透流と熱移動を連成解析するシミュレーター

（Subsurface Water and Thermal Energy Resources）。 

ＳＭＷ工法 地下水位が高い地域で地下建築物を施工する際、地下水の影響を排除する

目的で開削工事前に Soil Mixing Wall で連続土留壁を構築し遮水する工

法。 

TRT Thermal Response Test の略。地盤の熱伝導率を求める熱応答試験。 

U チューブ 先端をＵ字状に接合した主に樹脂製の管。 
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I. 事業の位置付け・必要性について 

I.1 事業の背景・目的・位置付け 

I.1.1 事業の背景 

東日本大震災以降、エネルギー政策の大きな転換を求められており、電気利用のみならず、熱

利用を含めた再生可能エネルギーをこれまでの政策よりも前倒しで大量導入することが急務と

なっている。 

平成26年4月11日に公表された「エネルギー基本計画」の中で、再生可能エネルギーは、現時

点で安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガスを排出せず、国内で生産で

きるためにエネルギー安全保障に寄与できる有望かつ多様な国産エネルギー源と位置付けられて

いる。また、太陽熱、地中熱、雪氷熱、温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等の再生可能エネル

ギー熱をより効果的に活用することが重要であり、そのための取組を強化することが必要とされ

ている。 

 

I.1.2 事業の目的、意義 

再生可能エネルギー熱の活用においてはイニシャルコストやランニングコストが高いことが課

題であり、主な要因として、地中熱のように熱源までのアクセス(地中熱交換器、配管の掘削・

施工)が難しくコスト高になる他、再生可能エネルギー等熱利用の市場が小さく、太陽熱等の汎

用型システムについても大量生産によるコスト削減が図られないでいること等がある。このた

め、再生可能エネルギーを熱として利用することは、そのポテンシャルに比べて十分に進んでい

ない状況である。 

本事業では、再生可能エネルギー熱利用の技術開発でコストダウンを促し、熱利用の普及拡大

に貢献することを目的として、コストダウンを目的とした地中熱利用技術及びシステムの開発、

太陽熱、雪氷熱、その他の再生可能エネルギー熱の利用に、蓄熱利用等を含めたトータルシステ

ムの高効率化・規格化、熱量評価技術の高精度化等に取り組む。 

 

I.1.3 事業の位置付け 

「エネルギー基本計画」の中で、再生可能エネルギーは、現時点では安定供給面、コスト面で

様々な課題が存在するが、温室効果ガスを排出せず、国内で生産できるためにエネルギー安全保

障に寄与できる有望かつ多様な国産エネルギー源と位置付けられている。また、太陽熱、地中

熱、雪氷熱、温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等の再生可能エネルギー熱をより効果的に活用す

ることが重要であり、そのための取組を強化することが必要と位置付けられている。 

I.2 NEDOの関与の必要性・制度への適合性 

I.2.1 NEDOが関与することの意義 

20～30 年後には、化石燃料の枯渇懸念とそれに伴う化石燃料価格の不安定が顕在化すると予

測され、エネルギーセキュリティー確保の必要性がいっそう高まると共に、地球温暖化対策と

いった、環境に対する一層の配慮が求められる社会の到来が予測されることから、再生可能エ

ネルギーの導入推進の流れはますます強まると考えられる。 

この“エネルギーセキュリティー確保”や“地球温暖化対策”といった社会的課題を解決す

るために、再生可能エネルギー利用における様々な技術開発がなされている。中でも、熱利用

技術は、熱を直接利用するため、電力への変換や送電等のロスを伴わないことから、電気利用

と比較して効率が高い。また、電力供給事業とは異なり、太陽光発電や風力発電の拡大に伴う

電力系統の安定性の懸念が無いこと、エネルギー利用形態の多様化を図れることにより、エネ

ルギーセキュリティー確保に大きく寄与することが可能である。 

本事業において提案する“再生可能エネルギー熱利用技術”は、クリーンで無尽蔵であり、

持続的な熱エネルギーを利用するもので、我が国のエネルギー自給率の向上に貢献する。また、

資源制約がなく、温室効果ガスの発生もない。 

しかしながら、再生可能エネルギーの熱利用を考えた場合、課題も多い。一般に、熱利用技
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術は、得られる性能に比べて導入コストが既存技術より割高であること、要素技術の組合せで

検討されているため、システム全体の最適効率の検討がなされていない。 

これらの課題を克服しつつ、我が国の総合的なエネルギー安全保障や地球温暖化対策に貢献

し、さらなる再生可能エネルギー導入を実現するためには、本事業において提案する“再生可

能エネルギー熱利用技術”に NEDO として投資を行うことは極めて重要である。 

 

(1) コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発について 

我が国の状況に適合した掘削手法及び掘削技術、高効率地中熱交換器、地中熱の利用状態・温

度等に適合したヒートポンプの開発や、地中熱交換器設置コスト低減化技術の開発等を通じて、

導入コストあるいは運用コストを低減するための開発を行う必要があり、NEDOプロジェクトとし

ての実施は妥当である。 

 

(2) 地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化について 

個別機器単体の開発でなく、システム構成要素(掘削からヒートポンプ、配管まで)を統合した

トータルシステムの効率化及び規格化による導入コストダウンや、需要側の利用状況の特徴に対

応したシステムの高効率開発等を通じて、さらに効率向上による運用コストダウンのための開発

を行う必要がある。複雑な地中熱システムを企業単独での開発にはリスクが高いためNEDOプロ

ジェクトとしての実施は妥当である。 

 

(3) 再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発について 

再生可能エネルギー熱の採熱場所及び方法を明らかにし、効率的なシステム導入の促進に資す

る各熱のポテンシャル簡易予測・評価技術を開発し、それを利用した候補地ごとの利用可能性を

示すマップの構築を行うことで、NEDOがリードし迅速化に関する技術開発が必要である。 

 

(4) その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化について 

採熱・熱輸送・断熱・蓄熱などの要素も考慮して我が国に適したトータルシステムのコストダ

ウンと高効率化に資する技術開発や規格化を推進して、導入コストあるいは運用コストを低減す

るための開発を行う必要があり、NEDOプロジェクトとしての実施は妥当である。 

 

(5) その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発について 

我が国に適したトータルシステムのコストダウンと高効率化に資する技術開発や規格化を推進

して、導入コストあるいは運用コストを低減するための開発を行う必要があり、NEDOプロジェク

トとしての実施は妥当である。 

 

I.2.2 実施の効果 

・システムの導入コストあるいは運用コストの低下が進み、市場の拡大が期待される。 

・システムの規格化やパッケージ化等の促進により、従来の業界構造が変革して、業界間の障壁や

利益相反が改善され、システムの普及拡大が期待される。 

・これまでの主な暖房需要の大きい地域だけでなく、都市域における普及拡大が促進される。 

・再生可能エネルギーのポテンシャル予測、評価技術開発及びポテンシャルマップの作成により、

システムの導入効果を分かりやすく提示することが可能になる。 
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II. 研究開発マネジメントについて 

II.1 事業の目標 

再生可能エネルギー熱利用の技術開発でコストダウンを促し、熱利用の普及拡大に貢献するこ

とを目標とする。具体的には、コストダウンを目的とした地中熱利用技術及びシステムの開発、

太陽熱、雪氷熱、その他の再生可能エネルギー熱の利用に、蓄熱利用等を含めたトータルシステ

ムの高効率化・規格化、熱量評価技術の高精度化等に取り組む。下記目標を達成するため、プロ

ジェクト毎に適正な目標を設定し、技術開発を推進している。 

(1) コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

我が国の状況に適合した掘削手法及び掘削技術、高効率地中熱交換器、地中熱の利用状態・温

度等に適合したヒートポンプの開発や、地中熱交換器設置コスト低減化技術の開発等を通じて、

導入コスト20％低減、運用コスト20％低減、又は導入及び運用コストの20％低減を目指す。 

(2) 地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

システム構成要素(掘削からヒートポンプ、配管まで)を統合したトータルシステムの高効率化

及び規格化、需要側の利用状況の特徴に対応したシステムの高効率開発等を通じて、導入コスト

20％低減、運用コスト20％低減、又は導入及び運用コストの20％低減を目指す。 

(3) 再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

再生可能エネルギー熱の採熱場所及び方法を明らかにし、効率的なシステム導入の促進に資す

る各熱のポテンシャル簡易予測・評価技術を開発し、その評価結果を活かしてシステム設計に必

要な精度を有するマップを容易な操作性を備えたシステムで作成できることとし、システム設置

前に実施する簡易な評価技術を確立する。 

(4) その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

その他再生可能エネルギー熱利用システムについては、採熱・熱輸送・断熱・蓄熱などの要素

も考慮して我が国に適したトータルシステムのコストダウンと高効率化に資する技術開発や規格

化を推進し、導入コストの10％低減を目指す。 

(5) その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

上記1～4以外でその他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する、我が国に適した

システムの導入コストを10％低減することを考慮した革新的技術を開発する。 

 

Ⅱ.2 研究開発対象の事前調査 

再生可能エネルギー熱利用の普及拡大に貢献する技術開発を効率的に実施するため、多種多様

な熱源から注目すべき熱源を選定するための事前調査を実施した。各熱源のポテンシャルの大き

さ、熱需給地の地理的マッチングによる一次評価を行い、さらに技術開発による普及拡大可能

性、基盤的技術や他分野への展開可能性に対して重み付けし採点を実施した。 

この調査結果から熱源の候補として、地中熱、太陽熱、雪氷熱、温泉熱、バイオマス熱の５種

を選定した。 
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II.2 事業の計画内容 

II.2.1 研究開発の内容 

II.2.1.1 事業全体の研究開発の内容 

本事業の期間は、平成26年度から平成30年度まで5年間とし、共同研究事業(NEDO負担率：2/3)

として以下の研究開発項目を実施する。なお、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的

技術」に対して、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する研究開発

については、原則としてNEDO負担率1/1の委託で実施することとする。 

(1) コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

［委託、または共同研究(NEDO負担率：2/3)］ 

(ⅰ)高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発 

(ⅱ)戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発 

(ⅲ)地中熱利用要素技術の開発 

(2) 地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

［委託、または共同研究(NEDO負担率：2/3)］ 

(ⅰ)地下水循環型地中採熱システムの研究開発 

(ⅱ)共生の大地への地中蓄熱技術の開発 

(ⅲ)再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 

(ⅳ)地中熱・流水熱利用型クローズドシステムの技術開発 

(ⅴ)地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発 

(ⅵ)都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発 

(ⅶ)低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を 

  利用した設計・性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 

(ⅷ)地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテンシャル 

  マップの高度化 

(ⅸ)一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 

(3) 再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

［委託、または共同研究(NEDO負担率：2/3)］ 

(ⅰ)地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 

(ⅱ)オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 

(ⅲ)都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発 

(4) その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

［委託］ 

(ⅰ)温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 

(ⅱ)都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 

(ⅲ)太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発 

(ⅳ)太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発 

 

(5) その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

［委託］ 

(ⅰ)食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生 
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II.2.1.2 研究開発テーマ毎の研究開発の内容 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

(1.1)高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発 

(1.1.1)背景と目的 

21世紀に入っての我が国のエネルギー政策は、1997年に採択された京都議定書、2002年に公布

されたエネルギー政策基本法を主軸として構築されてきた。これは需要側でのエネルギー消費量

の削減と、供給側での化石燃料依存からの脱却を主体とする取組みを目指すものである。 

しかし、2011年3月の東日本大震災と福島第一原発事故は、それまでのエネルギー政策の根幹

を揺るがす事象となっている。この結果、2014年4月に閣議決定された第4次エネルギー基本計画

では、再生可能エネルギー、原子力、石炭、石油、LNG等の多層的な需給を目指し、長期的なエ

ネルギー政策を2018～2020年を目途に再構築することを決めている。 

再生可能エネルギーとしては、太陽光、風力、地熱、水力、バイオマス等が挙げられる。さら

に地中熱や下水・工場排水の熱源等を利用した再生可能エネルギー熱を含め、温室効果ガスを排

出しない純国産のグリーンエネルギーへの期待が高まっている。 

一方、グリーンエネルギーは、低コストでのエネルギー供給を図り、継続的な経済成長を実現

することを前提に普及が行われるべきであり、そのために導入コストや運用コスト低減のための

研究開発が急務といえる。 

地中熱普及についても、導入時でのコスト高(熱交換井設置工、ヒートポンプ設置工、室内空

調施設設置工)が課題となっている。そこで、本事業では、熱交換井設置工でのコストダウンを

狙い、地中熱の導入コスト20％低減に資する研究開発を行うものである。 

 

(1.1.2)研究開発の概要 

平成14年度～平成15年度(2002～2003)に実施したNEDO事業を基に、高速掘削により短時間で地

中熱採熱孔を構築するロータリーバイブレーションタイプのボーリングマシン(ソニックドリル)

を開発し、最新鋭機として国内外で販売している。この機械は、高い掘削能力と優れた垂直性に

より、数多くの熱交換井設置工事で使用されている。特に、掘削長を100ｍ程度とする熱交換井

設置工事では、従来活躍していた「ロータリードリル」、「パーカッションドリル」に代わり、主

力機械になりつつある。 

地中熱利用は、東京オリンピック開催決定やリニア中央新幹線整備計画等を背景に、数多くの

都市再生事業での適用が見込まれており、建築物の省エネの観点(建築物省エネ法 平成27年7月

公布)からも、さらなる普及の拡大が予想される。 

しかし、都市部で地中熱利用を普及させていく上で、生活環境の保全に配慮したボーリングマ

シンの低騒音化、さらに、掘削技術者の確保が大きな課題となっている。 

これらは、ロータリーバイブレーションドリル本来の性能を最大限に発揮できないことによる

「日施工量の低下」、「労務費(特殊運転手)の高騰」など、掘削コスト低減に関する課題に直結す

るものである。 

本事業では、ロータリーバイブレーションドリルの低騒音化、省力化・省人化に寄与する自動

制御に関する研究開発を実施し、従来工法である「ロータリードリル トリコンビット」、「パー

カッションドリル 二重管」と比較して30％の掘削コスト削減を達成する。この結果、導入コス

ト(熱交換井設置工、ヒートポンプ設置工、室内空調施設置工)の20％削減を達成する。 

 

① 都市部でも本来の機械性能を十分に発揮させるための低騒音化技術開発 

既存機械の騒音・振動測定より、音響パワーレベル、騒音放射指向性、主な騒音発生部位を把

握し、「防音対策」、「機械内構造の効率化」、「消音装置」、「エンジン回りのレイアウト改善」等

での適切な低騒音対策を検討する。低騒音設計では騒音測定以外でも、熱流量測定、及び低騒音

化シミュレーション結果等を踏まえ、最適な低騒音技術を選定する。 

なお、従来機種(ソニックドリル 175馬力)が、国土交通省が定める低騒音型建設機械の騒音基

準値を満足するためには、6dB以上の騒音レベル低減が必要となる。さらに、従来の作業時では

掘削騒音低減のため、機械最大能力の約46％での打撃エネルギーでの掘削を強いられているが、
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騒音レベルを6dB低減させることにより、打撃エネルギーを従来機比の約1.76倍(能力の約81％)

とし、掘削可能であることを見込んでいる。 

 

②省力化・省人化に寄与する自動制御技術開発 

ボーリング作業において重要な役割を果たす熟練技術者の掘削ノウハウを数値化し、遠隔操作

を含む自動制御技術を構築することで、運転費の削減が可能となる。この技術は、掘削技術の平

準化と作業の安全・安心を担保するものであり、省力化・省人化に寄与する。従って、熟練した

掘削経験がない人でも容易に掘削作業が行えるようになり、今後拡大する地中熱利用工事を遅延

なく円滑に遂行することが可能となる。 

なお、自動化に帰する主なアプリケーション開発は、「エンジン回転数制御」、「姿勢制御」、

「掘削開始・停止制御」、「掘削速度制御」、「循環水制御」、「逸水監視制御」、「掘削負荷制御」、

「危険回避制御」、「孔内洗浄制御」、「オシレータ周波数制御」、「ロッド分離制御」、「モニタリン

グ(データグラフィック機能付)」、「データ記録・活用」の 13 種類となる。アプリケーション開

発では国際標準規格(IEC61131-3)に準拠した CoDeSys(Code Development System)を用い ST 言語

を使用している。 

 

表Ⅱ(1.1)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目  最終目標(平成 28 年度末) 目標レベル設定の根拠  

①低騒音化によるコス

ト低減 

・騒音レベル 6dB 低減 ⇒ 機械の掘削能力を最大

限に発揮 ⇒ 日施工量の増加（従来工法の約 3

倍） ⇒ 労務費及び運転費の削減 

従来工法「ロータリードリ

ル トリコンビット」、

「パーカッションドリル 

二重管」と比較して

30％掘削コストを削減。

その結果、導入コスト

（熱交換井設置工、ヒー

トポンプ設置工、室内空

調施設置工）の 20％削

減を達成する。 

②自動化によるコスト

低減 

・非熟練掘削技術者の活用 ⇒ 労務費（特殊運転

手）の削減 

 

(1.1.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成29年2月28日までで、主な事業スケジュールの

概要を図Ⅱ(1.1)-1に示す。 

 

図Ⅱ(1.1)-1 研究開発スケジュール 

 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①騒音・振動測定

②低騒音化技術開発

③自動化技術開発

④製造・組立

⑤自社構内実地試験

（進捗に合わせて実施）

機械内構造設計 改良 最終仕様設計

熟練技術者ヒアリング

自動化制御設計

新型機製造・組立

掘削・性能試験
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(1.2)戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発 

(1.2.1)背景と目的 

我が国において、再生可能エネルギーのなかで地中熱利用は、歴史が古いにもかかわらず、普

及域に達していない。最大の要因は導入コストが高いことにある。導入コストが高いため、他の

熱源利用に比べてコスト回収が15年以上と長期になる場合が多く、採用されないことが多いのが

現状である。一般的な地中熱利用システムの導入コストの内訳は、概算で掘削費：ヒートポンプ

設備費：配管費＝４：４：２と言われ、熱交換器埋設に関わる費用は全体コストの半分程度を占

めていることになり、このコストを削減することは全体システムの導入コストを削減することに

大きく貢献する。 

我が国では、多種多様な土質岩盤が互層で堆積していることや、孔壁を保護しないと崩壊性が

ある地盤が多いため、掘削難易度が高いと言える。また、国土面積の2/3が森林で覆われている

ことから、平野部や盆地等に人口が過密し、建物を立てるのも十分なスペースが得られないよう

な場合が多い。そのため、そういった敷地条件の元、地中熱交換器埋設時に従来のボーリング工

法を適用すると、搬入搬出や現場での段取りに時間を割かざるを得ない。一般的に他国に比べ２

～６倍の掘削工期を要すると言われている。さらに、全国的に地中熱利用システムの普及の促進

が進んでいないことが、掘削機械の稼働率を低くし、機械損料といった、日数に対する比例費が

自然と高くなってしまい、掘削費コスト高の悪循環を生んでいる現状がある。 

このような背景から、旭化成建材株式会社では独自に回転埋設鋼管杭工法の杭打ち機械を用

い、特殊な羽根付き鋼管により地盤を掘削し、熱交換器を埋設する工法を開発してきた。しか

し、羽根付き鋼管が最適形状ではない、ジョイント部分の止水性能が悪いことや掘削時の抵抗性

がある、先端蓋の取外しが確実ではない、等の問題により、排土が過多となり、現状では未だ工

法として確立されていない。 

本事業では、工法として確立させること、また、目標となるコストを実現可能な、本工法に適

した条件(地域、土質構成条件、建物規模、敷地面積等)を検討しビジネスプランを確立させるこ

とを目的とする。 

(1.2.2)研究開発の概要 

開発する工法は、年稼働率の高い施工単価の安価な鋼管杭の施工機械を活用することにより、

安価な熱交換器埋設コストを提供するものである。従来ボーリング工法では、地盤を削りながら

水で溶かして泥水化し掘削するが、本開発工法は羽根付き掘削鋼管を用い、機械の押し込み力と

回転力のみで、乾式で地盤を掘削する工法であり、主に下記のような特徴を持つ。 

①無排土～低排土での施工により、排土処分を不要化 

②鋼管杭の地盤掘削のような乾式で、掘削泥水を用いない効率的な施工による作業簡略化 

③掘削泥水を用いない施工により、プラント設備等の付帯設備の簡略化 

 

上記のような特徴の熱交換器埋設工法を開発し、従来ボーリング工法では必須であったプラン

ト設備等の付帯設備の簡略化と施工の効率化を行い、下記のコスト及び施工速度を実現すること

を目標とする。これは、システム全体コストの内訳を掘削：ヒートポンプ：配管=４：４：２と

すれば、システム全体で24％以上のコスト低減に相当する。 

(ⅰ)熱交換器埋設コスト(配管工事、材料費、残土処理費を含む)を8000円/ｍ以下にする。 

(ⅱ)施工速度(掘削、配管埋設含む)を60ｍ/日以上にする。 

(ⅲ)発生排土を羽根径掘削体積の10～30％にする。 

 

①羽根付き掘削鋼管の形状の最適化 

最適な掘削羽根形状やヘッド形状を開発し、機械負荷、施工時間及び掘削排土を低減する。 

また、羽根付き掘削鋼管と上部に接続される羽根のない継ぎ鋼管の長さのバランスを最適化する

ことにより、施工時間、掘削排土を低減する。 

②先端蓋の開発 

掘削中に先端蓋から羽根付き掘削鋼管内への土の混入や先端蓋の外れがなく、掘削後に確実に

先端蓋を外すことが可能な先端蓋構造を開発する。また、取り外しを確認できる先端蓋を開発す

る。 
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③ジョイントの開発 

以下の特長を有するスパイラル形状のジョイントを開発する。 

1)羽根付き掘削鋼管内への地下水や土の混入を防ぐ。 

2)ジョイント時の作業性が良い。 

3)トルク、押し込み力、引抜力の伝達が可能である。 

4)羽根付き掘削鋼管内に突起部なく、Ｕチューブ挿入の妨げとならない。 

5)掘削時に土の抵抗を受けづらい構造である。 

 

④熱交換器の配置の最適化 

トータルコストを最小化するため、シミュレーション解析により深度 10～40ｍの浅層利用や熱

交換器の密な配置による全体性能への影響を確認し、熱交換器配置の最適化を検討する。また、

地下水流の少ない地盤において、実際に熱交換器に熱負荷を与え、地中温度の変化のモニタリン

グ値とシミュレーション値を比較検討することにより、シミュレーション解析結果を検証する。 

 

表Ⅱ(1.2)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 最終目標(平成27年度末) 目標レベル設定の根拠 

羽根付き掘削鋼管を用

いる掘削工法 

熱交換器埋設コスト（配管工事、

材料費、残土処理費を含む）を

8000円/m以下にする。 

従来ボーリング工法では必須であったプラ

ント設備等の付帯設備の簡略化と施工の

効率化を行い、コスト及び施工速度目標を

実現する。システム全体コストの内訳を掘

削：ヒートポンプ：配管=4：4：2として、システ

ム全体で24％以上のコスト低減に相当す

る。 

施工速度（掘削、配管埋設含

む）を60m/日以上にする。 

発生排土量を羽根径掘削体積

の10～30％にする。 

 

 

(1.2.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成28年2月29日までで、主な事業スケジュールの

概要を図Ⅱ(1.2)-1に示す。 

 

 

図Ⅱ(1.2)-1 研究開発スケジュール 

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

①継手・先端蓋の開発

②施工方法確立

③熱交換器配置の最適化検討

事
業
終
了

継手構造考案・製作
施工試験・性能確認

先端構造考案・製作
施工試験・性能確認

施工試験×4現場

施工性、排土量評価

離隔間隔の
影響検討

浅層部の
影響検討
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(1.3)地中熱利用要素技術の開発 

(1.3.1)背景と目的 

地中熱利用ヒートポンプは、外気温度に比べて夏季は低温の冬季は高温の地中熱源が利用でき

るため空気熱源ヒートポンプより消費電力量が小さくなる。この省エネ効果により、地球温暖化

を低減できる重要な熱利用技術の一つとして注目され、導入が進んでいる。 

しかし、地中に熱交換器を設置するコストや熱源機の使用などによるコストの高さが普及を妨

げている。一方で、提案者らは地中熱の熱交換井掘削において、街中での掘削でも騒音の苦情が

発生しにくい低騒音が特徴かつ回転振動により掘削速度が早い掘削機を開発してきた。また、共

同で熱交換効率の良い多管式地中熱交換器を開発してきており、ヒートポンプ等の設計も含めた

コンサルティング業務を行っている。これら知見を活かし、地中熱トータルシステムのコストダ

ウンを図る。 

本事業では、特に大きなコストを占める地中熱交換器設置のコストダウンを研究開発の目的の

中心とし、その他の要素機器のコストダウンも図り、トータルとして地中熱利用ヒートポンプシ

ステムの導入コストを削減することを目的とする。また、この事業により地中熱ヒートポンプの

イニシャルコストが下がると導入が増えると考えられる。その結果、土木・建築業界の需要が増

え、認知度が向上することで、東京オリンピック後の土木・建築業界の需要の一部を担える。 

(1.3.2)研究開発の概要 

本研究開発では、以下の研究開発を行う。 

掘削工事費の削減を図るためには、掘削日数を削減する方法がある。掘削日数削減のために

は、掘削機を開発して掘削に掛かる時間を短縮する方法とロッドの着脱やＵチューブの設置と

いった付随する作業の時間を削減する方法が考えられる。そこで、地中熱専用掘削機の開発、

ロッドチェンジャーの開発、Ｕチューブ挿入機器の開発を行う。地中熱専用掘削機は、回転数、

振動数等の可変機能を持たせ、掘削効率を向上させた掘削機を開発する。ロッドチェンジャー

は、ロッド・ケーシングの継ぎ切り時間を短くする油圧シリンダ等のアクチュエータを活用して

開発する。Ｕチューブ挿入機器は、現状の挿入時に３～４人で行うのではなく、使用の際には掘

削機械に接続され、機械の操作だけで、ほとんど人の手によらずに挿入できる機器を開発する。 

掘削日数の削減は、掘削に掛かる時間の削減だけではなく、掘削径を小さくする方法も考えら

れる。現状、地中熱の掘削径は、約90mm～180mm程度であるが、この径を小さくした専用掘削機

を開発する。この掘削機は、φ60mm程度の掘削を少人数、例えば1人で施工することを目的に開

発する。掘削に係るオペレーター、ロッドの継ぎ切り、必要であれば泥水管理、Ｕチューブの挿

入を少人数で行うために自動化を進める機械であり、その機械を開発する。ロッド継ぎ切りの油

圧化による省人化・自動化、泥水管理をマシンオペレータが出来るような省人化・自動化、Ｕ

チューブ挿入の省力化、ロッドチェンジャーによる省人化、自動化を備えた機械を検討し、開発

予定である。 

地中熱交換器の費用削減及び配管工事費の削減をめざし、高性能かつ低コストである地中熱交

換器の開発を行う。小型の地中熱交換器の開発のために、最初に汎用の熱流体シミュレーション

ソフトにおいて提案者が地中熱のシミュレーションに用いている数値解析モデル等を用いて、地

中熱交換器の形、最適な径、パイプ材質、流量、施工しやすさ等の研究開発を行う。具体的に

は、小型の地中熱交換器の開発(同軸型地中熱交換器等)、外面被覆銅管を用いた高性能地中伝熱

管(垂直型地中熱交換器、水平型地中熱交換器)、充填材内にフィンを設置した熱交換器の開発を

進める。 

従来の研究から同軸型地中熱交換器が高い性能を示すことが分かっている。本開発では、その

同軸型地中熱交換器を小型化することによるコストダウンを行う。現在、多くの地中熱交換器で

は地中での耐食性などの問題から高密度ポリエチレン管が使用されることが多いが、肉厚が厚い

ことや熱伝導率が小さいことなどが性能低下やコスト増につながっていると考えられる。ここで

は、熱伝導率が大きく、肉厚を薄くできる銅管を使用し、まず銅管の高い熱伝導率に基づく高交

換能力を利用した性能改善を図る。また、高密度ポリエチレン管と異なり、銅管は内面形状の加

工が容易であるので、内面に伝熱促進を施す加工を行い、さらなる性能改善を行う。それらに

よって熱交換器長さを短くすることでコストダウンを行う。また、外面被覆を施して耐食性を確

保する。なお、被覆銅管の可塑性を利用して、垂直らせん形地中熱交換器及び水平スリンキー型
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地中熱交換器を開発し、実験的にそれらの性能を検証する。実験は、実験室における伝熱性能の

比較実験により基礎的なデータを取得するとともに、熱交換器を地中に設置したフィールド実験

によりその性能を検証する。 

地中熱交換における性能改善のボトルネックは土壌の低い熱伝導性である。また、それは地中

熱交換器を設置する地下の地下水や資質など環境に依存する。地中熱交換器に放射状のフィンを

設置することで土壌との接触面積を大きくして地中の熱伝導性を改善することができれば、性能

改善、また設置深さを低減することによるコストダウンにつながると予想される。なお、本方法

は地中熱交換器の製作上の課題及びコストの課題も検討する必要があるため、シミュレーション

解析を中心とした研究を行う。 

熱源機の低コスト化として、地中熱と空気熱の両方との熱交換を行うハイブリッド熱交換器を

開発する。なお、そこでは、地中熱専用熱源機より安価な空気熱源の熱源機の市販機(汎用機)を

応用し、室外機に空気熱交換器に加えて地中熱側熱媒体との熱交換を行うハイブリッド熱交換器

を設置したヒートポンプシステムを開発し、熱源機のコストダウンを図る。なお、空気と地中側

熱媒体の両方の熱源を利用できることにより、それぞれの熱交換器を小型化できることでコスト

ダウンを図る。また、地中への過度な負荷を低減させることで、地中熱交換器の設置深さを低減

できることもコストダウンに繋がる。 

また、運転コストの削減については、システムに冷媒循環用のポンプを内蔵させることで中間

期における電力使用量の削減、土壌への熱負荷の低減を試みる。地中の温度は大気の年間平均温

度と近いために、冷房に必要な温度よりも低い。そのため圧縮機を用いた通常のヒートポンプ

ループではなく、より消費電力の少ない液ポンプを用いたループにヒートパイプの働きをさせる

ことで、少ない消費電力での運転が可能である。 

 

本テーマは以下の①−⑥の項目を実施し、目標の達成を目指す。 

 

①地中熱専用掘削機及び周辺機器の開発(担当：株式会社ワイビーエム) 

掘削工事費の削減を図るためには、掘削日数を削減する方法がある。掘削日数削減のためには、

掘削機を開発して掘削に掛かる時間を短縮する方法とロッドの着脱やＵチューブの設置といった

付随する作業の時間を削減する方法が考えられる。 

そこで、下記の地中熱専用掘削機の開発、ロッドチェンジャーの開発、Ｕチューブ挿入機器の

開発を行う。 

 

(a)地中熱専用掘削機の開発 

回転数、振動数等の可変機能を持たせ、掘削効率を向上させた掘削機を開発する。また、地中

熱の工事を行っている有識者(施工業者)の意見、例えば施工現場での地質に応じた現状の掘削機

の回転数、振動方法などの意見を参考にする。開発した掘削機は、ワイビーエム敷地内で回転数

80rpm、40rpm、振動数 2800bpm、2650bpm、2500bpm の組み合わせで試験を行い、試験を受けて改

良を行い、従来機と比較して掘削時間の短縮縮が出来たかを作業工程、掘削時間を図表にして比

較する。 

 

(b)ロッドチェンジャーの開発 

ロッド・ケーシングの継ぎ切り時間を短くする油圧シリンダ等のアクチュエータを活用した

ロッドチェンジャーを開発する。開発では、ロッドの継ぎ切り時間の短縮化だけでなく、掘削に

係る人員を削減することを目的とし、ロッドの配置なども確認する。 

 

(c)U チューブ挿入機器の開発 

現状の挿入時に３～４人で行うのではなく、使用の際には掘削機械に接続され、機械の操作だ

けで、ほとんど人の手によらずに挿入できる機器を開発する。機器は、掘削機に取り付け可能で、

50ｍ以上のＵチューブを装備し、人力を極力使わない仕様の機器である。 

 

 

②浅部専用掘削機(小型機)の開発 

掘削日数の削減は、掘削に掛かる時間の削減だけではなく、掘削径を小さくする方法も考え
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られる。現状、地中熱の掘削径は、約90mm～180mm程度であるが、この径を小さくした専用掘

削機を開発する。 

この掘削機は、①の結果を活かして、φ60mm程度の掘削を少人数、例えば1人で施工するこ

とを目的に開発する。掘削に係るオペレーター、ロッドの継ぎ切り、必要であれば泥水管理、

Ｕチューブの挿入を少人数で行うために自動化を進める機械であり、その機械を開発する。現

状では、ロッド継ぎ切りの油圧化による省人化・自動化、泥水管理をマシンオペレータが出来

るような省人化・自動化、Ｕチューブ挿入の省力化、ロッドチェンジャーによる省人化、自動

化を備えた機械を検討し、開発予定である。 

開発した掘削機は、ワイビーエム敷地内で試運転、改良を行い、③で開発する小型の地中熱

交換器の設置に使う。掘削時間の削減などは、通常の地中熱の掘削時間の比較で行い、⑥の最

終評価にて小型の地中熱交換器の工程・時間の削減の評価と合わせて行う。 

 

③地中熱交換器の高性能低コスト化の研究開発(担当：株式会社ワイビーエム、国立大学法人佐賀大学) 

地中熱交換器の費用削減及び配管工事費の削減をめざし、高性能かつ低コストである地中熱交

換器の開発を行う。 

小型の地中熱交換器の開発のために、最初に汎用の熱流体シミュレーションソフトにおいて提

案者が地中熱のシミュレーションに用いている数値解析モデル等を用いて、地中熱交換器の形、

最適な径、パイプ材質、流量、施工しやすさ等の研究開発を行う。具体的には、下記の3項目の

熱交換器を検討し、開発を行う。 

 

(a)小型の地中熱交換器の開発(同軸型地中熱交換器等) 

従来の研究から同軸型地中熱交換器が高い性能を示すことが分かっている。本開発では、その

同軸型地中熱交換器を小型化することによるコストダウンを行う。市販の 40A のポリエチレン管

の中に 13A の管を挿入し蓋をして作成する。 

 

(b)外面被覆銅管を用いた高性能地中伝熱管(垂直型地中熱交換器、水平型地中熱交換器)の開発 

現在、多くの地中熱交換器では地中での耐食性などの問題から高密度ポリエチレン管が使用さ

れることが多いが、肉厚が厚いことや熱伝導率が小さいことなどが性能低下やコスト増につな

がっていると考えられる。ここでは、熱伝導率が大きく、肉厚を薄くできる銅管を使用し、まず

銅管の高い熱伝導率に基づく高交換能力を利用した性能改善を図る。また、高密度ポリエチレン

管と異なり、銅管は内面形状の加工が容易であるので、内面に伝熱促進を施す加工を行い、さら

なる性能改善を行う。それらによって熱交換器長さを短くすることでコストダウンを行う。また、

外面被覆を施して耐食性を確保する。なお、被覆銅管の可塑性を利用して、垂直らせん形地中熱

交換器及び水平スリンキー型地中熱交換器を開発し、実験的にそれらの性能を検証する。実験は、

実験室における伝熱性能の比較実験により基礎的なデータを取得するとともに、熱交換器を地中

に設置したフィールド実験によりその性能を検証する。本研究では伝熱促進により、流量の小さ

い条件においても乱流と同じ性能を示す熱交換器の開発を行う。 

 

(c)充填材内にフィンを設置した熱交換器の開発 

地中熱交換における性能改善のボトルネックは土壌の低い熱伝導性である。また、それは地中

熱交換器を設置する地下の地下水や資質など環境に依存する。地中熱交換器に放射状のフィンを

設置することで土壌との接触面積を大きくして地中の熱伝導性を改善することができれば、性能

改善、また設置深さを低減することによるコストダウンにつながる。なお、本方法は地中熱交換

器の製作上の課題及びコストの課題も検討する必要があるため、まずはシミュレーション解析を

中心とした研究を行う。 

 

④熱源機の低コスト化の研究開発（担当：国立大学法人佐賀大学） 

地中熱と空気熱の両方との熱交換を行うハイブリッド熱交換器を開発する。なお、そこでは、

地中熱専用熱源機より安価な空気熱源の熱源機の市販機(汎用機)を応用し、室外機に空気熱交換

器に加えて地中熱側熱媒体との熱交換を行うハイブリッド熱交換器を設置したヒートポンプシス

テムを開発し、熱源機のコストダウンを図る。なお、空気と地中側熱媒体の両方の熱源を利用で

きることにより、それぞれの熱交換器を小型化できることでコストダウンを図る。また、地中へ



Ⅱ-10 

の過度な負荷を低減させることで、地中熱交換器の設置深さを低減できることもコストダウンに

繋がる。 

また、運転コストの削減については、システムに冷媒循環用のポンプを内蔵させることで中間

期における電力使用量の削減、土壌への熱負荷の低減を試みる。地中の温度は大気の年間平均温

度と近いために、冷房に必要な温度よりも低い。そのため、圧縮機を用いた通常のヒートポンプ

ループではなく、より消費電力の少ない液ポンプを用いたループにヒートパイプの働きをさせる

ことで、少ない消費電力での運転が可能である。 

 

表Ⅱ(1.3)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①地中熱専用

掘削機及び周

辺機器の開発 

掘削工事費 30％削減する
目途をつける。 
1)U チューブ挿入機 実証
試験完了。 
2)地中熱専用掘削機 実
証試験開始。 

地中熱専用掘削機（回転数・振動数

などの可変機能開発）、ロッドチェン

ジャー、Uチューブ挿入機器を開発、

掘削工事費 30％を削減する。 

ヒートポンプ 20％、地中

熱交換器部材 20％、

掘削工事 30％、配管

工事 10％のイニシャル

コストを削減して、トータ

ルコスト 20％削減効果

を実現する。 ②小型の浅部

掘削機の開発 

開発完了。掘削工事費

30％を削減する目途をつ

ける。 

φ60mm程度の掘削を少人数で施工

することを目的に、小型浅部掘削機を

開発、掘削工事費 30％を削減する。 

③地中熱交換

器の高性能低

コスト化 

地中熱交換器機部材コスト

20％を削減する目途をつ

ける。小型化による小流量

の運用により、配管工事費

10％を削減する目途をつ

ける。 

小型地中熱交換器(同軸型地中熱交

換器等)、外面被覆銅管高性能地中

伝熱管(垂直型・水平型地中熱交換

器)、充填材内フィン設置熱交換器を

開発、地中熱交換器部材費 20％、配

管工事費 10％を削減する。 

④熱源機の低

コスト化 

液ポンプ内蔵ヒートポンプ

などの熱源機開発により、

ヒートポンプのイニシャルコ

スト 20％を削減する目途を

つける。 

地中熱と空気熱両方と熱交換を行う

ハイブリッド熱交換器、市販機（汎用

機）応用のヒートポンプシステムを開発

し、ヒートポンプのイニシャルコスト

20％を削減する。 

 

(1.3.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュールの

概要を図Ⅱ(1.3)-1に示す。 

 

 

図Ⅱ(1.3)-1 研究開発のスケジュール  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①地中熱専用掘削機
の開発

②ロッドチェンジャー
の開発

③Uチューブ挿入機器
の開発

④浅部専用掘削機(小
型機)の開発

⑤地中熱交換器の高
性能低コスト化の研究
開発

⑥熱源機の低コスト化
の研究開発

掘削機へ搭載

掘削機へ搭載

設置に使用
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(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

(2.1)地下水循環型地中採熱システムの研究開発 

(2.1.1)事業の目的と目標 

東日本大震災以降、我が国では再生可能エネルギーに対する期待が高まっている。石油等の化

石燃料に依存しない「地中熱」という自然エネルギーを有効活用した低炭素型社会に適合した空

調システムが注目されている。地中の温度は年間を通じてほぼ一定で、かつ無尽蔵の自然エネル

ギーを有する。「地中熱」を有効活用し、気候や外気温度などに左右されることなく冷暖房をよ

り少ない電力で快適かつ持続可能な生活環境を創出して行く必要がある。 

しかしながら、それに応える技術基盤の整備に遅れを認めざるを得ない状況にある。特に地中

熱源の利用促進に関しては、初期導入コストが高い、導入コストを回収できる運用効率が実現さ

れていない等の理由により、その普及が進んでいないのが現状である。 

初期導入コストが高い一要因として、地中採熱装置の建設費用が高価であることが挙げられ

る。従来型技術の一つであるボアホールの構築は、大型のボーリング掘削機や基礎杭施工重機を

所持する専門工事業者に限定されている。地中熱利用の拡大には、従前のボアホール構築の技術

と比して、より一般的な土木・建築の技術及び施工能力で高効率な地中採熱装置を構築すること

が必要である。さらに、地中採熱装置のプレキャスト化を実現し、設置作業の簡便化、設置場所

の省スペース化、採熱装置の堅牢化が可能とすれば、中・小規模の建設施工業者の請負機会の創

出も可能となる。このようなことから、地中熱採熱工事を請負う施工者の裾野を広げることで、

地中採熱装置の構築コスト削減が可能と考えている。また、採熱装置の堅牢化等で耐久性・形状

安定性が担保されることから、現在未利用となっている河川、湖沼、海岸及び港湾等の所謂

ウォータフロントでの水熱源の利活用を飛躍的に拡大するものと考えられる。 

本研究開発の目的は、従来のクローズド型水平式及びクローズド型垂直式の地中熱採熱システ

ムよりも熱交換量が多く、かつ建設コストが廉価な地中熱採熱システムを提供することにあり、

具体的な到達目標は、地中採熱装置設置コストの40％削減、システム全体で所期導入コストの

20％削減することである。 

本研究開発の成果は、従前のボアホール構築の技術と比してより一般的な土木・建築の技術及

び施工能力で高効率な地中採熱装置を構築することを可能とするもので、地中熱採熱工事を請負

う施工者の裾野を広げることで、中・小規模の建設業者の請負機会の創出も可能となる。このよ

うなことから、再生可能エネルギーに関するインフラ整備投資においても、より地域に密着した

経済の波及効果を実現することができる。 

 

(2.1.2)研究開発の概要 

特許出願済みの特願2014-026665「地中熱採熱システム及び地中冷暖房又は給湯システム」を

ベースに再委託者との協働のもと新たに要素技術を確立して実証プラントを建設し、実証運転を

実施してその効果を検証する。 

本事業では、地中浅層部に埋設したクローズド型水平式地中熱採熱システムを実現する。能力 

100kW規模施設において、従来技術である垂直式ボアホール方式と比較して、設置コスト20％低

減は、採熱量向上及び施工技術の確立で、運用コスト５％低減は採熱量向上と井戸ポンプ運転制

御方法の確立による相乗効果で実現する。 

 

①地中採熱槽の地下水流動に伴う熱伝導解析 

「熱枯れ」が発生しないことを地中の熱移動の数値解析により、熱伝導・熱分散・熱交換・熱

対流などの複雑な現象を理論的に検証し、合理性を示す。 

 

②地中熱交換槽構成材料の研究開発 

(1)熱交換槽を構成する浸透性材料の粒度及び空隙率に関して有望な組み合わせを検証する。 

(2)地下水の地下浸透量を人為的に制御する技術を開発し、長期的な使用による浸透能力の 

劣化を検証する。 

(3)シート状採熱管とポーラスコンクリートによりプレキャスト化を実現し、ポーラスコンク 

リートの配合技術・製造方法を確立する。 
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(4)現場敷設コスト低減と施工時間の短縮を図るプレキャスト化製品を製造する。 

 

③地下水循環型地中採熱システムの研究開発 

水浸透性を有する熱交換槽に埋設された熱交換パイプから熱交換槽に地下水を供給するクロー

ズド型水平式の地中熱採熱システムを開発する。熱交換槽は地下水の地盤浸透速度が自然対流速

度より速くなる浸透性材料で構成し、内部にジオテキスタイル(土木シート等)を配設する。 

ヒートポンプ運転情報と地中採熱槽内の水位・温度情報とを連動させた井戸ポンプ運転制御シ

ステムを構築する。実証プラントは、株式会社守谷商会が所有する既存の建物に付随した地中熱

冷暖房装置として新設する。 

 

1)地中採熱槽の地下水流動に伴う熱伝導解析 

（実施体制：(株)守谷商会－八千代エンジニヤリング(株)再委託） 

本共同研究開発で具現する地下水循環型地中採熱槽が有する合理性(熱枯れが発生しない)を評

価確認する手段の一つとして、藤縄克之信州大学研究特任教授が開発した数値解析ソフト sWATER

を用いて事前の評価検証を実施する。 

解析の実務は八千代エンジニヤリング株式会社に再委託し、解析ソフトの開発者である藤縄克

之信州大学研究特任教授より指導・助言を得る。 

 

2)地中熱交換槽構成材料の研究開発（実施体制：(株)守谷商会－(株)コクカコーポレーション再委託） 

(1)採熱装置構成材料（スリンキー部）の開発 

地下水循環型地中採熱システム構築に必要となる地下水浸透槽構成材料に関して、自然対流

の発生を抑制し地下水の有する熱エネルギーの効率的取得を目的として透水性能の異なる２タ

イプの採熱装置を構築し性能検証を実施する中で、以下に挙げる要素技術に関して最適技術の

確立を図る。 

１．河川産砂利の粒度及び空隙率の最適化 

熱交換槽を構成する浸透性材料に関し、粒度試験、密度試験並びに室内透水試験を実施して

最適化に関する技術基準を確立する。 

２．土木安定シート等の配置方法の最適化 

地下水の地下浸透量を人為的に制御する技術としてのジオテキスタイル材料（土木安定シー

ト等）の配置方法(材料選定を含む)の最適化に関する技術基準を確立する。 

 

(2)採熱装置のプレキャスト化の開発 

採熱効率が優れるシート状採熱管(G-カーペット)を、透水性能が優れるポーラスコンクリー

トブロックに内装してプレキャスト製品化を実現して、採熱装置の高品位化を図る。 

そのために必要となるポーラスコンクリートが具備すべき基本性状、つまり透水係数 

5×10-2cm/s、空隙率 20％程度の透水性能を具体化する配合技術を確立するとともに、均等質

な透水性能を実現するコンクリートブロックの製造方法を確立する。 

 

3)地下水循環型地中採熱システムの研究開発（実施体制：(株)守谷商会－サンポット(株)再委託） 

(1)地下水供給制御システムの研究開発 

地下水循環型地中採熱装置に供する井戸ポンプとヒートポンプの連成運転手法を確立し、井

戸ポンプ運転の最適化を図る技術の確立に使用する制御装置を設計・製造する。 

この開発に使用する地中熱ヒートポンプ機器は、サンポット株式会社が既に製品化し販売し

ているGSHP-1002URとして、本機器が有する制御・操作ユニットGSHP-PC-HAに改良を加え実用

化を目指す。 

 

(2)実証プラント設備の建設 

水浸透性を有する熱交換槽に埋設された散水パイプから熱交換槽に地下水を供給するクロー

ズド型水平式の地中熱採熱システムを開発することを目的に、建設する実証プラント設備に必

要となる装置及び機器の仕様を決定するとともに、基準類に準拠し、参画する再委託者の協力

を得ながら実施設計する。 
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この建設作業中に確立した地中採熱装置の構築に掛かる施工手順と工数(施工歩掛り)をとり

まとめ、施工に関する技術資料を作成する。具体的には、採熱装置にプレキャスト製品を用い

た施工の手順、技術の要点を現場敷設コストの低減と施工時間を短縮並びに地中採熱管の配管

工事の省力化技術を中心に取りまとめる。 

また、建設作業中には、確認試験を実施し構築した地中採熱装置の品質及び性能を確認する。

これには、確認試験の実施に先立ち試験要領書を作成することとする。 

 

(3)実証プラント運転による研究開発効果の確認と評価 

建設した実証プラントを運転し、前項で挙げた各種計測装置で計測したデータを分析し、以

下に挙げる４項目について性能検証を行う。 

 

1)地下水循環型地中採熱装置の基本採熱量の検証 

目標の達成度確認のための採熱性能の検証を実施する。 

ａ)水平式採熱管(スリンキータイプ)の採熱目標量を 50W/m 以上 

ｂ)シート状採熱管(G-カーペット)１枚当たりの採熱目標量を 1.5kW 

運転を実施して得られたデータより季節変動も加味した上で評価を行う。 

 

2)地下水散水量の最適化及び井戸ポンプ運転時間の最適化の検証 

採熱効率を検証する中で地下水散水(供給)量の最適化のためのデータを得て、揚水量の低減を

図る。得られたデータより井戸ポンプ最適運転、つまり地下水散水量の最適化を検証する。これ

に基づき、採熱槽内の水位・温度データとヒートポンプの運転情報により、井戸ポンプ運転時間

帯を制御し、全電力消費量の低減と日ピーク時間帯の井戸ポンプの運転を抑制する技術を確立す

る。 

 

3)採熱装置の耐久性検証① 

地下水循環型採熱装置が、持続的な地下水涵養能力を有し、かつ長期的に採熱性能が担保でき

ることを検証するために運転検証を実施する。 

なお検証が必要なリスクは以下のとおりである。 

(1)地下水の流動に伴って多孔質体内の細粒分が移動することに起因する、地盤や熱交換槽内 

    に発生すると懸念される目詰まり等による透水性能の経時低下 

(2)井戸水中に含まれる微細砂等による目詰まりで生じる装置の透水性能の低下 

(3)ポーラスコンクリート内で発生する恐れがあるエフロレッセンスの発生 

(4)周辺地盤を含む熱交換装置の沈下等の変状発生 

 

4)採熱装置の耐久性検証②《参考》 

採熱装置の耐久性検証試験として、平成 29～30 年度にヒートポンプの高付加運転を実施し地

下水の散水量を意図的に増量して、劣化促進試験を実施する。評価検証項目は、上記の耐久性検

証①のものと同様とする。最終年度には、最熱装置にコアボーリング等を実施して、槽を構成す

る多孔質体内の目詰まりやエフロレッセンスの発生状況を目視にて観察するほか、室内試験等に

より透水係数及び空隙率を実測して、劣化の進行状況を確認・評価する。 
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表Ⅱ(2.1)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成 28年度末) 最終目標(平成 30年度末) 目標レベル設定の根拠 

1)熱伝導解
析と評価 

・熱移動の数値解析を用
い、熱伝導・熱分散・熱対
流などを理論的に検証し、
装置構造の優位性を示す。 

地下水散水量や熱媒体の
循環方向等の条件の違い
によるシステム性能を、実
証試験によって定量的に
評価する。 

・採熱槽を構成する材料は、地
下水の地盤浸透の速度を vg、採
熱槽内の地下水の自然対流速
度を vf としたとき、vg＞vf なる関
係を満たす。 

2)採熱槽構
成材料の
開発 

採熱槽構成材料の透水係
数と空隙率の相違による、
採熱量への影響を実証試
験により確認・評価する。 

・スリンキータイプの採熱目
標量を 50W/m以上とし、
従前技術 5W/mの 10 倍
以上の採熱を目指す。 
・G-カーペットおよび SUS
管による採熱装置１回路当
たりの採熱目標量を 1.5kW
以上を目指す。 

・ボアホールタイプでは、地下水
流動速度 1.4×10-2cm/sec の地
盤で地下水流動のない地盤に比
べ採熱量が約 10倍とされる。 
・G-カーペットの地中浅層埋設
の採熱量は 0.3kW/枚程度。地
下水流動効果と、採熱槽構成材
ポーラスコンクリートの性能等を
勘案して半分の 5倍を想定す
る。SUS 管も同様の目標とする。 

3)地下水循
環型地中
採熱システ
ムの研究開
発 

・採熱槽構成材料の透水係
数、空隙率の相違による採
熱量への影響に関し技術
基準を確立する。 
・プレキャスト化した採熱装
置の施工要領をまとめる。 

 
 

・採熱槽構成材料の透水係数と
空隙率の相違により、採熱量が
どの程度影響を把握する必要が
ある。 
・G-カーペットや SUS 管を内挿し
た、ポーラスコンクリート採熱装置
は従来にない。 

4)採熱量お
よび地下水
最適散水
量の検証 

地下水散水（供給）量の採
熱量の検証、データ取得。 

地下水散水（供給）量の最
適化を図る。 

システム効率最適運転のため
に、最適化する必要がある。 

5)耐久性検
証試験 

浸透性材料、およびポーラ
スコンクリートに目詰まり等
が発生し、地下水浸透能力
低下による採熱効率の低下
を検証する。 

採熱槽の劣化(目詰まり)促
進試験を実施する。採熱装
置にコアボーリング等を実
施して、槽を構成する多孔
質体内の目詰まりやエフロ
レッセンスの発生状況を目
視にて観察、室内試験等
により透水係数及び空隙
率を実測して、劣化の進行
状況を確認・評価する。 

浸透性材料、およびポーラスコン
クリートは、以下の要因による目
詰まりが想定される。 
・地下水中に含まれる微細な砂・
不純物 
・地下水の流動に伴う採熱槽内
の細粒分移動 
・ポーラスコンクリート内でのエフ
ロレッセンス等生成 
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(2.1.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュールの

概要を図Ⅱ(2.1)-1に示す。 

 

 

図Ⅱ(2.1)-1 研究開発のスケジュール 

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①熱伝導解析と評価

②採熱槽構成材料の
開発

③採熱装置の実施設
計と実証プラント建設

④採熱量および地下
水最適散水量の検証

⑤耐久性検証試験

実証試験・散水最適化
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(2.2)共生の大地への地中蓄熱技術の開発 

(2.2.1)背景と目的 

地中熱は、欧米に比べて普及が遅れている。これは、崩れやすく硬軟複層の日本の大地では地

中熱集熱のための掘削工事に費用が嵩むことが最大の原因である。沖積平野に都市が発展した日

本ではビルや住宅で多用されている杭や地盤改良の兼用、さらに建築現場にあるその機械の併用

で、熱交換杭や井戸をつくることが大幅なコスト縮減になる。漏水・目詰まり・腐食・温度応

力・施工性などの課題を解決し、20％以上の導入コスト縮減を実現する。また、杭や冷暖房メー

カーからみると、熱交換杭や水熱源ヒートポンプだけの営業では採算が合わない。これが、それ

ぞれ、杭・柱状地盤改良、給湯・太陽熱温水器・床暖房などが一緒に販売されれば全体では採算

が合って普及に繋がる。この視点から地中熱交換では杭・柱状地盤改良との連携(共生）、システ

ム開発では地中熱以外の再生可能熱との連携(共生)を目指す。 

また、電気に比べ熱は輸送が困難だが、貯めるには容易である。実際にも電気を深夜電力で熱

に変換し、輸送容易な建物内蓄熱槽に貯めたシステムは広く普及している。しかし、建物の身近

な地中蓄熱の取り組みはまだ少ない。そこで、今回のシステム開発では地中蓄熱に留意した開発

を行う。 

以上、日本の都市が集積する沖積平野の特性を活かして、構造を支える杭と熱交換杭との共

生、地中熱・空気熱・太陽熱などの各種熱源の共生、給湯や融雪冷暖房などの用途との共生をコ

ンセプトに技術開発を行う。大地に根ざした再生可能熱エネルギーのイノベーションを起こすべ

く、都市のビルや住宅の熱利用、エネルギー利用に適用して普及していく技術やシステムを開発

する。こうして、地球環境と共生する日本の大地が実現される。 

(2.2.2)研究開発の概要 

①ビル(25階以下)を対象にした熱交換杭の開発 

ビルで最も多用されているPHC(Prestressed High Strength Concrete)基礎杭を兼用した貯水直

接循環による熱交換システムを開発し、漏水・炭酸カルシウム析出防止を行う。これにより、地

中熱ヒートポンプシステムにおいて従来のボアホールとの価格性能比で設置コストの60％を削減

する。 

また、工場でWUチューブをPHC杭内壁に固定し、現場で上杭と下杭の接続箇所でのＵチューブ

の接合を安全確実に行う施工法を開発することにより、同様に比較して設置コストの50％を削減

する。 

また、基礎杭兼用による温度変化に伴う杭の温度応力を見積り、その応力でも強度的に対処で

きる兼用杭での使い方の基準と支持力と温度応力を考慮した杭設計法を確立する。試験用PHC杭

WUチューブでの熱応答試験の実測値で当該WUチューブの集熱性能と開発計算ソフトとを検証する。 

さらに、地中熱ヒートポンプ冷暖房のトータルシステムで導入コストを20％削減する。 

 

a)ケイ酸ソーダによる PHC 杭の Ca2+遮断、漏水防止 

（分担 実験装置作成：三谷セキサン(株)、水質検査等：福井大学) 

ビルで最も多用されている PHC 基礎杭を兼用した貯水直接循環方式は、これまでの実施事例で

漏水が生じたことで、鋼管杭ですら貯水した中に WU チューブを挿入するなどのリスク対策をコ

ストと性能を犠牲に行っている。この漏水は、杭内水位を地下水水位まで下げることで解決でき

る。ただし、地下水水位が低い地域では杭内水位を下げることは能力の低下となる。また、コン

クリート内の Ca2＋と大気や地下水の二酸化炭素が反応することで、炭酸カルシウムが析出し、熱

交換器・管路の目づまりとなるリスクがある。既に、杭内壁を樹脂塗装で対処した融雪と冷暖房

の２施設を実用に供しているが、２年経過で Ca2＋が約 90ppm と完全ではなかった。そこで、より

安価で、確実で、漏水対策にもなる次の技術を開発する。 

コンクリートのひび割れに、ケイ酸ソーダなどを塗布するとコンクリート表面やひび割れ部の

細孔が Ca2＋と水の反応でケイ酸カルシウム水和物(C-S-H)結晶で充填される。この補修法は広く

使われている。PHC 杭に貯水しケイ酸ソーダを添加し、電子顕微鏡でコンクリート表面での C-S-

H 結晶の形成を確認する。次いで、ケイ酸ソーダ添加の有無での PHC 杭での水圧試験から遮水性

を明らかにする。また、1000ppm 以上となる貯水の Ca2＋濃度がケイ酸ソーダ添加で無害な 10ppm

以下になることを確認する。PHC また、この杭内の水をそのまま使用することや水道水に入れ替
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えて、その水質の長期安定性と熱交換器や管路で使用が考えられる金属片を杭内に吊してその重

量変化からの腐食速度(mm/year)などを明らかにする。 

 

b)杭の温度応力の解析（分担 実験：三谷セキサン(株)、解析：福井大学) 

熱交換杭は温度変化すると地中バネで膨張収縮が拘束されているので応力が生じる。この冷暖

房などに伴う温度応力は大きくはないが無視できないと推測される。だが、兼用杭で、十分対応

した事例はない。そこで、これまで開発の熱利用ソフトからの温度場から、歪み・変位・応力を

計算できるようにする。また、実験杭を設置し、載荷試験を行い、歪みなどからバネ定数を求

め、次に杭に熱負荷を与えて、このバネ定数と開発計算ソフトから温度場・歪み・杭頭変位を求

める。その計算値と実測値との比較で計算ソフトの確からしさを検証する。このバネ定数を既往

研究の標準貫入試験値から推定しても、温度応力の推定が実用的に行えることも確認する。 

その他、利用しない杭と利用杭を隣接させることでの杭頭での相対変位による影響、杭底を鋼

板閉塞する構造での強度、杭頭部配管貫通の強度影響などの課題を平成29年度以後に行い、基礎

杭兼用化での温度応力を考慮し安全性が担保される設計法を確立する。これらの設計法と合わせ

て支持と熱利用の融合による最適な杭の選定を平成30年度に開発する。 

 

c)PHC杭壁内側Uチューブﾞ設置法の開発(分担 三谷セキサン(株)） 

既に開発した杭壁内へのロッドによるＵチューブ圧入工法や杭底からのワイヤーでのWUチュー

ブ引き込み工法では、東京など杭長が70ｍ以上にもなる現場で確実に施工できる保証が得られな

かった。 

また、a)の貯水直接循環方式の杭長40ｍ以上では、杭底が閉塞となるため杭圧入時にセメント

ミルクが杭壁外側だけからでは地上に溢れ出なくて施工が不可能になる。こうしたリスクを無く

して、施工時のチューブ破損もないPHC杭壁内側Uチューブﾞ設置法の開発をも行う。セメントミ

ルクを杭壁に入れる通常のプレボーリング杭設置工法を前提に、工場でWUチューブをPHC杭内に

固定し、建築現場で上杭と下杭の接続箇所となるポリエチレンチューブを接合する施工技術を開

発する。施工時のポリエチレン管相互の間隔の保持や接合の信頼性、作業者の安全を総合的に考

慮した上で、杭打ち機の拘束時間を減らして施工費を縮減する。 

 

②戸建住宅から中規模施設を対象にした熱交換杭の開発 

戸建住宅から中規模施設での基礎は、柱状地盤改良やH型プレストレスコンクリート基礎杭と

なることが多い。そこで地盤改良機によるジョイントレスWUチューブ撹拌・圧入工法の開発とH

型杭埋設WUチューブ設置工法の２タイプを開発する。撹拌圧入WUチューブの開発により、従来の

ボアホールと価格性能比で設置コストの65％を削減する。また、H杭埋設WUチューブ設置工法の

開発により、同様に比較して設置コストの55％を削減する。さらに、後段のヒートポンプ等含め

たトータルシステムで導入コストを20％削減する。 

 

a)地盤改良機でのWUチューブ撹拌・圧入工法の開発（分担 三谷セキサン(株))  

柱状地盤改良やH型プレストレスコンクリート基礎杭では、ボーリング工法の掘削長100ｍに比

べて浅い10ｍ～5ｍの施工になるためＵターン箇所が約10倍に増える。このＵターン箇所は、従

来のボーリング工法では樹脂U字継手と直線管を電気融着接合している。この方法ではコスト増

となり、継手での漏水リスクも増える。これをＵターン曲げ部分だけポリエチレン管を鋼管に通

してベンダーで曲げることで同時に解決する。また、圧入時に損傷となりやすいＵターンは、こ

の鋼鞘管で保護され、半円の大きな曲げで流速損失も減らせる。ポリエチレン管メーカー積水化

学工業(株)の協力で曲げた状態でのクリープ破壊試験で耐久性を検証する。こうしてジョイント

レスの施工技術の開発を、次項のシステム開発での保育園での設置を通じて行う。 

また、この工法は、地盤を撹拌しセメントミルクで泥孔とした中に、Ｕチューブの往き戻りの

間隔を20cm以上に広げて圧入することで集熱能力を高めている。地中で、その間隔が保持されて

いるかを施工したWUチューブを引き抜く等で確認する。 

 

b)戸建て住宅H型コンクリート杭でのWUチューブ設置（分担 三谷セキサン(株) 漏水修繕：福井大学） 

H型プレストレスコンクリート基礎杭利用にも対応できるように、配管は鋼管と樹脂管の材質

選定や熱交換器の設置箇所のH杭の内部と外部の選定を、防錆性・耐久性・施工性・集熱能力・
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費用から総合的に行い、工場でＵチューブ埋設H杭を試作する。その基礎杭兼用としての強度確

保を確認する。これを地中に設置し、施工性や耐久性、集熱性能を次項のシステム開発での保育

園での設置を通じて検証する。 

 

③地中蓄熱システムの開発 

①②の地中技術の試作を利用して、空気・地中熱のハイブリッドの床暖房と夏の深夜電力給

湯・日中冷房のシステム、地中熱冷暖房と太陽熱を地中蓄熱で組み合わせたシステム開発を行う。

これらのシステムでは、従来のボアホール地中熱ヒートポンプ床暖房システムに比べ運用コスト

20％の縮減を実現する。 

地中蓄熱融雪システムにおいて、ポンプのインバータ流量半減化や間欠運転などで、年間循環

消費電力３割縮減の技術開発を行う。 

①の技術開発を活かし専用薄肉PHC 杭での地中蓄熱等の実現可能性調査を行う。ビルの外での

設置による防火防災との兼用効果を含めることで、現状の地中梁空洞利用貯水槽とボアホール方

式に比べて、それぞれ20％のコスト縮減を目標とする。 

 

a)ハイブリッドヒートポンプ床暖房・給湯蓄熱冷房システムの開発 

（分担 工事：三谷セキサン(株)、システムの構築・効果検証・数値解析：福井大学) 

②開発で設置する地盤改良機による撹拌圧入WUチューブとH型プレストレスコンクリート基礎

杭内蔵WUチューブを、ヒートポンプメーカー株式会社コロナの空気熱・地中熱の２熱源ハイブ

リッドヒートポンプ床暖房システム(各出力8kW、各床暖房面積約50㎡)に繋いで、それぞれ性能

検証を行う。 

次に、冬以外は深夜電力で給湯予熱を行い、その冷廃熱は地中冷却で昼間の冷房の成績係数を

向上させる。夏、昼の冷房時には地中への温排熱を貯湯槽経由で給湯の予熱とする。ここの床暖

房・昼夜間蓄熱給湯冷房システムは、病院でのPHC杭貯水WUチューブ間接循環で冷房時COPを3.7

から4.2に向上させている。今回のような住宅規模での実施や空気とのハイブリッドでは実施が

なく、昼の冷房での貯湯槽経由も実施例がない。 

この実験は平成27年3月竣工の福井市内の保育園にて実施し、約８年間設備の破損や地中温度

の著しい偏った上下などが生じないかなどを検証する。 

 

b)地中熱ヒートポンプ・ソーラー給湯システム（実現可能性調査：福井大学) 

ソーラー給湯システムでの晴天の午後からの実質未利用のソーラー熱を地中熱ヒートポンプシ

ステムと繋ぎ地中蓄熱すれば給湯の予熱には利用できる。冷房は省エネルギー性も高くて安価な

エアコンに任せる株式会社コロナの空気熱・地中熱ハイブリッド床暖房のようなシステムでは、

蓄熱は実用可能性が見込まれる。実現可能性調査を行い、コスト縮減を確認した上で福井市での

保育園でのa)のハイブリッドヒートポンプ床暖房・給湯蓄熱冷房システムを改造して平成29年度

に実施する。その結果と数値シミュレーションで、②のWUチューブ方式だけでなく①のPHC杭で

の貯水直接循環方式でのケースの効果を平成30年度にまとめる。 

マンションでのソーラー温水給湯を実用化し、近年は地中熱ヒートポンプシステムを展開して

いる株式会社大阪テクノクラートは、このシステムは実用性があると公表提案しているが、国内

での実施例はない。 

 

c)地中蓄熱時の熱媒体循環量削減で節電（分担 福井大学) 

地中に長時間熱を移動させる地中蓄熱では、蓄熱時は供給（利用）時に比べて流量を半減化し

ても、蓄熱は変わらないとの数値シミュレーション結果が得られていた。そこで実用供用してい

る地中熱蓄融雪システムを利用して、インバータでの回転数低減あるいは約10分間の間欠運転に

よって蓄熱での循環流量を半減化しても、熱移動量が減じないことを検証する。また、安定した

運転となるかも検証し、年間運転の大半を占める蓄熱運転の節電効果を実測する。また、既開発

の汎用融雪数値シミュレーションソフトに、この機能を追加する。 

 

d)PHC杭での地中蓄熱技術の開発 

（分担 製造法施工法開発：三谷セキサン(株)  蓄熱の効果算出など：福井大学) 

ビルや大都市の地域冷暖房では、深夜の冷暖房運転による冷温水の貯水蓄熱システムは電力・
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冷暖房のピークカット効果などから普及している。その貯水槽の多くは、地下2重スラブの空洞

利用であるため深さが浅くて温度混合での熱ロスが生じる。そこで近年ビル内の吹き抜け利用縦

型鋼製貯水層も実用化している。①a)で漏水等が解決されるので、ビル外で防火・防災水槽兼用

の薄肉PHC杭を多数密着する蓄熱貯水などの実用可能性を従来システムとの蓄熱費用比較で明ら

かにする。また、これを基礎杭兼用だけでは不足するビルでの熱交換専用杭の補填としての実現

可能性も同様な方法で合わせて検討する。 

 

④地下水循環利用技術の開発 

沖積平野の浅層地下水に多く含まれる鉄分や遊離炭酸による、熱交換器や注水井戸の目詰まり

を防止する技術を確立する。検証は、３箇所以上で実施する。また、浅い帯水層での揚水可能量

を小型井戸掘削により事前推定する調査技術を開発する。20ｍほどの深さで１カ所当たり約40万

円の調査費を目標とする。これら技術を活用し、太陽熱・夜間放射熱・融雪熱・空気熱の季節間

帯水層蓄熱で、放射板などの活用でヒートポンプなし、もしくは空気熱ヒートポンプアシストの

冷暖房を要求水準の低い場所で試作実施し、シミュレーションと合わせて開発する。実施検討の

帯水層蓄熱システムにおいて、これらの技術開発と杭打ち機による井戸掘削技術と合わせて、従

来技術のシステムに比べシステムトータルでコスト削減20％の目処を付けて、事業化可能である

ことを示す。 

 

a)地下水循環での目詰まり抑制と耐食検証 

（分担 工事：三谷セキサン(株)、システムの構築・効果検証・数値解析：福井大学) 

沖積平野の浅い地下水は鉄分が多く、それが酸化析出し、熱交換器や注水井戸の目詰まりを招

く。これは、井戸内での酸素遮断と酸素透過のない管路にすることで対処できる。また、遊離炭

酸の気泡化による目詰まりも、気泡を流速低下タンクで浮上させ逆止弁付き空気抜き弁で自動排

気させれば解決する。現在 1カ所で水処理なしで、悪水の地下水をヒートポンプ併用で冷暖房運

転を２年継続している。後述の熱利用システム開発と合わせて、箇所数を増やして信頼性を高め

る。この地下水での熱交換器(金属)の腐食性を現場設置のサンプルの重量の変化などで計測す

る。 

 

b)地下水揚水量の事前調査技術の開発  

（分担 施工法開発：三谷セキサン(株)、解析・評価：福井大学) 

浅い砂層帯水層では、柱状図やサンプルからの粒度試験などでは揚水（注水）可能量が設計時

に推測できない。そこで、圧縮空気による井戸洗浄が掘削と並行してできるエアハンマ方式調査

用小型井戸掘削で揚水量を事前推定する技術開発を行う。平成 26 年度に福井市内の保育園と工

場の２カ所で、それぞれ上下２層の砂層砂礫層を対象に、揚水量の推定を行う。この小口径の事

前調査から大口径への口径補正は既往研究と平成 27 年度の杭打ち機での大口径井戸施工での揚

水量との比較で検証する。これらによって造られる２カ所の井戸は、次項のシステム開発の井戸

として活用する。 

 

c)帯水層蓄熱システムの開発 

（分担 工事：三谷セキサン(株)、システムの構築・効果検証・数値解析：福井大学) 

低質な冷暖房でも使用可能な工場作業場と保育園を対象に、ガルバリウム鋼板屋根融雪やソー

ラー温水器での太陽熱・融雪熱・夜間放射熱の自然熱集熱と床暖房等での熱抵抗縮減でヒートポ

ンプなしの季節間帯水層蓄熱の冷暖房システムの開発を行う。こうして温度的に利用困難な暖房

用水温を上げて上層に蓄える。冷熱も同様に下層帯水層に、夜間放射などを利用して冷蓄熱す

る。また、フローリングでは高熱伝導木材の使用等も考えられるが、今回の現場では制約がある

ため大学内での実験・解析で費用対効果を試算する。これは、自然状態では地下水流れが１ｍま

でで、帯水層が浅くに多層存在する平野中心部の条件を活かしたシステムである。 

近年、深夜電力ヒートポンプでの冷温水を帯水層蓄熱するシステムは関西電力らによって実用

的なことが示された。また、ヒートポンプ使用での２層での季節間蓄熱は東京で実施例がある。

ただし、ヒートポンプなしでの実験は季節間蓄熱には適しない地下水流れのある山形での実施例

のみであった。地下水流れがない浅い帯水層を活かした帯水層蓄熱での季節間蓄熱では、開発者

らが駐車のある駐車場融雪面を太陽熱集熱面にした夏の蓄熱運転で 2013 年 1月 11 日に地中より
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5℃高い 21℃を得た事例のみである。今回の熱利用しない時間での隣接井戸利用での蓄熱は事例

がない。これは、浅い沖積平野の帯水層の多くは水質が悪くて、地下水循環や熱交換には適さな

いとされてきたことによる。 

 

表Ⅱ(2.2)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①ビル(25階以
下）を対象にした
熱交換杭の開発 

PHC杭壁内側Uチューブ設
置法の開発、ボアホール比
で杭設置費の約50％縮減を
示す。 

ボアホール価格性能比で地
中熱システム設置費を20％削
減、維持費を20％削減する。
杭への熱応力を検証する。 

性能を数値シミュレーショ
ンし、設置コストを試算した
結果による。 

②戸建住宅から
中規模施設を対
象にした熱交換
杭の開発 

・撹拌圧入WUチューブの開
発により、従来のボアホール
方式との価格性能比で設置
コスト65％を削減する。 
・H杭埋設WUチューブ設置
工法の開発により、同様に価
格性能比で設置コスト55％を
削減する。 

ボアホール価格性能比で地
中熱システム設置費を20％削
減、維持費を20％削減する。 

性能を数値シミュレーショ
ンし、設置コストを試算した
結果による。 

③地中蓄熱シス
テムの開発 

ハイブリッドヒートポンプ床暖
房・給湯蓄熱冷房システムに
関して、従来の地中梁空洞
利用貯水槽とボアホール方
式に比べ、設置と運用コスト
20％削減を示す。 

ハイブリッドヒートポンプ床暖
房・給湯蓄熱冷房システムを
開発、従来の地中梁空洞利
用貯水槽とボアホール方式に
比べて、設置と運用コスト
20％削減する。 

②の開発と空気熱源併用
で設置費削減が見込ま
れ、蓄熱槽設置での夏期
廃熱蓄熱や杭本数増で成
績係数を挙げれば達成で
きると想定した。 

④地下水循環

利用技術の開発 

数値シミュレーションから帯

水層蓄熱システムを構築す

る。 

季節間蓄熱の効果をシミュ

レーションから予測し、運転す

る。 

ソーラーや廃熱のコストを

含めて実用性に課題があ

るので、検討だけとする。 

 

(2.2.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュールの

概要を図Ⅱ(2.2)-1に示す。 

 

 

 

 

図Ⅱ(2.2)-4 研究開発のスケジュール  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①ビル(25階以下）を
対象にした熱交換杭
の開発

②戸建住宅から中規
模施設を対象にした
熱交換杭の開発

③地中蓄熱システム
の開発

④地下水循環利用技
術の開発

PHC杭壁内側Uﾁｭｰﾌﾞ設置法の開発

施工試験

シミュレーション 既存設備改良で運転実施

地盤改良機でのWUチューブ
撹拌・圧入工法開発

ハイブリッドシステムの運転検証

寒冷地での支持力
低下検証 実用化

実用化
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(2.3)再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 

(2.3.1)背景と目的 

本事業は、再生可能エネルギーを利用して建物の熱需要を賄う革新的な技術の開発でコストダ

ウンを促し、熱利用の普及拡大に貢献することを目的とする。建物の熱需要は、業務用ビル等で

は冷暖房空調が大きな比率を占め、住宅等ではこれに給湯が加わり、さらに冷蔵や冷凍のニーズ

もある。このように、熱需要には温熱と冷熱があるため、集熱と放熱の両面から再生可能エネル

ギーの利用技術を開発する必要がある。 

本事業では、水ループを用いて地中熱、太陽熱、河川熱、下水熱等、様々な再生可能エネル

ギー熱のネットワークを構成し、これを集放熱源とするヒートポンプを用いて冷暖房や給湯など

の多目的な熱需要に対応し、コスト低減、高効率な運転を可能にする要素及びシステム技術を研

究開発し、従来システムと比較して、導入コスト18％低減及び運用コスト20％低減を達成する。 

(2.3.2)研究開発の概要 

本システムの基本的な構成は図Ⅱ(2.3)-1のようになる。大地の再生可能エネルギーは地中熱

交換器で、天空と大気の再生可能エネルギーは天空熱源ヒートポンプで利用し、両者を水ループ

で統合して、水熱源ヒートポンプで温熱や冷熱を供給するシステムである。 

 

 

 
 

図Ⅱ(2.3)-1 本研究開発システムの基本構成 

 

 

本事業では、東京大学が中心となり（ⅰ）先導的要素技術開発を行い、鹿島建設とゼネラル

ヒートポンプ工業が中心となり（ⅱ）早期の市場投入を目指す実用的技術開発を行う。 

 

（ⅰ）先導的要素技術開発（主担当：東京大学） 

本システムの可能性を最大限に発揮するために、近未来を想定した要素技術、システム、運転

法などを目指して、従来の設計慣習や技術常識に制約されない先導技術を開発する。 

具体的な事例として、冷暖房と給湯を行う住宅用のシステムをターゲットとする。そして、導

入コストは将来的に合理的な価格まで下げることが可能であること、さらにライフサイクルコス

トの経済性は高くなることを検証する。特に全体システムとして、通年エネルギー消費効率

(APF)7.0の達成可能性を検討する。 

循環水温度を地温前後に維持することにより、水熱源ヒートポンプの加熱運転と冷却運転の両

面で高いCOPを実現する。本システムは、個別分散型機器(水熱源ヒートポンプ)を熱のネット

ワーク(水ループ)に接続した構成である。このため、利用の自由度と拡張性が高く、端末の故障

が全体に影響しない利点がある。 
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天空と大気の再生可能エネルギーを利用する天空熱源ヒートポンプは、屋外機が平板状の天空

熱源パネルで構成され、集熱運転では冷媒を蒸発させて太陽熱と空気熱を集熱し、放熱運転では

夜間に天空熱源パネルで冷媒を凝縮させて自然通風と放射冷却で放熱する技術である。 

天空熱源パネルは太陽熱と光発電のハイブリッド利用を想定しており、本事業で実用化を図

る。地中熱利用と土壌蓄熱の機能を有する高密度でコンパクトな地中熱交換技術を開発する。本

システムは、天空熱源ヒートポンプの集放熱機能を利用して一日周期の地温再生を行う。通常の

地中熱利用は年間(冬と夏)で地温回復するものであり、これと比較して、必要な土の量は２桁少

ない。こうした理由から、本システムでは地中熱交換器の高密度コンパクト化が可能になる。 

本事業では、既存の技術を基本から見直してコストダウンと性能向上を図ると共に、本システ

ムの新しい可能性についての研究開発及び実用化を目指した製品開発を行う。本事業は具体的に

は個々の要素技術の開発になるが、最終的な目標はトータルシステムとして評価する。ここでは

トータルシステムとして、従来システムと比較して、導入コスト18％低減及び運用コスト20％低

減を達成することを最終目標とする。また、性能目標として、年間性能係数APFを7.0とする。 

 
①実現可能性調査 

本システムは、従来にない再生可能エネルギー熱利用技術の実用化と普及を目指すため、その

実現可能性の調査を実施し、本システム導入によるユーザーのコストメリットを従来採用される

一般的な方式と比較検討し、最適な実用化システムと及びその前提条件、運用条件を明確にする

と共に、システム各構成要素の課題を整理して実用システムとして採算が取れるコストの見通し

を平成26年度内に立てる。 

 

②水ループシステム構築技術の開発 

設備費の低減、熱搬送動力の削減、熱交換性能の向上について技術開発を行う。水ループの動

力には各ヒートポンプの専属ポンプで行い、インターロックして無駄な運転を避け、効率の高い

DC ポンプを用い、制御弁等に起因する圧力損失を減らし、必要な場合はインバータで流量制御す

る。 

 

③天空熱源ヒートポンプの開発 

太陽電池一体型天空熱源ヒートポンプの開発を行う。また円滑な冷媒循環を図り、性能を向上

させる。さらにアルミ使用量を削減させるとともに、冷媒配管の接続にも新しい技術を開発し

て、製作コストを 20％低減させる。冷媒系の課題を解決するためにオイルフリーの小型遠心式圧

縮機を開発する。さらに集熱専用の天空熱源ヒートポンプも開発し、冷媒には温暖化係数が小さ

いオレフィン系の新冷媒を検討する。 

 

④高密度地中熱交換器の開発 

高密度地中熱交換器のコンパクト性を活かして、掘削を含めたコスト低減を目指す。ヘリカル

コイル形状のコンパクトな地中熱交換器を開発し、実証試験により、日周期で地中温度が回復す

ることを示し、システムコスト 40％低減を達成する。また、蓄熱性能を有する地中熱交換器の実

証試験により、地中熱交換器の施行コスト 20％低減を達成する。 

 

⑤空調用水熱源ヒートポンプの開発 

本システムに適合する高効率な空調用水熱源ヒートポンプを開発する。空調では快適性も重要

な開発目標となる。本事業では、高い COP で床暖房を可能にする水熱源ヒートポンプと、水ルー

プを予冷と再熱に用いる高効率な除湿技術も開発を行う。更に、水熱源式ビル用マルチヒートポン

プの高効率化技術も開発する。 

 

⑥給湯用水熱源ヒートポンプの開発 

水ループに接続する水熱源式エコキュートを開発して、従来のエコキュートに比べ年間給湯効

率の 30％改善を目指す。また、利用温度(40℃程度)までヒートポンプで加熱する瞬間式給湯技術

も開発する。COP は８程度を目標とする。また、給湯機能を有する水熱源式ビル用マルチヒート

ポンプを本システムの温度条件に適合させ、COP を向上させた製品を開発する。 
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⑦運転性能予測手法の研究開発 

運転性能予測手法を研究開発し、システムのエネルギー消費量や経済性を予測して比較評価す

る。具体的には、開発目標性能や各試作機の実測性能に基づいて各要素技術の運転性能計算モデ

ルを作成し、これをシステムとして連結し、建物仕様と気象データを与えて年間の運転予測計算

を行い、計算結果の評価法を研究開発する。 

 

（ⅱ）実用的技術開発（主担当：鹿島建設(株)、ゼネラルヒートポンプ工業(株)） 

早期の市場投入を目的とし、現在、鹿島建設が商品化している実用システムに対し、平成 30

年度に導入コスト 18％削減、運用コスト 20％削減を目指す。 

 

①水ループシステム構築技術の開発 

水ループシステム構築技術のうち、天空熱源ヒートポンプの運転制御アルゴリズム構築に向け

シミュレーションモデルを開発し、これを用いて制御アルゴリズムの初期検討と効果試算を行

う。平成 26 年度には下記③で開発する天空熱源ヒートポンプのシミュレーションモデルを用い

て制御アルゴリズムの初期検討と効果試算を行い、目標性能に対する見通しを得る。平成 28年

度終了時には制御アルゴリズムを構築し、シミュレーションによりコスト削減目標(運用コスト

20％減)の検証を終えることを目標とする。 

 

②天空熱源ヒートポンプの開発 

比較的廉価で早期に実現可能な集熱専用の天空熱源ヒートポンプモデルの開発を行う。集熱専用機

とすることで構成要素を必要最小限に抑え、低コスト化を図る。併せて、冷媒流路や制御を集熱に特化し

て最適化することで高効率化と低コスト化を図る。さらに、高効率な小型コンプレッサーを開発し、集熱量

の増加を図る。また、無給油軸受採用によって潤滑オイルを不要とし、オイルバック機構の削減やメンテ

ナンス費用の低減を目指す。冷媒には地球温暖化係数GWPの小さいオレフィン系の新冷媒を検討す

る。熱量単価 40％削減を目標とする。 

 

③高密度地中熱交換器の開発 

既に開発した２重管方式(専用坑タイプ)のプロト機を活かし、蓄熱性能を有する地中熱交換器

の開発を行う。本熱交換器は大口径(φ200～250mm)の配管を使用することで、大きな蓄熱効果が

期待できる。また、蓄熱型地中熱交換器の掘削・埋設コストの低減方法についても検討を行う。

施工コスト 20％削減を目標とする。 

 

④空調用水熱源ヒートポンプの開発 

水ループ対応小型業務用マルチヒートポンプ(想定容量は６～８馬力相当)を開発する。高効率

熱交換器、DCインバータ圧縮機、DC インバータポンプを内蔵した機器を開発するとともにシス

テム効率最大化制御開発を行う。また、高機能化、コンパクト化等によるコスト削減も行う。 

 

⑤給湯用水熱源ヒートポンプの開発 

水ループ対応小型業務用給湯機(想定容量は３～10 馬力相当)を開発する。性能及びコストを含

めた機器の基本設計を行い、初期検討・効果試算のための性能データを作成する。試作機の詳細

設計、製作し、性能試験を行う。試作機を水ループシステムに適用したフィールド試験を行う。 

 

⑥運転性能予測手法の研究開発 

集熱専用天空熱源ヒートポンプを構成する圧縮機、蒸発器・凝縮器、冷媒などの特性を考慮し

た性能予測モデルを開発する。性能予測モデルは設計時の仕様検討、改良方法の検討、上記①運

転制御アルゴリズムの検討、全体システムの実証実験の検討等に用いる。開発終了後には実務に

おける設備設計に用いる。 
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表Ⅱ(2.3)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①水ループシステ

ム構築技術開発 

導入コスト12％及び運用コ

スト12％低減することを示

す。 

導入コスト18％低減及び運

用コスト20％低減を達成す

る。 

設備費低減、熱搬送動力削

減、熱交換性能向上の技術開

発を行う。  

②天空熱源ヒートポ

ンプの開発 

従来機と比較して、運転効

率20％向上見通しを示

す。 

従来機と比較して、運転効

率20％向上を達成する。 

太陽熱と光発電のハイブリッド

天空熱源パネルを利用する

ヒートポンプ開発を進める。 

③高密度地中熱交

換器の開発 

蓄熱性地中熱交換器の実

験により、熱交換器施工コ

スト14％低減を達成する。 

蓄熱性地中熱交換器の実証

により、熱交換器施行コスト

20％低減を達成する。 

地中熱利用と土壌蓄熱能を有

する地中熱交換技術の開発を

進める。 

④空調用水熱源

ヒートポンプの開発 

冷房COP10、暖房COP7の

達成見通しを示し、ヒート

ポンプ廻りの工事コスト

14％低減を示す 

冷房COP10、暖房COP7を

示し、ヒートポンプ廻りの工

事コスト20％低減を達成す

る。 

高いCOPで床暖房する水熱

源ヒートポンプと、水ループを

予冷と再熱に用いる除湿技術

を開発する。 

⑤給湯用水熱源

ヒートポンプの開発  

空気熱源式と比較して、電

力消費量30％削減見通し

を示し、工事コスト10％低

減を示す。 

空気熱源式と比較して、電

力消費量30％削減を示し、

ヒートポンプ廻り工事コスト

20％低減を達成する。 

水ループに接続する水熱源

式CO2冷媒貯湯給湯機エコ

キュートを開発する。 

⑥運転性能予測手

法の研究開発 

各要素技術の運転性能予

測モデルを試作、全体シス

テム運用コスト20％低減の

見通しを示す。 

全体システムのエネルギー

消費量、経済性を示す運転

性能予測手法を確立、運用

コスト20％低減を示す。 

建物仕様と気象データを与え

て年間の運転予測計算を行

い、計算結果の評価法を開発

する。 

 

(2.3.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成 26 年 7 月 24 日から平成 29 年 3 月 20 日までである。事業スケ

ジュールの概要を図Ⅱ(2.3)-2 に示す。 

 

 

図Ⅱ(2.3)-2 研究開発のスケジュール 

 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

1) 水ﾙｰﾌﾟｼｽﾃﾑ構築
技術の研究開発

2) 天空熱源HPの研究
開発

3) 地中熱交換器の研
究開発

4) 水熱源空調HPの研
究開発

5) 水熱源給湯HPの研
究開発

6) 運転性能予測手法
の研究開発

FS 試作・実験 実証 新技術 実用化

設計 試作・実験 改良・実証 新技術 製品化

設計 試施工・実験 改良 新技術 製品化

設計 改良 新技術 製品化試作・実験

設計 改良 新技術 製品化試作・実験

要素技術 評価 設計法検討 標準化統合技術
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(2.4)地中熱・流水熱利用型クローズドシステム技術開発 

(2.4.1)背景と目的 

再生可能エネルギーである地中熱や流水熱などの利用拡大には、地域により異なる熱エネル

ギーの存在形態を把握し、その地域に適した利用方法を選択することが重要である。我が国に

は、扇状地などに浅層地下水が豊富に存在する。また、農業用水路は総延長で40万kmに達し農地

に網の目のように配置されており、浅層地下水熱とともに、その未利用熱の利用は節電やCO2排

出抑制、化石燃料輸入量削減に効果が期待できる。 

これらの熱を有効に活用するには、浅層地下水や流水という環境に適した効率と経済性に優れ

た熱交換器の開発が必要である。また、飲用水や農作物に使用する浅層地下水や農業用水では、

地中側熱媒に不凍液を使用せず、より環境影響が低いシステムを必要とされている。さらに、シ

ステム設計を最適化するためには現地データに基づく導入適地に関する情報が重要となる。 

本事業では地中熱・流水熱利用型クローズドシステムについて、①流水熱利用型熱交換器の開

発及びモデル化、②ヒートポンプシステムの運用最適化手法の開発、③流水熱利用型熱交換器の

導入適地マッピング技術の開発を実施し、地中熱・流水熱利用システムの設置コスト、運用コス

ト削減のみでなく、標準システムや導入適地マップを確立することにより、再生可能エネルギー

熱利用の普及拡大を目的とする。 

(2.4.2)研究開発の概要 

①流水熱利用型熱交換器の研究開発 

流水熱利用型熱交換器として、a)農業用水路等を熱源とした流水路内設置型熱交換器、b)浅層

地下水等を熱源とした地下水流動地盤内設置型熱交換器を開発する。先ず流水熱利用型熱交換器

として必要な仕様と技術課題、コストを明確にする。それに基づき熱交換器の採放熱性能を水路

実験や数値モデルで明らかにし、c)設置場所において最適な採放熱特性を発揮する熱交換器形状

と設置方法を確立して実証する。 

目標は、流水路内設置型熱交換器、地下水流動地盤内設置型熱交換器を含むシステム全体の設

置コストをボアホールなどの従来工法との比較で20％以上削減することである。 

 

②ヒートポンプシステムの運用最適化手法の開発 

a)地中熱ヒートポンプシステム運用コスト低減として、水冷ビル用マルチ型地中熱ヒートポン

プの室内機配置や運転制御を見直し、低負荷率でのシステムCOP向上に着目した負荷側制御法を

開発するとともに、水熱源ヒートポンプと空気熱源ヒートポンプとのハイブリッドシステムの最

適制御方法を開発する。いずれも運用コスト20％以上削減を目標とする。 

b)飲用水や農作物に使用される浅層地下水や農業用水では、より高い環境性能をユーザーから

強く求められている。そのため、地中を循環する熱媒に不凍液を使用せず、水を使用した場合

(水熱媒)の凍結防止対策として、熱源水の温度管理に基づくヒートポンプの運転制御方法を確立

する。また、水熱媒ヒートポンプの適用範囲を明確にすることを目標とする。 

 

③流水熱利用型熱交換器の導入適地マッピング技術の開発 

a)地中熱(浅層地下水)、湧水、農業用水を熱源とし、熱源毎に導入可能性評価に必要な地下水

流速、水温等のデータの種類と精度を、事業内容①で実施する数値解析・基礎調査・実証試験の

結果を解析することで明確化・可視化して、ポテンシャル評価手法を確立する。 

b)机上調査、現場調査、数値解析手法等、異なる調査方法によるポテンシャル評価結果への影

響度を把握する。目標は、流水熱利用型システムの設計と普及に資するポテンシャル評価手法と

導入適地マッピング技術の確立である。 
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表Ⅱ(2.4)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①流水熱利用
型熱交換器の
研究開発 

・流水路設置熱交換器の開発・
性能評価 
・地下水熱交換器の開発・性能
評価 
・数値モデル化による性能評価 
・用水路、地下水内に設置し実
証試験を実施 

システム全体の設置コストをボ
アホールなど従来工法と比較
して、20％以上削減する。 

熱交換器の採放熱性能を
水路実験や数値モデルで
明らかにし、設置場所に
おいて最適な採放熱特性
を発揮する熱交換器形状
と設置方法を確立する。 

②ヒートポンプ
システムの運
用最適化手法
の開発 

・水冷ビルマルの低負荷率負
荷制御法の開発 
・不凍液不使用ヒートポンプシ
ス運転制御法の開発 

・低負荷率でのシステムCOP
向上に着目した負荷側制御
法を開発、水熱源と空気熱源
ヒートポンプとのハイブリッドシ
ステムの最適制御方法を開発
し、運用コスト20％以上削減
する。 
・不凍液不使用HPの適用範
囲を明確にする。 

地中熱ヒートポンプシステ
ム運用コストを低減する。 

③流水熱利用
型熱交換器の
導入適地マッ
ピング技術の
開発 

・水理地質調査に基づく資源
量評価 
・ポテンシャル評価手法および
マッピング技術の開発。 

流水熱利用型システムの設計
と普及に資するポテンシャル
評価手法と導入適地マッピン
グ技術を確立する。 

地中熱（浅層地下水）、湧
水、農業用水を熱源とし、
熱源毎に導入可能性評価
に必要な地下水流速、水
温等のデータ種類と精度
を明確化・可視化する。 

 

(2.4.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日から平成29年3月20日までである、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(2.4)-1に示す。 

 

 

図Ⅱ(2.4)-1 研究開発のスケジュール 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①流水熱利用型熱交
換器の研究開発

②ヒートポンプシステ
ムの運用最適化手法
の開発

③流水熱利用型熱交
換器の導入適地マッ
ピング技術の開発

流水熱交換器の開発

扇状地・用水路での実証試験
流水熱交換器の他熱源への適用

ヒートポンプ運用最適化

不凍液不使用システム制御手法の開発
適用拡大

導入適地ポテンシャル評価手法開発 実設計への適用

導入適地マッピング技術の開発 他熱源のポテンシャル手法開発
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(2.5)地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発 

(2.5.1)背景と目的 

地中熱ヒートポンプの普及促進を図るためのシステムシミュレーションの開発を行う。本開発

システムシミュレーションツールによって、設計者が簡易に地中熱ヒートポンプ導入時のエネル

ギー消費量の計算を行うことができることを目的とする。更に、設計建物に採用される地中熱

ヒートポンプやその他の熱源を含む全ての熱源のトータルシステムシミュレーションを行うこと

ができるツールを開発する。これにより、設計建物への地中熱ヒートポンプの導入検討・採用す

る建物数が増加することが期待される。年間のシステムシミュレーションによる最適な機器容量

の算定で、過大な設備容量の機器の導入の抑制によるイニシャルコスト削減が可能である。 

本開発システムシミュレーションツールを、運用時の性能検証にも活用し、最適な運転条件を

指示できるツールとすることで運用時のランニングコストの削減をする。 

(2.5.2)研究開発の概要 

地中熱ヒートポンプ及び設計建物に導入される全ての空調熱源システムを組み込んだ建物空調

熱源シトータルシステムシミュレーションツールを開発する。開発ツールは、設備設計者が設計

時に使用すると共に、同じツールを運用後の性能検証にも活用できるものとする。開発ツール

は、以下の検討が可能なツールとする。空調熱源トータルシミュレーションツールは、ＬＣＥＭ

ツール(国土交通省 大臣官房 官庁営繕部)をベースに開発する。熱源の運転パターンを設定し、

年間空調エネルギー消費量の算出が可能であると共に、各種の運転パターンの比較を行い、最適

な運転パターンの提示ができるものとする。設計者が使用するためのユーザーインターフェイス

の開発を行う。 

以下に研究開発内容を示す。 
 

①既往地中熱ヒートポンプ熱源機器調査 

地中熱ヒートポンプ熱源機器の既存製品のラインナップ、性能特性の調査を行う。シミュレー

ションのモジュールとするためには、機器の定格性能だけでなく、部分負荷効率(負荷率毎の効

率、消費電力、出力)などが必要であるため、これらの調査を行う。必要に応じて、メーカーへ

の試験を依頼する。 
 

②既往地中熱交換器調査（NSRI） 

地中熱交換器の既存製品のラインナップ、性能特性の調査を行う。熱交換器方式の分類毎に性

能特性を整理し、シミュレーションのモジュールとするための基礎情報とする。 

 

③ＬＣＥＭ地中熱ヒートポンプ熱源モジュールの開発 

ＬＣＥＭ地中熱ヒートポンプ熱源モジュールを作成する。既存製品のラインナップを概ね網羅

するモジュールを作成することを目的とする。 

地中熱ヒートポンプの分類毎に、地中熱ヒートポンプのモジュールを作成する。既存の機器・

容量毎に各機器の特性(定格性能や部分負荷性能等)と一致するように各種特性を設定し、各機器

(容量別)のモジュールを作成する。 
 

④ＬＣＥＭ地中熱物性取得モジュールの開発（北海道大学） 

北海道大学が開発中の地点、深度ごとの地質、熱物性値、及び水理特性からなる３次元地盤・

地下水データベースを、本事業で開発する空調熱源トータルシステムシミュレーションツール

に活用するための、Microsoft Excelベースの入力モジュールを開発する。 

 

⑤ＬＣＥＭ地中熱交換器の熱交換計算手法の構築 

地中熱交換器の熱収支計算、及び任意配置で複数埋設した地中熱交換器に対する地中温度の計

算ロジックを、ＬＣＥＭツールに組み込むための計算手法を構築する。地中熱交換器の熱収支計

算の計算ロジックは、既往のプログラム(Ground Club)で使用している計算ロジックを活用し、

Microsoft Excelで作動させるためのプログラムを作成する。また、計算を高速化させるための

改良を実施する。 
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⑥ＬＣＥＭ地中熱熱交換器モジュールの開発（名古屋市立大学、NSRI） 

ＬＣＥＭの地中熱交換器モジュールを作成する。前項の熱交換器熱交換計算手法を導入し、単

体及び複数埋設の熱交換器での計算を可能な、既存の熱交換器方式を概ね網羅するモジュールと

する。モジュールは、システムの企画・設計段階に適するマクロな計算手法を用いるマクロモ

ジュール、施工・運用段階に適するミクロな計算手法を用いるミクロモジュールに分けて開発を

行う。マクロな計算手法は、地中の熱交換特性を深さ方向で一定とし、代表点での計算とする手

法である。ミクロ手法は、地中の熱物性値を深さ方向で、それぞれ設定し、地中熱交換器との熱

収支計算も、深さ方向の熱物性値の違いを考慮して計算する手法である。 

 

⑦空調熱源トータルシステムの開発 

前項までに開発した地中熱ヒートポンプモジュール(地中熱ヒートポンプ熱源モジュールと熱

交換器モジュール)を含む主要な空調熱源システムを組み込むことができる空調熱源システムシ

ミュ―レーションツールを作成する。地中熱ヒートポンプの他、空冷ヒートポンプ、ターボ冷凍

機、冷温水発生機など、主要な空調熱源を組み込むことができるツールとする。 

 

⑧既往ツールとの比較 

空調熱源トータルシステムシミュレーションツールと既往のシミュレーションツールによる

ヒートポンプシステムのエネルギー消費量を計算する。エネルギー消費量の計算結果が同等とな

ることを確認する。Ground Club、平成25年省エネ基準Webプログラムを既往ツール想定し、基本

的な同一条件にて、各ツールでの計算を行い、比較検討する。 

 

⑨実測値との比較 

既往の地中熱ヒートポンプシステムの実測データを利用し、空調熱源トータルシステムシミュ

レーションツールによるヒートポンプシステムのエネルギー消費量計算値の検証を行う。検討対

象の実測地として、事務所ビル(東京都、東北地方)などのデータを活用予定とする。 

 

⑩ユーザーインターフェイスの開発（参考） 

設備設計者だけでなく、建築設計者などへの利用も想定して、簡易に設定を行うことができる

ユーザーインターフェイスを開発する。熱源機器の種類、台数、能力等の変更のみで、設計建物

の全体システムの構築と一次エネルギー消費量等の計算が実施できるユーザーインターフェイス

を作成する。また、計算結果を分かりやすく表示する画面を作成する。 

 

⑪既往設計手法との比較 

既存の計算手法と本ツールについて、機能・操作性・多様性・一般性を比較する。その上で、

既存の設計手法で計算した結果と空調熱源トータルシステムシミュレーションツールで算出し

た結果を比較し、設備容量、消費エネルギーについて、手法による違いについて比較検討する。

検討結果を基に、イニシャルコスト削減効果及びランニングコスト削減効果を算出する。 
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表Ⅱ(2.5)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①既往地中熱ヒート
ポンプ熱源機器調査 

熱源機器ラインナップ調査、
代表10種程度の性能把握 

 既往熱源機器の代表的な

機種とした 

②既往地中熱交換
器調査 

地中熱交換器ラインナップ調
査、代表3種の性能調査 

 地中熱交換器の代表的な

ものとした 

③ＬＣＥＭ地中熱ヒー
トポンプ熱源モ
ジュールの開発 

主要な熱源機器４機種の熱
源モジュール作成 

主要な全熱源機器の熱源モ
ジュール作成 

代表的な平野を選定し、汎

用性を高める 

④ＬＣＥＭ用 
地中熱物性取得モ
ジュールの開発 

試作モジュールの基本設計
及び開発(テスト地域：石狩平
野、大阪平野) 

主要平野(仙台、関東、濃
尾、福岡)のモジュール作成
完了。 

地中熱物性取得モジュー

ル開発 

⑤ＬＣＥＭ地中熱 熱
交換器 熱交換計算
手法の構築 

熱交換器代表１種のＬＣＥＭ
に適応可能な熱交換器計算
手法を構築 

熱交換器代表２種のＬＣＥＭ
に適応可能な熱交換器計算
手法構築、計算手法の高速
化を実施 

熱交換器のＬＣＥＭに適応

可能な熱交換器計算手法

を構築 

⑥ＬＣＥＭ地中熱 熱
交換器モジュールの
開発 

熱交換器代表１種のモ
ジュール作成、モジュール動
作内容を確認 

全熱交換器方式のモジュー
ル作成、モジュール動作内
容を確認 

熱交換器モジュールを開

発する 

⑦空調熱源トータル
システムの開発 

主要１種の地中熱ヒートポン
プモジュールと空冷ヒートポ
ンプを組合せたシステム構築
が可能なツールを作成 

地中熱ヒートポンプモジュー
ルと空冷ヒートポンプ、ター
ボ冷凍機を組合せたシステ
ム構築が可能なツールを作
成 

汎用性向上のため、主要

な空調設備を網羅する 

⑧既往ツールとの比
較 

主要２種の地中熱ヒートポン
プモジュールで既往ツール
と、エネルギー消費量の計算
結果を比較する。 

主要２種の地中熱ヒートポン
プモジュール、３地域程度
で、既往ツールとエネル
ギー消費量の計算結果を比
較 

空調熱源トータルシステム

シミュレーションツールと既

存ツールで、ヒートポンプシ

ステムのエネルギー消費量

計算結果が同等となること

を確認 

⑨空調熱源トータル
システムシミュレー
ション計算値と実測
値との比較 

地中熱ヒートポンプシステム
のエネルギー消費量実測値
と空調熱源トータルシステム
シミュレーション計算値とを比
較 

ヒートポンプシステムのエネ
ルギー消費量実測値とシ
ミュレーション計算値との誤
差５％以内を確認 

高精度なツールとするた

め、精度目標5%を設定した 

⑩ユーザーインター
フェイスの開発 

 簡易操作可能なユーザーイ
ンターフェイス構築 

幅広く成果を普及するため

分かり易いインターフェイス

にする必要がある 

⑪既往設計手法との
比較 

１建物について既存手法と本
ツールでの設計を実施して
比較 

既存手法と本ツールでの設
計を実施し比較 

既存手法と本ツールによる

設備容量及び消費エネル

ギーを算出、設計手法の

違いによるコストを比較 
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(2.5.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成28年1月26日から平成29年3月20日までである、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(2.5)-1に示す。 

 

 

図Ⅱ(2.5)-1 研究開発スケジュール 

  

3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

調査

調査

主要機器モジュール作成

全機器モジュール作成

基本設計 データ取得モジュール作成

テスト地域モジュール作成 全地域モジュール作成

計算手法構築（主要方式）
高速化修正

計算手法構築（全方式）

熱交換器単体１方式 熱交換器単体全方式

複数埋設１方式 複数埋設全方式

空冷HP複合システム構築

その他の機器複合システム構築

既往ツール計算 既往ツール計算

結果比較 結果比較

実測値分析 実測値分析

結果比較 結果比較

仕様検討

プログラミング

既往設計手法計算 既往設計手法計算 既往設計手法計算

結果比較 結果比較 結果比較

ＬＣＥＭ地中熱　熱交換器
熱交換計算手法の構築

ＬＣＥＭ用　地中熱物性取
得モジュールの開発

ＬＣＥＭ地中熱ヒートポン
プ熱源モジュールの開発

既往地中熱交換器調査

既往地中熱ヒートポンプ熱
源機器調査

既往設計手法との比較

ユーザーインターフェイス
の開発

①

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

実測値との比較

既往ツールとの比較

空調熱源トータルシステム
の開発

ＬＣＥＭ地中熱　熱交換器
モジュールの開発

④

③

②

平成27年度 平成28年度 平成29年度（予定） 平成30年度（予定）
研究開発項目
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(2.6)都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発 

(2.6.1)背景と目的 

再生可能エネルギーの利用拡大には、電力に加え、地中熱、太陽熱、雪氷熱等の再生可能エネ

ルギー熱利用も重要である。しかしながら、これらの熱の利用においては導入コストや運用コス

トが高いことが課題として挙げられる。特に、地中熱は、暖房主体の寒冷地(北海道や北東北)で

の導入事例が多く、冷房主体の温暖な地域では普及が遅れている。 

そこで、本事業では、温暖地の代表格である「都市部」での地中熱の普及拡大を目的に、都市

部で多数採用されているSMW工法(*)と地中熱を組み合わせることで、導入コストの低減を行う。

更に、運用コストの低減には、省エネ性能に優れる地中熱一体型エアコンと、コンパクトに補機

類が収納されたポンプユニットを組み合わせることで、狭小な都市部での施工性にも配慮するも

のである。これらにより、コストのみならず施工での制約条件が最も厳しい、狭小な都市部でも

導入可能な“低コスト型高効率地中熱利用システムの開発”を通じて、地中熱の普及が遅れる冷

房主体の温暖な地域に展開していくことを目的としている。 

本事業では、地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化として、「都市イン

フラ活用型地中熱利用システムの開発」を実施する。 

 

*)SMW工法：地下水位が高い地域で地下建築物を施工する際、地下水の影響を排除する目的で

開削工事前にSMW(Soil Mixing Wall)で連続土留壁を構築し遮水する工法。 

 

(2.6.2)研究開発の概要 

新たな都市インフラ活用型地中熱交換システムを構築すべくSMW工法による「土留壁方式の開

発」を行い、導入コスト20％低減を目指す。「地中熱一体型エアコンの改良」と、補機類(循環ポ

ンプや膨張タンクなど)と制御を屋外パッケージ化した「ポンプユニットの開発」により、運用

コストで20％低減を目指す。これらにより、狭小な都市部でも導入可能な低コスト型高効率地中

熱利用システムの開発を行う。 

 

①土留壁方式の開発（担当：三菱マテリアルテクノ株式会社、ヒロセ株式会社、成幸利根株式会社、

国立大学法人秋田大学） 

土留壁方式は、以下の２つの特許工法をベースに、本事業の最終目標である導入コスト 20％削

減を目標に、フィールド試験と数値シミュレーションモデルの構築を通じて、施工手法、熱交換

器の配置や設置間隔等について最適化を行う。 

・特許工法①「熱交換器後入れ工法」： 

保護管を建て込み後、保護管内に熱交換器を降下するヒロセ株式会社の特許工法。 

特許工法が①-1 であり、改良型が①-2と①-3 

・特許工法②「熱交換器同時挿入工法」： 

Ｈ形鋼に熱交換器を直接取り付け降下する三菱マテリアルテクノ株式会社・成幸利根株式会

社・中村土木株式会社の特許工法。 

特許工法が②-1 であり、改良型が②-2と②-3。 
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図Ⅱ(2.6)-1 土留壁方式地中熱利用システム 

 

 

役割分担としては、試験フィールド構築を再委託先であるヒロセ株式会社と成幸利根株式会社

が中心となり実施し、サーマルレスポンス試験(TRT)実施や取得データ整理・解析を三菱マテリ

アルテクノ株式会社が実施する。数値シミュレーションモデル構築と、熱交換器の配置や設置間

隔の最適化を秋田大学が担当する。４者にて、土留壁方式の開発を目指す。なお、試験フィール

ドは借地のため、事業終了時に地中熱交換器等を撤去予定であるが、以下の解体研究が含まれて

いる。 

通常の地中熱利用の場合、土中埋設のため 酸化によりＨ型鋼や保護管等の鋼材は、腐食し易

い環境下となるが、土留壁方式の場合、ソイルセメント中に埋設され、アルカリ性のため、鋼材

等が腐食し難い環境下にある。これらを検証するために、フィールド試験終了後には撤去時に解

体研究を実施し、鋼材類の腐食状況を目視にて確認する。観察内容は、鋼材に発生した孔蝕及び

その他の腐食兆候の有無とし、それらの観察結果を埋設深度との関係で記載し、評価する。この

解体研究を通じて、鋼材類が腐食していないことを確認できれば、土留壁方式における熱交換部

材に直接鋼材を活用できることが示される。なお、このような解体研究が地中熱利用で行われた

事例は存在しない。 

 

②地中熱一体型エアコンの改良（担当：日本ピーマック株式会社） 

地中熱一体型エアコンの、更なる地中熱利用(クローズドループ)への適合に向け、現行機種を

改良し、ポンプユニットを組み合わせることで、運用コスト 20％低減を目指す。 

地中熱一体型エアコンへのプレート型熱交換器の適用、地中熱交換器出入口の温度差を一定に

する制御方法、フリークーリングコイルの適用等、以下の項目について設計を実施し、運用コス

ト低減効果を評価する。 

1）熱交換器の変更(二重管→プレート式)による COP の向上 

2）熱源水変流量(温度差一定制御)対応による SCOP の向上 

3）熱源水大温度差(例えば 6～7℃)対応による SCOP の向上 

4）フリークーリングコイルの追加による中間期の COP 向上 

5）ブライン対応への改良に伴う、寒冷地市場等への対応 
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上記で有効と判断された改良事項を地中熱一体型エアコン試験機に組み込み、製作し、工場に

て性能確認試験を実施する。この試験を通じて、中間目標値(性能目標値)に対する達成度を検証

する。平成 29 年度には、平成 28 年度の工場性能試験結果に応じて、地中熱一体型エアコン試験

機の改良を実施する。 

地中熱一体型エアコン試験機を試験フィールドの冷暖房試験室に設置し、実際に土留壁方式で

構築した地中熱交換器とポンプユニット、地中熱一体型エアコン試験機を接続することで、暖房

運転データ、冷房運転データを取得、評価し、地中熱一体型エアコン試験機を完成する。 

 

③ポンプユニットの開発（担当：三菱マテリアルテクノ株式会社、日本ピーマック株式会社） 

狭小な都市部でも導入し易くするためにイニシャルコストの低減、コンパクト化、機械室レス、

現地施工期間の短縮を目的に以下の項目についてポンプユニットを設計開発する。 

1）補器類(熱源水ポンプ、膨張タンク、加圧給水ユニットなど)と制御を含めた屋外パッケージ

ング化 

2）ポンプユニットに内蔵された循環ポンプと地中熱一体型エアコンの連動制御とインバータ制

御(温度差一定制御)の装備 

 

設計開発したポンプユニット試験機を平成 28 年度に製作する。平成 29 年度には、土留壁方式

で構築した地中熱交換器及び地中熱一体型エアコン試験機とポンプユニット試験機を接続し、試

験フィールドに設置し、試運転調整を実施する。試運転調整結果に応じて、ポンプユニット試験

機の改良を行う。 

暖房運転データ及び冷房運転データを取得し、ポンプユニットを開発し、制御方法の確立及び

ポンプユニット試験機を完成する。 
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表Ⅱ(2.6)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①土留壁方式

の開発 

地中熱交換器設置工事

で対ボアホール方式50％

削減 

システムトータルで導入

コスト20％削減 

施工手法、熱交換器の配置や設

置間隔等について最適化を行う。 

②地中熱一体

型エアコンの改

良 

改良型地中熱一体型エア

コンの性能把握 

地中熱一体型エアコン試

験機を完成し、システム

トータルで運用コスト20％

削減。 

地中熱利用への適合に向け、地

中熱一体型エアコンを改良、ポン

プユニットを組合せたシステムを構

築する。 

③ポンプユニッ

トの開発 

ポンプユニット試験機を製

作 

制御方法の確立及びポ

ンプユニット試験機を完

成 

ポンプユニットに内蔵された循環

ポンプと地中熱一体型エアコンの

連動制御とインバータ制御（温度

差一定制御）の組合せシステムを

構築する。 

 

 

(2.6.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成28年1月26日から平成29年3月20日までである、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(2.6)-2に示す。 

 

 

 

図Ⅱ(2.6)-2 研究開発スケジュール 

 

 

  

事業項目

27年度 28年度(予定) 29年度(予定) 30年度(予定)

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①土留壁方式の開発

②地中熱一体型エアコンの改良

③ポンプユニットの開発

設計

地中熱交換器設置 TRT試験
シミュレーションモデル構築 シミュレーション最適化

開発
実証試験

設計
開発

実証試験
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(2.7)低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を利用した設計・

性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 

(2.7.1)背景と目的 

NEDOの「再生可能エネルギー熱利用技術開発」基本計画に示されている通り、東日本大震災を

受けて、我が国のエネルギー政策は根本から見直しされることとなり、再生可能エネルギーに対

する国民の期待はこれまでにないほど高まっている。 

再生可能エネルギーの中でも地中熱については、他の再生可能エネルギーと比較して場所の制

約が少ない、安定した供給が見込めるなどのメリットを有している。しかしながら、地中熱につ

いては地中熱交換器の設置コストやシステム全体の高効率化などに未だ課題を有しており、これ

を解決することが地中熱利用の普及拡大にとって必要不可欠となっている。 

 

(2.7.2)研究開発の概要 

上記課題を解決するためには、ヒートポンプのコストダウン並びにCOP向上などの高性能化開

発、地中熱交換器の採熱効率向上、地中熱交換器削孔技術開発などが必要である。また、我が国

に適した地中熱交換器設計の高度化開発や地中採熱に適した土地を確実に見出す予測技術や地中

熱ポテンシャルデータベースを構築することも必要である。 

よって本研究開発事業では、以下に示す研究開発を実施する。 

 

①低コスト化に寄与する地中熱交換器の削孔機・工法の開発及び高効率垂直地中熱交換器の開発 

（株式会社日伸テクノ、鉱研工業株式会社、株式会社イノアック住環境、北海道大学） 

我が国の地中熱交換器掘削に適合した削孔方法及び削孔機を開発する。具体的には、地層に合

わせて最適な周波数を設定できるバイブロヘッドや、残土の排出を高速化するスクリュー付イン

ナーロッド、ドリルロッドの自動脱着装置の開発を行い、ボアホール削孔の高速化・低コスト化

を実現する。また、Ｕチューブの断面の形状を従来の円筒型から扁平型に変更することにより、

地盤との熱交換性能の向上を図るとともに、一次側の配管工事を簡略化することが可能なＹ字ブ

ランチ継手や樹脂ヘッダの開発を行う。 

これらの開発を実施するとともに、異なる地盤条件において地中熱交換器設置のフィールド試

験を実施し、同等な地中熱交換性能を得るために必要な地中熱交換器設置コストの削減効果を明

らかにする。 

 

1-1)周波数(振動数)可変型バイブロヘッドの開発と周波数の最適化による削孔速度向上 

本研究開発では、我が国の地層に適した最適な周波数(振動数)を設定できるバイブレーション

ヘッドを有する削孔機の開発を行う。高速削孔を目指すのであれば、ドリルヘッドに対して回転

力だけではなく打撃力が必要となる。 

従来、ドリルロッド上部にエアハンマを取り付けて打撃力を与えるものが多く用いられてきた

が、激しい騒音と振動が問題となりわが国の市街地で用いるのは難しくなった。それに対して、

縦振動により小刻みな打撃力を与える機構を持つバイブレーションヘッド(以降、バイブロヘッ

ドと称す)が開発されて、近年多く使用されるようになってきた。バイブロヘッドから発振され

る高い周波数の縦振動と大きな起振力値は、削孔速度の向上をもたらす。反面、両者は使用機材

の損耗を大きく加速させる。一方、地層ごとに、高速削孔を与える周波数も異なるといえる。

従って、機械損料も考慮した工事費を考えた場合、削孔する地層の条件ごとに最適なバイブロ

ヘッドの振動周波数と起振力値があると考えた。 

そこで、本開発では(1)各種の地層に応じたバイブロドリルヘッド周波数の選定、(2)大きな起

振力をもち、地質性状に合わせた周波数を選択できる周波数可変のバイブロドリルヘッドの開

発、(3)バイブロヘッドを駆動する高圧な油圧機構を有するベースマシンの開発を行う。これら

により削孔機全体としての最適化(周波数、馬力、重量、コスト等)を図り、削孔速度を向上させ

つつも、バイブロドリルヘッド起振部部品や削孔ツールス寿命を延ばすことにより、間接型垂直

熱交換器(ボアホール)構築に関わるコストのうち掘削コスト10％削減を目標とする。 
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1-2)スクリュー付インナーロッドによる削孔排土速度の向上 

本研究開発では、二重管削孔方式の速度向上に必要となる削孔排土を迅速に排出できるスク

リュー付内管(インナーロッド)を開発する。 

ボアホール削孔において、掘削孔の崩落を防止するためにベントナイト泥水を使用した施工方

法が多く採用されている。しかし、この施工方法では、有効熱伝導率の小さなベントナイト泥水

がボアホール内でだけでなく周囲地層に浸透して固化することにより採熱効率の低下をもたらす

ばかりではなく、熱交換量の向上に大きく寄与する帯水層がある場合でも地下水流れが阻害され

てその恩恵を受けることができない。加えて、掘削孔からのベントナイト泥水逸水による近隣土

壌汚染や掘削後の泥水産廃処理コストが発生することから施工費の増大を招く要因ともなる。

従って、地中熱交換器設置のためには、ベントナイト泥水を用いないで、清水を使用する削孔方

法を採用するが望ましい。 

清水を用いた場合の工法としては、掘削孔の崩壊を防止するための保孔ケーシングとしてアウ

ターロッドを、清水を底部まで送水するための内管としてインナーロッドを用いる、いわゆる二

重管削孔を採用するのが一般的である。このとき、先端ビットで削られた土岩屑は、インナー

ロッドで送られた清水と混合して土岩泥水となり、環状部を通って地上部に送られ、固液分離装

置により削孔土石屑が分離された後の清水が再利用される。削孔工事においては、土石屑を底部

から上部に迅速に、そして滞りなく排出しなければならないが、先端ビッドの掘削能力を上げた

場合には、それに応じて削孔土石屑の排出能力も高めなくてはならない。 

そこで、本開発では、インナーロッド外周にスクリュー状にスパイラル加工を施し、削孔土石

屑の排出能力を高め、スムーズで確実な上部排出を目指す。実証試験では、種々の異なる地質条

件のサイトで本スクリュー付内管の排出速度向上を検証すると共に、ベントナイト泥水と清水に

より施工した地中熱交換の採熱性能試験も併せて行い、同じ単位長さあたりの熱交換量[W/ｍ]を

得るため必要な施工費[円/ｍ]、すなわち[W/円]を指標として、本施工方法の優位性を実証す

る。間接型垂直熱交換器(ボアホール)構築に関わるコストのうち排土工程にかかるコスト10％減

を目標とする。 

 

1-3)ドリルロッド脱着オートメーション化による削孔施工時間及び作業人工削減による施工費削減 

施工費の大幅削減に寄与するボアホール削孔で使用されるドリルロッド自動脱着装置の開発を

行う。ドリルロッド装着方法は、まず作業員がミニクレーンで吊られた電磁石をもつリフトワイ

ヤーを用いて専用ラックに収納された１本3～4.5ｍの長尺ドリルロッドを吊り上げ、削孔機本体

に位置まで移動させる。装着するロッドはオペレータにより削孔機本体に取り付けられた後、ボ

アホール上部で削孔機に固定されているドリルロッドに回転力で接続される。脱着方法は、この

逆である。ここで、二重管削孔の場合、２本のドリルロッドの装脱着が必要になるため、一重管

削孔に比べて施工時間が長くなる。そこで本開発では長尺ロッドに対応したドリルロッド脱着

オートメーション装置を開発するものである。これは、ドリルロッドが収納される専用ラックと

ロボットアーム、自動装填装置、リモートコントローラーからなる。 

 

1-4)扁平チューブを用いた新型Ｕチューブの開発；扁平パイプとＵチューブ用先端部の開発 

熱交換部分のパイプ形状を扁平形状としたＵチューブを開発する。扁平チューブの形状からボ

アホール挿入時にチューブ間隔保持用のスペーサーを用いることでチューブ間隔をより大きく保

つことができ、これによりボアホール熱抵抗の低減と往き管、返り管の温度相互干渉を小さくす

ることができるため、熱交換効率の向上が見込める。同時に、扁平チューブは表面積が同じでも

断面積が20～30％小さくなるため、内部熱媒流速が大きくなり対流熱伝達率も高くなるため熱抵

抗のさらなる低減が期待できる。また断面積の減少はＵチューブに充填する不凍液の使用量も減

らすことができるため、地中熱交換器の設置費用の一部である不凍液費用の削減をもたらす。 

第一に高密度ポリエチレン製の長尺扁平パイプを製作する。具体的には、扁平パイプ用のダイ

スを作成し、従来の円形パイプ同様に高温の樹脂からの押し出し連続成形を行う。次に、扁平

チューブ用のＵチューブ、及びダブルＵチューブ先端継手の開発を行う。試作金型、または3Ｄ

プリンターによる開発となる。このとき、できるだけ流路抵抗が小さくなるような内部形状を設

計する。また、先端部から扁平チューブへの接続においては、その間隔がボアホール内径に対し

てできるだけ大きく取れるように工夫する。 

また、扁平パイプは従来の円形パイプ用の継手が使用できないため、扁平パイプから円形パイ
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プへの変換できる、電気融着(EF)継手を開発する。 

 

1-5)Ｙ字形状ブランチ継手の研究開発 

ダブルＵチューブを用いた場合、地上部で集約する継手数量と継手接合作業回数を削減できる

専用のＹ字形状ブランチ継手の開発を行う。 

一般にダブルＵチューブ方式では、２組のＵチューブの往き・還り管を１つに集約してヒート

ポンプへ接続を行っている。この方法では、電気融着式継手の総数が６～16個必要であり、施工

時間、施工費も大きくなる。そこで、Ｙ字形状ブランチ継手を開発する。これにより、電気融着

式継手の総数が４個、電気融着接合の総作業回数が４回となり、部材個数・接合作業回数が大幅

に削減できる。 

 

1-6)樹脂製ヘッダの研究開発 

本研究開発は、ヘッダ部材の導入費用の削減が出来る樹脂製ヘッダの開発を行う。 

複数のＵチューブをヒートポンプに接続する配管方式は、各Ｕチューブの流量を均一にするた

めにヘッダ方式が採用されている。現在、金属製ヘッダが現場ごとにオーダーメードで製作され

るのが一般的であるがコストが高い。そこで、樹脂製ヘッダの開発を行うものである。軽量、防

錆塗装不要といった樹脂の特徴に加え、下記の仕様を有する樹脂ヘッダを開発することで、大き

な施工費の削減を見込める。 

地中熱交換器からのポリエチレン管をヘッダ枝管へのワンタッチで接続できるようにする。こ

れにより作業時間を短縮できるだけでなく、枝管のピッチ間隔を狭く出来るためにコンパクトな

ヘッダが可能となり、ヘッダ部材価格の低減と設置スペース削減が実現できる。 

ヘッダ同士を現地で接続できる拡張性をもたせる。樹脂製ヘッダの主管サイズは枝管の本数に

対応できるよう呼び径50～150Aとし、枝管サイズは地中熱交換器の主流である呼び径25A、枝数

は4～12本の構成とする。また、呼び径が25A以外の地中熱交換器を接続する場合は変換アダプ

ターを使用して接続できる。大規模物件は、施工現場でヘッダ同士を電気融着方式の継手で接続

出来るように、拡張性を持たせる。これによって、ヘッダの長さを標準企画化が可能となり、

ヘッダ部材価格の低減が実現できる。 

メイン製品はカタログ記載の標準品とし、また、ヘッダに被覆する保温材、固定部材も標準ア

クセサリー部材化として、システム設計者の設計工数、施工時間の削減が実現できる。 

 

1-7)フィールド実証試験による熱交換器設置コスト・採放熱性能評価 

数か所の試験フィールドにおいて地中熱交換器のコスト評価と性能試験を実施する。コスト評

価については同地点において、今回開発した技術を導入した場合と、従来の方法双方で実施し、

作業効率の改善効果やそれによる地中熱交換器設置コスト削減効果を検討する。また、性能評価

は、熱応答試験を実施し、地中熱交換器の単位採放熱性能と熱抵抗を評価する。このとき、熱応

答試験において、光ファイバー温度センサーにより地中熱交換器内の往き管、返り管内の詳細な

温度分布を測定し、地層状況に応じたボアホールの深さ毎の採放熱性能と熱抵抗を解析すると共

に、チューブ間の熱干渉の影響を明らかにする。この性能評価の結果を開発にフィードバックさ

せる。最後に、これらの技術開発による単位採放熱性能(係数)あたりの設置コストの削減効果を

定量化する。 

 

②低コスト・高効率な多機能・多熱源対応連結型地中熱ヒートポンプの開発 

（サンポット株式会社、北海道大学） 

中小業務用建物や施設建物を対象とした、高効率で多機能、かつ多熱源対応の連結運転可能な

量産型の地中熱ヒートポンプユニットを開発する。前述の建物においては30kWを超える冷暖房・

給湯に対応することが望まれることから、低コストのノンインバータヒートポンプユニットを開

発するとともに、従来のインバータヒートポンプユニットと連結させることで、低コスト化と高

効率化を実現させる。さらには多機能化のために、給湯専用地中熱ヒートポンプユニットの開発

を実施し、給湯需要に対しても対応できるようにする。 

 

2-1)サイクルシミュレーションによるヒートポンプ機器の基本設計 

北海道大学が有するMatLab-Simulinkベースの地中熱冷暖房ヒートポンプユニットシミュレー
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ターを基にして、多機能・多熱源対応連結型ヒートポンプシミュレーターを開発する。 

基本構成要素として、まず想定される使用温度範囲と冷暖房給湯能力下で高効率を達成できる

熱交換器、インジェクションや液―ガス熱交換器といった冷凍サイクルの仕様を検討する。 

次いで、給湯取り出し用のデスーパーヒーター利用型、または冷暖房機と給湯単独機の併用運

転による排熱融通型、温冷熱同時供給型などの多機能化と空気・排熱・井水・地中熱など温度レ

ベルの異なる多熱源を効率よく利用のための検討を行うことができる冷凍サイクルシミュレー

ターを構築して、多熱源対応連結型多機能ヒートポンプの基本設計を行う。 

 

2-2)多熱源対応連結型多機能ヒートポンプモジュール設計・開発品試作・性能評価 

ここでは、低コストで高効率な多熱源対応連結型多機能地中熱ヒートポンプの開発を行う。 

量産型の業務用冷暖房地中熱ヒートポンプ熱源機では、サンポット(株)はすでに30kW級の機器

を上市場しているが、現在、30kWを大きく超える冷暖房・給湯負荷の建物・施設に地中熱ヒート

ポンプシステムが導入される事例も大きく増加している。従って、30kWを大きく超える冷暖房・

給湯負荷にも対応できる大容量を有し、かつ低コストで高効率な地中熱ヒートポンプを開発が望

まれている。 

モジュール化による低コストを実現するため、現在の量産機で搭載されているインバータ制御

方式に加えて、部品を共通化した低コスト型(目標従来機の30％コスト削減)の一定速運転のノン

インバータ機を開発し、両者を組み合わせた60kW級ヒートポンプモジュールを開発する。このと

き、標準条件(採熱0℃-温水出力35℃)におけるヒートポンプモジュールの暖房COPは4.3以上を目

標とする。 

インバータ機とノンインバータ機を組み合わせた60kW級のモジュールを１単位として、このモ

ジュールをいくつか連結することにより数百kWの冷暖房負荷まで対応が可能となる。このとき、

チラー部のヘッダはモジュール間で連結できるように工夫する。  

一方、冷暖房用に加えて30kW級の65℃温水取り出しができる量産型の高効率な給湯専用ヒート

ポンプを開発してヒートポンプモジュールとして多機能化を図る。同時に、冷暖房機に10kW程度

の給湯取り出し用熱交換器としてデスーパーヒーターを付帯した多機能モジュールの検討・開発

も行う。標準条件(採熱10℃-給水17℃-給湯65℃)における30kW級給湯専用ヒートポンプのCOPは

4.0以上を目標とする。量産化により大幅なコストダウンが可能となるといえる。 

 

2-3）連結型の制御システムの開発 

多熱源対応連結型多機能ヒートポンプモジュールの制御基盤を新たに開発して、１枚の制御基

盤で30kW級ヒートポンプユニット2台を制御してヒートポンプモジュールのコスト低減を図る。 

数百kWまでの連結型ヒートポンプシステムは別に開発する制御ユニットから60kW級ヒートポン

プモジュールに出力指令を与えることで運転・制御できるようにする。複数台の冷暖房地中熱

ヒートポンプモジュールを制御するには、台数が変動する冷暖房負荷の境界周辺の部分負荷運

転・停止を決定する制御条件を機器の効率と消費電力量を考慮して設定する必要がある。基本と

なるヒートポンプの出力は30kWであるため、30kWの倍数にあたる負荷指令に対しては、インバー

タ制御機とノンインバータ制御機の運転切り替え時の出力変動があるため、この出力変動を抑え

た制御シーケンスの構築が課題となる。負荷が増加する指令に対しては、ノンインバータ機の起

動が完了するまではインバータ機の出力を定格以上(過負荷)で運転して対応するなどの方法を検

討する。また、負荷が減少する指令に対しては、ノンインバータ機を停止する前に、インバータ

機の出力を増加させたあとにノンインバータ機を停止するなどの方法により出力変動を抑制する

制御方法を検討する。 

また、複数台のモジュールの運転では、同じモジュールだけが連続して運転しないように、運

転時間の平準化を行うことにより寿命の延長化を図る。そのために、モジュールの稼働の分散化

機能を制御システムに取り入れる。省エネに対しては、負荷変動に応じて一次側、二次側の循環

量を制御して循環ポンプの消費電力量の削減を図ることもシステムCOPの向上に必要不可欠であ

る。加えて、暖房・給湯同時取り出し、冷房排熱利用給湯取り出し、冷却加温同時取り出しのよ

うな多機能利用、さらには温度レベルの異なる熱源を同時利用する場合には、温度レベル毎の熱

利用状況に応じて消費電力量が最小となる運転制御パラメーターが指示値として出力される。 

開発した連結型の制御システム導入後のエネルギー消費量削減効果は従来システムと比較して

10％以上を目指す。本制御システムの性能評価はサンポット花巻工場にてサンポット(株)と北海
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道大学とで共同で実施する。60kW級ヒートポンプモジュール単体の評価は試作機で、起動、停

止、負荷指令への応答、インバータ機、ノンインバータ機の切り替え動作などを確認するが、複

数台の制御システムの確認は、制御基板を複数接続したシミュレーションモデルを構築して、シ

ミュレーションで行う。 

 

③低コスト・高効率化に寄与する地中熱ヒートポンプ最適運転制御システムの開発 

  （新日鉄住金エンジニアリング(株)、北海道大学、サンポット(株)、ジーエムラボ(株)） 

1)ハイブリッド地中熱ヒートポンプ制御ユニットの開発 

温暖地において、地中熱ヒートポンプシステムを導入した場合、冷房過多の負荷アンバランス

により、地中に対し暖房期の採熱よりも冷房期の放熱が過多となり、長期的な地中温度上昇が起

きることが想定される。このことが、地中熱ヒートポンプシステムの温暖地における普及を阻害

する一つの大きな要因となっている。 

新日鉄住金エンジニアリング(株)は、次項で述べるように、地中熱ヒートポンプに補助熱源と

して冷却塔を加え、保有技術である地中温度予測技術を活用して、負荷アンバランスによる温度

上昇を長期的に抑えつつ、高効率に運転させる地中熱ヒートポンプシステムの自律制御システム

の開発を行ってきた。一方で、サンポット(株)は地中熱ヒートポンプシステムにおけるヒートポ

ンプの出力制御や循環ポンプの運転制御ユニットの開発も行っている。 

これらの知見や技術を活用して、制御ユニットの開発を行う。具体的にはサンポット(株)がこ

れまで開発してきた地中熱ヒートポンプシステムの制御ユニットについて、入出力点数を増やす

ことにより、地中温度の変化に応じて冷却塔の運転や太陽集熱器・熱回収タンクなどからの熱回

収を自動的に行うことができるハイブリッド地中熱ヒートポンプ制御ユニットを開発する。 

従来、負荷アンバランスに対応する方法としては、一部のメーカーより、地中熱ヒートポンプ

と空冷ヒートポンプを一体化して併用するシステムを適用することが挙げられる。このシステム

では、地中熱交換器出口からの熱源水温度より外気温度が低い中間期には空冷ヒートポンプを使

用し、熱源水温度より外気温度が高くなった時に切り替えて地中熱ヒートポンプを使用する空

冷・地中熱の切り替え式となっている。 

それに対し、本提案システムでは、ヒートポンプの熱源水配管に地中熱交換器とともに補助熱

源である冷却塔を接続し、従来システムとは逆に、冷却塔を通さない地中熱単独の運転から開始

し、熱源水温度が任意の上限温度を超えた場合に冷却塔を通し、併用運転する。従来システムよ

り優れる点は、汎用的なヒートポンプに汎用的な冷却塔を熱源水配管で接続するだけなので、負

荷アンバランス特性に合った補助熱源の選定ができ、設計に柔軟性があり、最適な空冷・水冷分

担が行える点である。もう1点は、本システムでは冷房ピーク期に冷却塔と地中熱交換器に放熱

を分散させることができ、その地中温度上昇への抑制効果により高効率化が可能となることが、

これまでの自律制御システム実証により示されている。本研究開発については従来システム比

べ、5％以上のエネルギー消費量削減効果を得ることを目標とする。 

温暖地における冷房過多と同様、寒冷地においては暖房と給湯を合わせた温熱需要過多の問題

が存在する。こちらについては温熱側の補助熱源として太陽熱や排熱回収タンクを併用する負荷

アンバランス制御ロジックを構築し、汎用コントローラーへの組み込みを行う。 

 

2)時間差のある負荷変動を考慮した地中蓄熱を活用する地中熱利用熱回収ヒートポンプ制御システム開発 

本開発においては、地中温度変化予測・制御技術を活用して、冷熱及び温熱を製造し、温排熱

及び冷排熱を発生する多用途、複数種のヒートポンプの運転を最適化し、可能な限りの排熱回収

による相互利用を行い、消費エネルギーを最小化する地中熱利用熱回収ヒートポンプ制御システ

ムの開発を行う。 

提案者らは、冷暖房の負荷アンバランスな条件に対して、地中熱ヒートポンプに補助熱源とし

て冷却塔を加え、保有技術である地中温度予測技術を活用し、実際の負荷状況や地盤熱特性の変

化が生じても、変化に追従して温度変化を上下限値内にコントロールし、長期安定的に高効率に

運転させ得る地中熱ヒートポンプシステムの自律制御システムの開発を行ってきた。 

ヒートポンプは２次側供給温度と１次側熱源温度の差が少ないほど高効率運転が可能である。

したがって、冷房時の温排熱を給湯ヒートポンプに、給湯時の冷排熱を冷房ヒートポンプに熱回

収相互利用できれば、どちらのヒートポンプもより高効率な運転が可能となる。必ずしも相互の
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排熱の発生時間は一致しないが、地中熱ヒートポンプにおいては、地盤が蓄熱体としての役割も

果たすため、その発生時間差を吸収して相互利用することが可能である。 

例えば、冷暖房負荷の他に年間給湯負荷がある場合、夏期において冷却塔で処理していた冷房

負荷に対し、時刻差や月間差のある地中熱給湯ヒートポンプ冷排熱を地中に一旦蓄熱することに

より、冷房負荷処理に利用することが可能であり、冷却塔の補機動力を低減することができる。

しかしながら、地中熱給湯ヒートポンプを運転しすぎると、冬期に問題となる熱源水温度の低

下、暖房効率の悪化を招くこととなる。そのため、実際の制御においては熱回収しながら、高効

率な運転を維持するために、熱源水温度を適正な温度範囲に維持できるように給湯ヒートポンプ

等の最適運転制御を行う必要がある。 

提案者らはこれまでに、空調と給湯、２種類の異なる用途をもつ地中熱(水熱源)ヒートポンプ

や補助熱源を含めた地中熱利用熱回収ヒートポンプシステムにおいて、他の熱源機と併用されて

いる地中熱ヒートポンプの運転期間を制御パラメーターとして与えて、システム全体のエネル

ギー消費量が最小となる最適運転制御ロジックを検討してきた。しかしながら、最適運転制御ロ

ジックをベースとした制御システムを構築し導入を図るには、制御システムの低コスト化が必要

となっている。また、複合施設や産業施設などの利用では、多用途(３種類以上)の地中熱(水熱

源)ヒートポンプの導入も考えられるため、多用途のヒートポンプを想定した制御ロジックの構

築も課題として挙げられる。 

現状の地中熱利用熱回収ヒートポンプ制御システムは、計測データを入力する入出力モジュー

ル、データを蓄積するデータ蓄積モジュール、簡単な演算や制御の判定を行う CPU モジュールを

内蔵している PLC と、計測データをもとに地中温度変化の予測を行い構成機器の運転を判断する

パラメーターを決定するソフトウェアがインストールされている PCで構成すると考えられる。

現状では PLC と PC が高コストの要因として考えられるため、PLC の標準化・ユニット化と、地中

温度変化の予測と構成機器の運転判断を行うソフトウェアと PCをクラウド化することにより制

御システムの低コスト化を図る。 

多用途(３種類以上)の地中熱(水熱源)ヒートポンプを想定した制御ロジックの構築について

は、これまでの２用途の地中熱ヒートポンプの最適制御運転ロジックをベースに確立する。 

確立した制御方法をベースに開発する制御システムの検証については、制御対象システムを模

擬したフィールド試験装置を構築して行う。フィールド試験装置は、ボアホール地中熱交換器と

異なる用途をもつ複数の地中熱ヒートポンプ、補助熱源(冷却用補助熱源、加熱用補助熱源)、補

助熱源機、模擬負荷装置(蓄熱タンクと AHP)などで構成され、制御の対象となる地中熱ヒートポ

ンプシステムを模擬した装置を構築する。また、本装置は必要に応じて、1)の制御ユニットの検

証試験も行う。 

さらには、熱源水配管回路に蓄熱タンクの設置を設置することにより、ピーク時地中採放熱量

の増大効果が期待できるため、この検証試験を行う。また、ヒートポンプ同士の熱回収をより効

率的に行う配管ループの検討なども行う。 

これにより、多種の異なる用途をもつ地中熱(水熱源)ヒートポンプと補助熱源、補助熱源機を

含めたシステムを導入した場合について、従来方式(従来の冷却塔などを併用した空調用地中熱

ヒートポンプ＋空気熱源ヒートポンプ給湯機)と比較して、15％以上のランニングコスト削減を

目指す。（制御ユニットと同じ、冷却塔と地中熱交換器への放熱分散～地中温度上昇抑制～高効

率化による削減効果はこちらにも含む。） 

また、制御システムについては上記の内容(PLC の標準化・ユニット化、ソフトウェア・PC の

クラウド化)により、20％以上のイニシャルコスト削減を図る。 

 

3)GSHP システム導入物件への地中熱利用熱回収ヒートポンプ制御システムの導入による実証 

GSHP システムを実際に導入する物件に対して、設置可能な地中熱交換器の長さに対し最大限の

地中熱ヒートポンプを設置し、補助熱源もしくは補助熱源機の設置を必要とする設計を実施した

上で、最適運転制御システムを導入する。その GSHP システムの性能検証を実施して、実導入物

件についても、最適運転制御システムからの補助熱源の運転指令が適切に行われているかを検証

する。 
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④地理地盤情報を活用した設計・性能予測シミュレーションツールの開発とポテンシャル評価手法・評価

マップの作成 

 （北海道大学、ジーエムラボ(株)、産業技術総合研究所、新日鉄住金エンジニアリング(株)） 

我が国における地域ごとの地盤地層データ及び地下水・地盤データを500ｍ～1kmメッシュ単位

で作成し、データベース化する。また、これまでに開発してきた地中熱ヒートポンプシステム設

計・性能予測ツールについて、複層地盤の地下水流動の影響を考慮できるようにするとともに、

上記の地盤情報の活用を可能とすることや、Webブラウザで利用できるようにすることで、簡便

かつ現地の地盤条件に即した設計ができる地中熱ヒートポンプシステムの設計ツールを開発す

る。 

さらには、地中熱ヒートポンプシステムのポテンシャル評価手法を構築するとともに、ポテン

シャル評価マップを作成し、計画地における対象施設の地中熱交換器使用や規模を簡易に算定す

ることができるポテンシャル評価マップを作成する。 

 

1)地理地盤情報を活用した設計・性能予測シミュレーションツールの開発 

本研究開発においては、地中熱ヒートポンプシステム設計高度化と掘削コスト削減を目的と

し、ヒートポンプシステム設計・性能予測ツール「Ground Club」と地理地盤情報を取り入れた

地下水同定・予測システム「ジオモデラー」を連成させたツールの開発を行う。 

・Webブラウザで広く利用可能で、複層地盤の地下水流動の影響も考慮できる地中熱ヒート 

 ポンプシステム設計・性能予測ツール 

・サイトレベルの地下水流動・熱流動解析を行う地中熱利用システム評価ツール 

 

これらツールの開発により、地中熱交換器を設置する地中の平均的な地下水流速が25ｍ/年以

上となる地域において10％以上の地中熱交換器設置コスト削減を実現させる。また、サイトレベ

ルの熱流動解析を可能とすることにより、地中熱の持続的利用の検討を可能にする。 

以下に具体的な研究開発内容を示す。 

 

a)地盤地層データベース及び地下水・地盤物性データベースの構築 

地域ごとの地盤地層データ及び地下水・地盤物性データを500ｍ～１kmメッシュ単位で作成

する。このデータをもとに、ジオモデラーによって地域毎の地下水流速と地盤物性をデータ

ベース化して、可視化できるようにする。 

 

b)複層地盤の計算が可能な設計・性能 

予測手法の構築と並行してGround Clubについては、深さ毎に地下水流動の有無や地盤の熱

特性を選択し、それに応じた計算を行えるよう改良する。 

 

c)Webブラウザで利用可能な設計・性能予測ツールの開発 

さらには、a)作成したデータベースをもとに、任意の地点における地層や地下水流動の条件

を読み取り、Ground Clubの計算条件として与えることができるように、Ground Clubとジオモ

デラーを連成させる。 

上記によって連成させたGround Club-ジオモデラーの予測精度の検証については、GSHPシス

テムの導入済み物件(新日鉄住金エンジニアリング(株)北九州技術センター)などでBEMSを用い

て取得しているデータを活用して実施する。 

それに加えて、上記によって連成させたGround Club-ジオモデラーについてプログラミング

言語の変更、インターフェースの改良を実施し、ユーザビリティの高いものに拡張する。さら

に、Ground Clubをジオモデラーインターネットサービス(GMIS)に組み込むことで、アクセス

権を与えられたユーザーがWebブラウザにより広く活用できるようにする。 

 

d)サイトレベルの地下水流動・熱流動解析を行うシミュレーションツールの開発 

大規模な建物・施設や地域的なGSHPシステムの導入を想定した場合の、サイトレベルの経年

的な地中温度変化の予測を行えるようにする。これについてはGround Clubの地盤モデルを除

いた計算モデルを抽出して、地盤モデルに与えていた地中熱交換器の採放熱量をジオモデラー

の境界条件として与え、ジオモデラーの３次元地下水・熱輸送シミュレーターを用いて地中温
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度変化の計算を行う。そしてジオモデラーで計算した地中熱交換器表面温度をGround Clubの

境界条件として与え、GSHPシステムの運転シミュレーションを含めた地域レベルの経年的な地

中温度変化の予測を行えるようにする。また、この際にサイトレベルの地下水・熱流動の予測

シミュレーションが可能となるように、数十ｍメッシュ単位でのシミュレーションモデルの作

成を検討するとともに、モニタリング機能等、必要となるジオモデラーの改良も並行して行

う。 

サイトレベルの経年的な地中温度変化予測については、地中熱交換器と観測井で構成される

フィールド試験施設を構築し、地下水流速・流向の測定を行うとともに地中熱交換器周囲地盤

の温度を測定し、３次元地下水・熱流動シミュレーションを検証する。 

 

2)ポテンシャル評価手法の構築 

下記 3)や研究開発①の地中熱交換器性能評価で用いる、地中熱交換器の採放熱量のポテンシャ

ル評価手法について構築する。具体的には地中熱交換器の採放熱性能(採放熱量)に影響を与える

パラメータとして、地盤の有効熱伝導率、地下水流速、地中熱交換器の口径や仕様、地中熱交換

器内部の循環流量、1 日の GSHP システムの運転時間、GSHP システムの暖冷房の運転期間などが

挙げられるため、これらのパラメータを与えることによって、地中熱交換器の採放熱性能の指標

となる単位採放熱係数(長さ・温度差あたりの採放熱量)を計算する方法を構築する。 

また、地中熱交換器の必要長さに影響を与える要素としては、地中熱交換器の採放熱量の他

に、建物側の暖冷房負荷が挙げられる。建物側の暖冷房負荷は建物用途などによって決められる

ため、用途ごとの代表的な負荷パターンを文献調査やシミュレーションによって検討し、それに

よって決定する暖冷房負荷と、上述した単位採放熱係数より、建物用途別の地中熱交換器の必要

長さを検討できる手法を構築する。 

 

3)ポテンシャル評価マップの構築 

上記 2)で構築した地中熱交換器の採放熱量のポテンシャル評価手法をジオモデラーの地理地盤

情報システムに組み込むことにより、地理地盤情報システムから与えられる各地点の地層、地盤

熱伝導率、地下水流速などの情報を計算情報として与え、GSHP システム運転条件毎、地中熱交換

器仕様毎の単位採放熱係数を計算する。その計算結果をコンター図などによって表示し、地中熱

交換器の採放熱量が大きい地点の把握が容易に可能となるポテンシャル評価マップを構築する。 
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表Ⅱ(2.7)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①低コストに寄与する
地中熱交換器の掘削
機・工法の開発、及び
高効率地中熱交換器
の開発 

間接型垂直熱交換器構築
に関わるコストのうち 
掘削コスト10％削減、排土
工程コスト10％削減、地中
熱交換器設置コスト 
20％以上削減を実現できる
可能性を示す 

導入コスト18％低減及び運
用コスト20％低減を達成す
る 

最適な振動数を設定できる
バイブレーションヘッド、外周
にスクリューを設置したイン
ナーロッド、高効率で低コスト
の地中熱交換器を開発す
る。 

②低コスト・高効率な
多機能・多熱源対応
連結型地中熱ヒートポ
ンプの開発 

60kW級ヒートポンプモ
ジュールの開発 

冷暖房ヒートポンプ、給湯
専用ヒートポンプ、太陽集
熱器、冷却塔の連結型制
御システムを完成させる。 

多熱源対応型の多機能・連
結型の制御システムの開発
を進める。  

③低コスト・高効率化
に寄与する地中熱
ヒートポンプ最適運転
制御システムの開発 

制御システムPLCの標準
化・ユニット化を行い、シス
テムのコストダウンの道筋を
つける。 

ハイブリッド地中熱ヒートポ
ンプ制御ユニットを開発す
る。 

冷却塔・太陽集熱器・熱回収
タンクを併用するハイブリッド
地中熱ヒートポンプシステム
の制御ユニットの開発を進め
る。 

④地理地盤情報を活
用した設計・性能予測
シミュレーションツー
ルの開発とポテンシャ
ル評価手法・評価マッ
プの作成 

深さ毎に地下水流動や地
盤熱特性を考慮した地中
熱交換器の性能予測を行
える設計・性能予測シミュ
レーションを開発する。 
 

設計・性能予測シミュレー
ションツールについて、アク
セス権を与えられたツール
をWebブラウザにより活用
できるようにする。 

地理地盤情報を活用した設
計・性能予測シミュレーション
ツールを開発する。た地中熱
交換器の採放熱量のポテン
シャル評価手法を構築する。 

 

 

(2.7.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成 26 年 7 月 24 日から平成 29 年 3 月 20 日までである、主な事業スケ

ジュールの概要を図Ⅱ(2.7)-1 に示す。 

 

 

 

図Ⅱ(2.7)-1 研究開発スケジュール 

 

 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①低コストに寄与する地中
熱交換器の掘削機・工法の
開発、及び高効率地中熱交
換器の開発

②低コスト・高効率な多機
能・多熱源対応連結型地中
熱ヒートポンプの開発

③低コスト・高効率化に寄与
する地中熱ヒートポンプ最
適運転制御システムの開発

④地理地盤情報を活用した
設計・性能予測シミュレー
ションツールの開発とポテン
シャル評価手法・評価マップ
の作成

施工最適化検討・掘削機部品開発 工法確立、掘削機の開発・改良

交換器設計・試作
評価・改良 採放熱性能評価 評価・改良 事業化検討

冷暖房用・給湯専用ヒートポンプ試作 製品化検討

制御ロジック検討・制御ユニット開発
製品化検討

設計・性能予測ツールの開発 ツールの改良・検証・実用化

ポテンシャル評価手法の構築 ポテンシャルマップ作成
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(2.8)地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテンシャルマップの高

度化 

(2.8.1)背景と目的 

本事業は、産学官による取り組みにより、地下水を利活用することによって地中熱利用システ

ムの高効率化を達成して日本全国への普及を図り、日本全体での省エネルギーとCO2排出量の大

幅削減を実現させることを最終目的としている。 

本事業のフローは図Ⅱ(2.8)-1に示す通りであり、大別して３つの流れに区分される。 

 

①日本地下水開発株式会社は、地中熱利用システムのオープンループを対象として高効率化を進

め、日本全国の揚水可能地域における開放式GeoHP(地中熱ヒートポンプ)システムの設置コス

ト20％削減、運用コスト20％削減を実現する。 

②国立大学法人秋田大学は、地中熱利用システムのクローズドループを対象として25％の高効率

化を進め、日本全国の揚水不適地における閉鎖式GeoHPシステムのコスト削減を実現する。 

③国立研究開発法人産業技術総合研究所は、東北の主要地域について三次元地下水流動・熱輸送

モデルの構築と、熱交換量予測シミュレーションを実施し、その結果に基づいて、クローズド

ループ、オープンループそれぞれに対応するポテンシャルマップを構築することで地中熱利用

システムの適地選定ができるようにする。また、既存水井戸にＵ字管を仮設置したTRT(熱応答

試験)解析結果とコア分析結果からポテンシャルマップの更なる高度化を実現する。 

 

以上の取り組みによる成果により、高効率地中熱利用システムの日本全国への普及拡大が可能

になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ(2.8)-1 本事業のフロー図 

 

(2.8.2)研究開発の概要 

本事業は産学官による取り組みにより、日本における地下水を有効活用した高効率の地中熱利

用システム(オープンループとクローズドループ両方)の導入検討段階、工事段階、稼働段階まで

トータルでのコストダウンを実現させるほか、最終的には設計・施工・稼働のマニュアルを構築

し、東日本大震災被災地をはじめとして日本全国への普及を推進し、日本のCO2排出量の大幅削

減を実現することを目標にしている。具体的な取り組みは以下の通りである。 

 

 

①高効率帯水層蓄熱シス
テムの開発
• フィールド試験
• 自己洗浄機能付きHP

の開発
• 地下環境調査による

限界性能評価

②人工的な坑井内地下水流
れを用いた地中熱交換井の
熱交換量増進
• フィールド試験
• 数値シミュレーション

による最適化

③地中熱・地下水熱利用ポ
テンシャルマップ評価手法
の構築
• 地下水フィールド調査と

数値シミュレーション

TRT解析結果・
コア分析による
マップ高度化

非充填式坑井を
用いたTRT方法
の確立揚水可能地域における

開放式GeoHPシステム
のコスト削減

揚水不適地域における
閉鎖式GeoHPシステム
のコスト削減

揚水可能地域，不適
地域の選別手法確立

低コスト化による地
中熱利用の普及拡大

各システムの適地選定
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①高効率帯水層蓄熱システムの開発（担当：日本地下水開発株式会社） 

帯水層蓄熱システムは地中熱利用システムのオープンループの応用型に分類される。オープン

ループは地下水熱を直接利用するためクローズドループよりも熱効率が格段に優れているのに加

えて、本システムは帯水層に季節毎に冷温熱を蓄熱することから、熱効率は更に向上するメリッ

トがある。 

平成26年度～平成27年度は、山形市内に帯水層蓄熱システムの試験施設を設置するためのシス

テム設計を進め、同時に以下1)～4)の検討を進める。平成28年度以降は構築した試験施設を実際

に稼働させて長期運転挙動のモニタリングを実施して効率・性能評価を行い、より高効率で運用

コストを低減できるようなシステム改良や制御方法についても検討を進める。 

 

1)地下水注入方法の検討 

日本の帯水層に最適な地下水注入方法を見いだすことを目標として、これまで日本で実施され

たことのない密閉式注入井戸での注入試験を実施する。 

平成26年度は、山形市内に注入方法検討のための同一帯水層を取水・注入対象とする井戸を２

本設置し、密閉式注入方法と従来型の開放式注入方法での注入状況を調査・比較する。密閉式注

入のための井戸構造については、海外等の実際例を参考にして決定する。 

平成 27 年度には、前年度の比較結果に基づいて帯水層蓄熱システムに使用する３本目の井戸

を設置する。日本の帯水層に最適な井戸構造と注入方法については、平成 28 年度に決定し提案

するものとする。 

地下水の注入状況は、平成 28 年度～平成 29 年度にかけて、構築した帯水層蓄熱システムのモ

ニタリングでも確認・検証するものとする。 

 

2)太陽光集熱器を用いた帯水層の温度回復 

日本の東北地方以北に設置される帯水層蓄熱システムでは、冬期暖房時間の方が夏期冷房時間

よりも 1.5～2倍以上も長時間となることから、帯水層内には冬期に注入される冷熱塊が卓越し

て形成されることになる。この冷熱塊と夏期に注入される温熱塊とのバランスをとることを目的

として太陽光集熱器を用いた帯水層の温度回復に取り組む。 

平成 26 年度は、井戸掘削や揚水・注入試験結果に基づいて試験地の地下水流動熱輸送解析モ

デルを構築し、シミュレーションにより太陽光集熱器による地下水温度上昇と帯水層への注入に

よる冷温熱塊の挙動を推定し、施設の稼働計画を立案する。 

平成 27 年度には試験地に太陽光集熱器を設置して、実際にシミュレーションで得られた計画

通りに稼働させて効果を検証する。稼働は、夏期だけでなく冬期の無散水消雪としての稼働も

行って施設の稼働効率を向上させるだけでなく、その際の冷温熱塊の挙動を調査する。 

 

3)帯水層蓄熱システムに最適なヒートポンプ開発（担当：ゼネラルヒートポンプ工業株式会社） 

オープンループ型の地中熱利用での地下水は、空調や給湯などの用途での省エネを実現する水

熱源ヒートポンプシステムの極めて有効な熱源(温熱源・冷熱源)である。しかし、地下水には無

機物、有機物が多く含まれており、浄化をしない限りそれが原因で水熱源用の熱交換器にスケー

ルやスライムが付着するため、熱交換器の伝熱性能が低下するとともに、熱交換器の目詰まりの

原因ともなる。通常、熱交換器の洗浄は分解洗浄や薬液洗浄といったメンテナンスが定期的に必

要であり、メンテナンスコストがかかる。そこで本事業では、地下水熱源の熱交換器を自動洗浄

する機能をもった今までにないモジュール型ヒートポンプユニットを開発する。 

 

(1)地下水熱交換器自動洗浄方法の開発 

自動洗浄方法についての技術開発としては、洗浄用樹脂材を地下水熱交換器部分に通過させ

る方式と、短時間大流量逆洗方法の２方式を検討し開発する。これにより、熱交換器のメンテ

ナンスコストが大幅に削減できるとともに、地下水熱源ヒートポンプシステムの性能低下を防

ぐことが可能である。また、自動洗浄の機構をヒートポンプ内に組み込む(ユニット化する)こ

とにより機器設置工事コストを削減する。 
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(2)帯水層蓄熱対応ヒートポンプユニットの開発 

帯水層蓄熱対応ヒートポンプユニットとしての技術開発としては、ヒートポンプに採用する

自動洗浄し易いコンパクトで高性能な熱交換器(蒸発器・凝縮器)の開発、新型高性能二次側熱

交換器の採用、新型高効率 DCブラシレスモーターインバーター圧縮機採用など最新技術を取

り入れた帯水層蓄熱システムに対応した冷暖房等に利用できるヒートポンプユニットの開発を

行う。 

 

4)温度変化による帯水層蓄熱システムの運転限界評価（担当：中外テクノス株式会社） 

温度変化による帯水層蓄熱システムの運転限界評価は、中外テクノス(株)が再委託先として実

施する。帯水層蓄熱システムの稼働による温度付加が地下圏微生物の活動に与える影響につい

て、実環境、ならびに実環境を模擬した室内試験を通じ評価する。 

 

(1)帯水層蓄熱システム稼働時の温度負荷が地下微生物活動に与える影響評価とモニタリング 

微生物の増殖速度の指標の一つである倍加時間は、ある温度帯では影響を受けないが、ある温

度を境に急激に強く影響を受け、倍加時間が多大になる。すなわち、ある温度帯以上になると微

生物の増殖が抑制され微生物活動に影響を与えると考えられる。元々地下水中に生息する微生物

群集にも上記と同様に倍加時間に適した温度帯と適さない温度帯が存在し、帯水層蓄熱システム

稼働に伴う地下環境の温度変化によって微生物の倍加時間・増殖に多大な影響を与えると考えら

れる。しかしながら、日本国内で地下水の温度変化が地下微生物に与える影響を評価した事例は

極めて少ない。 

ここでは、室内試験により地下環境の温度変化が地下微生物に与える影響について評価する。

具体的には、帯水層蓄熱システムによる地下環境の温度負荷を模擬し、複数の温度帯で地下環境

試料を培養し、それぞれの温度帯における試料中の微生物群集構造解析を行う。検出される微生

物種の数や種類の差異などの得られた微生物情報に基づき、微生物群集（有害微生物を含む）に

影響を与えない温度負荷帯について評価する。 

これらの試験・調査は、平成 26 年度～平成 28 年度に東北地方の複数地域から採取した複数の

地下水試料を用いて実施するものとする。また、帯水層蓄熱システム稼働に伴う水温変化を室内

試験において再現し、長期的な温度変動が地下圏微生物活動に与える影響についても微生物群集

構造解析を行い調査する。 

 

②人工的な坑井内地下水流れを用いた地中熱交換井の熱交換量増進（担当：国立大学法人秋田大学） 

閉鎖型地中熱利用システム(クローズドループ)では地下水流速が大きい場合、その熱移流効果

により熱交換井における採排熱が速やかに周辺地盤に拡散するため高効率な運転が可能である。

一方、国内に多く見られる難透水性・低熱伝導性を示す堆積地盤や丘陵地などでは、熱交換井周

辺に熱が滞留して熱交換井能力が低下し、必要な井戸長さが増加するため、従来型エアコンに対

する競争力が弱い。そこで、本研究では難透水性を示す地盤における地中熱利用の普及を促進す

るために、地中熱交換井における揚水と注水の組み合わせた半開放式地中熱利用システムの開発

を目指す。同システムでは、熱交換器としては通常用いられる HDPE(高密度ポリエチレン)製Ｕ字

管を用いるが、いずれの井戸でも熱交換井内に人工的な垂直方向の地下水流れが発生し、注水井

では熱移流により効果的に地層中に処分して熱交換能力を増進され、揚水井では新鮮な地下水が

井戸内に導入されてＵ字管を循環する熱媒体の温度変化を抑えることができる。 

本システムでは、地下水を直接ヒートポンプの熱源に用いる開放式システムのように 100L/min

以上の地下水産出能力を必要としないため、地盤状況を問わず設置可能であり、汎用性が高い。

同様の研究が国内外で実施された例はなく、沖積平野に人口密集地が集中する我が国の国土を省

エネルギーに有効利用する研究と考えられる。 

 

1)揚水・注水による熱交換量改善の検討 

半開放式地中熱利用技術の性能評価と環境影響調査のための実験的及び数値的検討を行なう。 
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2)半開放式地中熱利用システムの長期運転試験とその評価 

性能評価に関しては、平成 26年度から平成 28 年度において透水性と熱伝導性が低い沖積平野

である秋田市において長期フィールド試験を行う。フィールド試験では、揚水・注水を行う地中

熱交換井各 1本において揚水・注水量を変化させてサーマルレスポンス試験(以降 TRT と略す)を

実施し、揚水・注水量と熱交換井能力との相関を評価する。その後、両熱交換井をヒートポンプ

に接続して長期冷暖房試験を行い、本システムの長期運転性能と総合エネルギー効率(成績係数

＝供給熱量/(ヒートポンプ消費電力＋揚水ポンプ消費電力))を評価する。 

 

3)フィールドデータに基づく数値モデル構築・感度計算と経済性の検討 

本システムの運転挙動を再現する熱交換井の数値モデルを地質データに基づいて構築し、様々

な運転条件で運転挙動の長期予測計算を行い、本システムにおける最適な揚水量、揚水深度など

の条件を提案する。特に、本システムでは揚水ポンプの消費電力(揚水量の３乗に比例)がエネル

ギー効率に大きく影響するため、最適な揚水量について詳細な分析を行う。 

また、注水を伴うシステムにおける操業上の最大の課題は注水井の目詰まりによる注水量の低

下であり、鉄分や溶存成分が多い地下水を用いたシステムでは対策が必要である。秋田平野の試

験予定地の地下水は鉄分や微粒子を含み、目詰まり対策が必要と考えられるが、本研究ではこれ

を防止するために、揚水井と注水井を切り替えることにより逆洗浄(注水井において揚水を行

い、詰まった微粒子を除去すること)を運転プログラムに組み込み、その効果を評価する。逆洗

浄で不十分な場合は、地下水フィルターの設置などの検討を行う。 

最終的には、本システムを全国の設置適地に導入した場合の省エネルギー効果について定量的

に検討を行い、一次エネルギー消費量削減効果、CO2排出量削減効果について評価する。 

 

③地中熱・地下水熱利用ポテンシャルマップ評価手法の構築（担当：産業技術総合研究所） 

 

1)東北各県主要地域における地中熱ポテンシャルマップの作成 

平成 26 年度～平成 28 年度には、東北主要地域における既存の水文地質資料の収集及び対象地

域における地質調査・地下水調査を実施する。また、平成 27 年度～平成 29 年度には、オールコ

アボーリング試料を用いて様々な第四紀層の地質の熱物性分布を測定し、さらに同地点において

熱応答試験(TRT)を実施することで有効熱伝導率と地質構造、地下水流動の関係を明らかにす

る。 

これらのデータを用いて、３次元地下水流動・熱移流モデルの構築を実施する。最後に、構築

したモデルを用いて熱交換量予測シミュレーションを実施し、その結果に基づく地中熱ポテン

シャルマップを作成・提供する。対象地域は東北各県の主要地域とし、地中熱(クローズドルー

プ型)・地下水熱利用(オープンループ型)に対応するポテンシャルマップを構築する。 

 

2)既存水井戸にU字管を仮設置した TRTによる多地点における採熱量推定 

TRT を行うには、掘削費を含めると２～３百万円の費用を要し、現状においては多地点での実

施が困難である。そこで、本研究では平成 27 年度～平成 30年度には、既存水井戸にＵ字管を仮

設置した TRT により、同一地域で多地点における熱伝導率分布の推定技術を開発する。この手法

の問題として、従来の研究では非充填式水井戸での TRT の精度が確認されていない点が挙げられ

る。そこで、本研究ではフィールド試験で充填井、及び非充填井における TRT に基づく熱伝導率

の比較を実施し、補正が必要な場合は補正方法を確立する。 

 

3)TRT 結果に基づくポテンシャルマップの高度化（平成 29年度以降） 

従来の地中熱ポテンシャル研究の中で、構築されたポテンシャルマップの結果について十分な

検証が行われた例はない。そこで、平成 29年度～平成 30 年度には、上記 2)で求めた同一地域・

多地点における熱伝導率分布を構築したポテンシャルマップへフィードバックすることにより、

モデル対象地域内におけるポテンシャルマップの精度を向上させ、マップの高度化技術を確立す

る。 
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表Ⅱ(2.8)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①高効率帯水
層蓄熱システ
ムの開発 

日本の帯水層に適する地下
水注入方法を提案し、帯水
層蓄熱システムの運転挙動
モニタリングを実施して効率・
性能評価を行う。 

帯水層蓄熱システムの井戸
構造や注入方法、制御方法
を確立する。 

帯水層蓄熱システムの設置コス
ト・運用コスト共に20％低減さ
せ、その設計・施工・稼働のマ
ニュアルを完成させる。 

地下水流動熱輸送解析モデ
ルを構築し、太陽光集熱器の
有無での帯水層内の温度回
復を推定する。 

太陽光集熱器を追加設置し
た帯水層蓄熱システムにて、
シミュレーション結果の妥当
性・整合性を確認し、最適な
稼働方法を確立する。 

実用段階モデルの帯水層蓄
熱システム用ヒートポンプを、
帯水層蓄熱システムに組み
込み、効率や性能を実稼働
データに基づいて検証する。 

ヒートポンプについては、普
及に向けた製品化を実現す
る。 

温度変化による帯水層蓄熱
システムの運転限界評価に
ついて、室内試験結果に基
づく評価基準を設定し、
フィールド試験準備段階を確
立する 

温度変化による帯水層蓄熱
システムの運転限界評価で
は、地下環境に悪影響を与
えない注入地下水温度基準
を確定させる。 

②人工的な坑
井内地下水流
れを用いた地
中熱交換井の
熱交換量増進 

注水・揚水を行わないケース
と行うケース（半開放式地中
熱利用システム）において、
それぞれの成績係数を求め、
システムCOP25％増加（消費
電力20％）を達成する。 

注水・揚水を行わないケース
と行うケースの成績係数を求
め、地下水位が低い台地に
おいても、システムCOP25％
増加を達成、システム汎用性
を実証する。 

揚水・注水による熱交換量改
善、半開放式地中熱利用システ
ムの長期運転試験評価、 フィー
ルドデータに基づく数値モデル
構築・感度計算と経済性を検討
する 

③地中熱・地
下水熱利用ポ
テンシャルマッ
プ評価手法の
構築 

東北各県における3次元地下
水流動・熱輸送モデルモデ
ルを用いて、熱交換量予測シ
ミュレーションに基づく地中熱
ポテンシャルマップを作成す
る。 

構築したポテンシャルマップ
へTRTデータをフィードバッ
クすることにより、マップを高
度化する 

東北各県主要地域における地
中熱ポテンシャルマップ作成、既
存水井戸にU字管を仮設置した
TRTによる多地点における採熱
量推定、TRT結果に基づくポテ
ンシャルマップﾟを高度化する。 

 

 

(2.8.3)事業スケジュール 

本研究開発の事業期間は、平成26年7月24日から平成29年3月20日までである。主な事業スケ

ジュールの概要を図Ⅱ(2.8)-2に示す。 

 

図Ⅱ(2.8)-2 研究開発のスケジュール 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①高効率帯水層蓄熱ｼｽﾃﾑ
の開発

②人工的な坑井内流れを用
いた地中熱交換井の熱交
換量増進

③地中熱・地下水熱利用ﾎﾟ
ﾃﾝｼｬﾙﾏｯﾌﾟ評価手法の構築

検討・設計 設置工事 検証･評価 実ｼｽﾃﾑ検証 実稼働ﾃﾞｰﾀによる
効率、経済性の検討

検討・実験 設計・設置 検証･評価 追加検証・評価 長期運転ﾃﾞｰﾀによる評価
経済性評価

モデル構築 ポテンシャルマップの高度化データ収集・マップ作成

既存井戸利用TRTによる多地点の採熱量推定
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(2.9)一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 

(2.9.1)背景と目的 

再生可能エネルギーとして位置づけられる地中熱利用の普及・拡大を図るためには、公共施設

や商業施設はもちろんではあるが、一般住宅への導入が必須である。しかしながら導入コストが

極めて高く、システム全体の低減化が必須である。特に施工費の大きな割合を占める地中熱交換

器のコスト低減は最重要課題とされている。このような背景から地下20m程度までの比較的浅い

地中の熱を有効に利用する浅部地中熱利用に着目している。この方式は採熱量/地中熱熱交換器

本数は比較的小さいものの、地中熱交換器の施工法が容易となり、大幅なコスト低減が図れるの

で一般住宅向けとしてその実用化が望まれている。 

そこで浅部地中熱利用に関する技術開発において、ヒートポンプも含めたトータルシステムの

高効率化・規格化、評価技術の高精度化等に取り組むことでコストダウンおよび高効率化を実現

することを通じ、一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化に貢献することを目的とす

る。 

地中熱利用の有効性が叫ばれてから久しく、既に15年以上が経過している。当初から初期導入

コストが大きな問題とされていたが、未だに解決していないのが実態である。これは従来のス

キーム、事業者構成および従来の視点に立った技術開発では解決できないということでもある。 

浅部地中熱利用は、従来とは全く異なる観点からスタートした地中熱利用システムであり、多

くの解決すべき課題があることも事実であるが、事業時の初期導入コストを定めてから技術開発

をスタートしている。従って技術開発後において、大量生産によるコストダウンという量産効果

期待は当初から盛り込んでいない。このことは従来の導入補助金制度を基本的には不要とするも

のであり、開発終了時点で市場投入が可能である。また事業者も、土木建築業界を主体とする従

来の枠組みとは異なる業種からの参入であり、より競争原理が働き易いものと考える。さらに技

術開発においても、継続的事業が可能で、かつより広がり可能な標準化を目指している。 

これらのことは従来とは異なる観点での技術開発、事業形態であり、かつユーザーが自己資金

で購入する価格で提供することから、今まで極めて厳しいとされた、自己資金による一般住宅向

け地中熱利用の普及・拡大が実現できるとともに、新しい産業としても確立できるものと考え

る。 

 

(2.9.2)研究開発の概要 

浅部地中熱利用向け地中熱交換器およびヒートポンプの技術開発により、一般住宅向け地中熱

冷暖房システム設置コストを現状の240万円/5kW(販売表示価格)から150万円/5kW(販売表示価格)

に低減し、40％削減する。また、ヒートポンプによるシステム制御により、運転コストを現在の

浅部地中熱利用方式(無制御方式)と比べて、10％削減することを最終目標とする。 

研究開発項目は以下である。 

 

I. 既存住宅向け２重管方式熱交換井の低コスト埋設技術の開発 

・鋼管の無溶接接合技術と回転埋設技術を改良し、狭隘域での熱交換井施工の迅速化、低振動 

・低騒音化および排出残土の無残土を可能とする施工法(熱交換井一本当たりの設置費 

5千円/ｍ以下)の技術開発 

・礫層にも対応できる掘削用錐先端(ビット)の開発 

 

II. 浅部地中熱利用向けヒートポンプ(HP)システム技術の開発 

・熱需要に応じて運用熱交換井を選択する制御および室内機との連動制御機能をヒートポンプ

の運転制御系の技術開発 

・普及拡大を狙って大幅にコストダウン(30万円/kW)したヒートポンプシステムの開発 

・浅部地中熱利用システムの熱性能評価試験の実施 
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III. 浅部地中熱利用向け地中熱リファレンスマップのマッピング技術の開発 

・採熱に影響を与える地下水流動、地中温度さらには土壌熱物性値を低めに見積り、設定した

代表採熱パターンによって得られた採熱量を、熱交換井長さをパラメーターとしてWEB上の

マップに表示する技術開発 

 

I. 既存住宅向け２重管方式熱交換井の低コスト埋設技術の開発 

I-1)熱交換井の組立/埋設機器の小型化/省力化技術の開発（担当：日商テクノ(株)） 

熱交換井の設置施工においては、礫層が存在する場合、回転埋設だけでは挿入が困難であるか

ら、地盤調査用簡易ボーリング機と同様に、回転と同時に礫層に打撃・振動を加えて水平方向の

礫排除を促す。それにより、回転埋設の掘削速度の向上を図り、小型軽量で低トルクであっても

鉛直方向に鋼管を埋設できる技術を開発する。また、日商テクノが保有する鋼管の無溶接接合技

術を活用し、埋設現場で熱交換井を自動的に組み立てる技術を開発する。これは熱交換井用鋼管

の管端の内面と外面に転造ネジ加工するものであるが、従来よりも大きな捻りモーメントがかか

る熱交換井施工に適用できる新たな方法を開発して、狭隘な現場で自動的に組立/埋設を行う機

構に導入する。狭隘地を想定して、本機構のサイズ限界(幅、奥行き 1ｍ以内)に収まるように装

置の試作を行う。 

 

I-1-1)打撃・振動機構の開発 

打撃/振動を有する熱交換井回転埋設機構を試作する。日商テクノが開発した現行の小型回転

埋設機設計技術に、地盤調査用簡易ボーリング機のような回転と同時に打撃・振動を加える機構

部分を参考とした粘土層や砂礫層への打撃と振動によって埋設促進を行う油圧機構を加える。 

粒径 30mm 以下の模擬礫層を設置し、地盤調査装置と同様な熱交換井の上下ストロークや振動

周期および油圧を変数とする回転埋設試験の予備試験を行い、それにより計測や装置の不具合を

調整する。 

本試験を実施する。具体的には、平均粒径や打撃力などもパラメーターにして埋設速度を計測

し、最も埋設速度が早い回転数、ストローク、打撃力および振動/打撃周期を求める。さらにそ

の際の振動・騒音を計測する。その事によって、埋設速度に最も効率的なパラメーター値を定め

る。なお平均粒径は使用した礫から代表サンプルをとり、礫の体積と個数を計測して決定する。 

 

I-1-2)熱交換井自動組立/回転埋設技術の開発 

無溶接接合および配管かしめによる熱交換井自動組立機構を試作する。また狭隘地を対象とし

た埋設機移動機構を試作する。 

上記機構を有する部分試作機の予備試験を行い、計測装置や機構に問題がないかを確認する。

一方、礫層や粘土層などの実土壌を用いて熱交換井の回転埋設試験を行い、埋設に必要な捻り

モーメントを実験的結果から求める。 

無溶接接合された熱交換井部材を、上記の部分試作機によってかしめ、かしめられた部材のね

じり試験、曲げ試験を実施する。かしめ力と捻りモーメントとの関係図を作成し、実用上必要な

かしめ力や、かしめ位置を決める。また埋設機移動機構の動作確認を行い、改善点を明確にする。 

 

I-2)砂礫層対応２重管式熱交換器低価格先端錐の開発（担当：(有)住環境設計室） 

既存住宅の比較的狭隘な敷地の一部に簡便に、熱交換井となる小口径の鋼管井を低振動、低騒

音、残土なしに、軟弱な地盤だけでなく、住宅建築では地盤対策を必要としない程度の地耐力を

持つ砂層、礫層にも施工可能(深度 15ｍ以上を狙う)な施工装置を日商テクノと共同で開発する

が、貫入可能な地盤Ｎ値は、土質によらずＮ値 15前後を想定している。これは、木造、軽量鉄

骨造住宅の場合この程度の地盤では、地盤改良、杭地業を実施することは少なく、既存住宅での

熱交換井設置では必要な性能と考えられるからである。これを実現する開発ポイントの一つが錐

先端の開発である。 

具体的には、日商テクノが開発する打撃・振動機構を保有する錐先端評価試験機を製作する。 

上記の試験装置に相応しい形状の錘先端を開発する。この錘先端は、低価格(１万円/個以下を

狙う)で製造できることの他、残土を排出しないことによる無水での穿孔を可能とし施工装置の

単純化、施工工事費の削減に寄与する機能を持つものとする。この錘先端は、施工により極端な

変形、摩耗することなく、管の水密性を保つ強度を持つものとする。 
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上記試験装置と複数の錘先端を使い、種々の土質と想定される範囲のＮ値地盤における施工試

験を行い、最適な施工装置の能力と錘先端形状を求める。貫入速度 20cm／分を狙って施工装置能

力と最適形状を求める。 

 

II．浅部地中熱利用向けヒートポンプシステム技術の開発（担当：日本大学 工学部） 

II-1)汎用品構成によるヒートポンプの単独制御技術の開発 

リアルタイムでシステムの状態を把握するために開発したヒートポンプ内の冷媒サイクルをデ

イスプレイ上に表示する手法と、パソコンを用いてヒートポンプ圧縮機と膨張弁を制御する技術

を導入することによってヒートポンプの制御シーケンスを、以下のステップで開発する。 

負荷および循環熱媒流量を変数とした、循環熱媒温度の安定制御シーケンスを新たに作成する。

作成した独自開発したシーケンスをヒートポンプ制御基板に実装し、そのヒートポンプによる制

御性確認試験を行う。試験パラメーターは、循環熱媒の流量と温度である。またこのヒートポン

プの製作を通じて、製造コストを算出する。 

 

II-2)熱交換井群とヒートポンプの連動制御技術の開発 

熱交換井内の伝熱管構造に対応した最適流量を明らかにするとともに、その熱負荷に応じた熱

交換井群を定めて、熱負荷、最適流量から運用する熱交換井群を選択するシーケンスをヒートポ

ンプ制御基板に実装する。また制御シーケンスが高効率化において省エネ性が最も高いか否かを

検証するために、複数の運転パターンを仮定し、数値解析を用いて評価を行う。また、評価試験

は主に赤津実験場で実施する。 

具体的には、５ｍ超回転鋼管杭もしくは２重管を利用した熱交換井群(井総延長 100ｍ超)を設

置する。５kW 級ヒートポンプおよび可変熱負荷(０〜５kW)を設置する。熱負荷をパラメーターに

して時刻別に変化させ、熱負荷量とホートポンプの COP から熱交換井数を選択してシステム運用

を行う。その際、熱交換井に流れる循環熱媒の流量が最適になるように循環ポンプを制御する。 

この一連の試験によって熱負荷と熱交換井ならびに循環ポンプの制御シーケンスを開発する。

上記で開発したシーケンスをヒートポンプ基板に組み込み、上記制御の有無による違いを試験運

転から明らかにし、高効率化レベルを評価する。その際、全く同じ条件での運用は難しいので数

値解析評価を併用して補正を行う。また制御機器設置のコストから、当該制御機器を入れた場合

の市場投入時を想定したコスト評価も行う。 

 

II-3)床暖房を含む複数室内機とヒートポンプ連動制御技術の開発 

無負荷の室内機に対しては２次側循環熱媒流を遮断するとともに、室内機が作動している場合

には、循環熱媒循環量を熱負荷に合わせて室内機、循環ポンプとヒートポンプを連動させる制御

シーケンスを作成し、そのシーケンスをヒートポンプ制御基板に実装させる。また、評価試験は

葛尾村実験場および赤津実験場で実施する。 

具体的には、３〜４個の複数模擬熱負荷が２次側(熱負荷側)に接続された５kW ヒートポンプ試

験装置を葛尾村実験場に設置する。室内機の ON/OFF も含む熱負荷を時刻別に変化させ、その時

に最適な運用になるような室内機個々に設置した電磁弁の作動や２次側循環熱媒量を制御する

シーケンスを、試験結果を評価しながら作成する。また室内機(FCU)、床暖房の ON/OFF によって

ヒートポンプが作動/停止するようにする。開発したシーケンスを基板に実装した地中熱利用向

けヒートポンプを用いて、赤津実験場において自動運転を行い、制御の有無による違いを試験運

転から明らかにし、高効率化レベルを評価する。また制御機器設置のコストから、当該制御機器

を入れた場合の市場投入時を想定したコスト評価を行う。 

 

II-4)浅部地中熱利用ヒートポンプシステムの性能評価 

浅部地中熱利用の従来タイプ、高効率タイプ、ボアホール式地中熱利用熱交換器を平成 26 年

度に赤津実験場に設置する。熱交換井総延長は 100ｍ超とし、地中熱交換井戸長さは同一とする。

またボアホール式熱交換井との熱性能比較のため、地層分布の影響を考慮出来るように、熱交換

井長が異なるボアホール式熱交換井を複数本設置する。 

各地中熱利用システム(浅部地中熱利用。ボアホールおよび空気熱源式システム)に対して熱的

仕様が同一である各試験室(床面積 60ｍ2超)を設置する。 

時刻に対して同一目標制御室温になるように、制御系および計測系を構築する。その際、評価
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を容易にするため鉛直方向地中温度分布も、熱交換井群ごと３カ所程度、計測出来るようにする。 

浅部地中熱利用システムの総熱交換井長さに等しいボアホール式熱交換井における採熱流束と

の違いを調査し、ボーリング調査を含め、浅部地中熱利用における熱交換井の熱特性を明確にで

きるようにする。 

熱交換井の熱評価にあたっては土壌熱物性の推定が必要であるが、年間地中温度計測結果や、

TRT 試験法を用いた場合の３次元性熱移動による誤差を数値解析で補正するなどをして、試験箇

所での評価に必要な熱物性値を把握する。 

試験運転取得データから、最終目標を達成する十分な精度を有するデータが提供できることを

示す。 

 

III.地中熱リファレンスマップのマッピング技術開発（担当：日本大学 工学部） 

当該マップを作成するにあたり、現象モデルが不確実な要素については以下のような扱いを行

う。地中温度は、不易層温度を代表温度として考える。 

滞水層の充填層としての伝熱促進効果は考慮するが、地下水流動速度を立証が困難なため、流

速を０として考える。評価に必要な地質の熱物性値は既存の熱物性研究データベースから選択す

る。熱交換井長さは 20ｍより浅層での地層深さに応じた長さで評価する。採熱パターンは一般住

宅向けであるため、日々の気温と室温(冷房期、暖房期、中間期)との差から採熱パターンを決め

る。ボーリングデータから３次元地質モデルを作成し、そのモデルから帯水層等の主要地質層を

選択する。３次元ボーリングデータによって軟弱地盤厚さを決定する。 

作成方法としてボーリングデータを用いて３次元地質モデルを作成し、そのモデルから帯水層

などの主要な地質層を選択する。具体的な情報提供方法は WEB 上で表示するとし、代表地点に

データを軟弱地盤厚さも含めて割り付け、代表点がない場合にはデータ補間することで表示させ

る。具体的には、福島県内外において検証試験候補地を選択し、その中で早期事業化の可能性の

高い地域周辺のボーリングデータから、砂層、粘土層や礫層等の代表的地層に分類し、地質モデ

ルを２地域以上作成する。 

採熱標準パターンについて、最大採熱量を与えるパターンなど最も妥当と考えるパターンを決

定する。上記選定箇所において検証用熱交換井と設置を行い、上記採熱標準パターンによる採熱

試験を行う。採熱解析を行い、採熱量および地中温度を求める。なお代表的地層の熱物性値を過

去の文献データから与え、地中の不易層温度は平均気温を選択し、採熱能力を上記地域において

求める。地中温度における地表面の熱的境界条件は、AMeDAS 気象データを利用する。 

上記で定めた採熱パターンで上記選定箇所の予備試験を行い、採熱量および地中温度を求める。

得られた結果と採熱解析結果を評価する。 

複数の採熱パターンにより採熱実験を行い、採熱解析との比較評価を行う。また尤度が大きい

場合はその原因も検討する。また検討した地域での採熱期待値マップを WEB 上で表示する。 
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表Ⅱ(2.9)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①２重管方式熱交
換井の低コスト埋
設技術の開発 
 
・熱交換井の小型
組立・埋設技術の
開発 
 
・砂礫層対応２重
管方式熱交換器
低価格錐先端の
開発 

・幅、奥行き1m以内の小型
組立/埋設技術による試作
機が完成し、狭隘地でも施
工可能である。 
 

幅、奥行き1m以内の小型
組立/埋設複合機による
20m級の熱交換井の施工
において、連続運用が問
題なく実現できる。施工時
のコスト提示でき、耐久性
の見込みを示せる。 

既存住宅敷地で新たに 20m 級
の熱交換井を施工可能な採熱
管組立技術が必須である。 
 
 

礫層の平均粒径および層
厚さに対応した、錐先端の
形状、材質、ストローク、周
期及び打撃力と埋設速度
との関係を示し、適用範囲
と施工方法を確立する。 

熱交換井を構成する小口
径２重管先端に簡易に取
り付け可能で、礫層への
掘削が可能な低価格先端
錐の効果を実証する 

低コスト化を目的とする小口径
採熱管向け錐先端では、N値
が大きい礫層が顕在化する場
合に強度が課題となる。 

・鋼管の無溶接接合による
一連の熱交換井組立およ
び埋設機能が問題なく実
現する。 

住宅敷地に搬入可能な幅
1m以内で、土壌N値20程
度まで採熱短管を回転埋
設可能な採熱管組立およ
び埋設技術の施工性能を
実証する。 

建築基準法により、一般住宅敷
地内の通路幅員は1.5m以下前
後である。 
住宅用地は沖積層が多く、平
均的にN値20程度とされてい
る。 

②浅部地中熱利

用向けヒートポン

プシステム技術の

開発 

ヒートポンプ製作コスト算

出。 

既設住宅向け浅部地中熱

利用方式において、初期

設置コスト30万円/kW以

下を実証すること。 

エアコンなど競合機器に伍して

受け入れられる価格を、調査か

ら150万円/5kWが導入閾値と

判断し、低価格化の目標とし

た。 

ライン流量変動に対応した

ブライン式ヒートポンプの

制御シーケンスの開発。 

熱需要に応じた熱交換井

および室内機との連動制

御技術を開発するととも

に、それに対応した運転

制御系を有するヒートポン

プを開発する。 

一般住宅の場合、熱需要は部

分負荷であり、対応する室内側

機器、地中熱交換器のみが稼

動すれば十分である。 

浅部地中熱利用システム

の高効率化レベルの確

認。 

開発する制御系を実装し

た高効率浅部地中熱利用

方式と従来方式の比較に

おいて、運用コスト10％以

上の削減を実証すること。 

浅部地中熱利用では高効率化

も必要であり、明確な高効率化

として10％以上の目標設定が

必要である。 

③浅部地中熱利

用向け地中熱リ

ファレンスマップの

マッピング技術開

発 

複数の採熱パターンにより

採熱実験を行い、採熱解

析との比較評価を行う。 

尤度が大きい場合はその

原因も検討する。 

検討した地域での採熱期

待値マップをWEB上で表

示する。 

国内の三カ所以上の都市

において地中熱採熱量表

示ができること。熱交換井

が設置されている場所に

おいて、定めた標準採熱

パターンに沿った採熱量

試験と、当該手法による採

熱量計算値を比較して尤

度を評価すること。 

地中熱熱交換器の長さの事前

見積りは事業者にとって重要で

ある。当該マップは最低採熱量

(最大放熱量)を提示する。将来

の全国的普及の観点からその

気候、地質情報が異なる地点

を選択。 
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(2.9.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュールの

概要を図Ⅱ(2.9)-1に示す。 

 

 

 

 

図Ⅱ(2.9)‐1 研究開発のスケジュール 

 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①既存住宅向け２重管方式熱
交換井の低コスト埋設技術の
開発

②浅部地中熱利用向けヒートポ
ンプシステム技術の開発

③浅部地中熱利用向け地中熱
リファレンスマップのマッピング
技術の開発

・既存ビット特性比
較と貫入特性試験

・改良ビッ設計と
模型製作、評価

・鋳鋼によるハイブ
リッドビット試作と評価

・ビットと鋼管の接続試験
・漏れ試験および強度試験

・施工性および信頼性評価

・共同研究施設
回転埋設試験

・転造ねじ加工
での連続接続

・小型回転埋設
機構設計試作

・連続組立機構
の試作と評価

・要素コスト評価・ブライン安定供給制御
・熱負荷環境整備

・試験環境整備 ・システム統合試験・評価

・熱交換井実用化検討

・室内機制御シーケンス
設計

・室内機設計試作・ＨＰ試験系整備 ・従来HP活用試験

・表示インテフェース
試作

・採熱パタンモデル開発
・採熱解析

・3次元地質
モデル開発

・実用化モデル検討



Ⅱ-55 

(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

(3.1)地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 

(3.1.1)背景と目的 

わが国では東日本大震災後、エネルギー政策の大きな転換を求められており、火力・原子力へ

の依存を低減し、再生可能エネルギーの導入を進めようとの動きが活発化している。現在はエネ

ルギー政策の大きな転換期であり、発電のみならず熱利用を含めた再生可能エネルギーの導入が

急務となっている。 

地中熱利用は他の再生可能エネルギーに比べて天候や時間帯の制約が少なく、日本中どこでも

利用できるエネルギーである。一方、地中熱利用の効率は地盤や地下水状況によって変わり、シ

ステム導入時の評価やコストに大きな影響を及ぼす。 

海外では熱利用の推進政策として、熱需要マップの策定に取り組んでいる事例もあり、地中熱

利用についてもポテンシャルマップを整備していくことで、普及促進の一翼を担うことが可能と

考えられる。 

上記の背景から本研究では、地中熱利用のポテンシャル評価技術の開発の位置付けとして、

「地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発」を行う。研

究開発に当たっては、応用地質株式会社が保有する地盤地質情報や地下水情報並びに地盤モデル

作成技術と株式会社地圏環境テクノロジーが保有する水循環に関する数値シミュレーション技術

を組合わせることにより、国土地中熱ポテンシャルのデータベースを構築していく。 

 

(3.1.2)研究開発の概要 

地中熱は、普遍的に地盤中にあるエネルギーであるが、より効率的に利用するためには、地質

構造・地下水流動・地盤の熱物性が重要な要素となる。地中熱利用における熱交換能力は地盤の

熱伝導と地下水の移流効果に依存し、特に地下水の移流効果が大きな影響を及ぼすことが知られ

ている。地下水流速100ｍ/年の場合には流速０ｍ/年の場合と比較して、長さ100ｍの地中熱交換

器で２～３倍程度の熱交換能力の増大効果があるという研究成果も報告されている。導入コスト

に占める地中熱交換器の割合は大きく、事前に地下水の移流効果を考慮することができれば、導

入コスト低減を図ることが可能となる。 

しかしながら、現状地中熱交換器の長さを設計する際には、当該地のおおよその地質状況から

推定することが多く、地下水流速まで考慮するケースは極めて稀である。また、地下水の移流効

果がもたらす地中熱利用の適地を判定できるツールが存在しない。 

本事業では、上記の課題を克服するツールとして、地中熱ポテンシャルマップの作成に取り組

む。全国的に地中熱ポテンシャルマップを整備することで、地中熱利用の普及拡大並びに導入コ

スト低減に寄与できるものと考えている。これまで、応用地質株式会社と株式会社地圏環境テク

ノロジーとは共同で、首都圏を中心とした地中熱ポテンシャルマップの構築を実施してきたが、

単一スケールのものでエンドユーザーにとってはやや利用しにくい面があった。本事業では街区

レベルから広域に及ぶ複数の異なるスケールを対象とし、最終的には日本全国をカバーした地中

熱ポテンシャルマップの構築を目標とする。 

 

①地中熱利用実績の調査とデータベース化（担当：応用地質株式会社） 

地中熱利用実績を調査し、ポテンシャルマップ構築の対象範囲の基礎資料とする。ポテンシャ

ルマップは、広域自治体(約20万km2)及び都市レベル(約２万km2)以上での構築を考えている。地

中熱の利用形態としては空調を想定しているが、最近ではハウス栽培などの農業分野への普及も

みられることから、利用形態についても併せて調査を行う。調査方法は、公開されている報告書

や文献を中心に収集し、必要に応じてヒアリング調査を実施する。 

また、公開されている報告書や文献からサーマルレスポンス試験(TRT)等の実データを収集し、

後述する④にて構築したポテンシャルマップの信頼性について検証する。地中熱利用の実績と収

集したデータはデータベース化し、逐次構築されるポテンシャルマップの実証資料として整備し

ていく。 
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②三次元地質構造モデルの構築（担当：応用地質株式会社） 

公開されている地盤情報及び応用地質株式会社が保有する地盤地質・地下水情報を集約し、三

次元地質構造モデルを構築する。モデル作成には応用地質株式会社開発の「三次元地盤情報解析

システム」を用いるが、地質学的な確からしさについては地形形成過程、地質構造発達史などを

もとに地質技術者が評価する。 

地中熱利用に有望な地質は、透水性の高い砕屑物からなる連続性の高い地層である。地下水位

以下で飽和状態の地層であれば高い熱伝導性が期待でき、さらに地中熱交換井のバリエーション

が増えるといったメリットがある。本事業では、特に帯水層となり得る地層の連続性と地下水位

に着目し、三次元地質構造モデルを構築する。 

モデル化に際しては、既存の地盤情報野のほか、人口密度や地中深度に比例するボーリング情

報の粗密を考慮し、対象領域のスケールに応じた地質構造モデルを構築する。ここで構築する三

次元地質構造モデルは、地中熱利用に手軽な深度数 m～十数 mを対象とした浅層地盤モデルであ

り、微地形分類、地盤改良・既存地中施設等の人工改変要因も取り入れたモデルとする。 

モデルの精度向上を維持していくために、宅地造成や都市開発等で得られる地質情報を逐次更

新できるシステムを念頭においた研究開発を行う。 

 

③マルチスケール国土水・熱循環モデルの開発（担当：株式会社地圏環境テクノロジー） 

陸域における水、熱循環系の数値シミュレーションとそれらをベースにした地中熱利用のポテ

ンシャルや適地を表わしたマップの作成はこれまでに幾つかの地域に対して研究的試みが行われ

てきている。このようなマップは、地中熱利用を含めた再生可能エネルギーの導入を普及促進す

る行政側と実際にヒートポンプを設計・施工する事業者側で知りたい情報やそのスケールが異な

るものである。すなわち、他の再生可能エネルギーを含めたトータルな電源開発や節電ポテン

シャルの可能性試算のもとで助成制度の設計等を行う行政側と、ある地点の地下水流速や温度を

参照しながら効率的なシステム設計を行う事業者側との相違である。 

しかし、既往研究で作成されたマップは、例えば平野や盆地の主要地域を300～500ｍ程度の水

平解像度で表現するものであり、行政側、事業者側のいずれに対しても、その利活用がやや困難

なスケールである。そこに含まれていない地域は参照することすらできない。加えて、それらは

深度100ｍ程度の地下水流動量が豊富な帯水層を対象としたものがほとんどであり、浅層地下や

地表水などを含めた地域のもつ包括的な地中熱利用ポテンシャルとしての情報を得ることはでき

ない。 

そこで、本事業では街区レベルの局地から広域におよぶ複数の異なるスケールを対象とした地

中熱ポテンシャルマップを作成するため、地域毎の水、熱循環系の時間・空間変動を解析し、そ

の詳細な特徴分析と評価を可能とするシミュレーションモデルを構築する。また、従来は取り扱

われてこなかった地上・地下間の水、熱移動現象(地上・地下カップリング、陸面で水・熱収支)

をモデルに取り入れることにより、地上の河川水や浅層及び深層地下を含めた包括的な地中熱利

用ポテンシャルの評価に資することを目指す。 

表Ⅱ(3.1)-1に本事業と従来法の比較を示す。 
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表Ⅱ(3.1)-1 本事業と従来法の比較 

項目 本事業 従来法 

対象スケール 

マルチスケール 

（広域自治体20万㎞2、都市部2万㎞2

以上の異なるスケールを対象） 

平野や盆地の単一ケール 

（数100㎞2のオーダ） 

地上・地下カップリング 考慮する 考慮しない 

陸面での水・熱収支 考慮する 考慮しない 

特徴 

地上、地下を分断しない一体化され

た水・熱循環系をモデル化する。地

上の河川流れ、地下浅層、深層の地

下水流動及び熱輸送の異なる場所、

深さにおける包括的な地中熱利用ポ

テンシャルの評価を可能とする。 

地上、地下が分断されるため、地表

水や浅層地下水、熱輸送のモデル

化が困難であり、精度が悪い。地上

の影響を受けない比較的深層地下

の地中熱利用ポテンシャルの評価の

みを主とする。 

 

本事業では、地上・地下を一体化した水、熱循環系の三次元モデリングとシミュレーションを

実施し、ポテンシャル評価に用いる諸量の解析を行う。平成 30年度までにカバーする領域は、

広域自治体のスケールとして東北地方(約 20万㎞ 2)、都市部のスケールとして東京区部、仙台、

福島等の約２万 km2の範囲、さらに地下水が豊富な地域の代表例として、長野地域を選定し、そ

の後、日本全国へ拡張する。 

研究手順は次のとおりである。 

まず、水・熱循環モデルの開発に必要な基礎資料を入手し、それらの分析とモデルへ組み込み

可能なデータ形式へのコンパイルを行う。対象データは①気象、②地形、③土地利用・植生被

覆、④地質、⑤現行の水利用、⑥モニタリングデータである。これらを上述の対象領域につい

て、過去 20 年の年代変化が捉えられるよう時系列空間マップとして取りまとめる。モニタリン

グデータは、河川流量、地下水位、水温などの既存の観測データを示し、構築モデルの妥当性を

検討するための検証資料として用いる。 

次に、対象領域の三次元数値モデルを構築する。広域自治体のスケールは水平解像度 500ｍ以

下、都市部２地域のスケールは市街地や農地などの地中熱利用が期待される重要地域における水

平解像度を 50ｍ下とした三次元格子モデルとする。上記でコンパイルした基礎データは、ここで

作成した三次元格子モデルへ組み込む。 

次に構築モデルを用い、地上・地下を一体化させた水・熱循環挙動を数値シミュレーションに

よって解析する。本解析は過去 20年以上を対象とした非定常シミュレーションを基本とする。

シミュレーションの結果は、収集したできるだけ多数の観測データと比較し、再現性を検証す

る。シミュレーション結果と観測データの間に明らかな相違が認められる場合、それらの相違か

ら推定される実際の水文水理過程や関連パラメーターを検討・調整し、十分な再現性が得られる

までモデルを更新する。 

検証済みのモデルとそのシミュレーション結果を用い、対象地域の水、熱循環系の特徴を分析

し、定性的、定量的情報を用いて可視化する。分析対象は、対象地域の地表及び地下の水・熱環

境(温度、水位、流量、熱量及び水・熱収支他)を中心とし、後述のポテンシャル評価結果との関

連付けを検討可能な基礎資料とする。 

 

④地中熱利用ポテンシャル評価技術とデータベース開発（担当：株式会社地圏環境テクノロジー） 

上述した水・熱循環系の数値シミュレーション結果をベースとし、地上及び地下(浅層、深層

を含めた深度別)の包括的な地中熱利用ポテンシャルの試評価と地図上へのマッピングを行う。

ポテンシャル評価に際しては、地上環境の変化を反映した評価結果を迅速に更新してユーザーへ

提供できるよう、効率的なデータ処理手順を開発する。 

ポテンシャル評価の対象範囲は、上述の広域自治体(約 20万 km2)、都市部(約２km2)の両ス

ケールとし、それぞれのニーズ・用途に応じた評価手法を検討する。 

研究手順は次のとおりである。 
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まず始めに、広域自治体、都市部のそれぞれのスケールに対して、地中熱利用ポテンシャル評

価のための解析手順を検討する。使用データには、水・熱循環系の数値シミュレーション結果を

ベースとし、地域毎の様々な環境要因(気象、地形、地質など)や社会的・経済的条件(コスト、

助成の有無など)を加える。ここで用いるデータは時間的、空間的に変化する膨大な情報を有し

ており、これらの情報を統合し地中熱ポテンシャルに変換するための時空間変動解析を開発す

る。開発した複数の異なる解析手順を適用し地中熱利用ポテンシャルを試評価し、上述のシミュ

レーション結果との比較・検証を行い、もっとも適切な解析手順を確定させる。 

次に、確定した解析手順を実装したソフトウェアツールを開発する。これは、地上環境の変化

等を迅速に反映・更新してユーザーへ提供できるよう、データ処理の自動化・効率化を検討する

ものである。本ツールの全体及びコンポーネント設計を行い、プログラミングとテストを実施す

る。 

本事業で作成した地中熱利用ポテンシャルマップはそれらを容易に参照できるようデータベー

スへ登録するとともに、過不足のない適切な情報提供のためのユーザーインターフェイスを作成

する。 

 

⑤ポテンシャルマップの信頼性検討（担当：応用地質株式会社） 

上記①による地中熱利用実績データベース及び実際に稼働している、応用地質株式会社保有の

地下水観測井や地中熱ヒートポンプシステムのモニタリングデータと比較し、ポテンシャルマッ

プの信頼性を明らかにする。 

 

表Ⅱ(3.1)-2 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①地中熱利用実
績の調査とデータ
ベース化 

公開報告書や文献などを
基に、100件（100地点）前
後の調査事例を収集し、
反映したデータベースを構
築する。 

利用実績調査を継続し、
120件前後の調査事例を収
集し、それらを反映した
データベースを構築する。 

・従来の研究ベースで構築さ
れたポテンシャルマップは、定
義やデータ作成手順が統一さ
れておらず、エンドユーザの
用途によっては利用しにくい
面がある。 
 
・効率的なシステム導入の促
進に資する、地中熱ポテン
シャル簡易予測・評価技術を
開発して、それを利用したポ
テンシャルマップを構築する。 
 
・高解像度地盤モデルと最先
端シミュレーション技術によっ
て、地上・地下を分断しない
一体化された水・熱循環系を
モデル化する。 
 
・統一的な手法に地中熱ポテ
ンシャルを深度別に算出し、
市場における様々な関係者が
利用できるとともに、一般の
方々が容易に理解できる地図
情報として提供する 

②三次元地質構
造 
モデルの構築 

上記①を基に、広域自治
体、都市部２地域エリアの
三次元地質構造モデルを
試作する。 

上記①を基に、広域自治
体、都市部２地域以上のエ
リアの三次元地質構造モデ
ルを構築する。 

③マルチスケール
国土水・熱循環モ
デルの開発 

上記②を基に、広域自治
体、都市部２地域以上の
エリアの地下浅層から深部
の水・熱循環機構を可視
化した国土水・熱循環モデ
ルを試作する。広域自治
体は水平解像度500ｍ以
下、都市部２地域重要街
区は水平解像度50ｍ以下
を達成する。 

上記②を基に、広域自治
体、都市部２地域以上のエ
リアの地下浅層から深部の
水・熱循環機構を可視化し
た、国土水・熱循環モデル
を構築する。 

④地中熱利用ポ
テンシャル評価技
術とデータベース
開発 

広域自治体、都市部２地
域以上の地下浅層、深層
を含めた深度別の地中熱
ポテンシャルを基本評価
し、ポテンシャルマップを
作成する。 

広域自治体、都市部２地域
以上の地下浅層、深層を含
めた深度別の地中熱利用
ポテンシャルの評価技術を
確立し、ポテンシャルマップ
を作成する。 

⑤ポテンシャル
マップの信頼性検
証 

ポテンシャルマップに関
し、エンドユーザーの実用
に耐える見通しを立てる。 

ポテンシャルマップに関し、
エンドユーザーの実用に耐
えることを検証する。 
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(3.1.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュールの

概要を図Ⅱ(3.1)-1に示す。 

 

 

図Ⅱ(3.1)‐1 研究開発のスケジュール 

 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①利用実績調査とﾃﾞｰ
ﾀﾍﾞｰｽ化

②三次元地質構造モ
デル構築

③国土水・熱
循環モデル開発

④ポテンシャル評価技
術・データベース開発

⑤ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙﾏｯﾌﾟの信
頼性検証

利用事例追加収集地域ごとの利用事例収集・データベース作成

地域ごとのモデル作製 モデル構築

地域ごとのモデル試作 モデル開発

ポテンシャルマップ試作 ポテンシャル評価技術開発・マップ構築

信頼性検証認 最終検証
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(3.2)オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 

(3.2.1)背景と目的 

オープンループ型地中熱利用システムは、揚水井で地下水を汲み上げて地上で熱交換を行うた

め、基本的には地層との間の熱伝導により地中熱交換を行うクローズドループ型システムと比べ

て、１本の孔井(ボアホール)でより広い範囲から熱を回収することが可能である。よって、孔井

総延長を短くして、システム設置コストを低く抑えることが可能になる。また、帯水層が浅い地

域においては設置コストのさらなる抑制が可能になる。さらに、クローズドループ型システムと

は異なり、地下水は温度が基本的に一定であり、良質な熱源である。このような利点を有してい

るが、オープンループ型システムはクローズドループ型システムに比べて導入件数が少ないのが

現状である。本事業は、オープンループ型地中熱利用システムに関する技術課題と適地選定課題

を解決して低コスト化を進め、システムの普及拡大に貢献することを目的としている。 

技術課題として、次の２点が挙げられる。１点目は、地下水還元の課題である。還水能力の低

下を抑制する技術のひとつとして、逆洗技術が挙げられる。還元井の還水能力が目詰まりにより

低下した際に、還元井において揚水することにより、還元井内の目詰まりを除去するものであ

る。逆洗技術を確立することにより、オープンループ型の普及への障害のひとつを取り除くこと

ができる。２点目は、ヒートポンプユニットの高効率化の課題である。現状のオープンループ型

システムは、揚水井、井戸ポンプ、熱交換器、ヒートポンプ、還元井が単に組み合わされている

にすぎず、それぞれのパーツを有機的に組み合わせたシステム全体として高効率化が図られてい

ない。そのために、オープンループ型システムでは、熱源温度が安定しているために高いCOP(成

績係数)が望めるのにもかかわらず、井戸ポンプの消費電力量が全体に対して大きな割合を占め

る場合があり、結果としてSCOP(システム成績係数)を下げてしまう事例が見受けられる。このた

め、パーツごとの高効率化を目指すだけでなく、ヒートポンプシステム全体として高効率化・最

適化を目指すことが必要である。 

適地選定課題として、オープンループ型システムを導入する上で条件有利地域が十分に活用し

切れていない点が挙げられる。オープンループ型の場合には、地下水の揚水・還元が必要である

が、地域によっては通常の井戸掘削ではなく、より安価な揚水・還元方式として打ち込み井戸や

浸透ますを利用して、システム設置コスト低減が可能である。しかし、打ち込み井戸や浸透ます

を利用するシステムが開発されておらず、また、適用可能な地域も整理されていないため、ユー

ザーに対する選択肢として提示できていない。 

さらに、地下水移流の良好な地域では、地下温度が夏季に低下して、冬季に上昇することが知

られているものの、この調査方法が確立されておらず、また、オープンループ型システムを利用

する効果も実証されておらず、条件有利地域のポテンシャル評価、ポテンシャルマップ作成技術

が確立されていない。 

(3.2.2)研究開発の概要 

本事業では、オープンループ型地中熱利用システムの低コスト化研究開発として、最適逆洗技

術の開発、地下水熱交換ユニットの開発、打ち込み井戸と浸透ますの利用に関する研究開発、タ

ンク式熱交換器・浸透ます併用システムの開発を実施する。さらに、オープンループ型システム

適地選定のためのポテンシャル評価技術、ポテンシャルマップ作成技術、逆解析法サーマルレス

ポンス試験技術の開発を実施する。 

 

(1)最適逆洗技術の開発と地下水熱交換ユニットの開発 

 （担当：東邦地水株式会社、再委託：ゼネラルヒートポンプ工業株式会社） 

 

①最適逆洗技術の開発 

１)目詰まり機構の解明 

オープンループ型地中熱利用システムでは、基本的には揚水した地下水を熱交換後に還元井へ

注水するが、長期間の注水による還元井の目詰まり等が原因で、還水能力が低下して還元井への

注水が出来なくなる問題がある。還水能力の改善手段として、還元井から揚水を行う逆洗による

還元能力回復があるが、目詰まり発生後の対応策として実施することが一般的であり、システム

設計段階での最適な還水能力の改善法は確立されていない。 
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熱利用後の地下水を還元井に長期間注入すると、懸濁物や酸化鉄、土粒子の再配列などによる

目詰まりが井戸の近傍(アニュラス部)から次第に帯水層地盤内へと拡大形成され、比注水量(注

水量／水位上昇量)が低下して、還元井内の注水水位が徐々に上昇する。最終的には還元井への

注入が出来なくなり、注水水位がオーバーフローすることになる。この対策として、還元井から

揚水を行い、注水時に生成された目詰まりを取り除く逆洗方法が用いられる。注入量が過剰な場

合には、地盤内に形成される目詰まりが広範囲に拡大するために、逆洗法による効果は低減、最

終的には還元能力の回復がなされないまま注入不能になる。これらの現象は、地下水・地質状況

や井戸の形状により異なるため、目詰まりの機構は定量的に評価されていない。 

 

本事業では、地下水が豊富で水質も良好な扇状地に位置する岐阜サイト、浅部砂層から取水可

能であるが一部で水質が問題な(地下水中の砂分が多い)四日市サイト、並びに浅い深度で豊富に

地下水取水が可能であるが水質が劣悪な(地下水中の鉄分が多い)名古屋サイトの水質や帯水層の

状況が異なる３地域で目詰まりを解析する。具体的には、還元地下水と逆洗に伴う揚水地下水の

濁度モニタリングと混入物の粒径・化学組成・鉱物組成の測定、地層内の目詰まりを把握するた

めの各種検層を行い、還元や逆洗により還元井近傍の地層中で生じる現象を解明する。 

 

２)技術的課題の抽出と設計手法の検討 

現状は目詰まり機構が解明されないまま、井戸設置時に実施されている段階揚水試験や連続揚

水試験結果から循環水量を決定する場合が多く、定期的に揚水井と還元井を交互運転する、還元

井のオーバーフロー時に揚水井と切り替えるなど様々な方式が採用されている。よって、安定か

つ効率的な地下水循環方式を設計するには下記項目を定量評価する必要がある。 

・熱干渉を考慮した井戸の設置間隔 

・最適な循環水量の設定 

・逆洗により目詰まりゾーンが解消される注水時の水位上昇量 

・上記の結果に基づいた井戸内自動逆洗作動センサーの設置深度 

・逆洗時間、逆洗揚水量 

・アニュラスの設計 

・井戸材料や付帯装置 

 

本事業では、逆洗により初期の還元能力(比注入量)の 80％以上の機能回復を達成するために上

記の課題についての設計方法についての検討を行う。 

 

３)コスト削減に向けた課題の明確化 

オープンループ型地中熱利用システムのコスト削減には、還元井長寿命化と、ヒートポンプや

地下水熱交換ユニット開発の結果を含めたシステム全体の評価が必要となる。 

本事業では、実際のシステム運転時での地下水循環状況を評価してトータルコスト削減に向け

た課題を明確化する。 

 

②地下水熱交換ユニットの開発 

水冷式ビル用マルチエアコンを地下水熱源とする場合、直接地下水を利用すると地下水の水質

により腐食やスケールの問題があるとともに、ビル用マルチエアコンの特性により運転開始時な

どに蒸発器温度が０℃以下になることがあるため、熱交換器と不凍液を利用することになる。し

かし、熱交換器、循環ポンプ、温度センサー、流量センサー、圧力センサー、井戸ポンプ制御盤、

ポンプ制御盤、配管、不凍液などの各機器を施工する場合、個別に工事費が必要になる。また、

井戸ポンプ－循環ポンプ－ヒートポンプの全体システムとしての最適運転制御をさせるために、

別々の制御盤をリンクさせる費用がかかることに加えて、必要のないポンプ動力が無駄となって

いることも多い。 

本事業では、熱交換器、循環ポンプ、センサー類、配管、不凍液、並びに制御盤をすべて一体

化した地下水熱交換ユニットを開発するともに、井水還元システムを含む井戸ポンプ・循環ポン

プ・ヒートポンプインバータ連携制御と最適逆洗制御を開発して、地下水熱交換ユニットに組み

込む。 

設置現場における配管や機器をユニット化することにより、現場設置費用を削減することを目
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指す。また、井戸ポンプに必要な動力は、動水位、配管抵抗、必要流量により決定されるが、揚

水ポンプのインバータ直接制御による流量調整システムを開発することにより、井戸ポンプ定速

運転と比べて低負荷運転時の揚水量減少による動水位上昇およびバルブを用いないことによる配

管抵抗低減により大幅な井戸ポンプ動力削減を目指す。さらに、最適逆洗制御により井戸のメン

テナンス費を大幅に低減させることを目指す。 

水冷ビル用マルチエアコン室外機は 10、12、14、16、18 馬力の型式が存在し、単一冷媒系統

で２連結、３連結までの連結が可能であるため、単一冷媒系統で 10 馬力から 54 馬力までの容量

に対応している。地下水熱交換ユニットをすべての容量に対応させるために、容量に応じた設計

と製品化を実施する。 

 

(2)打ち込み井戸と浸透ますの適用技術の開発と、タンク式熱交換器・浸透ます併用システムの開発 

 （担当：株式会社テイコク、再委託：ヤマカトラストホームズ株式会社） 

 

①打ち込み井戸と浸透ますの適用技術の開発 

本事業では、１)条件有利地域選定技術の開発、２)浸透ます適用技術の開発を行う。 

これらとタンク式熱交換器・浸透ます併用システムの開発と合わせて、浅部地下水を利用する

打ち込み井戸の構成と揚水能力、揚水した地下水を地中に還水する浸透ますの構造と浸透能力、

タンク式熱交換器の構造と材質仕様を明確にし、打ち込み井戸と浸透ます、タンク式熱交換器を

利用する地中熱利用システムを開発する。 

 

１）条件有利地域選定技術の開発 

オープンループ型システムを導入する場合、地盤や地下水の状況によっては、設置コストが安

く簡易に設置できる打ち込み井戸や浸透ますの利用が期待される。このうち、打ち込み井戸を利

用したオープンループ型の先行研究では、地層中に細粒土が少なく実験期間中に還元井での目詰

まりが発生しない事例や、細粒土が多く還元井が目詰まりして使用不能になる事例が報告されて

いる。しかし、オープンループ型における打ち込み井戸の適用可否について、ある地域を対象と

して面的に地下情報が整備されている事例はなく、一般的な水利用のための打ち込み井戸の設置

は、井戸業者による経験的な判断にゆだねられているのが現状である。本研究では、長良川扇状

地で既にまとめられている 9,000 本以上の打ち込み井戸実績を地形・地質情報や地下水位、水質

情報等と対比することにより、他地域でも利用できる打ち込み井戸の適用可否判定と設計情報を

得るためのデータベース構築手法を開発する。これにより、通常の井戸設置に要する費用を 20％

以上削減することが可能となる。 

 

２）浸透ます適用技術の開発 

オープンループ型の還元方式では一般に井戸が用いられるため揚水井のほかに還元井の掘削が

必要となる。しかし、透水性地盤が浅部から分布する場合には、簡易に設置でき井戸掘削に対し

て大幅にコストダウンが可能な浸透ますの利用が可能である。雨水浸透ますで代表される浸透施

設の設計方法については各機関で設計基準がまとめられており、地盤の浸透性能に基づく手法が

提案されている。しかし、長期間に渡って連続還元を行う地中熱利用の浸透ますについては施工

実績がきわめて少なく、還元水量や水質特性に配慮した設計・施工技術が明確になっていない。 

本研究では、地盤種別に複数の地点で現地浸透試験を実施し、地盤の透水性のほか還元水量や

水質特性に配慮した浸透ますの適用技術を開発する。また、本事業では、長期的な還元機能の検

証と課題の抽出を図るため、条件有利地域での実証試験施設に設置される、実物大の浸透ますを

用いて実証還元を行う。還元期間中は、還元水量と水温及び浸透ます内部の残留水位等を連続計

測するほか、還元に伴う周辺地域への水温影響を把握するため、観測井の設置と地中温度のモニ

タリングを行う。 

一方、浸透ますによる地下水還元を計画する場合、周辺地下水温の変化に対応した揚水井と浸

透ますとの離隔距離の検討や、周辺地下水環境への影響予測が必要となる。本事業では、周辺地

下水環境への事前影響予測技術を確立するため、既存の浸透ます施設に観測井を設けて、地下水

環境観測を行い、その結果に対する地下水流動と熱輸送をモデル化したシミュレーションによる

検証を行う。 

 



Ⅱ-63 

②タンク式熱交換器・浸透ます併用システムの開発 

タンク式熱交換器は、オープンループ型地中熱利用システムにおける井水－不凍液間の熱交換

器の一種で、地下埋設タンク内に地下水を満たし、タンク内に設置した採熱管内の不凍液との間

で熱交換を行うものである。オープンループ型システムの揚水井として打ち込み井戸を用いる場

合において、揚水に吸い上げ式の地上ポンプを使用するため、周辺地盤の地質条件によっては揚

水に伴い砂分を吸引しやすく、プレート式熱交換器や還元井の目詰まり原因となる。プレート式

熱交換器と異なり、タンク式熱交換器は井水が流れる空間を広く確保できることから、打ち込み

井戸との親和性が高く、更なるコストダウンに向けて、タンク式熱交換器・浸透ます併用の地中

熱利用システムを開発する。 

システム１(浸透ます併用タンク型熱交換方式)では、浸透ますを掘削した孔に断熱タンクを設

置し、熱交換後に浸透ますに排水して地下水還元を行う。熱交換後の地下水排水流量は 25Ｌ/min

程度と想定される。浸透ますの大きさは排水能力を超えない範囲で、最少にすることによりコス

ト低減を図る。タンクを設置する浸透ますの基礎部分は、排水時に軟弱地盤となり得るので、タ

ンク荷重に耐える強度が必要である。浸透ますの排水浸透能力が足りない地盤環境では、地表排

水管を設置する。 

システム２(浸透ます一体型熱交換方式)では、浸透ます掘削孔にシート型熱交換器を埋設し、

地下水を直接浸透ますに流して熱交換を行う。タンクの設置コストが不要で、浸透ますを活用し

て排水し、地下水還元を行う。浸透ます下部に防水シートを設置して地下水を貯水することで、

浸透ます自体を熱交換器として機能させ、シート型熱交換器と地下水との熱交換効率を向上させ

る。防水シートは、地下水をある程度浸透させるために透水性シートも検討する。浸透ますの能

力を超える排水や雨水を想定して、地表排水管も設置する。 

この２つの方式の実証実験を行い、運転パターンを複数試みながら、地下水給水温度、地下水

還元付近温度、浸透ます内部温度、浸透ます周辺温度、ヒートポンプへの循環液往き戻り温度、

地下水流量等を観測することにより、最適な運転パターンを確立する。 

 

(3)オープンループ型地中熱利用システムのためのポテンシャル評価技術開発 

 （担当：国立大学法人岐阜大学、再委託 国立大学法人信州大学） 

 

①ポテンシャル評価技術の開発 

本事業では、１)調査手法の開発、２)条件有利地域での実証運転試験、３)ポテンシャルマッ

プ評価技術の開発を行う。これらと逆解析法サーマルレスポンス試験技術の開発と合わせて、

オープンループ型地中熱利用システムに対するポテンシャル評価に必要な地下水の調査方法を確

立し、運用コストに与える地下条件の影響を把握するとともに、サーマルレスポンス試験を行い

地下水流れの影響を加味した地層熱伝導率を算出する。 

 

１)調査手法の開発 

調査手法の開発では、長良川扇状地をモデルフィールドとする。長良川の左岸側では、河川の

涵養域から離れるに従い、地下温度の年変動の位相差が大きくなる傾向を確認しており、地下水

流動と地下温度変化の関係が明確になっている。長良川右岸側では、旧河道や支流河川が地下温

度場に影響を与えるために、地下水流動と地下温度変化の関係が明らかでない。 

地下温度に関する有利地域を抽出する技術を一般化するためには、旧河川や支流河川がある条

件でも適用可能であることが重要となる。このため、長良川右岸側で１年間の地下水の水位・水

温測定を行い技術的な課題を整理するとともに、シミュレーションにより帯水層における地下水

流動と熱輸送をモデル化することで、自然の季節間蓄熱を生じる地域の抽出技術を開発する。シ

ミュレーションでは、研究開発項目⑥の成果を活用して精度向上を図る。 

 

２)有利地域での実証運転試験 

有利地域での実証運転試験では、オープンループ型地中熱利用システムを設置して、地下温度

が年間を通じて一定である地域と比べて、より高効率な運転となることを実証する。実証運転に

よる試験結果をヒートポンプの COP 線図から期待される結果と比較して、地下温度が COP に与え

る影響を評価する。実証運転試験においてシステム運用コスト低減効果を評価するには、同等仕

様の空気熱源ヒートポンプの使用を仮定した消費電力量を試算する必要がある。COP 線図と気象
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データを用いて、同時期の空気熱源ヒートポンプ消費電力量を試算する方法を開発し、それとの

比較において、地中熱ヒートポンプの消費エネルギー削減量、システム運用コスト低減効果等の

評価を行う。 

 

３)ポテンシャル評価技術の開発 

上の１)と２)の成果、及び(1)、(2)と(3)の②の成果を統合して、オープンループ型地中熱利

用システムのポテンシャル評価技術を開発する。地中熱利用ポテンシャル評価について様々な取

り組みがあるが、多くはクローズドループ型を対象としており、オープンループ型を対象とした

ものは少ない。打ち込み井戸や雨水浸透ますの利用や、本事業で開発する逆洗技術を適用するこ

とで、地域によってオープンループ型システムの設置コストや運用コストに差異を生じることに

なる。建築物の設計者から最終的なシステム利用者まで利用可能なポテンシャルマップとして、

その差異を可視化する評価技術を開発する。逆洗に関わるメンテナンス費用、打ち込み井戸や雨

水浸透ますの利用の可否、地域で利用可能な地下水の温度や水量を考慮することにより、任意の

場所でのオープンループ型地中熱利用システムのトータルコストを算出できる評価技術とする。 

 

②逆解析法サーマルレスポンス試験技術（iTRT）の開発 

クローズド型地中熱採熱事業では、採熱量を評価する目的でサーマルレスポンス試験を実施す

ることが多い。サーマルレスポンス試験は、Ｕチューブを埋設した専用ボアホールにおいて一定

の熱負荷をかけて、地層の熱伝導率を算出することであり、従来、試験データの解析に用いるケ

ルビン線源関数における指数積分をべき級数展開して最初の２項のみを利用して熱伝導率を求め

てきた。この方法では、パラメータの同定精度が悪くなることがあり、また試験時間も長い。さ

らに従来法には、静止地下水を想定したケルビン線源関数を用いているために地下水が流動して

いる地層に適用できない課題もあり、地下水流動の影響が見かけ熱伝導率を過大にする原因と

なってきた。 

これらの課題を解決するため、信州大学藤縄研究室において、地下水移流地域で実施された

サーマルレスポンス試験データを全く異なる原理であるハンタッシュ－ヤコブ関数を用いる解析

方法を開発し、室内実験を実施して妥当性を検証してきた。この関数は、流動地下水中の熱移動

を支配する要因として、地層熱伝導に加えて、地下水流動による移流と熱分散による熱移動を考

慮した点に特徴があり、サーマルレスポンス試験データ解析では、地層の熱伝導率、体積熱容

量、縦･横分散長、地下水流速が求めるべきパラメータとなる。 

複数パラメータを同時に同定するデータ解析には、最適化手法を用いる逆解析法が適してお

り、パウエルの共役傾斜法を用いる逆解析法を開発して、室内実験結果に適用して高い精度で複

数パラメータを同定できることを実証している。 

ハンタッシュ－ヤコブ関数に含まれる複数の熱移動パラメータを求める逆解析法は、実現地で

のサーマルレスポンス試験適用されたことがないため、本事業において地下水流動が地中熱利用

に大きな影響を与えることが予想される長良川扇状地で検証し、地下水流動の有無に関わらず適

用可能な逆解析法を確立して、全国への普及を図る。広域熱移動シミュレーションには複数地点

で評価した熱移動関連パラメータが不可欠であり、最終的には「ポテンシャル評価技術の開発」

の数値モデルに提供して、数値シミュレーションをバックアップする。 

 

本研究開発項目では、１)現地調査手法の開発、２)長良川扇状地への現地調査手法の適用を実

施する。 

 

１)現地調査手法の開発 

信州大学では、流動地下水中の熱移動の挙動を調べるため、図Ⅱ(3.2)-1 に示す実験装置を製

作し、ジャッキアップより地下水流動を発生さて模擬地層中の熱移動現象を調査した。 

 



Ⅱ-65 

 
 

 

図Ⅱ(3.2)-1 流動地下水中の熱移動挙動解析装置の概要 

 

 

室内実験で確立された逆解析法については、長良川扇状地においてサーマルレスポンス試験専

用ボーリング孔を掘削し、サーマルレスポンス試験を実施するとともに、別途ボーリング孔直近

に設置した観測井において温度変化を計測し、そのデータを使用して真流速や熱伝導率などのパ

ラメータを逆解析する。 

 

２)長良川扇状地への現地調査手法の適用 

１)で確立した現地調査手法を長良川扇状地における熱移動シミュレーション地域内の複数箇

所に適用し、シミュレーションに必要なパラメータの空間分布を把握する。 
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表Ⅱ(3.2)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①最適逆洗技術の開

発と地下水熱交換ユ

ニットの開発 

・目詰まりの機構解明 

・技術課題の抽出と設計

手法の検討 

・設置コストと運用コス

ト20％削減に向けた課題

の明確化 

・地下水循環型オープン

ループ方式の設計手法の

確立 

・地下水熱交換ユニット

の完成 

・設置コストと運用コス

ト20％削減の実現 

地下水が取水可能な地域に

おいて、安定した地下水還

元技術を確立し、自動逆洗

のユニット化により設置コ

ストと揚水動力コストを削

減する。 

②打ち込み井戸と浸

透ますの適用技術の

開発と、タンク式熱

交換器・浸透ます併

用システムの開発 

・20％削減に向けた浸透

ます適用技術の課題の明

確化 

・タンク式熱交換器・浸

透ます併用システムの従

来方式より設置費10％の

削減と課題の明確化 

・適地選定技術と長期利

用技術の確立による20％

削減の実現 

・各システムのデータ解

析とシステムの最適化 

対象地域では、打ち込み井

戸が多く、タンク式熱交換

器や浸透ます方式による

オープンループ型地中熱利

用の実績もある。これらの

技術に基づいて新規システ

ム開発により、従来システ

ムとの価格性能比で設置コ

ストを10％削減することは

可能である。 

③ポテンシャル評価

技術の開発と、逆解

析法サーマルレスポ

ンス試験技術の開発 

・地下水調査方法を確立 

・条件有利地域における

システム運用コスト評価 

・TRT試験地の選定 

・試験専用孔の掘削及び

逆解析法TRT試験技術

(iTRT)の確立 

・ポテンシャルマップ作

成 

・TRT試験の季別実施と

広域地下水流動・熱移動

シミュレーション用パラ

メーターの算定 

事業終了後、他地域への展

開を図るのに必要な成果が

得られることを根拠として

いる。 

 

 

(3.2.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成28年1月26日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(3.2)-2 に示す。 

 

 

 

図Ⅱ(3.2)‐2 研究開発のスケジュール 

 

 

  

事業項目
H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

最適逆洗技術の開発と地下水熱交換
ユニットの開発

打ち込み井戸と浸透ますの適用技術
の開発とタンク式熱交換器・浸透ます
併用システムの開発

オープンループ型地中熱利用システ
ムのためのポテンシャル評価技術開
発

最適逆洗技術確立・ユニット開発技術課題、コスト削減課題の検討

利用適地選定技術確立、システム改良技術課題検討、システム試作

ポテンシャル作成技術開発有利地域調査手法開発
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(3.3)都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発 

(3.3.1)背景と目的 

大規模ビルが密集して熱エネルギー需要の高い都市域において、電力ピークカット、省エネル

ギー、空調の人工排熱抑制などの課題を解決する大容量の熱源システムとして、都市域に豊富に

存在する地下水を大規模に活用するオープンループ型地中熱利用システムが有望である。本シス

テムを都市域で普及促進させるには、地下水揚水による地盤沈下影響を回避するため、長期的に

安心・安全・安価に活用できる揚水・還水熱源井を適正に設計することが重要である。このため

には、予め熱源井に必要な揚水と還水を確保できる帯水層の位置、透水性、地下水位といった地

質学的、水文学的な情報や、地盤沈下影響を評価する地盤情報などを対象地域で空間的に把握で

きる地下水観測・管理の観測井システムが、熱源井とともに必要である。しかしながら、このよ

うな観測技術は未開発であり、観測網についても未整備であるため、地下水の熱源利用は十分に

図られていない。 

本事業では、都市域における地下水の大規模熱源利用のための技術的基盤として、低コスト・

高機能な観測井の構成と構築手法を検討、システマティックな地下水の観測・管理技術を確立、

計画地点の地盤環境と事業性を予測評価するシステムを開発することにより、従来の観測井との

性能比でコスト削減を実現して、都市域におけるオープンループ型地中熱利用システムの普及に

貢献することを目的とする。 

(3.3.2)研究開発の概要 

本事業においては、掘削性能を向上することで工期を短縮でき、観測井孔壁の目詰まりを抑制

して地下水位変動を確実に捉えることで観測井の品質を向上できる、観測井の掘削工法技術開発

を推進する。観測井設置用地を削減でき、熱源利用に最適な帯水層を選択することで観測井の信

頼度を向上できる、観測井１孔で複数帯水層の地下水流動や水質を観測・管理可能なマルチレイ

ヤー観測井システムの構築技術開発を推進する。地下水と地盤特性などの情報を統合して一元的

に情報を管理できる総合データベースシステムの技術開発を推進する。帯水層情報や地下水熱源

利用ポテンシャル情報を可視化し、地下水利用計画地点でのオープンループ型地中熱システム導

入コストや採算性などを試算できる地盤環境・事業性予測評価システム技術開発を推進する。 

 

①実現可能性調査（担当：(株)環境総合テクノス、岡山大学、(一財)地域地盤環境研究所） 

本事業の観測井システムが、都市域で地下水を大規模熱源に利用するオープンループ型地中熱

利用システムに対して、コスト、開発リスク回避等で有効か否かを 27 年度末目途に示す。 

成果実用化時のビジネスプランと本観測方式採用時の経済性に関する実現可能性調査と、今後

のオープンループ型地中熱システムの普及シナリオ作成を 28 年度上期内に実施する。本事業の

有効性を確認した上で研究用観測井構築に進む。 

 

②観測井の構築技術開発（担当：(株)環境総合テクノス、岡山大学） 

（1）構築工法の開発 

これまでオープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用に関しては、本井戸の設計の

ために調査ボーリングを実施することはまれであり、文献等により地層を想定している。その結

果、正確な地層構成を含む帯水層を把握することなく、熱源井の構築がなされていることが多い。

また、井戸構築に必要なデータ取得には時間を要するとともに正確な位置でのデータ収集ができ

ないことが多々見受けられた。 

低コスト・大容量の揚水・還水井を完成させるためには、事前の調査ボーリングは不可欠であ

るが費用と工期がかかるため、効率的な情報収集と調査ボーリングの利活用を図り、全体に低コ

ストとなるシステマティックな観測技術を構築する必要がある。具体的には、掘削高速化、地層

と帯水層確認の検層高度化、熱源井掘削設計に必要となる試験高度化、掘削時に掘屑を含んだ泥

水の孔壁浸透低減化等により、確実な熱源井構築の設計に貢献するとともに、長期間の利活用を

想定した観測井の構築を目指す。 

まずは、地中熱利用の現状調査を実施し、地中熱用熱源井の構築方法を整理し、課題を抽出す

る。また、井戸掘削技術に関する文献調査・情報収集を実施し、地域特性を考慮した技術開発の

基礎資料として整理する。さらに、地中熱用熱源井設計に必要なデータ収集を行い、最適な試料
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の採取方法、試験項目について検討する。 

熱源井設計には、対象層の粒度分布と透水係数が重要なパラメーターになる。地下水熱源利用

において、帯水層の土質試料を確認して、適切な採水位置を選定することが重要となる。土質試

料採取に関しては、従来の調査ボーリングでは標準貫入試験による方式や特殊サンプラーを用い

る方式が採用されているが、段取り替え等による工程ロスの課題がある。 

本事業では、掘削性能向上による観測井構築工期の短縮を目的に、ロータリーパーカッション

またはロータリーバイブレーション法等を活用した急速穿孔工法を検討するとともに、足場仮設

を伴わない自走式掘削マシンを活用して作業の効率化を進める。また、穿孔と同時に土質試料を

採取できるワイヤーラインサンプリングツールを開発して、土質試料の目視観察と室内粒度試験

への試料提供を可能にする。これにより、従来のロータリー式ボーリング工法よりも高速に観測

井を構築することを目指す。掘削深度として、３層程度の複数帯水層を貫通する観測井を構築す

るために 100ｍ程度を超えることを想定する。 

従来の現場透水試験では、掘進中に透水試験を行うために、掘削泥水を清水に置き換える孔内

洗浄やポンプ等の機材段取りが必要であり、帯水層１層に対する試験でも時間を要していた。本

事業では、現場透水試験に替わって高精度(連続測定)に地下水流量を計測することを可能にする

ために、物理探査で使用される電磁流量計を利用した観測井用フローメータを開発する。また、

観測井の信頼度を上げて目詰まりの低減を目指すため、観測井孔壁への泥水浸透領域を低減させ

る掘削方法も検討する。さらに、フローメータでの測定や孔内計測を実施する際に弊害とならな

い全層ケーシング・スクリーン仕様についても検討する。従来は、対象の帯水層 1 層について仮

ケーシング(開孔ケーシング)を設置して測定するため、深度の異なる複数の帯水層それぞれに対

して新たな観測井を設置する必要があり、時間と費用が発生していた。本事業で開発する観測井

では、１孔で複数の帯水層について地下水の観測・評価を可能にするマルチレイヤー観測に適し

た構造を検討する。 

観測井構築のための新たな技術開発や工法検討により、観測井の信頼度を上げ、各帯水層にお

いてデータ取得可能な構造のマルチレイヤー観測井システムを構築する。 

マルチレイヤー観測井構築のために、最適なボーリングマシンと工法選定、改良により、低コ

ストな構築技術を検討する。地下水熱源利用に最適な帯水層を評価するため、ケーシング・スク

リーン径に対応した大孔径用フローメータ機器を開発する。 

 

a)情報収集・文献調査 

観測井の構造、構築手法、土質採取法、掘削工法について論文や聞き取り等の調査を行い、

観測井構造や掘削技術の概観と技術的な要点を明らかにする。 

 

b)サンプリングツール開発 

地盤調査に用いられるロータリー式ボーリングでは、深度が増すと地盤試料を採取するサン

プラーの上げ下げに時間を要する他に、掘進中に砂礫や玉石層に遭遇すると、日掘進量が低下

し、掘削期間が長くなることで、費用がかさむことになる。 

本事業では、足場仮設が不要で掘削準備を簡略化できる自走式ロータリーパーカッション掘

削機またはロータリーバイブレーション掘削機を活用して高速掘削が可能な方式を検討し、

ロータリー式ボーリングでの掘削ロッドの上げ下げを不要とするサンプラーのみを地上回収で

きるワイヤーラインサンプリングツールの開発を行い、28 年度末を目処に試作機を完成させる。 

 

c)観測井拡孔工法、全層ケーシング・スクリーン仕様検討 

地盤試料採取後に最終的な観測井構築に向けて孔径拡孔を行うが、拡孔時には掘屑を含む泥

水が孔壁に浸透すると目詰まりが発生して帯水層に影響を与え、観測井の機能や寿命を損なこ

とになるため、削屑の地層への拡散防止と泥水による孔壁破壊の低減を図る拡孔工法を検討す

る。また、フローメータでの測定や孔内計測を実施する際に弊害とならない全層ケーシング・

スクリーン仕様についても検討し、帯水層の透水性を高精度に把握することを目指す。 

 

d)フローメータ設計・開発・実験 

帯水層の地下水を確認する電磁流量式フローメータを開発する。従来のフローメータは、岩

盤内の水みちを調査するための仕様であるために孔径も小さい。今回は土質用の大孔径対応機
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器を開発し、全層ケーシング・スクリーンを設置した観測井内から一定量を揚水し、各深度に

おける孔内流速を測定する。これにより各地層の透水性を把握し、熱源井として活用可能な帯

水層を選定する。機器仕様は、ケーシング・スクリーン内部で深度 100ｍ程度まで測定可能な

ものを目標とし、28 年度末を目処に試作機を完成させる。 

 

e)試験掘削(サンプリング＋拡孔) 

ワイヤーラインサンプリングツール開発品を用いて、サンプリング試験を実施し、施工性、

サンプリング品質等を確認し、問題点を明確にする。サンプリング後に拡孔を実施し、スト

レーナ・スクリーンを設置する。その後、採水、水質分析により深度毎の水質データを取得し、

マルチレイヤー観測井構築後の計測項目を選定するための基礎データとする。 

 

f)フローメータ試験測定 

フローメータ開発品を用いて、e の試験孔内で測定を実施し、施工性、測定品質等を確認し、

問題点を明確にする。 

 

g)サンプリングツール改良 

e で明確にした問題点を解決する検討を実施し、サンプリングツールを完成させる。 

 

h)フローメータ改良 

f で明確にした問題点を解決する検討を実施し、フローメータを完成させる。 

 

i)マルチレイヤー観測井の設計・施工 

1 孔で複数帯水層の観測・評価が可能になる構造を有した観測井の設置を検討する。観測井

の仕様は、設置コスト、工期等を考慮し、ケーシング・スクリーン内にφ50mm 程度の細管を複

数本設置する構造を予定する。 

観測項目としては、水質・水温・地下水位を軸に、帯水層の変化や地盤沈下評価等を定期測

定にするために必要な機器を検討し、必要に応じて設置することで熱源井利用に最適な観測井

システムを構築する。 

開発したワイヤーラインサンプリングツール及び拡孔により、実フィールドにおいて試験用

マルチレイヤー観測井を設置する。都市域では比較的地盤構造が分かっている地域においても、

地下水に関するデータが多いとは言えず、観測井による地下水情報に関してデータベース化を

実施する。また、観測井構築時に得られる情報から、最適な帯水層の選定方法を検討し、今後

の地下水の熱源利用時に良好（揚水量および持続性）な採水が望める帯水層の候補を抽出する。 

 

j)観測井構築技術、マルチレイヤー観測井の評価 

掘削結果を基に、現地実証試験及び比較検証試験を通じて性能評価を実施し、品質、工期、

コストに関する優位性を検証する。観測井構築時のサンプリングデータ、掘進データ並びに運

用後の計測データを分析し、マルチレイヤー観測井の有効性を評価する。 

また、マルチレイヤー観測井システムの計画･設計･施工･運用手法に関する成果、掘削技術

やサンプリング手法などの技術、観測井の標準化などを通じ、本事業により得られた成果を技

術基準にまとめる。 

 

（2）開発機器の性能評価 

掘削性能向上による工期短縮並びに構築工法の工夫により開発するマルチレイヤー観測井と、

従来のロータリー式ボーリングを利用し構築した観測井とを比較して、品質向上とトータル調査

コストの低減について評価する。 

これまでの地下水の熱源利用実績や最新の掘削技術動向を収集・分析することで、観測井掘削

についての技術評価をする。フローメータ開発に当たっては、水理的観点から測定原理を中心に

機器仕様の検討を実施するとともに、試作機の性能評価を実施する。 

これまでの熱源井、観測井の調査実績をもとに、複数帯水層の評価が可能なマルチレイヤー観

測井の設計評価を行う。また、観測井構築時のサンプリングデータ、掘進データおよび運用後の

計測データを分析し、マルチレイヤー観測井の有効性について評価を行う。 
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③地下水管理のための観測井データ解析と継続利用可能な帯水層の特性研究 

 （担当：(一財)地域地盤環境研究所、再委託先 大阪市立大学） 

大阪平野の特に市街地近傍は、旧淀川の河床及びその氾濫原であり、河川堆積物が堆積する際

に比較的粗粒な砂礫層となる場合が多い。また、平野全体が沈降場であり、数百万年前以降周期

的に繰り返す海水準変動のために繰り返し海が拡大している。そのため、大阪平野中心部におい

ては、海成粘土層と砂礫層が互層状に分布する。このような堆積構造は反射法地震探査などの物

理探査結果からも理解できるが、基本的に粘土層特定とその土質特性の把握が検討項目である。 

当該地には、「関西地盤ネットワーク」協議会による、過去の地質調査や施工調査などの情報

を電子化したデータベースがある。また、地下水地盤環境の研究協議会が大阪平野内の地下水情

報を幾つか保有しており、表層から何層かの帯水層に関連する情報もある。本事業では、これら

の情報を集約するとともに、検討地域の新規情報を収集して、地質や土質特性、地下水に関する

情報を統合して、各帯水層の特性を検討する。 

 

研究内容は大きく 2つに分かれる。 

(1)観測井構築時の調査データ解析及びデータ解析による持続利用可能な帯水層の特性抽出観測

井構築時に採取した地層の土質特性調査による帯水層の特性の検討と観測井の構築後のモニタ

による各種データを合わせて、持続利用可能な帯水層の特性を検討する。 

(2)観測井構築時の地盤データ集積とデータベース化情報一元管理による特性抽出と地下水デー

タの体系的な取得、管理方法を検討する。 

 

(1)では、収集データから得られる情報と、観測井構築時に現地採取した土質試料について、

室内試験を行い砂礫層の透水性を推定するために必要なデータ(粒径分布、かさ密度等)を取得す

る。なお、原位置における揚水試験等もあわせて実施し、観測井の構築後に得られる観測データ

と合わせて、地盤特性～帯水層の流動特性の相関性についての検討を行う。また、大阪平野中心

部においては、掘進長が数百ｍ以上の地質学術調査ボーリングが実施されており、その際に採取

した地盤コア試料が博物館や大学施設において保管されている場合がある。帯水層に該当する砂

～砂礫層の部分の詳細な観察や情報とともに、コア試料からも情報を取得し、持続利用可能な帯

水層の特性を検討する。 

大阪市立大学において、保有する情報や試料の整理を行い、帯水層の特性および帯水層前後の

難透水層についての特性について検討する。 

(2)では、各機関や各プロジェクトの研究として個別に収集された既存の地下水情報及び地盤

情報に関して、統合的・一元的に管理可能なデータベース、すなわち地下水・地盤情報総合デー

タベースのシステムを開発する。この総合情報を、地下水利用の可能性評価とともに、地盤沈下

影響の評価に活用することを目指す。また、観測井構築時の原位置地盤情報及び地下水情報デー

タを追加更新することにより、総合データベースの高度化(精度向上)を図る。データベース化す

る情報は、これまでに各協議会が収集したデータの一部を変換して利用するとして、対象地域に

ついて本事業に有用な地質や構造物などの情報を新規に収集、取得してデータに追加する。大阪

地域ではかつての地下水の過剰くみ上げによる地盤沈下が多数観測され、規制や今後の地中熱利

用に際しての懸念事項となるので、地盤情報は、帯水層の関連のみならず難透水層についても収

集し、地盤沈下予測に必要なデータも取得する。また、地下水観測井で取得される各種データを

リアルタイムに監視、管理できるような観測システムについても検討を行う。 

大阪市立大学において、保有する沖積粘土層や洪積粘土層に関する地盤データ(特に試験デー

タ)、特に西大阪地域で独自の研究として実施したボーリング孔や試験データについて、情報を

取りまとめて、潜在的な地盤沈下の危険性について地域分けを行う。 

 

④観測井データ等を用いた地盤環境・事業性予測評価システムの研究開発 

 （担当：(一財)地域地盤環境研究所、再委託先 大阪市立大学、共同実施先 大阪市） 

③で集積したデータベースを基に、(1)評価手法の構築、(2)地盤環境・事業性予測評価システ

ムの開発と進める。 
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(1)評価手法の構築 

従来の地盤情報では帯水層は砂礫層として分類されているが、熱源利用の地下水管理において

は、持続可能かつ熱源利用に有効な帯水層の特徴を抽出してその分布を検討する必要がある。同

時に、帯水層上下に分布する難透水層の圧密状態を基に、潜在的に地盤沈下が発生する危険性を

把握することで、安全な地下水管理を行うことを可能にする。 

熱源利用計画時に必要となる帯水層の深度、層厚等の既知情報に加えて、観測井データの解析

結果から得られる透水性や粘土含有率等から、安定的に得られる揚水量を正確に把握すること

で、事業性の評価を容易にするとともに、帯水層の弾性係数や帯水層上下に分布する粘土層の圧

縮特性等を把握することで、地下水位や地盤沈下量等、地盤環境への影響予測を可能とする演算

手法を構築する。 

良好な帯水層は、粒度が粗く、透水性の高い地層であるとともに、このような地層が広範囲に

分布していることが望ましい。しかしながら、平野部の河川デルタ堆積物は側方への粒径変化が

激しいことが多く、側方に細粒層が存在する場合に、連続して地下水を汲み上げると時間経過と

ともに目詰まりが発生する可能性が高い。目詰まりは、汲み上げ水量や汲み上げ熱源井の径と関

係があると考えられる。このため、どの数値をどのように組み合わせて判定すれば予測につなが

るかを検討する。透水性や粘土含有率については、観測井構築時に採取する地盤試料の実測と合

わせて、粒度分布等による推定方法を検討する。このような手法の構築は、海外事例なども参考

にして取り組む。 

 

(2)地盤環境・事業性予測評価システムの開発 

構築したデータベースや上記評価手法を用いて、熱利用が可能な帯水層の位置情報を地図上に

表示、安定的に利用可能な揚水量や得られるエネルギー量、地盤沈下の可能性、さらに導入コス

トや回収年数等の採算性を試算、表示させる性能予測評価システムを開発する。 

既存の予測システムや参考となる他のデータベースについては、調査を行い当該検討地に最適

な方法を模索する。 

予測評価システムにおいては、熱源井を設置する地点の地盤沈下の潜在的な危険度を検討する

ことと、十分に還水できない場合にどの程度までの還水量で地盤沈下を回避できるかを検討する

ことが必要である。 
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表Ⅱ(3.3)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 
最終目標 

(平成30年度末) 
目標レベル設定の根拠 

①実現可能性調査 ・成果実用化時のビジネスプ

ラン、本観測方式採用時の経

済性に関する調査 

・オープンループ型地中熱シ

ステムの普及シナリオ作成 

 経済性について検討する。 

②観測井の構築技

術開発 

・採取率を向上させたサンプ

リングツール開発 

・観測井の地盤透水性評価用

フローメータを開発 

・試験観測井施工 

・開発機器改良 

・観測井構築 

・構築技術確立 

 

・土質試料採取率20～30％の

従来技術比２倍目標のサンプ

リングツールを開発。 

・透水性を連続把握できるフ

ローメータを開発。 

・観測井を施工、有効性を確

認して技術を評価する。 

③観測井のデータ

解析と継続利用可

能な帯水層の特性

研究 

・帯水層の特性抽出 

・データベース化とデータシ

ステム構築 

 

地下水管理・観

測システム構築 

大規模熱源利用可能な揚水量

の確保できる帯水層を絞り込

むための特性抽出と観測シス

テム研究を行う。 

④地盤環境・事業

性予測評価システ

ムの研究開発 

・評価手法構築 

・予測評価システム設計 

・予測評価シス

テム構築 

砂層の面的広がりと観測井

データを用いた帯水層として

の揚水能力について評価方法

を検討、一定基準を示す。 

 

 

(3.3.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成28年1月26日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(3.3)-1 に示す。 

 

 

 

 

図Ⅱ(3.3)-1 研究開発のスケジュール 

 

 

 

 

  

事業項目
H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

実現可能性調査

観測井の構築技術開発

観測井のデータ解析と継続利用可能
な帯水層の特性研究

地盤環境・事業性予測評価システム
の研究開発

観測井の構築、開発技術評価サンプリングツール・フローメータ開発

観測井データ収集・解析帯水層の特性研究

システム構築システム設計
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(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

(4.1)温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 

(4.1.1)背景と目的 

温泉は、都市部から離れた山間部や海岸部など自然が多い地域に存在することが多く、息抜き

や旅行として訪れることが多い。そのため、地球温暖化やヒートアイランド、省エネといった観

点では都市部ほど焦点はあたらないが、使用されている温熱量は非常に大きい。 

温度差エネルギーとしての温泉熱を給湯や暖房などの熱源に利用するには、熱交換器と水熱源

ヒートポンプ(以下 HP と省す)を用いる利用が可能である。または、温泉の排湯から熱回収し、

同じく水熱源 HP の熱源として利用するシステムも存在する。 

しかし、この比較的容易なシステムと思われる温泉熱利用は普及が進んでいないのが現実であ

る。この理由としては、技術的には、温泉の成分が源泉ごとに異なるため、特に、それぞれの源

泉に応じて熱交換器の腐食や湯の花等のスケール付着防止の対策を施す必要があり、システムの

一般化が困難であることがあげられる。また、メンテナンス回数の増加による運用コストの増加

という点も普及が進んでいない理由としてあげられる。 

また、温泉熱利用システムを考える際、宿泊施設単体での温泉熱利用または、浴場からの排湯

利用による熱回収を行うだけの個別建物システムよりも、高温源泉がある一定の地域に点在する

温泉街としての特徴を活かし、面的な温泉熱利用による熱供給システムも考えられる。しかし、

このような熱供給システムは、広域での大規模な省エネ・省 CO2 は図れるが、温水を供給するこ

とと、集中管理を行うが故に、保温工事を含めた配管の敷設コストが高価となってしまう点が課

題である。また、高温源泉の温泉でしか温泉熱は利用できない点も課題であり、温泉施設側とし

ては、降雪量など気象条件により、温泉の湧出量と温度が毎年季節ごとに変化することがあるた

め、枯渇が懸念される。 

そこで、本事業においては、これらの課題を解決するための温泉熱と温泉排湯のハイブリッド

方式での地域熱源水ネットワークシステムの開発を行い、従来の温泉熱利用による熱融通システ

ムに対して、図Ⅱ(4.1)-1 に示す、温泉熱と温泉排湯のハイブリッド方式での地域熱源水ネット

ワークシステムを開発し、10％以上の導入コスト低減を実現させることを目的とする。 

 

 

 
 

図Ⅱ(4.1)-1 温泉熱と排湯熱によるハイブリッド熱源水ネットワークシステム 

 

  

熱源がボイラであっても、熱交換器を用
いて上水予熱に熱源水を活用することで、
省エネ効果が得られる。
既存システムの活用により、低導入コス
トで温泉熱利用が可能

源泉の温泉熱と排湯熱のハイブリッド利
用により温泉熱利用システムを高効率化。

源泉を持たない施設や住宅、病院、ビ
ニールハウス等でも熱源水ネットワー
クを活用可能。
低温源泉を持つ施設では、温泉加温の
熱源としても活用可能。

熱源水ネットワークを活用することで、
温泉熱を地域熱利用するために、熱源
プラントを設ける必要が無く、地域熱
利用に係るコストを削減できる。
低温の熱源水を供給するため、輸送中
の熱損失は小さい。

高温源泉と熱源水を熱交換し、温泉熱を熱
源水ネットワークを介して地域供給。温泉
は、浴室で使用する温度まで調整する。
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(4.1.2)研究開発の概要 

本研究開発では、温泉大国である我が国に適した温泉熱の面的な有効利用を実現し普及させる

ため、温泉熱利用に適した、ハイブリッド熱源水ネットワークシステム及び流下液膜式熱交換器

の開発と、熱源水を循環させるための、ハイブリッド熱源水ネットワークシステムに適した保温

性能を持つ低コストな配管の規格化を目指す。また、ハイブリッド熱源水ネットワークシステム

のシステム評価を行い、実現可能性調査を実施する。調査の結果から、開発する熱交換器や配管

を用いて実フィールドでの実証試験を行う。 

研究開発項目としては、調査、個別技術の開発、実フィールドでの実証試験、システム評価に

分類し、開発メンバーの相互協力により各研究開発を進める。 

温泉熱利用に適した熱交換器等の低コスト化、規格化を可能にする要素及びシステム技術を研

究開発し、従来システムと比較して、温泉熱を地域利用するためのトータルシステムの導入コス

ト低減を可能とする以下の技術開発を行う。 

 

(1)調査 

(1-1)温泉熱及び他熱源利用も含めた熱源水ネットワークシステムの事業採算性を見極めるための 

     実現可能性調査（担当：(株)総合設備コンサルタント、大阪市立大学） 

実現可能性調査を行い、ハイブリッド熱源水ネットワークの実用システム導入によるユーザー

のコストメリットを従来採用される集中プラント型のシステムと比較検討し、最適な実用化シス

テムと実証装置の規模及びその前提条件、運用条件を明確にする。また、システム各構成要素の

目標コスト、技術課題を整理して実用システムとして採算が取れる価格の見通しを平成27年1月

末日までに提示する。 

 

(1-2)温泉街における宿泊施設のエネルギー利用実態調査 

 （担当：大阪市立大学、(株)総合設備コンサルタント） 

熱源水ネットワークの詳細な導入効果を検討するため、温泉施設モデルとして、実フィールド

を予定している地域における２施設以上の温泉施設の熱源システムの現状調査を行い、使用して

いるエネルギー消費量を把握する。なお、計測のためのセンサーは、運用中の施設に一時的に設

置しているため、研究開発終了後に現状復帰をするため撤去する。 

 

(1-3)材料浸漬試験によるメンテナンスコスト低減のための温泉熱利用流下液膜式熱交換器用材料の調査 

    の調査と選定（担当：(株)総合設備コンサルタント、大阪市立大学、再委託 (株)メタル・テクノ、 

   東山工業(株)） 

塩化物泉や硫酸塩泉など、大きく大別される泉質にて、熱交換器材料(チタン、ステンレス、

樹脂等)のテストピースを製作し、全国６施設以上に設置して、浸漬試験を行う。また、水質の

成分分析調査を実施し、各材料の腐食やスケール付着状況を把握する。これにより、各泉質温泉

に適した流下液膜式熱交換器に適合する材料を選定し、低コストの熱交換器の開発に活用する。 

また、様々な成分を処理する濾過機等の機器に用いられる材料について、腐食やスケール付着

に関する知見のヒアリング調査する。 

 

(1-4)国内外温泉熱利用及び熱源水ネットワーク導入技術動向調査（（担当：(株)総合設備コンサルタント、 

    大阪市立大学、再委託 (株)メタル・テクノ、東山工業(株)、大日本プラスチックス(株)) 

本技術開発で開発するハイブリッド熱源水ネットワークシステムを低コストで汎用性のあるも

のとして確立するために、国内技術の調査を行い、温泉熱利用における知見や課題点を調査す

る。北海道洞爺湖の排水熱を利用した集中プラント型や群馬県の草津温泉の温水熱供給事業等、

また、熱源水ネットワークに関してカナダのウィスラー選手村等における熱源水ネットワーク導

入事例等を調査し、本プロジェクトにおける技術開発へ役立てる。 

 

(2)個別技術の開発 

(2-1)温泉熱利用に適した熱交換器の低コスト化と高効率化（(株)総合設備コンサルタント、大阪市立大学、 

    再委託 (株)メタル・テクノ、東山工業(株)、大日本プラスチックス(株)） 
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均一な流下液膜の形成が可能な構造の流下液膜式熱交換器を開発し、熱交換効率を向上させ、

低コストの流下液膜式熱交換器の製造方法を確立する。 

温泉熱利用によく使われる熱交換器は、泉質の成分を考えチタン製のプレート熱交換器が多

い。しかし、源泉温度の低下に伴い、源泉の不溶成分がプレート熱交換器内部に析出・堆積して

しまい性能低下を起こし、頻繁な洗浄が必要となる。そのため、性能維持管理費がかかり、運用

コスト高となる。また、伝熱性能の高いプレート式熱交換器は一般に圧力損失が大きく、温泉熱

利用を行う場合、湯の花による目詰まりによりさらに圧力損失は大きくなる。それに伴い、搬送

動力も大きくなる。 

これら課題を解決するために、本提案での温泉熱利用には、流下液膜式熱交換器を開発する。 

流下液膜式熱交換器では、他の熱交換器と比較して少流量で熱交換を行うことができるよう

に、伝熱管内に熱媒体を流し、伝熱管外表面に潜熱交換流体(温泉)を液膜状に流下させる。ま

た、プレート式熱交換器の様な目詰まりによる圧力損失を抑制させ、かつ、自浄作用機能を持た

せるため、伝熱管表面を自然流下させる。 

 

(2-2)高効率化のための浴室排湯からの上水予熱用熱交換器の開発  （担当：大阪市立大学、 

    (株)総合設備コンサルタント、再委託 (株)メタル・テクノ、東山工業(株)） 

温泉は季節によって温度が変動し、年間の降雪量や降雨量に影響を受けて源泉の量が変動す

る。そのため、温泉熱利用を最大限に行いシステム全体の安定性、安全性の確保のため、温泉を

浴室で使用した後の排湯の活用した、熱源水ネットワークの高効率化技術を開発する。  

図Ⅱ(4.1)-2 の様に、高温源泉を用いた熱源水の加温の前に排湯による熱源水の加温で、シス

テム全体の効率を向上させる。排湯による熱源水の加温では、流下液膜式熱交換器を適用する。 

また、温泉排湯と浴場へ供給される給湯の排水系統が別となっている場合、排湯の温泉熱を活

用してヒートポンプで使用する上水を加熱することで、ヒートポンプにおける加熱量を削減す

る。上水予熱システムとしては、排湯温泉熱の浴室床に熱交換器を設置することができる熱交換

器を開発し、熱回収を行う。浴室の下部に熱交換層を設け、浴室の下部空間にて熱交換を行い、

熱損失を小さくする。また、熱交換面を洗浄する機構を設け、さらに浴室のフロア床を開放する

ことにより容易に清掃が可能で熱交換性能の維持を行う。 

 

 
 

図Ⅱ(4.1)-2 温泉排湯による温泉熱利用高効率化のための熱源水予熱及び上水予熱システム 

 

 

(2-3)低コストの保温性のある配管と継手の開発（担当：(株)総合設備コンサルタント、再委託 大日本プラス 

    チックス(株)、東山工業(株)） 

樹脂配管等を用い、保温性のある配管及び配管同士の継手部材を低コストで開発する。 

流下液膜式熱交換器により、
熱利用（熱源水加熱）

高温源泉で熱源水を加
熱する前に、排湯を用
いて加熱する。

排湯温泉熱利用熱交換
器により上水予熱。熱
源の高効率化。

温泉
熱利用

源泉

高温源泉
42℃以上

給湯

～35℃

暖房

浴場

温泉熱利用

排水

排湯利用

蓄熱槽

60℃

ヒート
ポンプ

温泉槽

熱源水ネットワーク

高温側

低温側

排水

上水
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一般的な集中プラントからの温水供給システムにおいては、供給温度が高く熱損失が大きいた

め、高価であっても高い断熱性能を有する配管が必要である。しかし、本事業で開発の熱源水

ネットワークシステムでは、熱源水の温度は上記集中プラント型の温水に比べて高温ではなく、

熱需要先までの熱損失は小さい。熱源水ネットワーク配管が長距離であっても、温泉熱と排湯を

利用することにより、各宿泊施設が熱供給施設として存在し、温度レベルの回復が可能であり、

高断熱性の配管とする必要はない。そのため、低コストである程度の保温性がある配管を開発す

る。 

 

(2-4)個別技術の小規模性能把握試験装置の構築  （担当：(株)総合設備コンサルタント） 

温泉熱利用システムを構築するために必要な個別技術についての性能把握試験を実施する。性

能把握試験装置は、熱源水と熱源を一定温度で循環させ、流下液膜式熱交換器の性能や均一な液

膜構成状態などを把握する試験装置と、配管の保温性を把握するため、管路内を一定温度の水を

通し、その熱通過率を計測できる試験装置、及び圧力試験等が行える試験装置を構築する予定で

ある。 

 

(3)実フィールドにおける温泉熱利用システムの導入効果試験  （担当：(株)総合設備コンサルタント、 

   大阪市立大学、再委託 (株)メタル・テクノ、東山工業(株)、大日本プラスチックス(株)） 

開発する熱源水ネットワーク用配管を用いて、分散している熱源を繋ぎ、低コストで構築可能

なハイブリッド熱源水ネットワークシステムを開発し、その実証試験を行う。 

個別技術の規格化と低コスト化を行い、それらの技術を組み合わせた地域熱源水ネットワーク

システムにより、トータルシステムのコストダウンを図り、単純な一元管理による温泉熱利用の

熱供給システムに対し、10％の導入コストの低減を目指す。 

 

(4)システム評価 

(4-1)温泉熱及び他熱源利用も含めた熱源水ネットワークシステムの事業採算性を見極めるための実現可 

    能性調査  （担当：(株)総合設備コンサルタント、大阪市立大学） 

「温泉熱及び他熱源利用も含めた熱源水ネットワークシステムの事業採算性を見極めるための

実現可能性調査」の結果をベースにシステム評価を行い、導入コスト 10％低減、一次エネルギー

消費量 20％低減を示す。 

本提案で考えられるシステムは、個別技術の適用場所やその組み合わせによって、複数パター

ンのシステム構成が考えられる。このようなシステムの複数パターンについて経済性、展開性を

検討し、事業化に有望なシステム構成を示し、システム導入効果の一般化を目指す。また、通常

の設備や配管を用いた場合に比べて本事業で開発する熱交換器や、配管の導入コスト、運用コス

トを含めたトータルコストの比較検討を行う。 

 

(4-2)GIS を用いた採算性の取れる温泉熱利用熱源水ネットワーク適用可能エリア検討手法の開発 

   （担当：(株)総合設備コンサルタント、大阪市立大学） 

温泉街においては複数の温泉源が存在することが多い。それらの温泉源を熱源として熱源水

ネットワークを用いて地域熱利用する場合、配管工事費を低コスト化しても、ネットワーク配管

が長くなるほど配管敷設費は増大する傾向は変わらない。また、断熱性能の良い配管でも、管路

長が相当の距離となれば、熱損失が発生する。本研究開発では、温泉源が存在する位置と熱需要

施設の位置関係等を考慮して、GIS(地理情報システム)を活用し、採算性の取れる温泉熱利用熱

源水ネットワークの適用可能エリアを検討する手法を開発する。 

 

(4-3)運用段階を想定した採算性の取れる事業スキームの検討 

    （担当：(株)総合設備コンサルタント、大阪市立大学） 

ハイブリッド熱源水ネットワークシステムを導入する地域では、ユーザーは、温泉熱を供給す

る施設と熱を使用する施設との熱量に対する課金制度についても、従量制による方式や、運営会

社として、特定目的会社の設立など事業化には重要な検討を行う必要がある。そのため、システ

ム検討、基本設計、実施設計、施工、運用までの各段階における実施主体の体制や、構築するシ
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ステムの所有事業者、責任分担、法的な規制の検討、エネルギー会社等へのヒアリングなどから

事業化スキームを提案する。 

 

 

表Ⅱ(4.1)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①実現可能性調査
の実施 

実用システムとして採算が取
れるコスト見通しを平成26年
度内に立てる。 

 ハイブリッド熱源水
ネットワークシステ
ムにおいて、従来の
集中プラント型熱供
給システムに比べ
て、システム導入が
促されるコスト低減
とした。 

②液膜式熱交換器
の低コスト化と高
効率化技術開発 

流下液膜式熱交換器を１パ
ターン以上試作し、理論的及
び基礎的試験により、５万円
/kW以下を示す。 

温泉熱利用に適した流下液
膜式熱交換器を開発し、実
証試験により、コスト３万
円/kW以下を達成する。 

③保温性のある低
コスト配管の開発
とその接続継手の
開発 

熱源水ネットワーク配管及び
熱源水ネットワーク用配管継
手を各２パターン以上試作
し、配管と継手のコスト合計
が５万円/ｍ以下を示す。 

熱源水ネットワーク配管及
び熱源水ネットワーク用配
管継手を開発し、実証試験
により、コスト合計が５万
円/ｍ以下を達成する。 

④浴場における排
湯熱直接回収用熱
交換器の開発 

上水予熱熱交換器の小型試作
器の仕様を３パターン以上検
討し、１パ夕ーン以上試作、
①で掲げた目標コストの見通
しを示す。 

排湯熱直接回収用熱交換器
のシステムの実証試験で、
①で掲げた目標コストを達
成する。 

⑤システム導入適
用可能エリア検討
システムの開発 

 
実証試験により、熱源水
ネットワークシステムが、
従来の集中管理方式システ
ムに比べて、導入コスト
10％低減を達成する。 

 

(4.1.3)事業スケジュール 

本事業の研究期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日までで、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(4.1)-3 に示す。 

 

 

図Ⅱ(4.1)-3 事業スケジュール  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①実現可能性調査

②流下液膜式熱交換
器の低コスト化と高効
率化技術開発

③保温性のある低コ
スト配管の開発とその
接続継手の開発

④浴場における排湯
熱回収用熱交換器の
開発

⑤ハイブリッド熱源水
ネットワークシステム
の実フィールドにおけ
る導入効果検証

実現可能性
調査

熱交換器試作・性能評価

エネルギー利用実態調査

小型実験器
試作・評価

構成部材試験
改良・低コスト化検討

断熱性能試験 改良・性能試験、コスト検討
材料調査
配管・継手設計

試作・ラボ試験
施工性検討

改良・性能試験、コスト検討
仕様検討

試作・ラボ試験 熱交換器試作・性能
評価

試験システム
構築

実フィールド試験
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(4.2)都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 

(4.2.1)背景と目的 

地中熱、太陽熱、雪氷熱等の再生可能エネルギー熱利用においては導入コストや運用コストが

高いことが課題として挙げられる。本事業では、そこで、雪氷熱利用技術開発でコストダウンを

促し、雪氷熱利用の普及拡大に貢献することを目的とする。 

北海道を初めとする積雪寒冷地では、多額の税金を投じて道路除排雪事業を行っており、都市

部では、人口一人当たり１万円程度の除排雪費用を投じている。年々堆積場の確保も困難にな

り、排雪運搬コストは上昇傾向で、排雪堆積場へ排雪を運搬した後は、雪はそのまま放置して融

解させており、再生可能エネルギーである雪の冷熱エネルギーが全て無駄になっている。ただ運

んで解かしてしまう現状の仕組みは、エネルギー的に“もったいない”状況である。 

このもったいない雪堆積場の汚れた除排雪を使用可能にする高効率な雪氷熱交換技術や集雪・

貯雪方法の最適化による雪冷房システムの研究開発を行い、システムの導入コスト及び運用コス

トを大幅に低減する。本事業では雪冷房システムの適用先として、必ずしも都市中心部に存在す

る必要がなく、冷熱需要が大きなデータセンターに対して都市排雪を用いて冷房する。また、こ

の冷熱とデータセンターから排出される未利用の廃熱を有効活用し、熱利用トータルシステムを

構築する。 

美唄市、株式会社雪屋媚山商店を中心とする美唄自然エネルギー研究会によるホワイトデータ

センター構想では、市の道路除排雪を受け入れ、不足分は周辺から雪を購入するなどして調達す

る。雪山を擁する熱供給事業として、データセンターや周辺施設に、安価に熱を売却し、また、

データセンターなどから排出される廃熱を買い取り、需要施設に再分配販売する。雪冷熱と産業

廃熱を核とした熱の相互利用による産業クラスター形成を目指す。美唄は、世界で初めて市民が

持ち込んだ雪を購入する事業が開始され、世界でもっとも除雪の行き通った冬でも快適な街を目

指す。これを「美唄モデル」とし、全国の積雪寒冷地に普及していく。 

(4.2.2)研究開発の概要 

現状利活用する事が極めて困難な都市部の除排雪を集雪して構築した雪山を活用可能な雪冷房

システム技術を開発し、雪を選別して新たに集雪・築山する従来方式に比べ、設置・運用コスト

を 30％削減する。一般的なデータセンターへの設置を前提とした場合においては、暖房機能の開

発により、雪を選別して新たに集雪・築山する従来方式に比べ、トータルシステムの設置・運用

コストで 50％削減することを目標とする。 

また、雪冷熱・産業廃熱を利用した作物栽培システムや陸上養殖システム等の検討を通じ、都

市除排雪を利用した相互供給型事業モデルの実現性を評価し、トータルコストで 30％以上削減し

て、事業化の目処を立てる。 

①都市部の除排雪を使用可能な雪氷熱集熱方法及び集熱設備の開発 

一般的に雪の保存に使われる貯雪庫に代えて、本事業ではそれより構築費用の安い雪山貯蔵方

式(以下：雪山)を採用するが、本事業の最も重要なポイントは、行政の排雪予算を集雪コストに

転嫁することにより、雪山構築コストを大幅に低減することである。 

一方で、雪山は雪堆積場の機能を兼ね備える必要があり、雪堆積場としての構造的強度の確保

と、排雪の中の不純物に耐えうる熱交換システムの開発が必要であるが、これらによる建設費の

コストアップを含めてもトータルの設置コストを大幅に低減した雪冷房システムを開発する。 

試験に用いる雪山下の熱交換路盤のモジュールサイズは 10ｍ×10ｍとし、各モジュールも雪山

下部に熱交換パイプを埋設し、循環ポンプ、攪拌回路を設置する）。熱交換パイプは、腐食しな

い架橋ポリエチレン管とし、土砂や融雪剤に代表される雪中の不純物による悪影響を最小化す

る。熱交換パイプの上層には、ダンプカーなどの車両荷重(要求強度 20ton/㎡)と熱交換機能の確

保のため、透水性、耐荷重性を兼ね備えた舗装材を敷設する。この舗装材には、アスファルトに

較べて構造強度が高く、空隙率もアスファルトの 17％に対し、約 40％と高い浸透性を有するホ

タテの貝殻再生材を用いる。同材はアスファルトより透水性が高く、熱交換効率の向上が期待さ

れる上に安価である。また、アスファルト材の様に施工時に高温とならないため、耐熱性の低い

架橋ポリエチレン管の被覆材として適している。構造的強度を更に高めるために、繊維補強材混

入を計画する。配管の径や設置間隔、設置段数(２段の場合は直行方向に積み重ねる)、補強材の
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混入量については、平成 26 年度内の FSにおいて、熱計算および、設置コスト、施工性等の検討

を実施して決定する。 

FS においては、雪下路盤を想定した試験体(テストピース)を作製し、外部試験機関において透

水性能ならびに構造強度に関する試験の評価を実施する。また、都市除排雪中に含まれる不純物

により、透水性能に影響がないかどうか、舗装内部の目詰まりの影響、洗浄による性能の回復効

果などについても、テストピースを作製し透水試験、洗浄試験を実施する。 

上述 FS を経て、小規模実験として試験装置を設置し、細部の施工性を確認、上部に除排雪を

堆積し、27 年度夏期後半に 1ヶ月間程度、冷熱の抽出試験を実施し、熱交換性能を測定する。27

年度の冷房期終了後、実証試験設備として拡大整備する。モジュールを２面増設し、実証試験設

備として、おおよそ 45ｍ×35ｍ、高さ 4.5ｍの大きさの雪山(データセンター実証設備において

の 1シーズン分の冷房利用雪量を確保する大きさ)を構築する。 

雪山下部の熱交換部の試験体は、FS の試験体モジュールに加え、より高性能のモジュール１

面、対照実験モジュール１面の合計 300 ㎡を製作し、周囲に土手を盛り、雪堆積場として使用可

能なように整備する。27年度末の冬からは、通常の雪堆積場と同様に、散水凍結を行い、ダンプ

カーの車路を形成しながら雪山を築造する試験運用を実施する。対照実験区は、従来の雪山下構

造とし、雪解け水を舗装面で受け止め、熱交換器により熱交換後、再度雪山下へ冷水を戻す冷水

循環方式である。 

本研究開発では、従来方式も含め３パターンについて試験・評価し、各々熱回収効率(単位面

積あたりの冷熱出力)と施設整備コスト(単位面積あたりの施工金額)の関係、雪水の散水流量の

最適値等を整理する。 

毎シーズン、冬期には上部に雪を堆積し、夏期には雪からの冷熱回収(＝雪冷房の冷熱供給)を

実施する。初年度は本事業で手配する運搬車両により道路排雪を搬入するが、27 年度以降は、美

唄市の道路除排雪システムの改革により排雪の一部を持込み堆積し、下部構造の強度について検

証を行う。 

 

②フリークーリングを併用したハイブリッド雪冷房システムの設計 

本事業で開発する熱利用システムを図Ⅱ(4.2)-1 に示す。冷熱の供給源として、都市排雪を利

用した雪冷房のほか、外気による冷却システム(フリークーリング)を併用し、外気温度の状況に

より冷却熱源を切り替える。 

本研究開発項目は、図Ⅱ(4.2)-1 中、「冷熱回収システム」の部分にあたる。冷房利用する雪量

を極力減らし、雪山の大きさを小さくすることで建設コストの削減を目指す。外気温度が低い時

(春秋期および夏の夜間など)は外気により循環水を冷却するフリークーリングシステムを用い、

雪冷房とフリークーリングの併用による冷房(ハイブリッド)を開発する。未利用エネルギー(外

気熱利用)等の併用による高効率化を図り、通年で冷房が必要なデータセンターにおける冷房熱

源と対応熱源の年間稼働スケジュールを想定し、適切なシステムを設計する。本事業では、実際

に美唄の気候下で、フリークーリングで冷熱がまかなえる運転時間や供給熱量、雪の冷熱利用量

を実測し、今後の設計指標を得る。数値目標として、雪量を 70％削減(年間を通じて全て雪冷房

により冷却した場合と、使用する雪の重量で比較)し、その削減コストの範囲内でフリークーリ

ングの建設コストを補填した上で、トータルとして 10％のコスト削減を行う。 
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図Ⅱ(4.2)-1 雪冷房と産業廃熱による熱供給システム 

 

 

③サーバ廃熱を活用して冬期の居室暖房需要に対応するハイブリッド雪冷房システム暖房システムの 

併用方法の設計 

本研究開発項目は、図Ⅱ(4.2)-1 中、「温熱（廃熱）回収システム」の部分のデータセンター

サーバ上部に設置される放熱コイルを中心とした設備機器の開発である。 

雪冷房によりサーバを冷却するための冷却コイルや配管は、夏期のみに使用される機器であ

り、年間を通じての稼働効率を上げ、コスト低減を図るため、冬期にサーバからの廃熱回収用の

コイルとしても利用できるよう研究開発を行う。熱回収の効率やコスト、サーバへの適応性など

研究し、その運転の柔軟性(サーバ室の冷房需要と居室の暖房需要量の変化への対応柔軟性)や経

済性を試算し、実用化を目指す。これらの数値を正確に掌握することで、将来的な廃熱の販売価

格を決定する際の指標とする。 

サーバ排気は、35℃を目標に制御し、低コストにおいて、できるだけ温度の高い(35℃に近い)

廃熱回収を行うための研究開発を行う。廃熱回収のシステムを別途構築する場合と比較して、

10％のコスト削減を目標とする。 

④データセンターにおけるフリークーリング併用雪冷房システムの運用技術の検討 

事業形態の異なる IT 事業者２社により、各々の事業立場において、排雪を利用した雪冷房と

サーバ廃熱を回収する低コストデータセンターを開発する。 

従来型データセンターでは、電気冷凍機による多量の電力を消費するため、多量で安定的な都

市排雪を活用した低ランニングコストの超高効率データセンターを研究開発する。雪冷房を導入

したデータセンターは、世界に例がないため、本研究開発では、経済優位性の立証、サーバ機器

の安定稼働を実証し、雪冷房の適応性の実証を行う。 

フリークーリング併用雪冷房システムをデータセンターに適用する際、24時間 365 日稼働し続

けるサーバに対して、室内温度は 25℃以下で維持するものとし、コールドアイル側からサーバに

25℃で供給され、ホットアイル側に 35℃で排気する目標とする。また、相対湿度は 20～80％を

適切環境とする。サーバ内部の通過(冷却)空気量を制御し、雪冷熱による冷却が、サーバ機器の
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安定稼動に適した上述の適正範囲を通年で維持できるように、温度分布の偏りを解消した最適な

温度・湿度・風量コントロールの検討等を通じて空調仕様や運用方法を検討する。 

本研究では、20 万トンの都市排雪を利用したデータセンター単体で、首都圏に建設される従来

型データセンターの空調コスト(空調設備のイニシャルコストと 15 年のランニングコストの計)

に比較し、50％の削減を目標とし、都市排雪利用型雪冷房を導入したデータセンターの優位性を

開発成果として得る。また、データセンターの高効率エネルギー運用の指標として、PUE＝1.1 以

下を目指す(PUE＝1.1 とは、データセンターサーバの運転用電気エネルギーを 100 とした場合、

空調などのサーバ運転以外に利用される電力消費が 10であるという意味）。 

平成 26 年度は FS を行う。システム設計結果を元に、目標の達成可能性を試算し、民間企業に

おける経済的導入可能性につき平成 26年度にとりまとめ、経済的導入可能性を証明する。経済

的導入可能性が証明されたら、平成 27年度以降、実証システムの設計・製作、実証実験を実施

する。 

研究開発設備として、実験棟(試験用サーバ室と機械室)を建設する(担当：(株)雪屋媚山商

店)。データセンターを想定した実験棟の大きさは、112 ㎡(10.3ｍ×10.8ｍ）。内部には、コン

ピューティングサーバを格納するラックを 20(OCP サーバ 1ラックを含む)収容し、(株)共同通信

デジタルと NHN テコラス(株)が一般的 1Uサーバ格納用として 10ラック分ずつ実証利用する。

サーバについては、各々自社仕様のものを提供する。NHN テコラス(株)では、OCP サーバ 1ラッ

クを用いて OCP の雪冷房の適応性についても研究開発する。OCP サーバは、Facebook 社が導入し

ている仕様で、今後、海外において導入が加速し、日本国内で使用されていくであろうことか

ら、事業終了時の５年後の事業化を見据えて技術開発を行う。 

(株)共同通信デジタルは、世界規模の報道通信網を背景とした高速ビッグデータ処理関連の立

場からの実証を行い、NHN テコラス(株)は、ホスティング事業を基軸とした次世代データセン

ター運用設計関連の検証を行うとともに、高密度化する OCP(Open Compute Project)準拠サーバ

に対して、雪冷房と廃熱回収の高効率熱利用空調システムとのベストミックスを研究開発する。 

 

平成 27 年度以降の実証開発においては、それぞれの立場より以下の研究開発を実施する。 

1）用意した計測ツールを用いて、年間を通しての消費電力のデータの計測を行う。 

2）現在運用しているPUE値 1.8のデータセンターに対し、雪冷房、外気冷房技術を用いて冷却媒

体温度、給排気量、圧力等調整し、実験用 DC の PUE 値 1.3 以下を目指す。 

3）DC の吸排気機構に加え、ラック周囲環境の状態を元にラック内蔵の送風ファン、サーバ内蔵

送風ファン回転数と DC 側送風ファンもしくは冷却水ポンプ出力を総合的調整し、PUE 値 1.1 を

目指す。 

4）さらにCPU温度の高いサーバ上のアプリケーションインスタンスをCPU温度の低いサーバへリ

アルタイムマイグレーション仕組みを開発し、冷却対象であるサーバの CPU 温度の平均化する

事によって冷却媒体の効率的利用を測り、PUE 値を 1.1 未満とする事を目標とする。 

⑤コスト削減見込み量の試算 

上記①、②、③のシステム設計結果を元に、目標の達成可能性を試算し、民間企業における経

済的導入可能性につき平成 26年度末を目途にとりまとめ、その経済的優位性を立証する。比較

対象として、従来型の雪山システム(対照実験区と同仕様)で、雪量 8万トン(美唄市の平年の排

雪量)の規模の施設を設計し、イニシャルコスト、ランニングコストを積算して比較する。平成

26 年度の試算においては目標を、従来型雪冷房のトータルコスト(雪山を併設した雪冷房導入施

設の雪冷房部分イニシャルコストと 15年間のランニングコストの計)に対し、25％の削減を目標

とする。その後、実験による実証、更なる改良、改善を検討し、平成 30年度には、トータルコ

ストに対し、30％の削減を目標とする。 

経済的導入の可能性を示したうえで、各々実証実験の実施に移行する。 

⑥雪冷熱・産業廃熱を利用した相互供給型事業モデルの検討 

データセンターから回収したサーバ廃熱と雪氷熱を利用した、作物栽培システムや陸上養殖シ

ステム、雪風による低温乾燥システムの実用化可能性検討を行い、それぞれのシステムでのエネ

ルギー削減効果を定量的に算出し、設置・運用コスト 10％削減の可能性につき平成 26 年度にと

りまとめ、その目標達成見込みを立証し、個別に実証実験を行う。 
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1）雪冷熱・産業廃熱を利用した作物栽培システムの開発（担当：(株)雪屋媚山商店、(株)ズコーシャ） 

作物の品質や収量、ボイラーに要する燃料等を基に、ボイラー熱利用施設に対する廃熱・冷

熱利用棟でのエネルギー削減効果を定量的に算出するとともに、廃熱・冷熱を利用した作物栽

培システムを研究開発する。 

 

2）雪冷熱・産業廃熱を利用した閉鎖循環式陸上養殖工場の開発 

  （担当：(株)雪屋媚山商店、(株)環境技術センター） 

従来、採算性が低かった陸上養殖施設において、雪冷熱と廃熱エネルギーの有効利用によっ

て、コスト削減を目指すとともに、水温制御方法の違い(水温調(直接制御)と空調(間接制御))

を比較することによって、水温調と空調のベストミックスによる効率的な水温制御システムの

開発を目指す。 

 

3）雪乾燥装置の開発(担当：室蘭工業大学) 

都市排雪からの冷熱と産業温廃熱を組み合わせた、雪風による低温乾燥の技術開発を行う。 

 

⑦都市除排雪の利活用システムの検討 

都市部の除排雪を使用可能な雪氷熱集熱方法の開発として、プロジェクト期間(26 年度～30 年

度)において、美唄市関係部署(経済部、都市整備部等)及び市内関係団体(除排雪協議会、建設業

協会等)等と協議を行い、プロジェクト委員会、外部有識者、関係機関の助言等を踏まえて、効

率的な除排雪体制の検討及び試算等を行う。 

具体的には、 

・効率的な除排雪体制の検討組織の構築 

・除排雪体制及び方法等の見直しによる効率的な集雪システムの検討 

・市の除排雪事業の範囲内における排雪の無償提供の検討 

・自治体等の関係機関に対して、雪エネルギー利用への理解と協力を求め、効率的な集データ 

  センターから回収したサーバ廃熱と雪氷熱を利用した、作物栽雪システムの構築。 

 

各々単体(熱供給事業、データセンター事業、周辺施設事業)で事業性を検討し、事業体内の、

雪冷熱の取引価格、廃熱の取引価格、外部からの雪の購入価格などを試算し、適正価格を定める。

冷熱の価格は、電気料金ベースに比べ 50％の削減、産業廃熱の価格は、灯油ベースに比べ 30％

の削減価格を目指す。 

 

⑧全空気式冷熱回収方式の検討 

空気式冷熱回収方式について開発検討を行う。都市排雪を利用した雪貯蔵設備によるデータセ

ンターの空調において、冷熱回収に空気を媒体とした全空気式冷熱回収方式を採用した場合、外

気を雪で直接冷却してサーバ室へ導入する際、調湿が必要となる。気化熱を利用した水噴霧冷房

を併用しつつサーバ室の環境維持するシステム開発を行って設計指標を作成する。その上で、本

事業で採用する冷水循環方式と比較し、都市排雪を利用した雪山からの熱回収方式について設計

指標を得る。 

 

⑨ホワイトデータセンター構想の地域経済効果に関する検討 

(株)雪屋媚山商店と北海道情報大学との共同研究とする。経営学的・経済学的な知見より、本

事業で提案するビジネスモデルが道内及び国内の自治体で実現した場合の経済効果分析を産業連

関分析等の手法を用いて、生産誘発効果、雇用効果、税収効果などを定量的に検討・評価する。 

経済評価報告書をアウトプットとし、地域経済効果として 300％の効果を目指す。 
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表Ⅱ(4.2)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 
中間目標 

(平成28年度末) 

最終目標 

(平成30年度末) 
目標レベル設定の根拠 

①都市部の除排雪を
使用可能な雪氷熱集
熱方法及び集熱設備
の開発 

FSにより都市排雪から冷熱
を回収する雪山下路盤の
仕様を検討し、実証試験に
よって、性能を確認する 

雪堆積場として利用でき
る強度を確保した上で、
高い熱交換性を持つ路
盤をより安価に開発す
る。 

雪堆積場機能保持のため、
20ton/㎡以上の耐荷重性を保
有し、汚れた都市排雪から効
率良く冷熱回収できる性能を
持つ雪山下路盤開発が必要。 

②フリークーリングを
併用したハイブリッド
雪冷房システムの設
計 

雪量を70％削減し、その削
減コスト範囲内でフリー
クーリングの建設コストを補
填した上で、トータルコスト
10％削減。 

低コスト化、効率向上に
より、トータルコスト10％
以上削減。 

サーバ給気を25℃設定する場
合、外気温度が低く外気冷却
が可能な期間をフリークーリン
グ使用として雪量を減らし、雪
山造成コスト、雪山下路盤整
備コストの削減を見込む 

③サーバ廃熱を活用
して冬期の居室暖房
需要に対応するハイ
ブリッド雪冷房システ
ム暖房システムの併
用方法の設計 

廃熱回収のシステムを別途
構築する場合と比較して、
コスト10％削減。 

低コスト化、効率向上に
より、トータルコスト10％
以上削減。 

冬期にサーバ廃熱回収用のコ
イルとして利用し、通常夏期し
か使われない冷却コイルや配
管の稼働効率を上げ、コスト低
減を図る。 

④データセンターに
おけるフリークーリン
グ併用雪冷房システ
ムの運用技術の検討 

都市排雪20万トンを利用し
たデータセンターで、従来
型首都圏データセンター
に比較して空調コスト50％
削減。また、PUE＝1.1以下
とする。 

低コスト化、効率向上に
より、トータルコスト10％
以上削減。 

従来型データセンターでは、
電気冷凍機による電力を消費
するため、多量で安定的な都
市排雪を活用した低ランニン
グコストの超高効率データセン
ターを開発する。 

⑤コスト削減見込み
量の試算 

従来型雪冷房のトータルコ
ストに対し、25％削減。 

従来型雪冷房のトータ
ルコストに対し、30％削
減。 

トータルコスト（雪山を併設した
雪冷房導入施設の雪冷房部
分イニシャルコストと15年間の
ランニングコストの計）の削減
比 

⑥雪冷熱・産業廃熱
を利用した相互供給
型事業モデルの検討 

データセンターから回収し
たサーバ廃熱と雪氷熱を
利用した、作物栽培システ
ムや陸上養殖システム、雪
風による低温乾燥システム
設置・運用コスト10%削減。 

作物栽培システムや陸
上養殖システム、雪風に
よる低温乾燥システムの
事業化検討。 

各システムの温熱源として
サーバ廃熱、冷熱源として都
市除排雪冷熱を利用し、従来
技術による施設に対し、維持
費の削減を図る。 

⑦都市除排雪の利活
用システムの検討 

都市部除排雪を使用可能
な雪氷熱集熱方法とし
て、効率的な除排雪体制
の検討及び試算を行う 

都市部除排雪を使用可
能な雪氷熱集熱方法の
開発。 

除排雪体制及び方法等の見
直しによる効率的集雪シス
テムの検討を行い、市の除
排雪事業範囲内の排雪無償
提供について検討する。 

⑧全空気式冷熱回収
方式の検討 

冷水循環方式と比較し、都
市排雪を利用した雪山から
の熱回収方式について設
計指標をまとめ 

全空気式冷熱回収方式
について開発検討を行
う。 

気化熱を利用した水噴霧冷房
を併用しつつサーバ室の環境
維持するシステム開発を行う 

⑨ホワイトデータセン
ター構想の地域経済
効果に関する検討 

 
経済評価報告書をアウト
プットとし、地域経済効
果300％を目指す。 

本事業で提案するビジネスモ
デルが道内及び国内の自治
体で実現した場合の経済効果
分析を産業連関分析等の手
法を用いて、生産誘発効果、
雇用効果、税収効果などを定
量的に検討・評価する。 
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(4.2.3)事業スケジュール 

本事業の契約期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日であり、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(4.2)-2 に示す。 

 

 

 

 

図Ⅱ(4.2)-2 研究開発のスケジュール 
 

 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

都市除排雪利用型雪
氷熱集熱方法及び集
熱設備の開発
（雪山）

フリークーリング併用
ハイブリッドシステム
の開発
（データセンター）

相互供給型事業モデ
ルの検討
（食料生産施設）

その他関連技術の
開発

ＦＳ 試験設備構築・実証試験評価

ＦＳ

冷熱供給

ＦＳ

廃熱供給

試験設備構築・実証試験評価

試験設備構築・実証試験評価

全空気式冷熱
回収方式検討

開発技術改良・検証雪乾燥技術の開発

地域経済効果検討都市除排雪の利活用システムの検討

開発技術改良・検証

開発技術改良・検証

開発技術改良・検証
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(4.3)太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発 

(4.3.1)背景と目的 

雪の多い日本海側、東北、北海道では、冬季に降った雪を雪室に貯蔵し、その冷気を夏季の冷

房に使ったり、野菜、米、酒の貯蔵に利用したりしている。この雪氷熱エネルギーを使った冷房

は適度な湿気があるため人の肌に優しく、また食品を熟成させ旨味を増す効果があるため、少し

ずつ普及している。冷気の送風のみに電気を使うため、運用コストは非常に安いが、導入コスト

の高いことが課題になっている。導入コストのうち、雪を貯蔵する雪室建築コストが半分、残り

半分が雪の冷気を居住する部屋まで送る配管、送風機、制御装置等のコストである。そのため、

この雪室の容積を削減できれば、導入コストを低減できる。 

そこで、太陽熱を使用した熱音響冷凍機で雪室を冷却してその容積を減らし、汎用のプレハブ

冷蔵庫の断熱壁を雪室用に改良し、雪室の導入コストを低減する。開発する装置の概要を図Ⅱ

(4.3)-1 に示す。熱音響冷凍機の能力は太陽熱が強い時ほど大きくなるため、雪融けを防ぐ用途

には最適である。また、雪冷房に必要な雪の量を減らせるため、雪の少ない地域にも雪冷房装置

を普及させることができる。 

 

図Ⅱ(4.3)-1 開発する雪冷房装置の概要 

 

(4.3.2)研究開発の概要 

本事業では、太陽熱を利用した熱音響冷凍機を開発し雪室を冷却して従来の雪室容積を 41.7％

削減し、低コストの汎用プレハブ冷蔵庫の断熱壁を雪室用に改良して雪室の導入コストを従来の

17.7％低減を目指す。そのために、次の研究開発を実施する。 

 

・熱音響冷凍機の開発 

太陽熱を利用した出力１ｋＷの熱音響冷凍機を設計開発する。熱音響冷凍機は、大きなパイプ

の中に小さなパイプの束(蓄熱器)を入れ、これに温度差を与えると音波が発生し、逆に音波から

温度差が発生する。そのため、図Ⅱ(4.3)-2 に示すとおり、ループ管の中に蓄熱器を２個設置し、

１個目の蓄熱器で音波を発生させ、２個目の蓄熱器で温度差を発生できるため、高熱から冷熱を

作ることができる。温度差から音波が発生する原理を図Ⅱ(4.3)-3 に、音波から温度差が発生す

冷風 

居住空間 

 

太陽

熱 

加熱 

熱音響冷凍機 

冷
熱 

雪室 

冷風 

冷熱 
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る原理を図Ⅱ(4.3)-4 に示す。図Ⅱ(4.3)-3 に示すとおり、蓄熱器に進行波音波が入力されると

パイプの中の気体は、 

1→2：高温の気体が振動により低温側に移動しながら熱を放熱する。気体の温度は下がる。 

2→3：気体は温度を変化させず壁に熱を放出し収縮する。 

3→4：低温の気体が振動により高温側に移動しながら熱を吸収する。気体の温度は上がる。 

4→1：気体は温度を変化させず壁から熱を吸熱し膨張する。 

よって閾値以上の温度勾配が存在すると音波が発生する。 

逆に蓄熱器に進行波音波を入力すると図Ⅱ(4.3)-4 に示すとおり、パイプの中の気体は、 

1→2：高温の気体が振動により高温側に移動しながら熱を放熱する。気体の温度は上がる。 

2→3：気体は温度を変化させず壁に熱を放出し収縮する。 

3→4：低温の気体が振動により低温側に移動しながら熱を吸収する。気体の温度は下がる。 

4→1：気体は温度を変化させず壁から熱を吸熱し膨張する。 

よって吸熱側では温度が下がり周囲はマイナスに冷却される。 

パイプの長さ、蓄熱器の数と位置、その径と長さを適切にし、パイプの中に分子量の小さなヘ

リウムを高気圧に封入し、パイプの直径を大きくすると冷凍能力は大きくなる。これまで、蓄熱

器の研究は進んでいるが、蓄熱器の両端を加熱・冷却する熱交換器の研究は進んでおらず、その

形状を改良することで粘性散逸を低減し、熱授受を大きくできれば、冷凍出力は大きくなる。 

 

 

 
 

図Ⅱ(4.3)-2 ループ型の熱音響冷凍機 

 

 
 

         図Ⅱ(4.3)-3 温度差から音響   図Ⅱ(4.3)-4 音響パワー入力から 

            パワーが増幅する原理          温度差が発生する原理 
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・太陽熱入熱装置の開発 

熱音響冷凍機を駆動するため、太陽熱を集熱してこれに入熱する装置を開発する。太陽熱集熱

機は、低価格で高性能の製品が普及しており、日本熱源システム(株)の太陽熱集熱機は、ガラス

製の真空集熱管の中にヒートパイプが納められており、熱の取出し部分が最高 290℃まで上昇す

る。金属製の反射板の上に集熱管を設置し、太陽光を反射させ集熱管全体で多くの熱を集める。 

 

・能動断熱技術の開発 

太陽熱を利用した熱音響冷凍機で雪室を冷却することは、壁から入ってくる熱を弱めることで

あり、能動断熱の新しい手法を提案するものである。熱音響冷凍機の冷気をどのように流せば、

最も雪融けを防ぐことができるか検討し、シミュレーションで検証する。雪冷房は居室の暖気を

ファンで雪室に吸い込み、冷たい空気を居室に送風するが、この暖気と雪室の壁から入って来る

熱によって雪が融ける。これらも考慮し、熱音響冷凍機の冷気を、①壁伝いにはわせる、②直接

冷気を雪山に吹きかける、③居室から入ってくる暖気を冷やす、など方法をシミュレーションし、

コスト面も含めてどの方法が有効か検討し、この結果を受けて実証試験装置を製作する。 

 

・実証試験装置の開発と実証試験 

雪を保存する雪室は、汎用のプレハブ冷蔵庫の壁に断熱材や断熱塗料で性能を向上させる。ま

た、太陽熱を利用した熱音響冷凍機を製作し、これを雪室に取り付けた実証試験装置を開発する。

一般家庭では、夏季の冷房として使う場合、従来60ｍ３(Ｗ4ｍ×Ｄ5ｍ×Ｈ3ｍ)の雪室が必要にな

り、これを 41.7％程度減容し 35ｍ３(Ｗ4ｍ×Ｄ4ｍ×Ｈ2.2ｍ)になっても９月末まで雪が残るか

確認する。冷凍機単体の試験と雪室に取り付けての実証試験の結果を受け、熱音響冷凍機、太陽

熱入熱装置および雪室を改良する。 

 

 

表Ⅱ(4.3)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 
中間目標 

(平成28年度末) 

最終目標 

(平成30年度末) 
目標レベル設定の根拠 

①熱音響冷凍機の

開発 

ヒータで加熱し１ｋＷの冷

熱を作る熱音響冷凍機を

開発する。 

より抵コストで高性能な熱音

響冷凍機に改良する。 

太陽熱を利用した出力１ｋＷ

の熱音響冷凍機を設計開

発する。 

②太陽熱入熱装置

の開発 

熱音響冷凍機と太陽熱入

熱装置を組合せて１ｋＷの

冷熱を得る見込みを立て、

熱音響冷凍機と太陽熱入

熱装置による雪室導入コス

トを10.3％削減するための

道筋を立てる。 

熱音響冷凍機の冷凍出力

が１ｋＷになる十分な熱を入

熱する装置に改良する。 

熱音響冷凍機を駆動するた

め、太陽熱を集熱してこれ

に入熱する装置を開発す

る。 

③能動断熱技術の

開発 

熱音響冷凍機の冷気をど

のように流せば、最も雪融

けを防ぐことができるかシ

ミュレーションで検証する。 

実証試験を行い、断熱効果

とコストを加味して最もトータ

ルコストを削減可能な冷却

方法を決定する。 

熱音響冷凍機で雪室を冷

却、壁から入ってくる熱を弱

める、能動断熱の新しい手

法を開発する。 

④実証試験装置の

開発と実証試験 

プレハブ冷蔵庫用の断熱

壁に断熱材や断熱塗料を

付加し、雪室用断熱壁に

改良する。断熱壁で中に

熱源を入れて断熱壁を評

価、雪室導入コストを7.4％

削減する見込みを立てる。 

実証試験を行い、熱音響冷

凍機を雪室に取り付けること

で雪室容積を35ｍ３に減容

しても夏季の冷房として利

用できることを確認する。太

陽熱を利用した１ｋＷの熱音

響冷凍機の開発を完了し、

これを活用して雪室導入コ

ストを17.7％削減する。 

雪を保存する雪室は、汎用

のプレハブ冷蔵庫の壁に断

熱材や断熱塗料で性能を

向上させる。太陽熱を利用

した熱音響冷凍機を製作

し、これを雪室に取り付けた

実証試験装置を開発し、実

証試験を実施する。 
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(4.3.3)事業スケジュール 

本事業の契約期間は、平成 28 年 1 月 28 日より平成 29 年 3 月 20 日であり、主な事業スケジュール

の概要を図Ⅱ(4.3)-5 に示す。 

 

 

事業項目 
H27 年度 H28 年度 H29 年度（予定） H30 年度（予定） 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 

①熱音響冷凍機の開発        

 

    

 

   

②太陽熱入熱装置の開発     
 

 

 

    

 

    

③能動断熱技術の開発      
 

     
 

    

④実証試験装置の開発と

実証試験 
        

 
   

 

   

 

図Ⅱ(4.3)-5 研究開発スケジュール 

  

設計 

設計 

試験装置開発 

試験装置開発 

シミュレーション 

改良 

改良 

改良 

低コスト雪室試作 

太陽熱利用の熱音響冷凍機の試作 

調査 雪室断熱壁改良 
実証試験・評価 
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(4.4)太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発 

(4.4.1)背景と目的 

再生可能エネルギー熱利用をより効果的に活用するため、太陽熱利用分野において、省エネ性

能判定プログラム(以下「判定プログラム」と称す)の最適化を行うことにより、トータルシステ

ムのコストダウンを図ると共に、産学協調して基盤的技術である最適化手法(シミュレーション

技術)開発によって詳細な評価方法を確立し、適切な設備選定ができるようにすることを事業目

的とする。 

 

(4.4.2)研究開発の概要 

現在、住宅等の太陽熱利用の導入検討に当たって、省エネ法で適用される簡易評価手法として

の判定プログラムがあり、各方面で利用されており今後も利用拡大が見込まれている。この判定

プログラムでの太陽熱の省エネ評価が必ずしも最適化されたものではなく、比較的過小に見積も

られるプログラムになっていることから、必要な省エネ性能を得るために算出された太陽熱設備

が大きめの規模となり、イニシャルコストが高くなる傾向がある。 

また一方、導入設計時等に必要となる太陽熱の詳細評価手法として、使用実態に沿ったシミュ

レーションの手法が確立されていないため適切な設計がされているとは必ずしも言えない実状が

ある。 

本事業においては、これら簡易評価手法、詳細評価手法をシミュレーション技術開発により確

立しようとするもので、太陽熱利用システムの性能評価を適正に行い、最適化されたシステムが

導入可能とし、導入のコストダウンを図ることを目指すものである。 

 

(1)省エネ性能判定プログラムの最適化 

判定プログラムのシミュレーションにおいて修正が必要な条件項目(集熱面積、蓄熱槽容量、

集熱性能等(以下「パラメータ」)の抽出、算定式の導出、アルゴリズムの構築を行う。上記を反

映することで判定プログラムを改良した簡易シミュレーションツールの開発を行う。 

例として現状の判定プログラムに使用されている太陽熱温水器算定式を以下に挙げる。 

 

【例：太陽熱温水器算定式】 

𝐿𝑠𝑢𝑛、𝑑=min(𝑄𝑑 、(𝐿𝑘、𝑑′+𝐿𝑠、𝑑′+𝐿𝑤、𝑑′+𝐿𝑏1、𝑑′+𝐿𝑏2、𝑑′+𝐿𝑏𝑎1、𝑑′)×𝑓𝑠ℎ)  

この算定式で、パラメーターとは以下の添え字のことを指す。パラメーター毎、内容を以下に示

す。 

 

【太陽熱温水器パラメーター】 

𝐿𝑠𝑢𝑛、𝑑 ：日付𝑑における1日当たりの太陽熱利用給湯設備による補正集熱量(MJ/日) 

𝑄𝑑 ：日付𝑑における1日当たりの基準集熱量(MJ/日) 

𝑓𝑠ℎ ：太陽熱温水器の分担率上限値 

𝐿𝑘、𝑑′：日付𝑑における1日当たりの台所水栓における節湯補正給湯熱負荷(MJ/日) 

𝐿𝑠、𝑑′：日付𝑑における1日当たりの浴室シャワー水栓における節湯補正給湯熱負荷(MJ/日) 

𝐿𝑤、𝑑′：日付𝑑における1日当たりの洗面水栓における節湯補正給湯熱負荷(MJ/日) 

𝐿𝑏1、𝑑′：日付𝑑における1日当たりの浴槽水栓湯はり時における節湯補正給湯熱負荷(MJ/日) 

𝐿𝑏2、𝑑′：日付𝑑における1日当たりの浴槽自動湯はり時における節湯補正給湯熱負荷(MJ/日) 

𝐿𝑏𝑎1、𝑑′：日付𝑑における1日当たりの浴槽水栓さし湯時における節湯補正給湯熱負荷(MJ/日) 

 

(1-1)実証実験（担当：ソーラーシステム振興協会、建築研究所) 

実証実験を行い、日々のデータを取得する。 

システム条件は、太陽熱温水器(給湯方式：接続ユニット、三方弁、落とし込みの３方式)、

ソーラーシステム(給湯方式：接続ユニット、三方弁、給水予熱の３方式)、エコキュートソー

ラーシステム(貯湯タンク２缶式と１缶式の２方式)。 

気候条件を夏期、冬期、中間期の３期として、取得するデータは、温度、流量、消費電力、補

助熱源の燃料消費量、日射量とする。 
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(1-2)実証結果の分析・解析 

(1-2-1)データの整理（担当：ソーラーシステム振興協会、建築研究所） 

それぞれの実施場所において、得られた実証結果（日々のデータ）をルールに従い分類、整理、

統合する。 

一秒ごとの取得生データ ⇒ 時間データ(1min、 1hour) ⇒ 日データ ⇒ 期データ 

項目例：日射量、集熱量、給湯負荷、補助熱源燃料消費量、各消費電力量等 

 

(1-2-2)パラメーターの追加及び修正 

実証実験取得データを用いて判定プログラムに用いられている既存のパラメーターの課題を整

理し、改善案を検討する。改善を予定する項目は以下の通り。その他、改善及び追加が必要なパ

ラメーターについては今後検討する。 

 

【パラメーター改善予定項目】 

・集熱面積    ：有効面積基準(現行)⇒総面積基準(JIS 準拠) 

・蓄熱槽容量   ：太陽熱温水器は設定なし⇒追加提案 

・給湯方式    ：分担率で新たな指標を提案 

・循環ポンプ方式 ：単純な消費電力⇒消費電力＋配管損失等も入る指標を提案 

・タンク放熱損失 ：一律値⇒他の設備に準拠した算定方法等 

・集熱器の集熱性能：一律値⇒集熱器特性値 b0、ｂ1および外気温、日射データより詳細に算出 

 

(1-3)算定式の導出（担当：ソーラーシステム振興協会、東京大学、建築研究所） 

簡易シミュレーションツールにて一次エネルギー量等のシミュレーションに必要な算定式を導

出する。現状算定式の見直しのため、修正・追加の検討が必要な情報を例示する。その他の項目

についても実証試験結果等を考慮して見直す。 

 

・太陽熱システムの分担率の見直し(現状技術は一律 0.9) 

・集熱系ＣＯＰ提案(現状技術は循環ポンプの種類別に一律 40W、80W) 

・集熱効率の見直し(現状技術は一律 0.4) 

・システム効率の見直し(現状技術は一律 0.85) 

・補助熱源推定効率提案(現状は考慮なし、他の設備機器で導入実績あり) 

 

(1-4)計算アルゴリズム構築（担当：建築環境・省エネルギー機構（以下「ＩＢＥＣ」）） 

住宅全体及び他のエネルギー使用設備との算定式、パラメーターの整合、統合を図る。また、

決定した算定式、パラメーターを用いて判定プログラムへ反映させるためのアルゴリズムを構築

する。 

 

(2)最適化手法（シミュレーション技術）開発（担当：名城大学） 

(2-1)詳細シミュレーション技術の確立（担当：名城大学） 

世界標準の温熱解析シミュレーションソフト「ＴＲNＳＹＳ」を用いて詳細シミュレーション

を行うため、名城大学において詳細シミュレーションのための与条件抽出とインターフェース、

モジュール構造のプログラム群を構築する。詳細シミュレーションの結果の妥当性を検証するた

め、実証実験のデータを用いる。また、省エネ判定プログラム最適化の妥当性検証も行う。 

 

(2-2)一般で利用可能な設計ツールの構築（担当：名城大学、ソーラーシステム振興協会） 

最適化手法で確立されたシミュレーション技術を用いて、導入検討者や設計者などの利用に広

く応じられるような設計ツールの構築を行う。 

 

  



Ⅱ-91 

【設計ツール】 

ツール 1：太陽熱導入効果を試算する簡易ツール 

太陽熱の導入を検討するユーザー(施主など)が、概略の省エネ効果を知るために、場所、シス

テムの概要(集熱面積)、家族構成、使用燃料などを入力して、代表的なシステム構成での１年

間の省エネ効果等の目安を知ることができるツール。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ツール２：詳細な効果を試算する設計者向けツール 

設計段階において、導入検討対象の機器の詳細な性能データ、場所、使用状況などを入力してより詳

細な省エネ効果等を知ることができるツール。設計上要求される省エネ量を実現するための機器選択、

設置条件選択などの検証に用いることもできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

【入力】 

・品目（代表） 

・場所区分 

・家族構成 

・集熱面積 

・補助熱源種類 

【出力】 

代表機器における 

・年間集熱量 

・年間一次エネルギー量 

・年間削減量 

・年間節約金額 

 

シミュレーション 

【入力】 

・品目 

・メーカー名、型式 

・設置場所 

・家族構成 

・集熱面積 

・設置状況 

・補助熱源種類 

・補助熱源効率 

【出力】 

導入予定機器、設置場所

における 

・年間集熱量 

・年間一次エネルギー量 

・年間削減量 

・年間節約金額 

・導入金額の目安 

・投資回収年数 

 

シミュレーション 
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表Ⅱ(4.4)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①実証実験 一部機種について実証実
験を実施。 

実証データ分析・解析によ
り、判定プログラムで使用
されるパラメーター・算定
式を導出、アルゴリズムを
構築し、判定プログラムを
見直す条件を提示する。
見直した判定プログラムを
使用し太陽熱集熱システ
ムの省エネ性及び適正な
設備容量を判断する。 

判定プログラム見直しに
より、機器選定の自由度
が増し、最適でより小型
システムでの機器選定が
可能となり、導入コスト
の低減に寄与する。トー
タルシステムコストダウ
ンは20％が見込まれ、本
事業のアウトプット目標
であるシステム導入コス
ト10％低減を達成するこ
とが期待できる。 

②実証結果の分析・
解析 

データを整理し、暫定パラ
メーターの分析・解析を行
う。 

③パラメーターの抽
出、算定式の導出 

得られた解析結果から暫
定パラメーターの抽出、暫
定算定式の検討、導出を
行う。 

④計算アルゴリズム
構築 

得られた暫定パラメー
ター、暫定算定式から他の
設備との整合を検討し、暫
定アルゴリズムを構築す
る。 

⑤最適化手法の確
立 

詳細シミュレーションのた
めの与条件（インプット事
項）の設定検討を行う。シ
ミュレーションソフトのモ
ジュールの基本構造設計
を完了する。 

最適化手法（シミュレーショ
ン技術）を確立して、実態
に即した精度の高い太陽
熱集熱システムの最適化
を行うことを可能にする。確
立した最適化手法を用い
て、設計ツールの構築を行
う。 

与条件抽出とインター
フェース、モジュール構
造のプログラム群を構
築、シミュレーション結
果の妥当性、省エネ判定
プログラム最適化の妥当
性を検証する。その成果
を用いた設計ツールを構
築、広く成果を利用する
上で有効なツールとな
る。 

⑥一般で利用可能な
設計ツールの構築 

設計ツール開発のために
必要な入力項目及びアウト
プットの検討を行い、仕様
案を提示する 

 

 

(4.4.3)事業スケジュール 

本事業の契約期間は、平成 28 年 1 月 26 日より平成 29 年 3 月 20 日であり、主な事業スケジュール

の概要を図Ⅱ(4.4)-1 に示す。 

 

 

図Ⅱ(4.4)-1 研究開発スケジュール 

  

事業項目
H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①実証試験データ取得・解析

②パラメータ及び算定式の改良

③計算アルゴリズム構築

④簡易シミュレーションツール

⑤最適化手法の確立

⑥設計ツール開発

パラメータ・算定式導出

試験・データ分析 解析

計算アルゴリズム構築

ツール試作 改良・ツール構築

与条件抽出
基本設計

モジュール構築・ツール開発

仕様案検討 ツール開発



Ⅱ-93 

(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

 

(5.1)食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生 

(5.1.1)背景と目的 

食品廃棄物は再生可能エネルギーとしてのポテンシャルを有するが、その有効利用が進んでい

ない。含水性が高いことがその主な理由であるが、これを高温高圧の水中で燃料ガス化する超臨

界水ガス化を利用すれば、効率良く燃料ガス化し、熱エネルギーとして利用することが期待でき

る。そこで、食品廃棄物を超臨界水中で燃料ガス化して水と分離、燃焼することによって有効な

再生可能熱を創生する。本技術実用化を目指す上での研究開発課題として、タールによる反応器

の閉塞防止と熱回収装置の最適化ならびに実証運転が求められており、原料を直接高温反応器に

供給する直接混合急速加熱ならびに酢酸を添加してメチルラジカルと水素ラジカルをその場生成

し、ラジカル補足を行って高温タールの抑制を行う新規ノータールガス化を提案、熱回収の最適

化を行った上で、実証運転をすることを目的とする。 

 

(5.1.2)研究開発の概要 

食品廃棄物の超臨界水ガス化には超臨界状態を実現するための加熱が必要となるが、この熱は

回収して再利用でき、さらに従来廃棄されていた食品廃棄物の発熱量分を再生可能熱として創生

することが可能となる。実用化を目指す上での研究開発課題として、タールによる反応器の閉塞

防止と熱回収装置の最適化ならびに実証運転が求められるが、これらについて、急速昇温と添加

物を用いたノータールガス化、超臨界流体の熱回収設計、実証装置の建設ならびに実証運転を行

うことによって対応する。実証運転には、焼酎残渣を原料とし、実証装置を運転、酒造メーカー

所有の既設ボイラで製造する蒸気(蒸留工程で使用)をより安価に製造、得られる熱を残渣の一部

の乾燥・飼料化に用いる。 

 

①焼酎残渣超臨界水ガス化プロセスの実用(商用)化実現可能性調査 

(実施体制：東洋高圧、広島大学、中国電力、共同実施：復建調査設計) 

焼酎残渣超臨界水ガス化プロセスの採算性のある装置開発の見込みを検討するとともに、本開

発におけるシステム構成要素の目標コストと技術課題を整理する。また、開発システムの普及計

画を立案する。 

平成 26 年度には、以下のように経済性評価を行う。実用システム導入によるユーザーのコス

トメリットを、従来採用される安価な方式と比較検討し、実用化装置のプロセス全体でのエネル

ギー効率の定義を明確化したうえで、採算性のある装置の開発見込みを提示する。さらに、最適

な実用化システムと、実証装置の規模をその前提条件、運用条件とともに明確にする。また、実

用システムとして採算が取れる価格の見通しを立て、システム各構成要素の目標コストと技術課

題を整理するとともに実証装置設置サイトを決定する。 

なお、従来採用される方式のキャッシュフローは、焼酎メーカーへのヒアリング結果等に基づ

き整理する。 

また、実用システムのキャッシュフローは、ラボスケールでのラジカル補足剤濃度の条件(②)

と、１t/day プラントでの運転結果(③)、実用化装置の設計(④)を踏まえた運転・整備費、平成

28 年度実施予定の焼酎残渣超臨界水ガス化プロセス実証試験(⑥)のマテリアルフローならびに樹

脂製造工場等へのヒアリングで把握する添加剤として用いる廃酢酸などのラジカル補足剤のコス

ト等を踏まえた処理費、及び焼酎残渣の飼料分析・飼料販売先へのヒアリングを踏まえ設定する

乾燥飼料の販売価格等に基づき整理する。飼料販売先及び樹脂工場等へのヒアリングについては、

平成 26 年度は電話等により簡易に行い、キャッシュフローの整理及び経済性評価を行う。ヒア

リングは主に九州地方を対象とする。 

平成 27 年度には、実施するパイロットプラントにおけるラジカル補足剤添加実験結果及び精

査した実用化装置の設計結果をふまえ、平成26年度に設定した実用システムのキャッシュフロー

及び経済性評価を精査する。 

平成 28 年度以降には、原料を食品廃棄物全般に拡大するために、焼酎残渣の場合と同様の事

業モデルが成立するかを検討するため、食品廃棄物のリグニン等含有量分析及び近畿・中国・四
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国・九州地方でヒアリング調査を行い、その経済性評価を行う。あわせて、中・大規模メーカー

(処理量 20t/day 程度以上)だけでなく、小規模メーカーへの普及を図るために、「複数メーカー

からの収集・処理」や「他の廃棄物との混合処理」等の普及計画を検討し、研究開発に反映する。 

 

②焼酎残渣からのタール生成の抑制に関する基礎特性の確認(実施体制：広島大学) 

ラボスケール装置を用いて、焼酎残渣からのタール生成への影響を昇温速度とラジカル補足剤

の濃度を変えて把握し、ノータールガス化を確認する。 

タール抑制の原理は確認されているが、その定量的な効果の基礎データを取得することは、焼

酎残渣を用いた実用化運転のために必要不可欠である。このため、昇温速度ならびにラジカル補

足剤の濃度を変えた場合に、焼酎残渣からのタール生成がどのような影響を受けるかを確認する。

また、ラボスケールでのノータールガス化の確認を行う。 

低温でタールを生成するグルコースと高温でタールを生成するグアヤコールの混合物、ならび

に焼酎残渣について、昇温速度とラジカル補足剤である酢酸の濃度を変えた時のタール生成量に

及ぼす影響を確認する。ラボスケールでのノータールガス化の実証を行う。設計に用いることの

できる相関式の提供ならびにタール生成量を２％以下とする。これは実用に求められるタール濃

度である。 

平成 26 年度には、グルコースと高温でタールを生成するグアヤコールの混合物ならびに焼酎

残渣を用いてノータールガス化を実現するために求められるラジカル補足剤濃度の条件を確定す

る。既存装置に高圧ポンプを追加し、ラジカル補足剤を別途供給する。また、米国化学工学会に

参加し、バイオマス反応工学の最新研究情報を確認する。 

平成 27 年度には、グルコースと高温でタールを生成するグアヤコールの混合物ならびに焼酎

残渣を用いてノータールガス化を実現するために最適な昇温速度の条件を確定する。また、欧州

に存在する世界最大の超臨界水ガス化装置の動向ならびにこの分野の最新研究情報を確認して研

究に活かすために欧州バイオマス会議に参加する。 

平成 28 年度には、モデル化合物についてタール抑制効率を確認し、タール除去効果を表す定

量的な式を導出する。また、欧州バイオマス会議に参加し、欧州に存在する世界最大の超臨界水

ガス化装置の動向と最新研究情報を調査する。 

 

③焼酎残渣超臨界水ガス化特性の確認(実施体制：広島大学、中国電力) 

ラボスケール装置で焼酎残渣のガス化速度を把握し、既存の１t/day パイロットプラントを用

いて実証スケールでの有効性を確認する。 

実証装置作製のためには、焼酎残渣のガス化速度を確認する必要がある。ラボスケール装置を

用いて反応速度を確認するとともに、１t/day パイロットプラントによってその実証スケールで

の有効性の確認を行う。 

ラボスケール装置を用いて焼酎残渣のガス化反応速度式を、酢酸を添加した場合と添加しない

場合について決定する。パイロットプラントによってその実証スケールでの有効性の確認を行う。

反応速度式を提出し、その適用によってパイロットプラントのタール生成率が 10％以下の誤差で予測

する。これは装置設計に最低必要な誤差である。 

 

③-1)ラボスケール試験（実施者：広島大学） 

平成 26 年度には、焼酎残渣のガス化反応速度式のラジカル補足剤を添加しない場合について

決定する。平成 27 年度には、焼酎残渣のガス化反応速度式のラジカル補足剤を添加した場合に

ついて、ラジカル補足剤を原料に混入して決定する。平成 28 年度には、焼酎残渣のガス化反応

速度式のラジカル補足剤を添加した場合について、ラジカル補足剤を原料とは別途反応器に供給

して決定する。 

 

③-2)パイロット試験（実施者：中国電力） 

平成 26 年度には、１t/day のパイロットプラントを用い、ラジカル捕捉剤を添加しない場合で

ガス化条件(焼酎残渣濃度、ガス化反応器滞留時間等)を変えた試験を行い、ラボスケール試験か

ら得られる焼酎残渣のガス化反応速度式の有効性を確認する。原料速度変化によってガス化反応
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器滞留時間を変える。触媒撹拌状態を変えるために１t/day パイロットプラントのガス化反応器

を取り換え、また、現状のパイロットプラントで装置不調の多い送液ラインの改造を行う。また

JCREN(タイ)に参加し、本研究開発結果の発表と超臨界水ガス化に関する最新の研究情報を調査

する。 

平成 27～28 年度には、ラジカル捕捉剤を添加した場合でガス化条件(ラジカル捕捉剤濃度等)

を変えた試験を行い、ラボスケール試験から得られる焼酎残渣のガス化反応速度式の有効性を確

認する。このため、ラジカル捕捉剤高圧注入設備や高精度ガス流量計等を設置する。また、連続

運転試験を行う 

 

④実用化装置の設計(実施体制：東洋高圧) 

実用化装置の効率改善に効果的である熱回収装置を最適化し、設計技術を確立する。 

ノータールガス化を実用化規模で実現するための装置設計は、必要不可欠である。直接混合急

速加熱・ラジカル補足剤添加・高圧ポンプシステム簡素化・反応炉最適化・制御システム最適

化・熱回収装置最適化等の検討を行い、低コスト設計を行う。特に、プロセス全体としてのエネ

ルギー効率を改善するため、熱回収装置の最適化設計を行う。 

プロセス全体としてのエネルギー効率を改善するための熱回収装置の最適化設計を行う。エネ

ルギー効率を 60％とする。これは事業採算性から求められる値である。 

平成 26 年度には、経済性を評価できるよう必要な実用化装置の設計、図面、リストなどを作

成しコスト検討を行う。 

 

⑤実証装置の詳細設計、製造設置検討 (実施体制：東洋高圧) 

実証装置を詳細設計し、実フィールドに設置することを前提に検討を行う。また、実証装置に

導入する部品の一部構造を試作し、構造的に製作可能なこと、品質的に問題ないことをパイロッ

ト装置等で確認する。  

実証装置の詳細設計並びに検討結果に基づき継続年度以降、装置の製造設置を計画する。 

平成28年度以降に実証装置の製作を行うための設計、製図を行う。パイロット装置において、

二重管型熱交換器の改造とともに、クーラー、連続運転試験用サービスタンク、ガス化原料調整

装置等を設置する。なお、設置設備の一部は研究終了時に除却する。平成 28 年度以降は実験の

状況に応じて改修や追設、メンテナンスを主として行うことを想定している。 

 

⑥焼酎残渣超臨界水ガス化プロセスの実証試験(実施体制：中国電力)（参考） 

実フィールドに設置したシステムで、実際の焼酎残渣を用いたノータールガス化実証運転を実

施する。平成 29 年度以降に東洋高圧が製造し設置する上記実証装置の試運転に協力するととも

に、実際の焼酎残渣をノータールガス化する実証運転を行う。タール生成量を２％以下とする。

これは実用に供する最低のタール濃度である。なお東洋高圧は試運転及び実証試験に必要な修理

改造等を行う。 
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表Ⅱ(5.1)-1 研究開発目標と根拠 

事業項目 中間目標(平成28年度末) 最終目標(平成30年度末) 目標レベル設定の根拠 

①焼酎残渣超臨界

水ガス化プロセスの

実用(商用)化実現可

能性調査 

ＦＳにより事業採算性の見

込みを確認する。 

実証運転によるプロセス評

価と低コスト設計技術の確

立により、実用システムの

導入と運用でのユーザーメ

リットと事業採算性を明確

にする。 

研究開発段階の技術であ

ることを踏まえ、FSによる事

業採算性の確認、プロセス

評価と低コスト設計技術の

確立した上での事業採算

性の明確化を目標とした。 

②焼酎残渣からの

タール生成の抑制に

関する基礎特性の確

認 

設計に用いることのできる

相関式の提供ならびに

タール生成量を２％以下

とする。 

タール生成量を１％以下と

する。 

実用装置の設計に求めら

れる条件。 

③焼酎残渣超臨界

水ガス化特性の確認 

焼酎残渣のガス化反応速

度式を、酢酸を添加した

場合と添加しない場合に

ついて決定する。 

パイロットプラントのタール

生成率が１0％以下の誤差

で予測する。 

装置設計に最低必要な誤

差である。 

④実用化装置の設

計 

得られた暫定パラメー

ター、暫定算定式から他

の設備との整合を検討し、

暫定アルゴリズムを構築

する。 

実用化装置の低コスト設計

技術を直接混合急速加

熱、ラジカル補足剤添加、

高圧ポンプシステム簡素

化、反応炉最適化、制御

システム最適化、熱回収設

備最適化により確立し、シ

ステム設置コストを既存技

術から10％程度低減する。 

実用化装置の設計に求め

られる条件。 

⑤実証装置の設計

検討・製造設置 

実用化装置の設計技術を

熱回収装置の最適化によ

り確立し、プロセス全体で

のエネルギー効率を60％

以上とする。 

実証装置で焼酎残渣によ

る１ケ月のノータールガス

化実証運転を添加材に廃

酢酸を用いて行う。実証装

置の耐久性とメンテナンス

性を評価し、実用化の見

通しを得る。 

実証装置の設計に求めら

れる条件。 

⑥焼酎残渣超臨界

水ガス化プロセスの

実証試験（参考） 

設計ツール開発のために

必要な入力項目及びアウ

トプットの検討を行い、仕

様案を提示する 

実フィールドに設置したシ

ステムで、実際の焼酎残渣

を用てノータールガス化実

証運転の実施、タール生

成量を２％以下とする。 

実用に供する最低のタール

濃度である。 
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(5.1.3)事業スケジュール 

本事業の契約期間は、平成26年7月24日より平成29年3月20日であり、主な事業スケジュー

ルの概要を図Ⅱ(5.1)-10 に示す。 

 

 

 

図Ⅱ(5.1)-1 研究開発スケジュール 

  

事業項目
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予定） H30年度（予定）

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①実用（商用）化実現可
能性調査

②焼酎残渣からのタール
生成の抑制に関する基
礎特性の確認

③焼酎残渣超臨界水ガ
ス化特性の確認
1. ラボスケール試験
2. パイロット試験

④実用化装置の設計

⑤実証装置の設計検討・
製造設置

⑥焼酎残渣超臨界水ガ
ス化プロセスの実証試験
（参考）

ＦＳ ＦＳ ＦＳ ＦＳ

タール生成抑制検証

ラボスケールでの超臨界水ガス化検証

パイロットスケールでのガス化検証 超臨界水ガス化最適化

設計検討 設計検討

設計検討 製作
改良

実証試験・評価試運転 
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II.2.2 研究開発の実施体制 

 

本研究開発は、NEDO が単独ないし複数の企業、大学等の研究機関(原則、本邦の企業等で日本

国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等(大学、研究機関を含む)の特別な研

究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部

分を、国外企業等との連携により実施することができる。)から公募によって研究開発実施者を

選定し、委託または共同研究により実施する。 

 

各研究開発項目における実施テーマ名と実施機関及び具体的な研究項目について本ページ以降

に実施体制図として纏める。 

 

 

事業実施体制図 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

(1.1)高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

株式会社東亜利根ボーリング

委託研究(NEDO負担率2/3)

技術検討委員会
慶応義塾大学 環境情報学部 武藤佳恭教授 を含め計４名

NEDO

・研究実施場所: 本社（東京都港区）

・研究開発項目: 低騒音化技術開発
自動制御技術開発

・研究実施場所:塩山工場製販技術本部
（山梨県甲州市）

・研究開発項目: 熱流測定、掘削作業に係る
実地試験
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(1.2)戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1.3)地中熱利用要素技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・研究実施場所: 神保町本社ビル
（東京都千代田区）
・研究開発項目:
継手構造
先端蓋構造の検討

旭化成建材株式会社

共同研究(NEDO負担率２/３)

技術検討委員会
（一財）ベターリビング 二木所長を委員長として計3名

NEDO

・研究実施場所：つくば建築試験
研究センター（茨城県つくば市）
・研究開発項目:
熱交換器配置の
最適化検討

一般財団法人ベターリビング再委託

・研究実施場所:
佐賀大学(佐賀県佐賀市本庄町)

・研究開発項目:
①地中熱交換器の高性能低コスト化の研究開発
②熱源機の低コスト化の研究開発

国立大学法人佐賀大学

・研究実施場所:
岸山工場(佐賀県唐津市北波多岸山)

・研究開発項目:
①地中熱専用掘削機および周辺機器の開発
②小型の浅部掘削機の開発
③地中熱交換器の高性能低コスト化の研究開発

株式会社ワイビーエム

委託研究(NEDO負担率1/1)

「再生可能エネルギー熱利用技術開発/コストダウンを目
的とした地中熱利用技術の開発/地中熱利用要素技術の
開発」検討委員会
㈱ワイビーエム 吉田会長を委員長として計11名

NEDO
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(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

(2.1)地下水循環型地中採熱システムの研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2.2)共生の大地への地中蓄熱技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

研究実施場所:
・営業推進部営業開発課（岩手県花巻市）
・実証プラント（長野県長野市）

研究開発項目:
・採熱槽の実施設計
・地下水供給制御システムの開発
・凍結防止制御システムの開発

サンポット㈱

研究実施場所:
・技術開発部企画開発課
（東京都新宿区）

研究開発項目:
・地中採熱槽の地下水流動に
伴う熱伝導(移動)解析

八千代エンジニヤリング㈱

研究実施場所:
・テクニカル事業部技術開発課
（栃木県宇都宮市）
・実証プラント（長野県長野市）

研究開発項目:
・ポーラスコンクリートの配合設計
・採熱装置のプレキャスト化の開発

㈱コクカコーポレーション

共同研究(NEDO負担率2/3)
NEDO

再委託

推進検討委員会
信州大学 藤縄克之特任教授を委員長として計3名

研究実施場所:
・品質技術本部技術研究室（長野県長野市）
・実証プラント（長野県長野市）

研究開発項目:
・各採熱槽における採熱性能の向上 を検証
・地下水散水量と井戸ポンプ運転時 間の最適化を検証
・各採熱槽の耐久性検証試験

㈱守谷商会

・研究実施場所：大学院工学部
（福井県福井市）

・研究開発項目:
①ビル(25階以下）を対象にした熱交換杭の開発
③地中蓄熱システムの開発
④地下水循環利用技術の開発

国立大学法人福井大学

・研究実施場所：本社（東京都台東区）
支社（福井県福井市）

・研究開発項目:
②戸建住宅から中規模施設を対象にした熱交換杭の開発

三谷セキサン㈱

委託研究(NEDO負担率1/1)

共生の大地への地中蓄熱技術の開発検討委員会
大岡龍三東大教授を委員長として２名と助言者２名の４名

NEDO
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(2.3)再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2.4)地中熱・流水熱利用型クローズドシステムの技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO

東京大学
・研究実施場所：
生産技術研究所（東京都）

・研究項目
1) 水ﾙｰﾌﾟｼｽﾃﾑ構築技術
2) 天空熱源HP
3) 地中熱交換器
4) 水熱源空調HP
5) 水熱源給湯HP
6) 運転性能予測手法

鹿島建設株式会社
・研究実施場所：
技術研究所（東京都）

・研究項目
1) 水ﾙｰﾌﾟｼｽﾃﾑ構築技術
2) 天空熱源HP
3) 地中熱交換器
6) 運転性能予測手法

ゼネラルヒートポンプ工業
株式会社

・研究実施場所：
本社・工場（愛知県）

・研究項目
2) 天空熱源HP
4) 水熱源空調HP
5) 水熱源給湯HP

丸和電機株式会社
・研究実施場所：
本社・工場（千葉県）

・研究項目
2) 天空熱源HP

再委託

委託研究（NEDO負担率1/1）

「再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒート
ポンプシステムの開発」検討委員会
名古屋大学・奥宮教授を委員長として計4名

・研究実施場所：
本社：東京都
小岩井事務所：岩手県

・研究開発項目：
１．流水･地下水用熱交換器の開発
２．HPシステムの運用最適化、不凍
液不使用システム開発

ジオシステム(株)

・研究実施場所：
本社：東京都

・研究開発項目：
１．熱源別のポテンシャル評価
手法の開発

２．熱源別熱交換器導入適地
マップの作成

八千代エンジ（株）

・研究実施場所：
農工研：つくば市

・研究開発項目：
１．流水･地下水用熱交換器
の室内実験

２．農業用水路における流水
熱利用実証試験

農研機構 農工研

委託研究(NEDO負担率1/1)

技術検討委員会
産総研内田地中熱チーム長を委員長として計４名

NEDO

・研究実施場所:
金沢大学：金沢市

・研究開発項目:
流水熱交換器の数値モデル
化・解析

金沢大学

再委託

・研究実施場所：
東北大学：仙台市

・研究開発項目：
地下水用熱交換器の
数値モデル化・解析

東北大学

・研究実施場所:
本社：長野市

・研究開発項目:
HPシステムの運用最適化
手法の開発

（株）角藤
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(2.5)地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2.6)都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・研究実施場所：
東京オフィス（東京都千代田区）、大阪オフィス（大阪市）、在宅勤務

・研究開発項目：
①既往地中熱ヒートポンプ熱源機器調査
②既往地中熱交換器調査
③ＬＣＥＭ地中熱ヒートポンプ熱源モジュールの開発（名古屋市立大学と共同実施）
④ＬＣＥＭ地中熱物性取得モジュールの開発（北海道大学実施状況確認）
⑤ＬＣＥＭ地中熱 熱交換器 熱交換計算手法の構築（北海道大学実施状況確認）
⑥ＬＣＥＭ地中熱 熱交換器モジュールの開発（名古屋市立大学と共同実施）
⑦空調熱源トータルシステムの開発（NSRI）
⑧既往ツールとの比較（名古屋市立大学と共同実施）
⑨実測値との比較（名古屋市立大学と共同実施）
⑩ユーザーインターフェイスの開発
⑪既往設計手法との比較

日建設計総合研究所

・研究実施場所:
芸術工学部 建築都市領域
（建築都市デザイン学科）
尹奎英（ゆんぎゅうよん）研究室

・研究開発項目:
③ＬＣＥＭ地中熱ヒートポンプ熱源モ
ジュールの開発

⑥ＬＣＥＭ地中熱 熱交換器モジュール
の開発

⑧既往ツールとの比較
⑨実測値との比較

名古屋市立大学（名古屋市）

委託研究(NEDO負担率1/1)

評価委員会 名古屋大学大学院 奥宮教授を委員長として計5名

・研究実施場所:
大学院工学研究院 空間性能システム部門 環境システム工学研究室（長野克則研究室）

・研究開発項目:
④ＬＣＥＭ地中熱物性取得モジュールの開発
⑤ＬＣＥＭ地中熱 熱交換器 熱交換計算手法の構築

北海道大学（札幌）

再委託

NEDO

委託 委託

・研究実施場所:
東京（本社），秋田（秋田駐在），
青森（青森駐在），
千葉（フィールド試験実施場所）

・研究開発項目:
①土留壁方式の確立
①-1：フィールド試験用熱交換器の構
築

①-2：TRT装置を用いた各熱交換器
の性能試験

①-3：数値シミュレーションモデルの
構築

①-4：数値シミュレーションによる設置
間隔等の最適化（参考）

③ポンプユニットの開発
③-1：設計業務
③-2：ポンプユニット試験機の製作
及び試運転

③-3：ポンプユニット試験機を用いた
冷暖房試験（参考）

三菱マテリアルテクノ株式会社

・研究実施場所:
神奈川（本社 工場），東京（技術本部），
千葉（フィールド試験実施場所）

・研究開発項目:
②地中熱一体型エアコンの改良
②－1：設計業務
②－2：地中熱一体型エアコン試験機の製作及び
工場での性能確認

②－3：地中熱一体型エアコン試験機を用いた
冷暖房試験（参考）

③ポンプユニットの開発
地中熱一体型エアコンと適合した制御方法の考案

・研究実施場所:
秋田（秋田大学理工学部），
千葉（フィールド試験実施場所）

・研究開発項目:
①土留壁方式の確立
①-3：数値シミュレーションモデル
の構築

①-4：数値シミュレーションによる
設置間隔等の最適化（参考）

国立大学法人秋田大学

委託研究
(NEDO負担率1/1)

技術検討委員会
秋田大学 国際資源学部 藤井光教授を委員長として計３名

NEDO

再委託

日本ピーマック株式会社

・研究実施場所:東京（東京本店），千葉（フィールド試験実施場所）
・研究開発項目:①土留壁方式の開発

①-1：フィールド試験用熱交換器の構築
試験フィールドの構築と特許工法を活用した地中熱交換器設置手法の
確立「主に熱交換器後入れ工法について」

ヒロセ

株式会社

・研究実施場所:東京（本社），千葉（フィールド試験実施場所）
・研究開発項目:①土留壁方式の開発

①-1：フィールド試験用熱交換器の構築
試験フィールドの構築と特許工法を活用した地中熱交換器設置手法
の確立「主に熱交換器同時挿入工法について」

成幸利根

株式会社
再委託
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(2.7)低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を利用した設計・

性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 

 

 

 

(2.8)地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテンシャルマップの 

高度化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・研究実施場所：本社
（山形県山形市）

・研究開発項目：
高効率帯水層蓄熱システムの
開発

日本地下水開発株式会社

・研究実施場所：福島再生可能エネルギー
研究所（福島県郡山市）

・研究開発項目:
地下水熱利用ポテンシャルマップ評価
手法の構築

国立研究開発法人産業技術総合研究所

・研究実施場所：大学院国際資源学
研究科（秋田県秋田市）

・研究開発項目：
人工的な坑井内下水流れを用い
た地中熱交換井の熱交換量増進

国立大学法人秋田大学

委託研究(NEDO負担率1/1)

技術検討委員会
東北大学 森谷祐一 准教授を委員長として計３名

NEDO

・研究実施場所:本社（愛知県名古屋市）
・研究開発項目:帯水層蓄熱システムに最適なヒートポンプ開発

ゼネラルヒートポンプ工業株式会社

再委託

・研究実施場所:関東環境技術センター（茨城県つくば市）
・研究開発項目:温度変化による帯水層蓄熱システムの運転限界評価

中外テクノス株式会社

研究項目④地理地盤情報を活用した設計・性
能予測シミュレーションツールの開発とポテン
シャル評価手法・評価マップの作成

北海道大学
役割：設計・性能予測シミュレーションツール、
サイトレベル熱移動シミュレーションの計算手法
開発、地中熱ポテンシャル評価手法の構築
ジーエムラボ株式会社
役割：設計・性能予測シミュレーションツール、
サイトレベル熱移動シミュレーションの実用化、
ポテンシャル評価マップの作成
新日鉄住金エンジニアリング株式会社
役割：設計・性能予測シミュレーションツール、
サイトレベル熱移動シミュレーションの検証
・研究実施場所：
北海道大学(札幌市)
ジーエムラボ(札幌市)

【共同実施】
産業技術総合研究所
役割：地盤地層データベースおよび地下水
データベースの構築
・研究実施場所：
産業技術総合研究所(つくば市)

研究項目①低コストに寄与する
地中熱交換器の削孔機・工法の
開発および高効率地中熱交換
器の開発

株式会社日伸テクノ
役割：工法の開発、フィールド
試験によるコスト評価
鉱研工業株式会社
役割：削孔機の開発
株式会社イノアック住環境
役割：新型Uチューブ等の開発
北海道大学
役割：地中熱交換器の性能評価
・研究実施場所：
株式会社日伸テクノ（札幌市）
鉱研工業株式会社(相模原市)
株式会社イノアック住環境
(名古屋市)
北海道大学(札幌市)

研究項目③低コスト・高効率化に寄与する地中熱ヒート
ポンプ最適運転制御システムの開発

新日鉄住金エンジニアリング株式会社、 北海道大学
役割：最適運転制御システムの開発、フィールド試験に
よる制御システムの検証および制御パラメータの検討
サンポット株式会社
役割：制御ユニットの開発
ジーエムラボ株式会社
役割：制御システムのソフトウェア開発
・研究実施場所：
北海道大学(札幌市)
サンポット株式会社(花巻市)

委託研究(NEDO負担率1/1)NEDO

技術検討委員会
西日本工業大学 成田教授を委員長として計３名

研究項目②低コスト・高効率な多機能・多熱源対応連
結型地中熱ヒートポンプの開発

サンポット株式会社
役割：ヒートポンプの開発、制御システムの開発
北海道大学
役割：サイクルシミュレーションによるヒートポンプ
設計条件の決定
・研究実施場所：
サンポット株式会社(花巻市)
北海道大学(札幌市)
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(2.9)一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

(3.1)地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・研究実施場所:
エネルギー事業部（さいたま市）
社会システム事業部（東京都文京区）

・研究開発項目:
①地中熱利用実績の調査とデータ
ベース化

②三次元地質構造モデルの構築
⑤ポテンシャルマップの信頼性検討

応用地質株式会社

・研究実施場所:
本社（東京都千代田区）

・研究開発項目:
③国土水・熱循環モデルの開発
④地中熱利用ポテンシャル評価技術
とデータベース開発

株式会社地圏環境テクノロジー

共同研究
(NEDO負担率2/3)

検討委員会
NPO地中熱利用促進協会 笹田理事長を委員長
として計3名の委員で構成

NEDO

・研究実施場所:
工学部（福島県郡山市）
工学部再生可能エネルギ共同研究
施設（福島県郡山市）
葛尾村実験場（福島県双葉郡）
ほか国内各地試験施設

・研究開発項目:
・浅部地中熱利用向けヒートポンプ
システム技術の開発
・浅部地中熱利用向け地中熱リファ
レンスマップのマッピング技術の開発

日本大学工学部

・研究実施場所:
本社（福島県郡山市）

・研究開発項目:
既存住宅向け２重管方式熱交換井
の低コスト埋設技術の開発

－砂礫層対応２重管方式熱交換器
低価格錐先端の開発－

有限会社住環境設計室

・研究実施場所:
本社（福島県郡山市）
日本大学工学部再生可能エネル
ギ共同研究施設（福島県郡山市）

・研究開発項目:
既存住宅向け２重管方式熱交換井
の低コスト埋設技術の開発

－熱交換井の小型組立・埋設技術
の開発－

日商テクノ株式会社

委託研究(NEDO負担率1/1)

外部招聘専門家技術評価委員会
北海道大学 工藤一彦名誉教授を委員長として計４名

NEDO
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(3.2)オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3.3)都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・研究実施場所：
本社（三重県四日市市）

・研究開発項目：
オープンループ型の低コスト化の
研究開発

東邦地水株式会社

・研究実施場所：
工学部（岐阜県岐阜市）

・研究開発項目：
オープンループ型のポテン
シャル評価手法の研究開発

岐阜大学

・研究実施場所：
本社濃飛ニッセイビル（岐阜県岐阜市）
本社芥見ビル（岐阜市）
自然学総合研究所（岐阜市）

・研究開発項目：
打ち込み井戸と浸透ますの利用に
関する研究開発

株式会社テイコク

委託研究(NEDO負担率1/1)

オープンループ型地中熱利用システムの高効率化と
ポテンシャル評価手法の研究開発検討委員会
東京大学 大岡龍三教授を委員長として計４名

NEDO

・研究実施場所:
工学部（長野県長野市）

・研究開発項目:
逆解析法サーマルレス
ポンス試験技術の開発

信州大学

再委託

・研究実施場所:
本社（愛知県名古屋市）

・研究開発項目:
地下水熱交換ユニットの開発

ゼネラルヒートポンプ工業株式会社

・研究実施場所:
本社（岐阜県岐阜市）

・研究開発項目：
タンク式熱交換器・浸透ます併用
システムの開発

ヤマカトラストホームズ

再委託 再委託

・研究実施場所：
大阪本店（大阪市中央区）
土木試験室（兵庫県尼崎市）

・研究項目：
①実現可能性調査
②観測井の構築技術開発

（株）環境総合テクノス

・研究実施場所：
大学院環境生命科学研究科
西垣研究室（岡山市北区）

・研究項目：①、②

岡山大学

委託研究(NEDO負担率1/1)

検討委員会
京都大学 三村教授を委員長として計４名の委員

NEDO

・研究実施場所:
工学研究科都市系専攻
大島研究室（大阪市住吉区）

・研究開発項目: ①、③、④

大阪市立大学 再委託・実施場所：大阪市環境局
（大阪市阿倍野区）

・実施項目：①、④

大阪市
（自己負担）共同実施

・研究実施場所：
大手前事務所（大阪市中央区）
地盤材料室（神戸市東灘区）

・研究項目：
③地下水管理のためのマルチレイ
ヤー観測井のデータ解析と継続
利用可能な帯水層の特性研究
④観測井データ等を用いた地盤
環境・事業性予測評価システムの
研究開発

（一財）地域地盤環境研究所
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(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

(4.1)温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4.2)都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 

 

 

  

・研究実施場所:
大阪事務所（大阪市西区）、本社事業部（東京都渋谷区）、
試験温泉地
・研究開発項目:

[調査]実現可能性調査、エネルギー利用実態調査、
材料浸漬試験、国内外技術動向調査

[個別技術開発]熱交換器の開発、上水予熱用熱交換器
の開発、保温性のある配管の開発

(株)総合設備コンサルタント

・研究実施場所:
工学研究科（大阪市住吉区）
試験温泉地

・研究開発項目:
[調査]実現可能性調査、エネルギー利用実態調査、

材料浸漬試験、国内外技術動向調査
[個別技術開発]熱交換器の開発、上水予熱用熱交

換器の開発

（公）大阪市立大学

委託研究(NEDO負担率1/1)

検討委員会
東京大学 鎌田 名誉教授を委員長として計４名

NEDO

・研究実施場所：
松戸製造所（千葉県松戸市）

・研究開発項目:保温性配管の開発

大日本プラスチックス(株)

再委託

・研究実施場所：
本社（横浜市戸塚区）

・研究開発項目:熱交換器の製作

東山工業(株)

再委託

・研究実施場所：
本社（宮崎県都城市）

・研究開発項目:熱交換器の設計

(株)メタル・テクノ

再委託

委託研究(NEDO負担率1/1)

共同実施

産学官７団体からなる
共同研究体

NEDO

事業検討委員会
公益社団法人雪だるま財団 伊藤博士を委員長として計3名
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(4.3)太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4.4)太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・研究実施場所:
理工学部（愛知県
名古屋市）
・研究開発項目:
最適化手法開発のシ
ミュレーション技術開発
と一般利用可能な設計
ツールの構築

名城大学

・研究実施場所:本部（東京都中央区）
・研究開発項目:
省エネ性能判定プログラムのエコキュートソーラーシステムの最適化の実
証実験〜パラメータの抽出、算定式の導出
最適化手法開発のシミュレーション技術開発と一般利用可能な設計ツー
ルの構築

ソーラーシステム振興協会

・研究実施場所:
環境研究グループ
（茨城県つくば市）
・研究開発項目:
省エネ性能判定プログラ
ムの最適化の太陽熱温
水器及びソーラーシステ
ムの実証実験〜パラメー
タの抽出・算定式の導出

建築研究所

委託研究(NEDO負担率1/1)

技術評価委員会
芝浦工業大学 田中教授を委員長として計５名

NEDO

・研究実施場所:
本部（東京都千代田区）
・研究開発項目:
省エネ性能判定プログラムの最適
化の計算アルゴリズム構築

建築環境・省エネルギー機構

再委託

・研究実施場所:
大学院工学系研究科
（東京都文京区）

・研究開発項目:
省エネ性能判定プログラムの
最適化のエコキュートソー
ラーシステムのパラメータの
抽出、算定式の導出

東京大学

再委託

・研究実施場所:
下越技術支援センター

（新潟県新潟市）
・研究開発項目:
②太陽熱入熱装置の開発
③能動断熱技術の開発
④実証試験装置の開発
⑤実証試験

新潟県工業技術総合研究所

・研究実施場所:
開発部（新潟県新潟市）

・研究開発項目:
④実証試験装置の開発

新潟機器株式会社

・研究実施場所:
工学部長谷川研究室（平塚市）

・研究開発項目:
①熱音響冷凍機の開発

学校法人東海大学

委託研究(NEDO負担率1/1)

開発推進委員会
長岡技術科学大学 上村教授を委員長として計3名

NEDO
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(5)の他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

(5.1)食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生 

  

NEDO

株式会社東洋高圧

・研究実施場所：本社（広島県広島市）

・研究開発項目：
実用化装置の設計
実証装置の詳細設計、製造設置検討

復建調査設計株式会社

・研究実施場所：本社（広島県広島市）

・研究開発項目：
焼酎残渣超臨界水ガス化プロセスの実用
(商用)化実現可能性調査

中国電力株式会社

・研究実施場所：エネルギア総合研究所
（広島県東広島市）

・研究開発項目：
焼酎残渣超臨界水ガス化特性の確認
（パイロット試験）
焼酎残渣超臨界水ガス化プロセスの実
証試験共同実施

再生可能熱創生委員会
京都大学 河本 晴雄 准教授を委員長として計６名

委託研究(NEDO負担率1/1)

広島大学

・研究実施場所：
大学院工学研究院（広島県東広島市）

・研究開発項目：
焼酎残渣超臨界水ガス化特性の確認
（ラボスケール試験）
焼酎残渣からのタール生成の抑制に
関する基礎特性の確認
焼酎残渣超臨界水ガス化特性の確認
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II.2.3 研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するNEDOは、経済産業省及び研究開発実施者と密接な関

係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に照らして適切

な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術検討委員会等における外部有

識者の意見を運営管理に反映させる。 

開発項目の着実な実施と確実な達成に向け、適時、技術委員会(含、実証現地開催)を開催し、

NEDO及び実施者で実施内容や目標設定を修正、検討する会議を設けている(表Ⅱ2.3-1.1～5.1)。 

 

 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

 

表Ⅱ2.3-1.1 高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発 「高性能ボーリングマシンの低

騒音化・自動化に向けた研究開発」検討委員会 

株式会社東亜利根ボーリング 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員 大宮 広幸 日本地下水開発株式会社 事業本部 資源環境部 担当部長 

委員 小野 俊夫 株式会社萩原ボーリング 取締役（エネルギー担当） 

委員 杉山 和稔 
三菱マテリアルテクノ株式会社 資源・環境エネルギー事業部 

ドリリング部 部長 

委員 武藤 佳恭 慶応義塾大学 環境情報学部 教授 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-1.2 戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発 「戸建住

宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発」検討委員会 

旭化成建材株式会社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 二木 幹夫 一般財団法人ベターリビング 常務 

委員 末政 直晃 東京都市大学 工学部 都市工学科 教授 

委員 萩元 斉 旭化成建材株式会社 執行役員 事業本部長 

所属は、委員会組織時点のもの 
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表Ⅱ2.3-1.3 地中熱利用要素技術の開発 「地中熱利用要素技術の開発」検討委員会 

株式会社ワイビーエム 

国立大学法人佐賀大学 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 

(内部委員) 
吉田 哲雄 株式会社ワイビーエム 代表取締役会長 

内部委員 川崎 賢一郎 株式会社ワイビーエム 技術開発部 部長 

内部委員 松尾 秀幸 株式会社ワイビーエム 技術開発部 課長 

内部委員 大久保 博晃 株式会社ワイビーエム 企画開発部 主事 

内部委員 増本 輝男 株式会社ワイビーエム 代表取締役本部長 

内部委員 宮良 明男 国立大学法人佐賀大学 大学院工学研究院 教授 

内部委員 仮屋 恵史 国立大学法人佐賀大学 大学院工学研究院 准教授 

内部委員 椿 耕太郎 国立大学法人佐賀大学 大学院工学研究院 助教 

外部委員 小山 繁 国立大学法人九州大学 総合理工学研究院 教授 

外部委員 白仁田 和彦 佐賀県工業技術センター 副所長 

外部委員 森川 俊英 株式会社森川鑿泉工業所 代表取締役 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

 

表Ⅱ2.3-2.1 地下水循環型地中採熱システムの研究開発 「地下水循環型地中採熱システムの研究開発」

検討委員会 

株式会社守谷商会 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 藤縄 克之 国立大学法人信州大学 工学部研究特任教授 

副委員長 成田 樹昭 西日本工業大学 デザイン学部建築学科 教授 

委員 遠藤 典男 独立行政法人国立高等専門学校機構長野工業高等専門学校 教授 

所属は、開発会議組織時点のもの 

 

表Ⅱ2.3-2.2 共生の大地への地中蓄熱技術の開発 「共生の大地への地中蓄熱技術の開発」検討委員会 

国立大学法人福井大学 

三谷セキサン株式会社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 大岡 龍三 国立大学法人東京大学 生産技術研究所 人間・社会系部門 教授 

副委員長 水谷 国男 東京工芸大学 工学部建築学科 教授 

所属は、委員会組織時点のもの 
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表Ⅱ2.3-2.3 再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 「再生可能

熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発」検討委員会 

国立大学法人東京大学 

鹿島建設株式会社 

ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 奥宮 正哉 国立大学法人名古屋大学 大学院環境学研究科 教授 

委員 笹田 政克 ＮＰＯ法人地中熱利用促進協会 理事長 

委員 堀川 晋 株式会社日建設計 執行役員 

委員 柳井 崇 株式会社日本設計 執行役員 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-2.4 地中熱・流水熱利用型クローズドシステムの技術開発 「地中熱・流水熱利用型クローズドシステ

ムの技術開発」検討委員会 

ジオシステム株式会社 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究部門 

国立大学法人東北大学 未来科学技術共同研究センター 

八千代エンジニヤリング株式会社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 内田 洋平 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー

研究所 地中熱チーム長 

委員 岡澤 立夫 東京都農林水産総合研究センター 園芸技術科 主任研究員 

委員 山本 雄二 
ジェイアール東日本ビルテック株式会社 エネルギー本部エネル

ギーマネジメント部 部長 

委員 手計 太一 公立大学法人富山県立大学 工学部環境工学科 准教授 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-2.5 地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発 「地中熱利用シ

ステムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発」評価委員会 

株式会社日建設計総合研究所 

公立大学法人名古屋市立大学 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 奥宮 正哉 国立大学法人名古屋大学 大学院環境学研究科 教授 

委員 金田一 清香 国立大学法人広島大学 工学研究院 社会環境空間部門 助教 

委員 笹田 政克 ＮＰＯ法人地中熱利用促進協会 理事長 

委員 時田 繁 一般社団法人公共建築協会 理事 

所属は、委員会組織時点のもの 
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表Ⅱ2.3-2.6 都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発 「都市インフラ活用型地中熱利用システムの

開発」検討委員会 

三菱マテリアルテクノ株式会社 

国立大学法人秋田大学 

日本ピーマック株式会社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 藤井 光 国立大学法人秋田大学 国際資源学部 教授 

委員 大谷 具幸 国立大学法人岐阜大学 工学部 社会基盤工学科 准教授 

委員 及川 喜代文 東京都市大学 工学部 建築学科 教育講師 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-2.7 低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を利用し

た設計・性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 「低コスト・高効率を実現する間

接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を利用した設計・性能予測シミュレーションツール・ポ

テンシャル評価システムの開発」検討委員会 

国立大学法人北海道大学 

株式会社日伸テクノ 

鉱研工業株式会社 

株式会社イノアック住環境 

サンポット株式会社 

新日鉄住金エンジニアリング株式会社 

ジーエムラボ株式会社社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 成田 樹昭 西日本工業大学 デザイン学部建築学科 教授 

委員 笹田 政克 ＮＰＯ法人地中熱利用促進協会 理事長 

委員 羽山 広文 
国立大学法人北海道大学 大学院工学研究院 空間性能システム

部門 建築環境学研究室 教授 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-2.8 地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテンシャル

マップの高度発化 「地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテン

シャルマップの高度発化」検討委員会 

日本地下水開発株式会社 

国立大学法人秋田大学 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 森谷 祐一 国立大学法人東北大学 大学院工学研究科 准教授 

副委員長 井岡 聖一郎 国立大学法人弘前大学 北日本新エネルギー研究所 准教授 

委員 石上 孝 
三菱マテリアルテクノ株式会社 資源・環境・エネルギー事業部 

ドリリング部 係長 

所属は、委員会組織時点のもの 
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表Ⅱ2.3-2.9 一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 「一般住宅向け浅部地

中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究」評価委員会 

学校法人日本大学 

日商テクノ株式会社学 

有限会社住環境設計室 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 工藤 一彦 東京電機大学 特別専任教授・北海道大学名誉教授 

副委員長 宗像 鉄雄 
国立研究開発法人産業総合技術研究所 福島再生可能エネルギー

研究所 所長代理 

委員 永井 二郎 国立大学法人福井大学 工学研究科機械工学専攻 教授 

委員 塩冶 震太郎 石川島播磨重工株式会社 元主席技監 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

 

(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

 

表Ⅱ2.3-3.1 地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 「地圏流体

モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発」検討委員会 

応用地質株式会社 

株式会社地圏環境テクノロジー 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 笹田 政克 ＮＰＯ法人地中熱利用促進協会 理事長 

委員 藤井 光 国立大学法人秋田大学 国際資源学部 教授 

委員 内田 洋平 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研

究所 地中熱チーム長 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-3.2 オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 「オー

プンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発」検討委員会 

国立大学法人岐阜大学 

東邦地水株式会社 

株式会社テイコク 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 大岡 龍三 国立大学法人東京大学 生産技術研究所 人間・社会系部門 教授 

委員 奥宮 正哉 国立大学法人名古屋大学 大学院環境学研究科 教授 

委員 吉岡 真弓 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー

研究所 研究員 

委員 洞口 光和 中部電力株式会社 岐阜支店 部長代理 

所属は、委員会組織時点のもの 
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表Ⅱ2.3-3.3 都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発 

「都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発」

検討委員会 

一般財団法人地域地盤環境研究所 

株式会社環境総合テクノス 

国立大学法人岡山大学 

大阪市(共同実施先) 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 三村 衛 国立大学法人京都大学 工学研究科都市社会工学専攻 教授 

委員 中屋 眞司 国立大学法人信州大学 工学部土木工学科 教授 

委員 小林 晃 関西大学 環境都市工学部都市システム工学科 教授 

委員 町田 功 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 地圏資源環境研究部門  

主任研究員 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

 

表Ⅱ2.3-4.1 温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 「温泉熱地域利

用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発」検討委員会 

株式会社総合設備コンサルタント 

公立大学法人大阪市立大学 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 鎌田 元康 国立大学法人東京大学 名誉教授 

委員 水野 稔 国立大学法人大阪大学 名誉教授 

委員 赤井 仁志 国立大学法人北海道大学 工学部環境社会工学科 客員教授 

委員 南島 正範 一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター 蓄熱技術部長 

所属は、委員会組織時点のもの 
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表Ⅱ2.3-4.2 都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 「都市除排雪を利

用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発」検討委員会 

株式会社雪屋媚山商店 

株式会社共同通信デジタル 

ＮＨＮテコラス株式会社 

株式会社環境技術センター 

株式会社ズコーシャ 

国立大学法人室蘭工業大学 

美唄市(共同実施先) 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 伊藤 親臣 公益財団法人雪だるま財団 チーフスノーマン 

委員 片野 浩司 
国立研究開発法人土木研究所 寒地土木研究所 技術開発調整監付

寒地機械技術チーム 総括主任研究員 

委員 杉田 正 国立研究開発法人産業技術総合研究所 情報技術研究部門研究員 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-4.3 太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発 「太陽熱を利用した熱音響冷凍

機による雪室冷却装置の開発」開発推進委員会 

新潟県工業技術総合研究所 

学校法人東海大学 

新潟機器株式会社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 上村 靖司 国立大学法人長岡技術科学大学 工学部 機械創造工学専攻 教授 

委員 井上 龍夫 株式会社コンポン研究所 研究部 主席研究員 

委員 関本 大輔 
株式会社アドハウス・パブリック 代表取締役社 

（にいがた雪室ブランド事業協同組合 事務局長） 

所属は、委員会組織時点のもの 

 

 

表Ⅱ2.3-4.4 太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発 「太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発」

技術評価委員会 

一般社団法人ソーラーシステム振興協会 

名城大学 

国立研究開発法人建築研究所 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 田中 耕太郎 学校法人芝浦工業大学 工学部 機械機能工学科 教授 

委員 秋澤 淳 国立大学法人東京農工大学 工学研究院先端機械システム部門 教授 

委員 村上 知徳 三井ホーム株式会社 技術研究所 マネージャー 

委員 関家 一弘 株式会社エックス都市研究所 シニアコンサルタント 

委員 中本 啓之 株式会社長府製作所 営業開発部 主事 

所属は、委員会組織時点のもの 
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(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

 

表Ⅱ2.3-5.1 食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生 「食品廃棄物の超臨界水ガス化によ

る再生可能熱の創生」再生可能熱創生委員会 

国立大学法人広島大学 

株式会社東洋高圧 

中国電力株式会社 

担当 
氏名 

(敬称略) 
所属 

委員長 河本 晴雄 国立大学法人京都大学 大学院エネルギー科学研究科 准教授 

副委員長 井上 貴至 株式会社三菱総合研究所 環境･エネルギー研究本部 副本部長 

委員 大谷 智一 
みずほ情報総研株式会社 コンサルティング業務部  

事業開発チーム チーフコンサルタント 

委員 松本 信行 
大阪ガス株式会社 エンジニアリング部 プロセス技術チーム水熱 

ガス化プロジェクト リーダ 

委員 橋本 康平 中国醸造株式会社 製造部 蒸留課 課長補佐 

委員 田原 秀隆 霧島酒造株式会社 生産本部 グリーンエネルギー部 副部長 

所属は、委員会組織時点のもの 
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(知的財産権等の取り扱い) 

開発成果に対する取り扱いとして、委託事業の成果に関わる知的財産権等については原則とし

て、すべて実施機関に帰属させることとする(「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条の規定等)。 

実施機関においては、我が国の産業競争力の強化に資するべく、開発した技術や成果の特徴を

踏まえた知的財産マネジメントを実施する。  

知的財産マネジメントとして、例えば、技術成果の公開や権利化を通して、再生可能エネル

ギー熱利用技術を普及させるためのマネジメントや、開発技術や研究成果をオープンソースとし

て公開し技術の普及や浸透を目指すマネジメントなど、各実施機関のマネジメント戦略に基づく

取り扱いを行う。 
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II.2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するNEDOは、経済産業省及び各研究開発実施者と密接な

関係を維持しつつ、本事業の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施した。具体的には、

地中熱利用のポテンシャル評価に多数の事業者が携わっていることから、研究開発テーマ毎に事

業の目的、計画、実施状況、課題の情報交換を行うことを目的として、当該事業者が一同に会す

る「地中熱利用ポテンシャル」関連技術交流会を実施し、実用化に向けたマネジメントを行った

(表Ⅱ2.4-1)。 

 

表Ⅱ2.4-1 「地中熱利用ポテンシャル」関連技術交流会 

開催日 場所 内容 

平成 27 年 7 月 13 日 NEDO分室 研究開発テーマ毎に事業の目的、計画、実

施状況、課題の情報交換 

平成 27 年 9 月 14 日 NEDO分室 標準化方針、標準モデルの策定、条件の共

有化、課題の情報交換 

平成 27 年 12 月 7 日 NEDO分室 標準モデルの提案、条件の共有化、課題の

情報交換 

 

 

II.3 情勢変化への対応 

平成26年4月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても再生可能エネルギーは、温室効

果ガスを排出せず、国内で生産できるためにエネルギー安全保障に寄与できる有望かつ多様な国

産エネルギー源と位置付けられており、重要なテーマであるとの認識のもと、平成27年度に公募

を実施した。 

地中熱利用を推進する上で、地中熱利用ポテンシャルに対する評価技術、ポテンシャルマップ

技術の重要性が認識されたため、技術交流会を開催し、事業者間の情報交換、地中熱ポテンシャ

ル評価の結果出力値に関する基準策定の促進を図った。 

 

 

II.4 評価に関する事項 

技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義並びに将来の産

業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の事後評価を平成31年度に実施する。 
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III. 研究開発成果について 

III.1 事業全体の成果 

Ⅲ.1.1 研究開発項目毎の成果（H28.8 現在） 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

研究開発項目①コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発の中間目標に対する成果と達成

度を表Ⅲ.1.1-1に示す。 

 

表Ⅲ.1.1-1 中間目標の達成度 

FY28 末目標 成果 達成見込 

導入コスト 20％低減、運用コスト 20％

低減になりうる可能性を基本技術研究

開発、試作等で示す。 

地中熱利用について、我が国の状況に適合した

掘削手法及び掘削技術、高効率地中熱交換器、

地中熱交換器設置コスト低減化技術の開発等を

実施。 

○ 

 

 

最終目標達成の見通しを表Ⅲ.1.1-2に示す。 

表Ⅲ.1.1-2 最終目標の達成度 

最終目標 今後の課題 課題解決の見通し 

導入コスト 20％低減、運用コ

スト 20％低減、又は導入及び

運用コストの 20％低減する。 

・新型掘削機の製作 

・20％コスト低減の実証 

実証機製作完了予定であり、一部の

プロジェクトでは H28 年度から性能試

験を開始、コストダウン効果検証を実

施する。試験結果を基に、改良を行

い目標達成の見込み。 

 

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

研究開発項目②地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化の中間目標に対する

成果と達成度を表Ⅲ.1.1-3に示す。 

 

表Ⅲ.1.1-3 中間目標の達成度 

FY28 末目標 成果 達成見込 

導入コスト 20％低減、運用コスト 20％

低減になりうる可能性を基本技術研究

開発、試作等で示す。 

地中熱利用について、システム構成要素（掘削から

ヒートポンプ、配管まで）を統合したトータルシステム

の高効率化及び規格化、需要側の利用状況の特

徴に対応したシステムの高効率開発等を実施。 

○  

 

 

最終目標達成の見通しを表Ⅲ.1.1-4に示す。 

 

表Ⅲ.1.1-4 最終目標の達成度 

最終目標 今後の課題 課題解決の見通し 

導入コスト 20％低減、運用コス

ト 20％低減する。 

・高効率トータルシステム制御

技術の確立 

・20％コスト低減の実証 

・試験室等で性能試験を一部で

開始。試験結果を基に、改良を

行い目標達成の見込み。 
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(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

研究開発項目③再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発の中間目標に対する中

間目標に対する成果と達成度を表Ⅲ.1.1-5に示す。 

 

表Ⅲ.1.1-5 中間目標の達成度 

FY28 末目標 成果 達成見込 

各熱のポテンシャル簡易予測・評価、及び

システム設計に必要な精度を有するマッ

プを作成できる容易な操作性を備えたシ

ステム、並びに設置前に実施する簡易な

評価の基本技術を示す。 

再生可能エネルギー熱の採熱場所及び方

法を明らかにし、効率的なシステム導入の促

進に資する各熱のポテンシャル簡易予測・評

価技術を開発。 

○ 

 

 

最終目標達成の見通しを表Ⅲ.1.1-6に示す。 

表Ⅲ.1.1-6 最終目標の達成度 

最終目標 今後の課題 課題解決の見通し 

システム設計に必要な精度を有

するマップを容易な操作性を備え

たシステムで作成できることし、シ

ステム設置前に実施する簡易な

評価技術を確立する。 

・導入可能量の評価技術確立 

 

・一般ユーザーが利用しやすい

ポテンシャルマップの作成、信

頼度向上 

・実測データとポテンシャル

マップの比較による精度検証

を実施する。 

・容易に使用可能なユーザー

インターフェイスの開発に着

手した。 

 

(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

研究開発項目④、⑤その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化、革新

的技術開発としての中間目標に対する成果と達成度を表Ⅲ.1.1-7に示す。 

 

表Ⅲ.1.1-7 中間目標の達成度 

FY28 末目標 成果 達成見込 

導入コストの 10％低減になりうる

可能性を基本技術研究開発、試

作等で示す。 

地中熱以外の再生可能エネルギー熱利用システムに

ついては、基礎実験による FS、実証設備の製作中。 ○  

 

 

最終目標達成の見通しは以下のとおり。(表Ⅲ.1.1-8) 

 

表Ⅲ.1.1-8 最終目標の達成度 

最終目標 今後の課題 課題解決の見通し 

トータルシステムのコストダウンと

高効率化に資する技術開発や

規格化を推進し、導入コストの

10％低減を目指す。 

・性能及びコストダウン目標

検証 

・試作機を用いたコスト試算は目

標達成の見通しを得た。長期の実

証試験に着手しており、性能検証

及び課題抽出をしており、目標達

成の見込み。 
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Ⅲ.1.2 知的財産等の取得、成果の普及 

成果の普及については、NEDOは、技術情報流出に配慮しつつ、実用化・事業化を推進するため、

情報発信を行うように指導している。事業全体の特許、論文、外部発表等の件数を表Ⅲ.1.2-1に

示す。 

NEDO自身も、学会・シンポジウムでの講演、専門誌への寄稿等を行っている。 

 

表Ⅲ.1.2-1 事業全体の特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY １件 ０件 ０件 １件 ０件 34 件 24 件 8 件 

H27FY ２件 ０件 ０件 9 件 10 件 94 件 34 件 18 件 

H28FY ０件 ０件 1 件 6 件 12 件 19 件 7 件 8 件 
  (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成 28 年 7月 31 日現在。NEDO 分は含まない。 
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Ⅲ.1.3 個別テーマ毎の成果(まとめ) 

(1)中間目標(平成28年度)に対する成果 
本事業は、多岐にわたる技術領域と多くの研究開発テーマを要していることから、個別テーマごと

に中間目標を設け、試作機等を用いる実験等により最終目標のコスト低減目標の可能性を示すことと
する。個々のテーマについて、28年度末中間目標に対して順調に成果を得ている(表Ⅲ.1.3-1)。 

 
 

表Ⅲ.1.3-1 個別テーマの目標と成果(中間目標) 

研究開発テーマ 平成 28 年度末目標 現状成果 課題と解決方針 

(1.1) 高性能ボー
リングマシンの低
騒音化・自動化に
向けた研究開発 

・騒音値を従来機比 6dB低減 
・省人化を図るために必要な
自動制御アプリケーション開
発を完了 

・静的状態（エンジンのみ稼働
時）： 
6dB以上低減確認（簡易騒音測
定）。 
・自動制御アプリケーション設計
完了。 

・動的状態（掘削時）も
含め 28 年度に簡易騒
音測定を実施し、６ｄB
以上の騒音低減見込
みを得た。 

(1.2) 戸建住宅及
び小規模～中規
模建築物を対象と
した地中熱配管埋
設工法の研究開
発 

・羽根付き掘削鋼管掘削工法
を確立。 
・地中熱配管埋設コスト 24％
相当を削減 
（施工速度 60m/日以上、排
土量掘削体積比 30％以下） 

[平成 27 年度末終了] 
・羽根付き掘削鋼管掘削工法を
確立、試験施工を実施して、目
標を達成。 
(i)施工速度：70.6m/日 
(ii)排土量：掘削体積の 29.6％ 

[平成 27 年度末終了] 
・試験施工により目標
達成を確認し契約完
了。 

(1.3) 地中熱利用
要素技術の開発 

・小型の浅部掘削機および周
辺機器の開発 
・掘削工事費 30％削減の目
途を付ける 

・振動数、回転数の可変機構及
びロッドチェンジャー、U チュー
ブ自動挿入機製作を完了。 
・小型浅部掘削機の設計完了。 

・掘削時間と作業人工
の削減効果検証のた
め試験実施予定。省
人化によりコストダウン
目標達成見込み。 

(2.1) 地下水循環
型地中採熱システ
ムの研究開発 

・地下浸透槽内の熱移動の特
性検証を完了 
・採熱性能の検証（スリン
キー：採熱目標 50ｗ/ｍ） 
・井戸ポンプ制御最適化 

・地下水流動に伴う熱伝導解析
を実施し、本システムの有効性
を確認。 
・井戸ポンプ制御最適化検討開
始。 

真水を一次側循環液
に使用した際の制御設
計に時間を要した。今
後、制御の有効性、実
証試験を実施しで運転
データを収集。 

(2.2) 共生の大地
への地中蓄熱技
術の開発 

・H型コンクリート杭による熱交
換器設置コストを従来比 55％
削減 
・蓄熱可能な地中熱システム
の事業性確認 

・ボアホール価格性能比 77％
達成。 
・地中熱-空気熱床暖房・給湯
蓄熱冷房システム設置コスト
46％削減達成。 

冷房排熱余熱貯湯等
を兼用することで、運
用コストの削減可能性
を示せる見込み。 
 

(2.3) 再生可能熱
エネルギー利用
のための水循環・
分散型ヒートポン
プシステムの開発 

・制御アルゴリズムを構築し、
シミュレーションによりコスト削
減目標（運用コスト 20％減）の
検証 
・水熱源ヒートポンプの試作、
運転性能及びコスト削減の可
能性を実証 

・システム性能予測モデルを用
い、太陽熱と地中熱を併用する
場合のシステム制御方法を構
築。 
・試作機より試験建屋に設置す
る試験設備の運転結果から、従
来比 20％削減の効果を確認。 

性能検証、課題抽出
中であり、最終目標に
向け着実に研究開発
を進めているので、目
標は達成見込み。 
 

(2.4) 地中熱・流
水熱利用型クロー
ズドシステムの技
術開発 

・浅層地下水および農業用水
に適した熱交換器の開発 
・熱交換器設置コスト 20％削
減。 
・運用コストの 20％削減。 

・設置コスト 20％削減の目途を
付けた。 
・既存の地中熱ビルマルで負荷
制御実施。実証試験場所に不
凍液不使用HPを設置し、制御・
性能検証中。 

・冬期に暖房運転を行
い、不凍液不使用の制
御法を確立見込み。 
・室内機配置と各負荷
率の最適化により負荷
制御法の確立に着手 
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(2.5) 地中熱利用
システムを含む空
調熱源トータルシ
ステムシミュレー
ションの開発 

・HP 及び地中熱交換器の詳
細な性能調査 
・地中熱 HP モジュールの構
築 
・シミュレーションツール試作
完了 

・今年度調査予定項目は概ね
完了。 
・地中熱に係るモジュールの一
部で基本設計を完了。 
 

・メーカーヒアリングに
より詳細情報収集中。 
・ツール試作を実施。
今年度中に試作完了
見込。 

(2.6) 都市インフラ
活用型地中熱利
用システムの開発 

・地中熱交換器設置工事で対
ボアホール方式 50%削減見
込みを示す 
・改良型地中熱一体型エアコ
ンにおける工場試験により性
能 把 握 （ COP10% 向 上 、
SCOP15%向上） 

・性能、コスト比較のため、6 パ
ターンの土留壁方式による地中
熱交換器を構築済み。 
・地中熱一体型エアコン、ポン
プユニットともに試験機の設計
業務を開始。 
 

・地中熱交換器の設置
方法や熱交換方式の
違いによる性能を TRT
により確認。コスト評価
を実施予定。 
・今後試験機を製作、
工場における試験を実
施し、性能検証。 

(2.7) 低コスト・高
効率を実現する
間接型地中熱
ヒートポンプシス
テムの開発と地理
地盤情報を利用
した設計・性能予
測シミュレーショ
ンツール・ポテン
シャル評価システ
ムの開発 

・施工試験と施工最適化から
コスト削減 10％を評価。 
・ヒートポンプモジュールを複
数台組合せた試作機の開発
および複数台運転の動作確
認完了。 
・深さ毎に地盤熱特性を考慮
した地中熱交換器の性能予
測を行える設計・性能予測
ツールを開発する。 
 

・掘削時間を従来技術比で
50％程度の削減結果を得た。 
・30kWヒートポンプモジュールを
組み合わせた 60kW 級冷暖房
ヒートポンプの試作完了。地中
熱ヒートポンプと太陽熱などの
補助熱源を含めたハイブリッド
地中熱ヒートポンプシステムの
簡易コントローラを開発した。 
・地層地盤データベースより地
盤データを取得できる設計・性
能予測ツールの試作完了。 

・耐久性、周波数可変
機能の面で課題抽出
中。 
・HP を複数台組み合
わせた試作機の実証
試験実施により動作
確認、性能試験を実
施することで中間目標
達成見込み。 

(2.8) 地下水を利
活用した高効率
地中熱利用シス
テムの開発とその
普及を目的とした
ポテンシャルマッ
プの高度化 

・帯熱層蓄熱システムにおけ
る改良点の確認、稼働パター
ン設定。 
・半開放式地中熱利用システ
ムにおいて、システム COP の
25％増加（消費電力 20％削
減）を達成。 
・熱交換量予測シミュレーショ
ンに基づき地中熱ポテンシャ
ルマップを作成する。 

・密閉式井戸による帯水層への
加圧注入より、従来式に比べ注
入量倍増を確認。 
・暖房試験により、COP 約５％
向上が可能であることを確認。 
・郡山盆地で３次元地下水流
動・熱輸送モデルを構築した。
対象地域の地下水情報に基づ
いて、平野全体をカバーする地
中熱交換井モデルを作成完
了。 

・実稼働データに基づ
きランニングコスト削減
のための改良点を抽
出。 
・構築したシステムの
採熱・放熱バランスを
調整し、稼働パターン
の最適化を検討。 
・オールコア試料や
TRT に よる熱物性
データを３次元地下水
流動・熱輸送モデル
へフィードバックするこ
とにより、ポテンシャル
マップを高度化。 

(2.9) 一般住宅向
け浅部地中熱利
用システムの低価
格化・高効率化
の研究 

・地中熱交換器の低コスト埋
設技術の適応可能範囲・施
工方法の確立。 
・ランニングコスト 10％低減見
込みを示す。 

・試作した小型回転埋設機で
施工実験を実施、N 値 23 の地
層で対応可能なことを確認。 
・安定温度でブラインを供給可
能なHP制御を確認。 

地中熱交換器の低コ
スト埋設技術、熱需要
に応じたHPの運転制
御系技術の試験により
目標達成見込み。 

(3.1) 地圏流体モ
デリング技術によ
る国土地中熱ポ
テンシャルデータ
ベースの研究開
発 

・広域と都市部の地下浅層・
深層の熱、水循環機構を可
視化し、地中熱ポテンシャル
を基本評価し、ポテンシャル
マップを作成する。 

・３次元地質構造モデルと水熱
循環モデルの試作完了 
・これを基にした地中熱ポテン
シャルマップの試作完了 

中間目標は達成。今
後ポテンシャルマップ
を実測データと比較・
精度検証及び改良を
行い全国３地域以上
におけるポテンシャル
マップを作成する。 

(3.2) オ ー プ ン
ループ型地中熱
利用システムの高
効率化とポテン
シャル評価手法
の研究開発 

・従来のオープンループ型シ
ステムとの価格性能比で、設
置コストと運用コストの 20％削
減見通しを示す。 
・地下水調査方法を確立し運
用コストに与える地下条件の
影響を把握。 

・還水能力低下の要因調査を
実施 
・22 本の観測井にて地下水温
観測を行い、流動している帯水
層を抽出 

・還水能力低下の要
因調査を継続。目詰
まり機構の解明、逆洗
方法の検証を実施。
目標達成見込み 
・年間を通じた帯水層
観測により、地下水流
動に伴う温度変動の
振幅、位相差等を確
認見込み。 
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(3.3) 都市域にお
ける、オープン
ループシステムに
よる地下水の大
規模熱源利用の
ための技術開発 

・砂礫採取率を向上させたサ
ンプリングツールと、観測井
設置場所の地盤で透水性を
評価できる地下水フローメー
タの開発 

・既存サンプリングツールの課
題、対応策を洗い出し、ツール
設計に反映 
・フローメータの試作機開発中 

・設計、製作を行い、
削孔試験を実施して
着実に課題を解決す
ることで、目標を達成
できる見込み。 

(4.1) 温泉熱地域
利用のためのハ
イブリッド熱源水
ネットワーク構築
技術の研究開発 

・流下液膜式熱交換器を１パ
ターン以上試作し、理論的及
び基礎的な確認試験により、
5 万円/kW 以下であることを
示す。 

材料浸漬試験により、温泉熱利
用に有効な材料選定を行い、
実機モデルを試作、温泉下で
の長期試験を開始。 

長期試験による性能
検証、課題抽出、メン
テナンス方法の検討
を行っており、目標達
成見込み。 

(4.2) 都市除排雪
を利用した雪山
貯蔵による高効
率熱供給システ
ムの研究開発 

・雪山及びデータセンターや
食料生産施設を組み合わせ
た熱供給システムにおいて、
雪冷房部分のトータルコスト
を従来型に比べ 25％削減す
る。 

・フリークーリング併用により雪
山堆積量の 70％削減およびイ
ニシャルコスト 10％削減が可能
であることを明らかにした。実証
施設の運転試験にて施設間で
適正な熱交換を確認した。 

・通年の運転試験によ
り、夏期、冬期、中間
期それぞれにおける
施設間の熱収支を確
認し、トータルコスト
25％削減を示せる見
込み。 

(4.3) 太陽熱を利
用した熱音響冷
凍機による雪室
冷却装置の開発 

・ヒーターでの加熱条件下
で、1kWの冷熱を得る熱音響
冷凍機を設計開発する。 
・太陽熱を集熱し、4kW の熱
を熱音響冷凍機に入熱可能
な太陽入熱装置を設計開発
する。 

・熱音響原動機を2台直列に接
続し、1.6kW の出力を得る熱音
響冷凍機の設計を完了した。 
・太陽入熱装置のＦＳを行い、
集熱管の配置等の影響を検証
中。 

・実際の装置を製作
し、想定する熱および
冷凍出力を得られる
か性能試験を実施予
定であり、目標達成見
込み。 

(4.4) 太陽熱集熱
システム最適化
手法の研究開発 

・既存の省エネ性能シミュ
レーションツール（判定プログ
ラム）のパラメーター及び省エ
ネ性能算定式の修正案を提
示する。また、修正案を基に
簡易シミュレーションツール 
を試作する。 

・実証試験に着手 
・既存ツールの課題抽出を実
施 
 

実証試験データ解析
により、シミュレーショ
ンに必要なパラメー
ターの修正を実施予
定。今年度中にツー
ルの試作完了見込。 

(5.1) 食品廃棄物
の超臨界水ガス
化による再生可
能熱の創生 

・ＦＳを行い事業採算性の見
込みを確認する。 
・焼酎残渣を用いた超臨界水
ガス化特性試験を行い、ター
ル生成量を２％以下とし、あ
わせてガス化反応速度式を
決定する。 

・FS により、事業採算性確保の
可能性があることを確認した。 
・パイロットプラントでタール生
成量２％以下を達成し、ガス化
反応速度式を決定した。 

事業採算性確保可能
な焼酎メーカーの適
用範囲は限定的。焼
酎メーカーが集中して
いる地域における集
合処理等による適用
可能範囲の拡大をめ
ざす。 
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(2)最終目標の達成見通し 

 

 

表Ⅲ.1.3-2 個別テーマの最終目標と達成見通し 

研究開発テーマ 最終目標[目標年度] 達成見通し 

(1.1) 高性能ボーリングマ

シンの低騒音化・自動化

に向けた研究開発 

【H28 年度終了予定】 
・騒音値を従来機比 6dB低減 
・省人化を図るために必要な自動制御

アプリケーション開発を完了 

【H28 年度終了予定】 

・動的状態（掘削時）も含め簡易騒音

測定を実施し、６ｄB 以上の騒音低減

見込みを得ている。 

(1.2) 戸建住宅及び小規

模～中規模建築物を対

象とした地中熱配管埋設

工法の研究開発 

【H27 年度終了】 

目標達成 

【H27 年度終了】 

目標達成 

(1.3) 地中熱利用要素技

術の開発 

・掘削工事費の 30％削減 

・空気-地中熱源ヒートポンプのイニ

シャルコストの従来地中熱HP 比 20％

削減を達成 

・地中熱専用掘削機開発の目途がつ

き掘削工事費目標達成見通し。 

・汎用機利用ハイブリッドシステムの設

計が終了。性能試験を実施し、コスト、

性能目標達成確認見込み。 

(2.1) 地下水循環型地中

採熱システムの研究開発 

・目標採熱量の達成（スリンキー50w/m

以上、G カーペット、SUS1.5kw/回路） 

・地下水散水条件の最適化、年間を通

した運転性能評価 

・試運転時には採熱量目標を達成確認 

・実証試験に着手しており、試験データ

より課題抽出を実施している。改良を加

え、目標達成見込み。 

(2.2) 共生の大地への地

中蓄熱技術の開発 

・H杭埋設WUチューブ設置工法の

開発により、ボアホール価格性能比性

能比で設置コスト 60％を削減する。 

・Ｈ杭単体でボアホール価格性能比

71％のコスト削減見通しを得ており、目

標達成。 

(2.3) 再生可能熱エネル

ギー利用のための水循

環・分散型ヒートポンプシ

ステムの開発 

・水循環・分散型ヒートポンプシステム

技術を開発して、運用コスト 20％低減

を達成する。 

・システムのエネルギー消費量、経済

性を示す運転性能予測手法を確立す

る。 

ヒートポンプ試作や性能予測モデルに

よるプロトタイプ開発を完了。要素技術

開発を着実に進めているので、順調に

推移すれば目標は達成見込み。 

(2.4) 地中熱・流水熱利

用型クローズドシステムの

技術開発 

・低負荷率でのシステム COP 向上に

着目した負荷側制御法を開発、水熱

源と空気熱源のハイブリッドヒートポン

プシステム最適制御方法の開発。 

・流水熱利用型システムの設計と普及

に資するポテンシャル評価手法と導入

適地マッピング技術の確立。 

・システム制御の設計完了。不凍液不

使用時のヒートポンプ性能への影響、

適用限界検証により目標達成見込み。 

・導入適地マッピング技術を開発する

予定であり、目標達成見込み。 

(2.5) 地中熱利用システ

ムを含む空調熱源トータ

ルシステムシミュレーショ

ンの開発 

・地中熱HP システムを含む空調熱源

トータルシミュレーションツール開発完

了（エネルギー消費量計算値精度

5％以内） 

当初計画通り推進中。ツール開発後

はグループ会社等で入手可能な地中

熱HP システム実測値と比較し精度検

証、目標達成見込み。 
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(2.6) 都市インフラ活用型

地中熱利用システムの開

発 

・サーマルレスポンス試験の結果から

数値シミュレーションを実施し、熱交換

器の設置間隔等の最適化及び土留壁

の施工手法の設計検討結果から、導

入コスト 20％削減を確認する。 

・事務所ビルを想定した運用コスト削

減シミュレーションを通じて地中熱一

体型エアコンおよびポンプユニットの

制御方法を確立。更に、開発した各試

験機を用いて、冷暖房試験を実施し、

データを取得・評価することで運用コス

ト 20％削減を確認する。 

・地中熱交換器設置工事の結果からコ

スト試算し、いくつかの施工方法で目

標達成見込みを得た。今後の TRT調

査と数値シミュレーションモデルの構築

を通じて、最終評価を実施予定。 

・設計の進捗状況から、目標達成見込

み。現状試作機設計段階であり、今後

冷暖房負荷を想定した運用コスト削減

シミュレーションやフィールドでの冷暖

房試験を通じて最終評価を実施予定。 

(2.7) 低コスト・高効率を

実現する間接型地中熱

ヒートポンプシステムの開

発と地理地盤情報を利用

した設計・性能予測シミュ

レーションツール・ポテン

シャル評価システム開発 

・高性能ヒートポンプ、新構造地中熱

交換器、削孔技術、運転制御システム

を開発し設置、運用コスト 20％削減。 

・地中熱ヒートポンプシステム設計・性

能予測シミュレーションツールを開発 

・地中熱ポテンシャルデータベースを

構築する。 

・ヒートポンプ、新構造熱交換器、運転

制御システムを試作完了。目標性能に

近づいており、成果は達成できる。 

・地盤地層情報をデータベースして、

地中熱ヒートポンプシステム設計・性能

予測ツールの web 利用版を試作して、

おり、成果は達成できる。 

(2.8) 地下水を利活用し

た高効率地中熱利用シス

テムの開発とその普及を

目的としたポテンシャル

マップの高度化 

・帯水層蓄熱システムの設置コスト、及

び運用コストを 20％削減 

・半開放式地中熱利用システムにおい

て、システム COP の 25％増加を達成 

・地中熱ポテンシャルマップに TRT

データ、オールコアデータを解析モデ

ルに組み込んでマップの高精度化 

・井戸設置コスト約 25％削減が見込ま

れており、目標達成見込み。 

・夏季冷熱注入、冬季温熱注入による

温度回復を確認、解析モデルを利用し

た蓄熱効果を確認しており、目標達成

見込み。 

・既存井戸利用した TRT とクローズド

ループ TRT と同様の結果が得られて

おり、今後マップ高度化に向け TRT

データを拡充していく予定。 

(2.9) 一般住宅向け浅部

地中熱利用システムの低

価格化・高効率化の研究 

・戸建住宅向け初期設置コスト 150 万

円/5kW 

・システム一次側及び二次側の運転制

御技術確立 

・掘削含む地中熱交換器設置費用の

低減に係る開発が順調に進んでおり、

コストダウン目標達成見込み。 

(3.1) 地圏流体モデリング

技術による国土地中熱ポ

テンシャルデータベース

の研究開発 

・地下浅層から深層を含めた深度別の

地中熱ポテンシャルの評価技術確

立、ポテンシャルマップの作成 

ポテンシャル評価技術の元となる計算

モデルの再現性、マップの信頼性評

価技術確立の目途が立っており目標

達成見込み。 

(3.2) オープンループ型

地中熱利用システムの高

効率化とポテンシャル評

価手法の研究開発 

・オープンループ型地中熱システムの

ためのポテンシャル評価技術開発。設

置・運用コスト削減率に基づくポテン

シャルマップ作成 

・還元井の逆洗技術と一体化した地下

水熱交換ユニットの開発完了 

・打ち込み井戸、タンク式熱交換器、

浸透ますを併用したオープンループ

型地中熱システムの開発完了 

・地下水温変動等のマッピングの内容

に、実証運転試験のモニタリング結果

を組み合わせることによりポテンシャル

マップの作成が可能。 

・地下水熱交換ユニットの試作完了、タ

ンク式熱交換器の製作開始。性能評

価を行い課題抽出、改良を行うことで

目標達成見込み。 
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(3.3) 都市域における、

オープンループシステム

による地下水の大規模熱

源利用のための技術開発 

・帯水層の推定や事業性予測が可能

な評価技術を確立 

・マルチレイヤー観測井システムの設

計、構築、運用基準を確立 

・既存観測井を用いて帯水層評価のた

めの試験開始、目標を達成見込み。 

・観測システム構築に必要な地下水流

量測定フローメータの試作に着手し、

目標を達成見込み。 

(4.1) 温泉熱地域利用の

ためのハイブリッド熱源水

ネットワーク構築技術の研

究開発 

・流下液膜式熱交換器開発完了（3 万

円/kw以下）、熱原水ネットワーク配

管、継手の開発（5 万円/m以下） 

・熱原水ネットワーク導入効果実証 

・熱交換器、配管を試作し、性能試験

をしており、課題抽出し、製作方法、材

料の見直しを行い、目標を達成見込

み。 

(4.2) 都市除排雪を利用

した雪山貯蔵による高効

率熱供給システムの研究

開発 

・首都圏に建設される従来型データセ

ンター比空調コスト 50％削減 

・雪氷熱とサーバー排熱を利用した複

合システムの設置、運用コスト 10％低

減 

・雪氷熱システムの設計完了。性能検

証、課題抽出中。システムを改良し、

目標達成見込み。 

・複合システムの一部設計完了。コスト

ダウン効果検証するとともに実用化に

向けた事業性の検討を実施。 

(4.3) 太陽熱を利用した

熱音響冷凍機による雪室

冷却装置の開発 

・熱音響冷凍機の活用により雪室容積

を 35m3に減容しても夏季の冷房として

利用できることを確認し雪室導入コスト

17.7％低減を目指す。 

・設計では雪室面積減容可能性を確

認。 

・課題抽出、改良によりコスト目標達成

見込み。 

(4.4) 太陽熱集熱システ

ム最適化手法の研究開

発 

・太陽熱集熱システムの省エネ性能算

定が可能なシミュレーションツール及

び、導入設備の設計ツール開発を完

了する。 

・実証試験データの取得中。取得デー

タの解析結果を用いてツール開発可

能である。設計ツールの検討も開始し

ており達成見込み。 

(5.1) 食品廃棄物の超臨

界水ガス化による再生可

能熱の創生 

・焼酎残渣からのタール生成抑制する

超臨界水ガス化の基礎特性として、

タール生成量を１％以下とする。 

・実証装置で焼酎残渣を用いて 1 ヶ月

のノータールガス化運転を行い、実用

化の見通しを得る。 

・タール生成量１％以下を可能にする

温度、圧力等の反応条件を確認済

み。 

・実証装置設計は着実に進んでいる。 

・一定条件において事業採算性確保

が可能であることを確認、低コスト化設

計の取り組みが実現すれば目標達成

見込み。 
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Ⅲ.2 個別テーマの成果の概要 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

(1.1)高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発 

 

【成果概要】 

①低騒音化技術開発 

エンジンのみを最大回転数で稼働させる状態(静的状態)では一部の低騒音化技術を適用するこ

とで従来機種と比べ 12dB の騒音低減効果を確認した。これは、国土交通省が定める超低騒音型

建設機械に該当可能な境界値に達すると予想される。 

 

②自動化技術開発 

自動化に帰する主なアプリケーション開発は 13種類となる。新型機フロント部を仮想した模

擬試験機(ヘッド部)作製により、開発した６種類(１種類は一部機能を確認)のアプリケーション

の作動確認を終了した。その後、エンジン部も装備した新型機(仮組)により、開発した６種類の

アプリケーションの作動確認を終了した。 

 

【項目別成果】 

①低騒音化技術開発 

掘削機の低騒音化を図ることで、掘削能力を最大限(従来の打撃エネルギーの 1.74 倍)に引き

出すことが可能となる。これまでに実施した主な開発内容を以下に列記する。 

・従来機種の騒音・振動部位の特定 

・騒音シミュレーションによる防音材料の選定 

・指向性測定結果によるエンジン回りレイアウトの改善 

・エンンジン部構造(３技術適用)の改善 

・エンンジン部の熱だまり防止のための冬季での熱流量測定 

・騒音発生部位測定結果によるエンジン部の防音対策(吸音・制振) 

・騒音発生部位測定結果によるヘッド部の防音対策(吸音、遮音、防振、制振) 

・騒音測定結果による消音装置の形状・受音箇所の改良 

・静的状態での騒音低減効果に係る性能照査 

 

②自動化技術開発 

掘削機の自動化を図ることで、作業編成人員の削減と同時に、非熟練技術者の活用が可能とな

る。これまでに実施した主な開発内容を以下に列記する。 

 

・模擬試験機により、「掘削開始・停止」、「掘削速度」、「循環水」、「掘削負荷」、「孔内洗浄」、

「ロッド分離（一部）」に関するアプリケーションの作動確認 

・新型機（仮組）により、「エンジン回転数」、「姿勢」、「逸水監視」、「危険回避」、「オシレータ

周波数」、「データ記録」に関するアプリケーションの作動確認 
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表Ⅲ(1.1)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 3 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 1 件 0 件 1 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成 28 年 7 月 31 日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(1.1)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標[(平成 28 年度末) 達成見通し 

①掘削機の低

騒音化技術開

発 

・静的状態では、一部の低騒音化

技術を適用することで 12dB の騒音

低減が可能であることを確認 

・低騒音化を図るためのヘッド部お

よび消音装置を改良中。 

・熱流測定結果に基づいたエンジ

ン部内の排気構造を改造中。 

・夏季での熱流量測定とシミュレー

ションを検討中。 

騒音値を 6dB 低減 性能検証、課題抽出

中であり、最終目標に

向け着実に研究開発

を進めているので、順

調に推移すれば成果

は達成できる。 

②掘削機の自

動化技術開発 

・自動化に帰する主なプリケー

ション開発は 13 種類となる。12

種類のアプリケーションの開発

と動作確認を終了。 

・モニタリングでのグラフィック機能

を開発中。 

現状での 5人体制（オペ

レータ 1人、泥水管理 1人、

ロッド継ぎ足し等の作業３人）

を３人体制とする。 

性能検証、課題抽出

中であり、最終目標に

向け着実に研究開発

を進めているので、順

調に推移すれば成果

は達成できる。また、

弊社工場内での掘削

制御データ収集実施

予定。 

研究開発終了後、平

成 29年度以降に

様々な地層での制御

データを収集し、新型

機完成を目指す。 
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(1.2)戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発 

【成果概要】 

開発する工法は、年稼働率の高く比較的施工単価の安価な鋼管杭の施工機械を活用することによ

り、安価な熱交換器埋設コストを提供するものである。従来ボーリング工法では、地盤を削りなが

ら水で溶かして泥水化し掘削するが、本開発工法では、羽根付き掘削鋼管を用い、機械の押し込み

力と回転力のみで、乾式で地盤を掘削する。 

羽根付き掘削鋼管治具、鋼管継手部、先端蓋の設計、製作を行い、地盤の異なる現場にて施工試

験を行い、工法の施工性の検証及び、継手の作業性、止水性、先端蓋の取り外し性能の確認を実施

して、各目標を達成した。 

 

【項目別成果】 

本開発工法の施工概要を以下の図Ⅲ(1.2)-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ(1.2)-1 開発した地中熱配管埋設工法の施工工程図 

 

 

羽根付き掘削鋼管治具、鋼管継手部、先端蓋を製作、地盤の異なる現場にて施工試験を実施し

て、以下の結果を得た。 

土質Ｎ値 50 以上の硬質粘土層や砂層、砂礫層も掘削を可能である掘削方法を確立し、目標とな

る 60ｍ/日を達成した。 

掘削後に安定的に取り外すことが可能な先端蓋と、高トルク条件下で使用できる作業性のよい鋼

管継手を開発した。 

硬質粘土や礫層等の硬質な地盤条件において、本施行方法として標準の施工方式では 60ｍ/日を

下回る結果があったが、掘削鋼管２本同時並行で施工する方式として施工効率を改善することで、

目標の施工速度を達成した。 

所定の地盤条件において、目標とする羽根径掘削体積の 30％以下の排土量を達成した。さらに、

地盤条件によっては完全無排土の施工が可能であることも確認した。 

施工スピード 60ｍ/日、掘削排土量を羽径掘削体積の 30%以下と仮定し、熱交換器埋設のための

コストを試算したところ、目標である\8000/ｍの熱交換器埋設コストを実現した。 

本開発の施工工法で埋設した熱交換器を用いてサーマルレスポンス試験を実施し、従来のボーリ

ング施工工法により埋設される熱交換器と比較して、試験で得られた熱抵抗値は同等の値を示し

た。この結果から、開発工法で埋設した熱交換器の品質は、従来工法と同等であることを確認し

た。 

(a)掘削開始  (b)掘削完了   (c)水投入   (d)配管投入   (e)砂投入   (f)引上開始  (g)引上完了 
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また、熱交換器の配置の最適化を検討するため、熱負荷計算及び実熱負荷試験を実施した。その

結果、隣り合った熱交換器相互の影響を考慮することで、間隔の狭い熱交換器の配置も可能であ

り、その場合少なくとも２ｍ以上の配置間隔が望ましいことを確認した。さらに、熱交換器が比較

的短い場合において、外気温の影響を受ける浅層部分が与える影響を検討したところ、外気温の影

響が無い場合と比較して熱交換器としての熱交換性能への影響は小さいことを確認した。 

 

 

 

表Ⅲ(1.2)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成 28 年 7 月 31 日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

表Ⅲ(1.2)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標(平成 27年度末) 達成見通し 

①継手構造、

先端蓋構造の

検討 

・FEM解析と載荷試験から構造を検討

して 30kNm の使用に耐えうる継手を開

発した。 

・施工試験を実施、安定的に取り外し可

能な先端蓋を開発した。 

・30kNm の使用に耐えうる構造

の継手開発 

 

・安定的に取り外し可能な構造

の先端蓋開発 

目標達成 

②施工方法確

立 

・施工試験を実施、施工速度は平均

70.6m/日の結果を得る。 

・施工試験を実施、平均排土量 29.6％の

結果を得る。 

・施工試験結果を元に熱交換器埋設コス

トを試算し\7200/ｍの結果を得る。 

・施工速度 60m/日以上 

 

・排土量掘削体積の 30％以下 

・熱交換器埋設コスト\8000/m

以下 

目標達成 

 

③熱交換器配

置の最適化検

討 

・２ｍ以上の配置間隔が望ましいことを確

認した。 

・外気温の影響を受ける浅層部分が熱交

換性能に与える影響をシミュレーション解

析し、影響が小さいことを確認した 

・熱交換器配置において隣接す

る熱交換器の影響を検討する 

・浅層利用時における外気温の

影響を検討する 

目標達成 
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(1.3)地中熱利用要素技術の開発 

【成果概要】 

地中熱専用掘削機および周辺機器のロッドチェンジャー、U チューブ挿入機を開発した。小型の浅部掘

削機は、構想・概略設計が完了した。地中熱交換器の研究開発では、被覆銅管製水平スリンキー地中熱交

換器を用いたフィールド試験や３種類の地中熱交換器のシミュレーション解析を行った。熱源機の研究開発

では、汎用機を改造した装置を実験中である。 

 

【項目別成果】 

①地中熱専用掘削機及び周辺機器の開発 

掘削機における回転数(80rpm、40rpm)とバイブレーション可変機構(2800bpm、2650bpm、

2500bpm)については、オペレーターが操作レバーで調整可能である事を確認した。施工性の向上

の為に、アウトリガーを装備し、旋回機構を採用した。操作性向上の為に、オペレーターの視界

を考慮し、操作レバーの配置を行った。 

ロッドチェンジャーについて、実機に搭載、165×96‐3ｍの２重管ロッドの着脱動作の確認を

行った。 

Ｕチューブ挿入機について、想定される浮力、Ｕチューブ自重、充填ブライン重量を考慮し、

80kgの重りを付加した動作確認を行った。Ｕチューブの滑りも見られず、各機構の動作は良好で

あった。現状3～4人で行っている作業は、Ｕチューブ挿入機を使用する事によって、数人でも可

能な作業になり、安全で省人化につながる装置になった。 

 

②小型の浅部掘削機の開発 

地中熱専用掘削機の成果を生かし、構想・概略設計を完了した。施工事業者と意見を交え、マ

シンの運送費用を削減する為に、ロッドチェンジャーの簡易･軽量化を行う事とした。 

 

③地中熱交換器の高性能低コスト化の研究開発 

鉛直型熱交換器のフィールド実験装置を製作中であり、H28年度中にコスト削減効果を評価す

る。すでに実施済みの被覆銅管製水平スリンキー型地中熱交換器と比較検討し、性能および設置

コストの検討を行い、それぞれの優位性を評価する。また、３種類の地中熱交換器のシミュレー

ション解析の結果から、システム伝熱性能および圧力損失がシステムに及ぼす影響を検討すると

ともに、それぞれの熱交換器における適切な運転条件が存在することを明らかにした。 

 

④熱源機の低コスト化の研究開発 

液ポンプ内蔵システムの実験を行い、所定のデータを取得した。H28年度中にコスト削減効果

を評価する。また、汎用の蒸気圧縮式空調機に地中熱交換システムを組み込んだハイブリッドシ

ステムの装置を制作中である。 
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表Ⅲ(1.3)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 3 件 0 件 1 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件 0 件 1 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成 28 年 7 月 31 日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(1.3)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①地中熱専用

掘削機および

周辺機器の開

発 

地中熱専用掘削機および周辺

機器の開発が完了し、実証試

験を行っている。 

実証試験を完了、掘削

工事費の 30％削減を達

成する。 

現在までに所定の開発がなさ

れ、掘削にかかる人員と時間

の削減が可能になると判断で

きるので、達成可能と考える。 

②小型の浅部

掘削機の開発 

掘削機を使用している施工事

業者意見を交え、仕様を決定

する。現在、機械の詳細検討を

行っている。 

実証試験を完了、掘削

工事費の 30％削減を達

成する。 

地中熱専用掘削機の開発に

目途がついたので、小型化に

ついては現有技術で達成可

能と考える。 

③地中熱交換

器の高性能低

コスト化の研究

開発 

被覆銅管製水平スリンキー型

地中熱交換器の評価を実験及

びシミュレーションにより実施中

であり、小口径二重管式地中

熱交換器についてはシミュレー

ションモデルを開発中である。 

地中熱交換器機部コスト

の 20％を削減及び配管

工事費の 10％削減を達

成する 

水平スリンキー型は垂直U

チューブ型と同程度の性能を

有することが明らかになったた

め、達成可能と考える。小口

径二重管も所定の性能が期

待できる。 

④熱源機の低

コスト化の研究

開発 

液ポンプ内蔵システムの実験を

行い、所定データを取得した。 

汎用機にハイブリッド熱交換器

を組み込んだシステムの設計を

行い、装置を製作中である。 

開発する地中熱交換器

および地中熱ヒートポン

プシステムの性能評価を

行い、ヒートポンプコスト

の 20％削減を達成す

る。 

汎用機利用ハイブリッドシステ

ムの設計を終了、所定の成果

が期待できるので、達成可能

と考える。 
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(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

(2.1)地下水循環型地中採熱システムの研究開発 

【成果概要】 

地下水循環型地中採熱システムの構築に際し、①熱交換槽の地下水流動に伴う熱伝導(移動)解析、

②地中熱交換槽構成材料の研究開発として、熱交換槽のプレキャスト化を含む構成材料の開発、③

地下水循環型地中採熱システムの研究開発として、地下水供給制御システムの開発を行った。これ

ら解析・開発を実施した後、実証プラント(能力 20kW)の建設を行い、平成 28 年 7 月より夏期デー

タの収集を開始した。 

 

【項目別成果】 

①地中採熱槽の地下水流動に伴う熱解析 

従来方式の水平ループに比べ、地下水浸透流による移流効果で、安定して高い採熱性能を発揮

できる(熱枯れが発生しない)可能性が示された。 

 

②地中熱交換槽構成材料の研究開発(熱交換槽のプレキャスト化を含む構成材料の開発) 

スリンキータイプの浸透性材料(河川産砂利+河川産砂)とポーラスコンクリートの透水係数を

確認し、実証プラントに採用した。ポーラスコンクリート２次製品(採熱装置)に関する施工要領

書(配合・製造作業標準)を作成した。 

 

③地下水循環型地中採熱システムの研究開発(地下水供給制御システムの開発) 

熱負荷に応じたヒートポンプ運転と連動し、井戸ポンプ運転を経済的に適切な能力で動かす地下水供

給制御システムを開発し、これを採用した実証プラントにおいて、平成28年7月より本格的なデータ

を収集している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証プラント概略図 
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Ⅲ(2.1)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 5 件 3 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成 28 年 7 月 31 日現在。 
 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

表Ⅲ(2.1)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①地中採熱槽

の地下水流動

に伴う熱解析 

従来方式の水平ループに比

べ、地下水浸透流による移流効

果で、安定して高い採熱性能を

発揮できる(熱枯れが発生しな

い)可能性が示された。 

地下水散水量や熱媒体

の循環方向等の条件の

違いによるシステム性能

を、実証試験によって定

量的に評価する。 

各条件で実証試験を行い、

システム性能(採熱量や

COP)の定量的評価が可能

と考える。 

②地中熱交換

槽構成材料の

研究開発（熱交

換槽のプレ

キャスト化を

含む構成材料

の開発） 

スリンキータイプの浸透性材料

(河川産砂利+河川産砂)とポー

ラスコンクリートの透水係数を確

認し、実証プラントに採用。 

ポーラスコンクリート 2 次製品

（採熱装置）に関する施工要領

書を作成。 

採熱槽構成材料の透水

係数と空隙率の相違によ

る、採熱量への影響を実

証試験により確認・評価

する。 

 

実証試験データより、技術

基準は作成可能である 

③地下水循環

型地中採熱シ

ステムの研究開

発 

1）熱負荷に応じたヒートポンプ
運転と連動し、井戸ポンプ運転
を経済的に適切な能力で動か
す地下水供給制御システムを開
発し、これを採用した実証プラ
ントにおいて、夏期のデータ
を収集している。 
2）地下水散水量の最適化及び
井戸ポンプ運転時間の最適化
の検証。（今後実施予定） 
 
 
3）持続的に地下水涵養能力及
び採熱性能が担保できることを
示す。（今後実施予定） 
 
 
 
4）地下水を生活に使用している
地域においても運転可能なシス
テムを開発する。（今後実施予
定） 

1）スリンキータイプの採熱
目標量を 50W/m 以上。 
G-カーペットおよび SUS
管による採熱装置１回路
当たりの採熱目標量を
1.5kW 以上。 
 
2）採熱量を検証する中
で、地下水散水（供給）量
の最適化のためのデータ
を得て、揚水量の低減を
図る。 
3）浸透性材料、および
ポーラスコンクリートに目
詰まり等が発生し、地下
水浸透能力低下による採
熱効率の低下を検証す
る。 
4）採熱側循環液に真水
を用い、冬期間の凍結を
防止する制御システムを
開発。 

1）27 年 2月～3月の試運
転調整時のデータからは、
採熱目標量を上回ると考え
る。 
 
 
 
2）実証試験を行う事で、揚
水量の低減は可能と考え
る。 
 
 
3）平成 30年度の実証試験
によるデータ収集後、コア
ボーリング等を行う事で、劣
化の進行状況を把握できる
と考える。 
 
4）制御システムを調整しな
がら実証試験を行うことで、
凍結防止は可能と考える。 
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(2.2)共生の大地への地中蓄熱技術の開発 

【成果概要】 

ビルや住宅の基礎杭の特性を活かし集熱性能と信頼性を向上させ設置費を削減した。各施工杭で

の熱負荷実験と数値シミュレーションから性能を検証した。ボーリング工法との価格性能比で熱源

杭設置費の 58％～77％が削減された。住宅杭との兼用と空気熱との併用で熱源設置費の縮減によ

り、従来地中熱床暖房システムに比べ、16年間ライフサイクル費の 35％が削減された。鉄分が多

く未利用となっている浅い地下水を簡易な酸素遮断で４カ所冷暖房循環利用が継続された。 

 

【項目別成果】 
①ビル(25 階以下）を対象にした熱交換杭の開発 
a)ケイ酸ソーダによるPHC杭のCa2+遮断・漏水防止 

杭底閉塞PHC杭貯水直接循環方式の炭酸カルシウム析出対策ではケイ酸ソーダ0.4％添加による
C-S-H結晶形成で、Ca2+濃度は冷凍空調機の水質基準の25ppm以下にできた。また、0.2mmスリット
は目詰まりで漏水が止まった。上杭と下杭の接合に水膨張ゴムを用いて漏れを無くした。更に、
実設備で管路を大気密閉化し、地下水水位まで杭内水位を下げ漏水をなくし、二酸化炭素や酸素
の浸透を減らし炭酸カルシウム析出と腐食の抑制とした。ボーリング工法との価格性能比で69％
(目標60％)削減と試算された。 
 

b)杭の温度応力の解析 
計算ソフトを開発し、試算例では許容応力の最大約８％に至った。PHC杭に900ton載荷し、杭

を約40℃に上げ、歪ゲージなどを計測した。この実測データで計算ソフトを検証する。 
 
c)PHC杭壁内側Uチューブ設置法の開発 

４組ＵチューブをPHC杭使用の螺旋鉄筋に固定し、ボアホールに比べ十倍となるＵターン部を
鋼製鞘管で接合なしとして漏水リスクもコストも削減した試験施工を２回実施し、信頼性の高い
設置法を確立した。４～６組Ｕチューブの数値シミュレーションソフトを開発し、実験杭の性能
を検証した。このソフトでボアホール工法との価格性能比を求めると、杭単体で削減目標50％に
対して58％の削減達成となった 
 

②戸建住宅から中規模施設を対象にした熱交換杭の開発 
a)地盤改良機でのWUチューブ撹拌・圧入工法の開発 

数値シミュレーションソフトを実測で検証し、そのソフトでボアホール工法との価格性能比に
対して61％削減(目標65％)を達成。冷暖房システム設置費で38％削減(目標20％)と見積もられ
た。 

 
b)戸建て住宅H型コンクリート杭でのWUチューブ設置 

Ｈ型コンクリート杭の凹みにＵチューブを外付けする工法を開発し、その性能を検証した。杭
単体でボアホール価格性能比71％(目標60％)の削減で、冷暖房システム設置費を43％(目標20％)
削減とした。 

 
③地中蓄熱システムの開発 
a)ハイブリッドヒートポンプ床暖房・給湯蓄熱冷房システムの開発 

床暖房実証施設では、②のH型コンクリート杭と空気熱併用での熱源コスト削減で、従来ボー
リング法・地中熱床暖房に比べて、維持費は削減されなかったが、システム設置費で46％削減を
得た。維持費の削減はできなかったが、16年間ライフサイクルコストで35％削減と見込まれる。
杭本数を増やした実験、給湯への冷房温廃熱利用で維持費削減を今後行う。 

 
b)地中熱ヒートポンプ・ソーラー給湯システム 

融雪用放熱管で太陽熱集熱した約40℃の温水を深さ7ｍの帯水層に蓄熱する実験を平成28年7月
から実施した。 

 
c)地中蓄熱時の熱媒体循環量削減で節電 

融雪面積4840㎡の夏の太陽熱蓄熱運転を間欠にしたが、杭内貯水を12月初めに30℃以上で蓄熱
は変わらず蓄熱の電気は4割節電と推定された。 

 
④地下水循環利用技術の開発 
a)ハイブリッドヒートポンプ床暖房・給湯蓄熱冷房システムの開発 
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浅い帯水層であれば井戸工事費は安価になる。しかし、福井平野の浅い地下水は鉄分が多く井
戸や熱交換器が目詰まりし利用できなかった。井戸内の揚水管を断熱材で覆ってケーシングとの
隙間を無くす等で地下水を酸素遮断した地下水循環の冷暖房を３所で継続した。２カ所はメンテ
無しで２年間運転できた。１カ所は３ヶ月経過までは管路内のサイトガラスは透明だったが、井
戸に融雪水(酸素)が入った途端に酸化鉄が熱交換器等に厚く付着した。 

 
b)地中熱ヒートポンプ・ソーラー給湯システム 

建物設計時に地下水可能揚水量を得るために、ビルの支持力深さまでの帯水層を対象に、その
支持力調査(標準貫入試験)孔を使って小さな井戸を作り、限界揚水量を求めることができた。調
査費は目標の約40万円となった。 

 

 

 

表Ⅲ(2.2)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 5 件 3 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(2.2)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①ビル(25 階以

下）を対象にした

熱交換杭の開発 

貯水方式ではボーリング工法

比の杭単体で 69％縮減(目標

60％)、杭内側Ｕチューブ設置

法では 58％削減(目標 50％)。 

システム設置費 20％縮減

杭への熱応力チェック。 

大幅達成。 

②戸建住宅から

中規模施設を対

象にした熱交換

杭の開発 

地盤改良とＨ杭の杭単体にお

いて、ボアホール価格性能比

で 61％と 71％の削減。 

後者では冷暖房システム設置

費 38、43％を達成。 

ボアホール価格性能比で

地盤改良とＨ杭の杭単体

で目標は 65％、55％、

冷暖房システムで設置費

20％の削減。 

達成見通し。 

③地中蓄熱シス

テムの開発 

住宅Ｈ型杭と空気熱併用の熱

源コスト削減で、床暖房実証

施設でシステム設置費 46％削

減。維持費は変わらない。16

年間ライフサイクルコストで

35％削減。 

維持費 20％削減。 達成見通し。 

杭本数を増やす、給湯

への冷房温廃熱利用な

どで維持費削減を行

う。 

④地下水循環利

用技術の開発 

鉄分や遊離炭酸が基準値の数

十倍の浅い地下水を 4 カ所で熱

利用しながら安価に循環利用を

継続中。 

悪水での安定した地下水

循環利用。 

箇所を増やす都度のトラ

ブルを逐一安価に工夫

して解消。その後安定

しており、達成見通し。 
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(2.3)再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 

【成果概要】 

開発は実用的技術開発と先導的技術開発の２本立てで実施し、コスト低減、高効率な運転を可能

にする要素技術を検討し、機器を試作し、性能試験を行った。 

地中熱交換器のシステム性能予測モデルのプロトタイプを開発し、水熱源ヒートポンプを含む全体システ

ムの性能予測を可能とした。 

 

【項目別成果】 

(1)水ループシステム構築技術の開発 

実用的技術として、後述(6)に記載のシステム性能予測モデルを用い、太陽熱と地中熱を併用

する場合のシステム制御方法及び年間性能について基礎的な検討を実施した。 

先導的技術として、清水循環の塩化ビニル配管を用いることでコストを削減し、分散型 DC ポ

ンプを用いることで熱搬送動力を削減する水ループシステムの開発を進めた。水ループシステム

の最適運用設計データを得るために配管モデル実験装置を構築し、様々な制御方式を基にして、

流量、ポンプ動力、圧力損失などの基礎データ計測を行った。 

 

(2)天空熱源（スカイソース）ヒートポンプ(SSHP)の開発 

実用的技術として、DCインバータスクロール圧縮機を用いた SSHP のチラーユニット部の試

作、SSHP 単体性能試験を行った。また、HFO 冷媒を利用するターボ圧縮機及び熱交換器単体の設

計、試作を完了した。SSHP システムの設計を進め、年間性能に関する基礎的な検討を実施した。 

先導的技術として、太陽集熱、夜間放射放熱、大気集放熱機能を有するスカイソースパネル、

ガラス封止太陽電池モジュール、冷媒圧縮機ユニットを試作した。 

 

(3)高密度地中熱交換器の開発 

実用的技術として、蓄熱型地中熱交換器の地中埋設試験施工を行い、施工手順のノウハウやコ

ストデータを収集した。熱性能実験を行い、基礎的な性能を把握し、同実験データを用いてシス

テム同定を行い、制御技術の高度化を図るための基礎的な知見を得た。施工試験、熱性能実験の

結果から、コスト試算を実施し、従来のボアホール方式に対して、熱量単価 20％以上の低コスト

化が実現できることを確認した。 

先導的技術として、二重らせん形状地中熱交換器を考案し、製作用の専用治具を製作した。こ

の地中熱交換器について熱解析を行い、非定常熱伝導特性を検討した。 

 

(4)空調用水熱源ヒートポンプの開発 

実用的技術として、DCインバータ圧縮機、DC インバータポンプを内蔵した空調用水熱源ヒー

トポンプの開発を行い、試作機を製作して性能試験を行った。 

先導的技術として、全館空調を想定したダクト式の空調用水熱源ヒートポンプ開発を進めた。 

 

(5)給湯用水熱源ヒートポンプの開発 

実用的技術として、DCインバータ圧縮機、DC インバータポンプを内蔵し、冷房排熱給湯機能

を搭載した給湯用水熱源ヒートポンプの開発を行い、試作機を製作して性能試験を行った。 

先導的技術として、貯湯式の水熱源 CO2 冷媒ヒートポンプ給湯試験機を製作し、成績係数 5.62

を得た。 

 

(6)運転性能予測手法の開発 

SSHP 及び地中熱交換器のシステム性能予測モデルのプロトタイプを開発し、水熱源ヒートポン

プを含む全体システムの性能予測を可能とした。 
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表Ⅲ(2.3)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 2 件 0 件 

H27FY 2 件 0 件 0 件 0 件 5 件 7 件 1 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 3 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(2.3)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①水ループシ

ステム構築技

術の開発 

システム性能予測モデルを用

い、太陽熱と地中熱を併用する

場合のシステム制御方法を構

築。年間性能について基礎的検

討を実施。 

要素技術を統合した全体シ

ステムにより、導入コスト

18％削減、運用コスト 20％

削減を実証。 

要素技術開発を着実に進

めているので、順調に推移

すれば目標は達成できる。 

②天空熱源

ヒートポンプ

（SSHP)の開

発  

スクロール圧縮機を用いた SSHP

を試作、単体性能試験を実施。

新冷媒ターボ圧縮機及び熱交

換器の設計、試作を完了。SSHP

の年間性能に関する基礎的検

討を実施 

熱量単価コスト 40％削減を

実証。 

要素技術開発を着実に進

めているので、順調に推移

すれば目標は達成できる。 

③高密度地中

熱交換器の開

発 

蓄熱型地中熱交換器の地中埋

設試験を行い、施工法とコスト

データを収集、基礎的熱性能を

把握。従来ボアホール方式に対

して、熱量単価 20％以上のコス

ト削減を試算。 

施工コスト 20％削減を実

証。 

要素技術開発を着実に進

めているので、順調に推移

すれば目標は達成できる。 

④空調用水熱

源ヒートポンプ

の開発 

DC インバータ圧縮機、DC イン

バータポンプを内蔵した空調用

水熱源ヒートポンプの試作機を

開発、改良を実施。 

暖房 COP7 

冷房 COP10 

要素技術開発を着実に進

めているので、順調に推移

すれば目標は達成できる。 

⑤給湯用水熱

源ヒートポンプ

の開発 

DC インバータ圧縮機、DC イン

バータポンプを内蔵し、冷房排

熱給湯機能を搭載した給湯用水

熱源ヒートポンプの開発を行い

試作機の改良を実施。 

施工コスト 10％削減を実

証。 

要素技術開発を着実に進

めているので、順調に推移

すれば目標は達成できる。 

⑥運転性能予

測手法の研究

開発 

プロトタイプを完成。今後は実証

データと比較し精度向上を図る

段階。 

性能予測モデル及び制御

アルゴリズムの構築 

要素技術開発を着実に進

めているので、順調に推移

すれば目標は達成できる。 
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(2.4)地中熱・流水熱利用型クローズドシステムの技術開発 

【成果概要】 

シート状熱交換器を使用した、クローズドシステムによる流水熱、地下水流動地盤内設置型熱交

換器を開発した。実証試験を実施(設置コスト低減)、水冷ビルマルの低負荷率負荷制御法・不凍液

不使用ヒートポンプ運転制御法を開発し、実証試験を実施中である。浅層地下水熱、農業用水熱の

利用適地判断に活用できるマップを作成した。 

 

【項目別成果】 

(1)流水熱交換器の開発・実証試験 

①流水路設置熱交換器の開発・性能評価 

用水路の設計基準以下の低流速域でも実用能力 5～6kW/枚の熱交換能力を確認している。 

②浅層地下水熱交換器(フレコン型)の開発・性能評価 

地下水位が深さ 1ｍ付近にある地中の深さ 1.5～2.5ｍに浅層地下水熱交換器を設置し、熱応答

試験によって得られた熱交換特性に基づき、事務所環境での利用で実用能力 2～3kW/個(フレコ

ン)の熱交換能力を有すると評価した。 

③数値モデル化による性能評価技術開発 

数値モデル化による冷暖房負荷に対する性能を評価。 

④熱交換器の用水路、浅層地下水内実証試験 

昭島市の農業用水を熱源とするヒートポンプシステムを設置、ハウス空調を開始した。 

黒部扇状地浅層地下水熱による事務所空調を開始。設置コストの削減を確認している。 

 

(2)ヒートポンプの運用最適化手法・不凍液不使用ヒートポンプ制御手法の開発（運用コスト低減） 

①水冷ビル用マルチエアコンの低負荷率負荷制御法の開発 

既存の地中熱ビルマルで負荷制御実施。10％以上の性能改善を検証中である。 

②不凍液不使用 HP運転制御法の開発 

YKK(株)黒部事業所と昭島市ハウスに不凍液不使用ヒートポンプ空調システムを設置し、開発

した不凍液不使用 HP 運転制御法の性能を検証中である。 

 

(3)流水熱利用熱交換器の導入適地マッピング技術開発 

①水理地質調査に基づく資源量評価 

開発システムの導入適地判断に活用できるマップ作成済。調査を継続し、精度向上を図る。 

②ポテンシャル評価手法およびマッピング技術の開発 

熱源別のポテンシャル評価手法案を提案し、精度検証を進めている。農業施設管理者ヒアリン 

グ等により用水路利用の可能性を許認可等も含めて多角的に検討中である。 
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表Ⅲ(2.4)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 8 件 0 件 2 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(2.4)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①流水熱交換
器の開発・実
証試験 

・農業用水路向け熱交換器につ
いて、低流速域でも熱交換能力
5～6kW/枚を確認した。 
・浅層地下水向け熱交換器につ
いて、熱交換能力約 3kW/フレコ
ンに相当する結果を得るととも
に、設置コストを 20％低減できる
見込みを得た。 

・農業用水および浅層地
下水を熱源とする熱交換
器を開発し、設置方法の
確立、開発仕様の明確化
をした上で、設置コストを
従来工法と比較して 20％
以上削減する。 
・上記以外の排水槽や海
水等の流水熱源へ適用
し、同様に設置コストを削
減する。 

中間目標を達成できる見
込みであるので、流水熱
交換器の各種未利用水
熱源への設置例増大とそ
の設計指針の実証・確認
により、最終目標に向け
着実に研究開発を進めて
いる。 

②ヒートポンプ
の運用最適化
手法および不
凍液不使用シ
ステム制御手
法の開発 

・既存の地中熱ビルマルで負荷
制御実施検証中。 
・黒部扇状地と昭島市ハウスに不
凍液不使用HP を設置し、制御・
性能検証中。 

・低負荷率でのシステム
COP 向上に着目した負荷
側制御法を開発、水熱源
と空気熱源ヒートポンプと
のハイブリッドシステムの
最適制御方法を開発し、
運用コスト 20％以上削減
する。 
・不凍液不使用HPの適
用範囲を明確にする。 

中間目標である、実用的
な制御手法の開発ができ
る見込みである。適用可
能地域の選定を行った上
で、普及できるようにす
る。 

③流水熱利用
熱交換器の導
入適地マッピ
ング技術開発 

①開発システムの導入適地判断
に活用できるマップ作成済。調査
を継続し、精度向上を図る。 
②熱源別のポテンシャル評価手
法案を提案。精度検証をすすめ
ている。 

流水熱利用型システムの
設計と普及に資するポテ
ンシャル評価手法と導入
適地マッピング技術を確
立する。 

目標は達成できる見込み
である。実設計への適用
を想定して、熱利用事業
者や設計業者等のユー
ザーにとって有益となる情
報提供システムを開発予
定。 
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(2.5)地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発 

【成果概要】 

既往地中熱ヒートポンプ熱源機器として、熱源機器のラインナップ調査、代表機器の性能特性調

査を実施した。既往地中熱交換器調として、地中熱交換器のラインナップ調査、代表機器の性能特

性調査を実施した。 

 

【項目別成果】 

1. 既往地中熱ヒートポンプ熱源機器調査 

1.1 既往の熱源機器のラインナップ調査 

既往の熱源機器のラインナップ調査では、9社 21種類の機器のラインナップと能力及び定格

COP、定格冷温水流量を調査した。 

地中熱ヒートポンプを製造・販売しているメーカーは、ゼネラルヒートポンプ工業、サンポッ

ト、日本ピーマック、日本スティーベル、三菱電機、ディンプレックスジャパン、JFE エンジニ

アリング、日本熱源システム、コロナ等である。 

 

1.2 主要な既往の熱源機器の性能特性調査 

主要な既往の熱源機器の部分負荷時の冷却・加熱能力と COP 等の性能特性調査を行った。ゼネ

ラルヒートポンプ工業株式会社、サンポット株式会社、日本スティーベル株式会社、三菱電機株

式会社、日本ピーマック株式会社などから熱源機器の性能特性の情報を収集した。 

 

2. 既往地中熱ヒートポンプ熱源機器調査 

2.1 既往の地中熱交換器のラインナップ調査 

既往の地中熱交換器のラインナップ調査では、6社 22機種の情報を収集した。 

地中熱交換器を製造・販売しているメーカーは、ゼネラルヒートポンプ工業株式会社、株式会

社イノアック住環境、ダイカポリマー株式会社、積水化学工業株式会社、株式会社日伸テクノな

どある。 

 

2.2 主要な既往の地中熱交換器の性能特性調査 

既往の地中熱交換器について、メーカー別の主要機器の代表寸法、重量、保有水量等を調査し

た。ゼネラルヒートポンプ工業株式会社、イノアック住環境株式会社、ダイカポリマー株式会社 

三井化学産資株式会社、積水化学工業株式会社などから性能特性の情報を収集した。多くの

メーカーが PE100 を使用したＵチューブを採用していることが分かった。 

 

3. ＬＣＥＭ地中熱ヒートポンプ熱源モジュールの開発 

熱源モジュールのエネルギー消費量計算ロジックの考え方を検討した。機器特性の調査結果を

用いて、検討した計算ロジックに従い熱源機器モジュールを作成中である。 

 

4. ＬＣＥＭ地中熱物性取得モジュールの開発 

LCEM 用出力フォーマットの基本設計を行った。簡易地盤物性データベースからの出力と、NEDO

別プロジェクトで開発中の地盤物性推定ツールの推定結果を活用する出力の２種類のモジュール

を開発する。 

簡易地盤物性データベースは、平面 0.1～1km グリッド、深度 1m毎の地中熱物性値データベー

スを作成し、検討地点の緯度・経度の入力により、熱容量・有効熱伝導率・地下水位を推定し、

LCEM 対応形式で出力するモジュールとする。テスト地域の内、石狩平野(札幌)で、簡易地盤物性

データベースを作成し、精度確認を実施中である。本出力結果は、地中熱交換器計算モジュール

の入力データとして活用する． 

 

5. ＬＣＥＭ地中熱 熱交換器 熱交換計算手法の構築 

LCEM に適用可能な、代表的な 1種類の地中熱交換器(シングルチューブ方式)の計算アルゴリズ

ムの構築を行っている。複数の熱交換器の配置を任意に設定し、複数の熱交換器の相互の影響を

考慮した熱交換量計算手法を構築している。計算アルゴリズムは地中熱交換器熱交換計算モ

ジュールに内蔵予定である。 
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6. ＬＣＥＭ地中熱 熱交換器モジュールの開発 

汎用性の高い熱交換器の種類を整理し、開発を行う熱交換器を検討した。代表的な 1種類の熱

交換器として、ボアホール型・ダブル Uチューブを選定し、地中熱交換器の計算モジュールを作

成している。代表的なモジュールを完成させて基本モジュールとし、今後は、他種モジュールへ

の展開に活用する。 

 

7. 空調熱源トータルシステムの開発 

地中熱ヒートポンプモジュールが完了次第、空冷ヒートポンプを組み合わせたシステムを構築

予定である。 

 

8. 既往ツールとの比較 

既往ツール(Ground Club、省エネ基準 Web プログラム)の情報収集を実施中である。 

 

9. 実測値との比較 

実測結果(２件)の計測データ収集を完了し、データ分析中である。また、実測建物の地中熱Ｈ

Ｐシステムの性能特性を収集した。今後は、収集した性能特性を活用した熱源モジュールを構築

する。 

 

10. ユーザーインターフェイスの開発（平成 29年度以降実施予定） 

 

11. 既往設計手法との比較 

既往設計手法を実施するモデル建物の情報収集中である。 

 

 

表Ⅲ(2.5)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 
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[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(2.5)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①既往地中熱ヒー
トポンプ熱源機器
調査 

主要な熱源機器のライン
ナップ調査を完了し、機
器特性の情報収集中 

主要な全熱源機器の性能特性
を把握、調査結果のデータ
ベースを構築。 

メーカーの協力を得て、主
要な熱源機器の性能特性
は把握できる見込み 

②既往地中熱交換
器調査 

主要な地中熱交換器のラ
インナップ調査を完了し、
機器特性の情報収集中 

主要な全地中熱交換器の性能
特性の調査を実施。 

メーカーの協力を得て、主
要な地中熱交換器の性能
特性は把握できる見込み 

③ＬＣＥＭ地中熱
ヒートポンプ熱源モ
ジュールの開発 

熱源モジュールの基本モ
ジュールを作成中。完了
後、性能特性が入手でき
た機器のチューニング実
施 

主要な全熱源機器の熱源モ
ジュールを作成 

メーカーから性能特性を
入手できる熱源機器のモ
ジュール作成は完了する
見込み 

④ＬＣＥＭ用 地中
熱 物 性 取 得 モ
ジュールの開発 

モジュールの基本設計を
完了し、プログラムを作成
中 

全国主要平野（仙台、関東、濃
尾、福岡）のモジュールを作成 

当初の予定とおり、目標を
達成できる見込み 

⑤ＬＣＥＭ地中熱  
熱交換器  
熱交換計算手法の
構築 

LCEM 用のプログラム仕
様検討中 

代表的な４種類の熱交換器の
LCEM に適応可能な熱交換器
計算手法構築、計算手法の高
速化を実施 

当初の予定とおり、目標を
達成できる見込み 

⑥ＬＣＥＭ地中熱 
熱交換器モジュー
ルの開発 

代表とする一種類の熱交
換器モジュールを開発中 

全熱交換器方式のモジュール
作成 
モジュールの動作内容確認 

当初の予定とおり進んで
おり、達成できる見込み 

⑦空調熱源トータ
ルシステムの開発 

LCEM 用モジュール作成
中 

主要な地中熱ヒートポンプモ
ジュールと冷温水発生機･空冷
ヒートポンプ、ターボ冷凍機を
組み合わせたシステム構築が
可能なツール作成 

当初の予定とおり、目標を
達成できる見込み 

⑧既往ツールとの
比較 

既往ツールの情報収集
中 

主要な地中熱ヒートポンプモ
ジュール（４機種）、３地域程度
で、既往ツールとの比較を実
施。エネルギー消費量で 5％以
内の精度を目標 

当初の予定とおり、目標を
達成できる見込み。 
既往ツールの精度を確認
する必要がある。 

⑨実測値との比較 実測結果の収集中 実測値（２件以上）と実測値の
比較を実施。エネルギー消費
量 5％以内の精度を目標 

当初の予定とおり、目標を
達成できる見込み 

⑩ ユーザー イ ン
ターフェイスの開発 

 簡易に操作できるユーザーイン
ターフェイスの構築 

当初の予定とおり、目標を
達成できる見込み 

⑪既往設計手法と
の比較 

既往設計手法を実施する
モデル建物の情報収集
中 

２建物について、既存の計算手
法と本ツールでの設計を実施し
て比較。イニシャルコスト、ラン
ニングコスト 20％削減を目標 

当初の予定とおり、目標を
達成できる見込み 
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(2.6)都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発 

【成果概要】 

施工手法、熱交換器の配置や設置間隔等について試験を行うため、全６パターンの試験用熱交換

器を土留壁方式で埋設した試験フィールドに構築した。地中熱一体型エアコンとポンプユニットに関

して設計業務を開始した。 

 

【項目別成果】 

①土留壁方式の開発 

施工手法、熱交換器の配置や設置間隔等について試験を行うため、全６パターンの試験用熱交

換器を土留壁方式で埋設した試験フィールドに構築した。TRT 装置を用いた各熱交換器の性能試

験を行い、本試験施工における改良事項への対策や横引き配管手法の開発を通じて、施工手法を

検討する。 

 

②地中熱一体型エアコンの改良 

設計業務を開始し、プレート型熱交換器等の選定作業を進めている。今後、設計作業が本格化

し、地中熱一体型エアコン試験機の製作及び工場での性能確認を進める。 

 

③ポンプユニットの開発 

設計業務を開始し、構成要素機器等の選定を進めている。今後、設計作業が本格化し、ポンプ

ユニット試験機試験機の製作および試運転を進める。 

 

 

 

表Ⅲ(2.6)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 
 
 

表Ⅲ(2.6)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①土留壁

方式の開発 

全 6パターンの土留壁方

式のみ構築済み。11 月以

降には TRT へと移行でき

る見込み。 

導入コスト

20％削減 

地中熱交換器設置工事の結果からコスト試算をし

たところ、いくつかの施工方法で目標達成の見込

みを得た。今後、TRTによる地中熱交換量調査と

数値シミュレーションモデルの構築を通じて最終評

価を実施予定である。 

②地中熱

一体型エア

コンの改良 

 

設計業務を開始し、プレー

ト型熱交換器等の選定作

業中。 

運用コスト

20％削減 

機器設計の進捗状況から仕様を確認したところ、

目標達成の見込みを得た。今後、冷暖房負荷を想

定した運用コスト削減シミュレーションやフィールド

での冷暖房試験を通じて最終評価予定である。 

③ポンプユ

ニットの開

発 

 

設計業務を開始し、各構成

要素機器等の選定作業中

。 

機器設計の進捗状況から仕様を確認し、目標達成

の見込みを得た。今後、冷暖房負荷を想定した運

用コスト削減シミュレーションやフィールドでの冷暖

房試験を通じて最終評価予定である。 
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(2.7)低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を利用した設計・
性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 

【成果概要】 

地中熱交換器の削孔機・工法開発において、バイブロヘッド設計・製作、スパイラルロッド製作

およびドリルロッド自動脱着装置の開発方針検討を行った。地中熱交換器の開発について、高効率

扁平パイプを試作した。ヒートポンプ開発において、60kW 級冷暖房ヒートポンプ、30kW 級給湯専

用ヒートポンプの試作機、連結型ヒートポンプシステムの簡易コントローラを開発した。産総研の

深井戸情報から任意点の地質情報を推定するアルゴリズムを開発した。Web 利用可能な設計・性能

予測ツール開発において、地層地盤データベースより地盤データを取得できるプロトタイプを作製

した。 

 

【項目別成果】 
①低コスト化に寄与する地中熱交換器の削孔機・工法の開発および高効率垂直地中熱交換器の開発 
1)地中熱交換器の削孔機・工法の開発 

「周波数可変のバイブロヘッドの設計・製作」、「スパイラルロッド模型による排土率の相対比

較の実施と羽根付ロッドの製作」および「ドリルロッド自動脱着装置の現状調査および開発方針

の検討」を行った。 

バイブロヘッドは、高効率で経済性を高めることを目標に、従来の高振動ヘッドよりも低い振

動数で高い起振力を発生する領域に注目して製作を行った。試作機について、同一の地盤条件と

考えられる地点でボアホール削孔試験を行い、削孔に関する諸値を測定した。その結果、試作機

は、同一地点で試験した従来機と比較して、掘削時間が半減し、掘削速度が向上することを確認

した。 

スパイラルロッドは、模型による排土率の相対比較実験を行い、掘削中の排土率とフラッシン

グ時の排土率の確認を行い、総合的な性能向上を検討した。その結果、通常のロッドと比較し

ロッド軸方向に並行な板を１枚取り付けたロッドは、フラッシング時で数％程度排土時間が短縮

しており、掘削時においてはほぼ差のない結果となった。この結果を踏まえて、ロッド軸に平行

な板を 1枚取り付けた羽根付ロッドを製作し、フィールドによる実証試験を実施した。 
 

2)高効率垂直地中熱交換器の開発 

高効率扁平パイプを試作し、性能評価を行った。また、扁平パイプ用の先端Ｕヘッドの製品設

計し、金型製作、成形試作、性能評価を行った。 

それらの試作した扁平パイプと先端Ｕヘッドを用いて扁平Ｕチューブを製作し、砂礫層が主で

ある地点で掘削したボアホールへの挿入検証を行った。それにより目標としたボアホール径に扁

平Ｕチューブを問題無く、挿入出来ることを確認した。 

Ｙ字ブランチＥＦ継手は金型を修正し、試作、性能評価を行った。 

 

3)地中熱交換器の熱応答試験及び熱流動 FEM解析 

試掘試験で掘削後にＵチューブを挿入し、熱応答試験を実施した。本試験では光ファイバー温

度計を用いてＵチューブ内熱媒体の温度変化を測定することで、地層毎の採熱量変化を測定し

た。その結果、扁平Ｕチューブを設置した地中熱交換器の熱抵抗は、従来のシングルＵチューブ

の熱抵抗よりも低く、より高い採熱効果が見込めることを確認した。 

 

②低コスト・高効率な多機能・多熱源対応連結型地中熱ヒートポンプの開発 

1)サイクルシミュレーションによるヒートポンプ機器の基本設計 

ヒートポンプの性能向上のためにガスインジェクションを有するヒートポンプのサイクルシ

ミュレーターを構築した。実機を用いた性能試験結果との比較検討により熱出力、消費電力のシ

ミュレーション結果は実測データの±10％以内になっており、シミュレーションの妥当性を確認

した。 

また、冷暖房ヒートポンプに給湯用熱交換器を圧縮機吐出側に配置した給湯兼用の冷暖房給湯

ヒートポンプを検討した。給湯用熱交換器は圧縮機の吐出側に設置して暖房時、冷房時とも給湯

用温水を発生させる方式として、キャピラリーチューブカシメ方式の熱交換器を採用する。給湯
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時の予測性能は、暖房時に暖房出力 22.0kW、給湯出力 4.6kW、COP4.0、冷房時に冷房出力

26.9kW、給湯出力 6.0kW、COP4.4 となる。 

 
2)ヒートポンプ本体機器設計・開発品試作・性能評価 

多熱源対応連結型多機能ヒートポンプについて、現行の 30kW 級インバータ制御機と新規に開

発した 30kW 級ノンインバータ制御機を 1つのパッケージに収納した 60kW 級冷暖房ヒートポンプ

の試作機を開発した。 

また、給湯専用ヒートポンプの試作機を開発した。試作機では、26年度に試作したブレッド

ボード機の製作工程や試験データを検討して、次の改良を加えた。 

a.圧縮機をダイキン製スクロール型圧縮機の新型に変更 

b.給湯用熱交換器のキャピラリーチューブの厚さを 0.5mm から 0.6mm に変更 

c.給湯用熱交換器の４つのコイル配置を２段積層構造に変更 

 

3)多機能・連結型制御システムの開発 

連結型制御システムについて、地中温度予測を省略し、ヒートポンプと冷却塔、太陽熱などの

補助熱源からなるヒートポンプシステムの簡易コントローラを開発した。 

 

③低コスト・高効率化に寄与する地中熱ヒートポンプ最適運転制御システムの開発 

1)ハイブリッド地中熱ヒートポンプシステム制御ユニットの開発 

②3)でも述べた通り、ヒートポンプと冷却塔、太陽熱などの補助熱源からなるハイブリッド地

中熱ヒートポンプシステムの簡易コントローラを開発した。 

 

2)地中熱利用熱回収ヒートポンプ最適制御システムの開発 

26 年度に構築したフィールド試験装置を用いて、地中熱利用熱回収ヒートポンプシステムの導

入による、地中熱交換器削減効果についての検討を行った。フィールド試験において暖冷房交互

運転と暖房単独運転を実施し、試験より得られる単位採放熱係数 q'を比較することで、間接熱回

収効果(短期蓄熱効果)の定量化を行った。暖冷房交互運転の q'は暖房単独運転と比較して倍程度

大きく、地中熱交換器長さ半分程度に削減できる可能性があることを明らかにした。 

また、最適制御システムを構成する PLC および PCの運転制御システムを構築し、フィールド

試験装置を用いて、これらの制御動作を検証する試験や、ソフトウェアの制御パラメーターの計

算結果を検証する試験を開始した。 

上述した間接熱回収効果と、温熱供給を行うヒートポンプと冷熱供給を行うヒートポンプを同

時運転することによる直接熱回収効果を最大限に活用する最適設計手法を開発した。 

 

④地理地盤情報を活用した設計・性能予測シミュレーションツールの開発とポテンシャル評価手法・評価

マップの作成 

1)地盤地層データベースおよび地下水・地盤熱特性データベースの構築 

産総研「いどじびき」の深井戸情報から任意点の地質情報をクリギング推定するアルゴリズム

を開発した。点推定をグリッドで行うことで三次元地盤地層データベースとし、任意地点の柱状

図を出力できる。カテゴリ毎の熱物性を設定することで、地層全体の平均値を計算し、Web 

Ground Club での計算条件に利用する。地下水面標高は越谷ほかのモデルをデータベースに入力

した。地温については深度の線形モデルとして、不易層の温度と深度、地温勾配を既往文献から

クリギング推定で全国マップに変換し、データベースに取り込んだ。 

 

2)Web ブラウザで利用可能な設計・性能予測ツールの開発 

設計・性能予測ツール単層版の実用化に向け、インターネット上のサイト(Web Ground Club)

を改良した。複層地盤組み込みに向け、地層地盤データベースより地盤データを取得できるプロ

トタイプを作製した。 

 

3)サイトレベルの地下水流動・熱流動解析を行うシミュレーションツールの開発 

地中熱交換器入力インターフェースを改良し、ダブルＵチューブ、及び扁平Ｕチューブを用い

た地中熱交換器と地盤の連成計算を可能とした。地中熱交換器と地盤の連成計算を行うにあた
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り、地中熱交換器周辺の自然対流を考慮する必要があるため、自然対流を考慮した熱流動解析の

検証を実施した。地下水流速による熱流動を考慮するため、地中熱交換器と地盤の連成計算にお

いて地下水流速の違いによる温度分布の比較検証を実施した。ダブルＵチューブを用いた地中熱

交換器を考慮するため、連成計算モジュールの改良及び検証を実施した。 

 

 

表Ⅲ(2.7)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 10 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 27 件 0 件 2 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 1 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(2.7)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

低コスト化に
寄与する工法
の開発 

・20 箇所程度の施工試
験を実施し収集データ
による性能検討中。 

・削孔速度の向上とバイブロドリル
ヘッド起振部部品及びツールス寿
命を延ばす事等によりボアホール
掘削コストの 10％削減を目標とす
る。 

・性能検証、課題抽出中。
最終目標に向け着実に研
究開発を進めているので、
達成できる。 

バイブロヘッド
の開発 

・フィールド試験におい
て、周波数、起振力の関
係に着目し、50％程度
の掘削時間削減の結果
を得た。 

・フィールド試験の結果より、間接型
垂直熱交換器(ボアホール)構築に
関わるコストのうち、掘削コストを
10％削減する。 

・耐久性、排土工程とのバ
ランス、周波数可変機能の
面で課題抽出中。着実に
研究開発を進めているの
で、最終目標達成できる。 

スクリュー付き
インナーロッド
の開発 

・フィールド試験終了、
排土データ集計中 
二重管工法により清水
で掘削。資材費、処理
費用が削減できた。 

・フィールド試験の結果より、間接型
垂直熱交換器(ボアホール)構築に
関わるコストのうち、排土工程にか
かるコストを 10％削減する。 

・排土終了を定量化する方
法を検討中。着実に研究
開発を進めているので、最
終目標達成できる。 

ロッド脱着の
オートメーショ
ン化 

・試作機構想検討終了、
製作中。 

・フィールド試験の結果より、間接型
垂直熱交換器(ボアホール)構築に
関わるコストのうち、ロッド脱着工程
にかかるコストを 10％削減する。 

・試作機の製作を行い、
フィールド試験により評価
する。着実に研究開発を進
めているので、最終目標達
成できる。 

扁平Ｕチュー
ブ 

・扁平パイプ、扁平先端
Ｕ継手の成型技術確
立。 
扁平パイプ、扁平先端Ｕ
継手の融着設備完成。 

・扁平Ｕチューブ(シングル、ダブル)
を実用化し、事業検討に着手する。 

・性能検証、課題抽出中で
あり、最終目標に向け着実
に研究開発を進めており、
成果は達成できる。 

変換ＥＦ継手 ・製品設計中 ・変換ＥＦ継手を実用化し、事業検
討に着手する。 

最終目標に向け着実に研
究開発を進めており、成果
は達成できる。 

Ｙ字形状ブラ
ンチＥＦ継手 

・試作を製作し、施工/
性能の評価中。 

Ｙ字形状ブランチ変換ＥＦ継手を実
用化し、事業検討に着手する。 

着実に研究開発を進めて
おり、成果は達成できる。 
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樹脂製ヘ ッ
ダー 

・28 年度に開発着手 樹脂性ヘッダーを実用化し、事業
検討に着手する。 

着実に研究開発を進めて
おり、成果は達成できる。 

多機能・多熱
源対応連結
型地中熱ヒー
トポンプと、制
御システムの
開発 
 

・冷暖房ヒートポンプの
試作機を開発した。目標
COP に近づいている。 
・給湯専用ヒートポンプ
の試作機を開発し、目標
COP 達成。 
・連結型制御システムを
開発した。 
 

・インバータ機、ノンインバータ機を
組み合わせた60kW級冷暖房ヒート
ポンプの開発。 
COP：暖房 4.3、冷房 4.5、コスト：現
行品の 70％ 
・給湯専用ヒートポンプの開発。
COP：4.0、コスト：冷暖房ヒートポン
プと同等 
・ヒートポンプモジュールを複数台
組み合わせた数百 kW 機の開発お
よび複数台運転の動作確認完了。 

・冷暖房ヒートポンプは目
標達成に向けて課題を抽
出中であり、達成できる。 
・給湯専用ヒートポンプはコ
スト目標の達成に向けて開
発実施。 
・制御システムは実証試験
で性能を確認する。 
 

ハイブリッド地
中熱ヒートポ
ンプシステム
制御ユニット
の開発 

・PLC による即時制御で
も目標運用コスト削減が
可能なことを確認した。 
・簡易コントローラーを試
作し、評価試験を実施し
た。 

・冷却塔・太陽集熱器・熱回収タン
ク併用のハイブリッド地中熱ヒートポ
ンプ(GSHP)システムについては簡
易な運転制御により運用コストを
5％削減する。 

・評価試験で抽出した課題
について、改良点を明確
にし、ソフトを改良すること
により目標を達成できる。 

地中蓄熱を活
用した地中熱
利用熱回収
ヒートポンプ
制御システム
の開発 

・熱回収運転における基
礎となる制御ロジックの
構築を完了した。 
・このロジックに基づくシ
ミュレーションにて、当シ
ステムにより目標運用コ
スト削減が可能なことを
確認した。 
・基本制御ユニットの原
型を決定し、標準化によ
る目標コスト削減への道
筋をつけた。 

・地中熱利用熱回収ヒートポンプ
(HR-GSHP)制御システムについて
は最適運転制御システムにより運用
コストを 15％削減する。 
・現行制御システムに対し遠隔化・
標準化を行うことにより、制御システ
ムコストを 20％削減する。 

・プロトタイプの制御システ
ムによるフィールド試験に
て、実際の負荷を模して、
個々の制御を連携させた
総合試験を実施し、実用化
に向けての課題を抽出し、
対策を明確化することによ
り目標を達成できる。 
 

地理地盤情
報を活用した
設計・性能予
測シミュレー
ションツール
の開発 

・札幌地域における 500
ｍ～１km メッシュ単位の
地質データ作成中。 
・Web ブラウザで利用可
能な設計・性能予測ツー
ル試用版を作成。 
・３次元地下水流動解析
と GSHP システムの連成
解析モデルの検証モデ
ル作成中。 

・地盤地層データベースおよび地
下水熱特性データベースの公開。 
・Web ブラウザで利用可能な設計・
性能予測ツールの開発・実用化。 
・サイトレベルの熱輸送解析シミュ
レーションツールの開発・実用化。 

・目標に向け着実に研究開
発を進めており、成果は達
成できる。 

ポテンシャル
評価手法・評
価マップ開発 

・主要地域におけるポテ
ンシャル評価マップ公
開。 

・地中熱交換器採熱量、必要長さポ
テンシャルマップを作成、公開す
る。 

・目標に向け着実に研究開
発を進めており、成果は達
成できる。 
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(2.8)地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテンシャルマップの高

度発化 

【成果概要】 

密閉式注入可能な構造の井戸を４本設置して、充分な揚水能力を有し、揚水した地下水を

100％注入可能であることを確認した。試験装置による実証試験で電磁方式の有効性を確認し、

これを組み込んだヒートポンプの設計を進めた。温度条件を変えた培養試験結果から、地下水温

変化が地下微生物に与える影響はないと考えられた。半開放式地中熱利用システムを構築し、地

下水の揚水・注水によるシステム COP の向上を確認した。秋田平野と津軽平野の解析モデルを用

いてポテンシャル評価手法の検討を進め、秋田・郡山でオールコア試料の熱物性を実測した。 
 

【項目別成果】 

(1)高効率帯水層蓄熱システムの開発 

1)地下水注入方法の検討 

ソニックドリル(SD-175)を使用したプルパック工法による密閉式注入可能な構造の井戸２本を

設置し、井戸構造と設置工法の検証を行った。井戸完成後に実施した揚水試験結果から、昨年度

設置した井戸と同等の200Ｌ/min以上の揚水能力を有していることを確認した。また、開放式注

入試験と密閉式注入試験結果から、密閉式で加圧することにより開放式の注入量を倍増できるこ

とが再確認された。加圧注入試験時には井戸周囲から地下水が噴出することなく、安定的に加圧

することが可能であったことから、採用した設置工法が密閉式井戸構造に有効であることが確認

された。 
 

2)太陽光集熱器を用いた帯水層の温度回復 

太陽光集熱器を完成させ、地下水を送水、夏期は温熱を、冬期には冷熱を井戸に注入する冷温

熱注入試験を実施した。夏期(9/14～10/8)の25日間で、太陽熱集熱器に送水することで平均

5.9℃昇温させた地下水を約450ｍ3、温熱量12GJを注入し、冬期(1/7～2/2)の27日間で、平均

4.1℃低下させた地下水を約3,500ｍ3、冷熱量60GJを注入させた。 

三次元地下水流動熱輸送解析モデルを構築し、井戸２本の掘削結果と揚水試験結果に基づいて

修正を加えた。また、冷温熱注入試験データを用いてヒストリーマッチングを繰り返し実施し、

モデル地層の諸物性値を設定した。その結果、実測データとヒストリーマッチング結果は概ね一

致することが確認され、当面の検討を行うための解析モデルを完成した。この解析モデルを使用

し、夏期の総注入温熱量を一定として注入温度と注入量を６通り変化させて帯水層蓄熱を行うシ

ミュレーションを行った結果、温熱塊を注入井周囲に蓄熱するには注入温度をできるだけ高くし

た方が有利になるという結果を得た。 
 

3)帯水層蓄熱システムに最適なヒートポンプ開発 

地下水熱交換器自動洗浄システム開発のため、大流量による逆洗、電磁式、超音波式などによ

るスケール洗浄方法の検討、および、一部は地下水熱交換器を模した試験装置による実証試験を

行った。その中で、電磁式による方法では、熱交換器に付着した地下水由来のスケールの剥離・

除去が進んでいることが、目視および水質試験により確認された。 

帯水層蓄熱対応ヒートポンプユニットの開発としては、フィールド試験に供するための、DCイ

ンバータ圧縮機等を採用した冷暖房能力30kWの自動洗浄機能付き高効率ヒートポンプユニットの

設計を行った。 
 

4)温度変化による帯水層蓄熱システムの運転限界評価 

帯水層蓄熱システムによる地下環境に対する運転影響の検討を目的として、地下水温の変化が

地下微生物に与える影響について調査した。すなわち、地下水試料を複数の温度で培養し、温度

変化が地下微生物に与える影響について、①病原性細菌とその近縁細菌種、②群集構造変化、③

微生物代謝に関連する化学種、に着目して分析し統計的に評価した。 

４か所の井戸(山形、福島、秋田、岩手)より地下水試料を採取し培養試験を行った。培養温度

は、原位置地下水温度(15℃)および帯水層蓄熱システム運転による地下水温度変化を想定した温

度条件(5、10、25、35、45、55℃)とし、各種分析は経時的(培養開始0、1、2、4週目)に行った。 

病原性細菌とその近縁細菌種は環境中に普遍的存在するため、全ての試料から極めて低頻度で
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検出されたが、原位置地下水温度(15℃)とその他の培養温度における当該細菌種の経時変化は、

統計的に有意な差異は認められなかった。また、微生物群集構造の変化や微生物代謝に関連する

化学種濃度の変化にも、同様に統計的な差異は認められなかった。 

以上の培養試験結果では、地下水温変化が地下微生物に与える影響はないものと考えられた。 
 
(2)人工的な坑井内流れを用いた地中熱交換井の熱交換量の増進 

1)半開放式地中熱利用システムの長期運転試験とその評価 

半開放式地中熱システムの実証試験を実施するため、秋田大学構内に試験井(熱交換井２本、

観測井１本)を新規に掘削した。その後、熱交換井において透水試験および熱応答試験(TRT)を実

施したのち、半開放式地中熱システムを構築した。熱交換井内にはそれぞれ25AのＵチューブを

ダブルで挿入して、並列配管でヒートポンプと接続した。揚水･注水ポンプには定格出力80Wの機

種を選択し、インバータとタイマーによって運転制御した。揚水･注水管には20Aのポリエチレン

管を用い、設置深度は帯水層が10～30ｍにあることを考慮して50ｍとした。ヒートポンプは定格

冷暖房能力10kWの機種を選択し、ファンコイルユニットは暖房出力6.6kWのものを２台設置した。 

暖房試験は、ヒートポンプ２次側送水温度を50℃、ファンコイルユニットの風量を最大とし、

２日間運転、５日間停止のサイクルで条件を変えて行った。揚水･注水ポンプの運転条件は、揚

水･注水なしの場合をベースケースとし、連続揚水･注水10L/min、15L/min、間欠揚水･注水

15L/min(１時間ごとに発停)に設定した。 

暖房試験前に行った透水試験の結果、透水係数が熱交換井1では1.03×10-5m/s、熱交換井2では

1.71×10-5m/sとなった。TRTの結果では、熱交換井1では6.95W/(m・K)、熱交換井2では

6.57W/(m・K)と高い有効熱伝導率を示し、地下水による熱移流効果が大きいことがわかった。 

暖房試験では、揚水･注水量の増加とともにヒートポンプ入口水温の低下が抑えられ、連続揚

水･注水15L/min時におけるCOPがベースケースと比較して約5％向上した。システムCOPにおいて

は、揚水･注水によって熱交換能力が向上したがポンプ消費電力で相殺され、ベースケースとほ

ぼ同じ値となった。間欠揚水･注水15L/minのCOPは連続揚水･注水10L/minと同等の値となった。

連続揚水･注水10L/minでは流量がインバータの調整範囲外でありバルブを併用して調整したため

直接システムCOPを比較することができなかったが、間欠運転ではポンプの消費電力が半分にな

るため、揚水･注水量を少なくした連続運転よりもシステムCOPは向上するものと考えられる。 

以上の結果より、半開放式地中熱システムの採用により一定の熱交換井の能力向上が確認され

た。しかし、現状の実験施設では熱交換井の能力に対して利用側の熱負荷が小さく、揚水･注水

の効果が十分に発揮されていないため、今後システムの見直しが必要である。 

 

2)フィールドデータに基づく数値モデル構築・感度計算と経済性の検討 

異なる地層・地下水流動条件、運転条件における半開放式地中熱利用システムの性能評価を行

うことを目的として、地中温度挙動を再現する数値シミュレーションモデルを地下水・熱輸送シ

ミュレーションソフトFEFLOWを用いて構築した。モデルサイズは20ｍ×25ｍ×80ｍとし、地質は

フィールド試験位置と同一とした。最初にモデルの妥当性を実証するために平成27年度に実施し

た暖房試験において測定した熱交換井入口温度、流量を用いて熱交換井出口温度のマッチング計

算をすべての暖房試験について行い、測定値を実測値の良好な一致を得た。そこで、地下水流れ

が試験地における流速と同一のケースと、地下水流れがないケースについて1か月間の長期暖房

挙動予測を行った。その結果、地下水流れが存在する地盤では、地中熱交換量50W/m以上の高熱

負荷運転において揚水・注水は10％前後ののSCOP、COP改善効果をもたらすことが示された。 

一方、地下水流れのない地盤においては揚水・注水による熱交換量増進効果は顕著であり、１

日24時間運転の場合では、揚水・注水により最大熱交換量が2kW→10kW以上(熱交換井全長100ｍ

の場合)と大きく増加すると推定された。また、エネルギー効率の増加量も大きく、高負荷運転

においてはCOP、SCOPにおいてそれぞれ最大40％、20％近い増加が見込まれるという結果が得ら

れた。この改善効果は平成29年度以降に地下水流れのない地盤で実証する予定である。 
 

(3)地中熱・地下水熱利用ポテンシャルマップ評価手法の構築 

1)東北各県主要地域における地中熱ポテンシャルマップの作成 

オールコアボーリングによる試料採取(深度約100ｍ)および熱物性データの計測を、秋田県秋

田市と福島県郡山市の２か所で実施した。地質サンプルの測定項目は熱伝導率、熱容量、熱拡散
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率、および含水率である。得られたデータから、熱伝導率および熱容量の深度鉛直プロファイル

を作成した。同オールコアボーリング地点または近傍において、コア採取後、ボーリング孔を熱

交換井仕上げし、TRTおよび光ファイバ温度センサーを用いた熱伝導率鉛直プロファイル(TCP)の

測定を実施した。TRT結果より、秋田市の実験サイトでは有効熱伝導率2.01W/(m・K)、郡山市の

実験サイトでは有効熱伝導率1.77W/(m・K)の結果が得られた。 

地中熱ポテンシャルマッピングでは、秋田平野および津軽平野の地下水情報に基づいて、３次

元地下水流動・熱輸送シミュレーションソフトFEFLOWを用いて各平野全体をカバーする多数地点

において地中熱交換井モデルを作成した。ポテンシャル評価法として、戸建て住宅における年間

の冷暖房熱負荷を計算し、採排熱シミュレーションを行うことで各地点の採熱に必要な熱交換井

の長さを求めた。 

その結果、延床面積120ｍ2の住宅を想定した場合、秋田平野：60-90ｍ、津軽平野：30-70ｍと

推定された。 
 

2)既存水井戸にＵ字管を仮設置したTRTによる多地点における採熱量推定 

非充填熱交換井におけるTRT解析方法について検討を行った。秋田市内に設置した深度102ｍ、

口径179mm、ケーシング内径100mmの熱交換井において、非充填状態および充填状態でTRTを実施

し、地層全体の平均熱伝導率および深度毎の熱伝導率の解析結果を比較した。その結果、非充填

および充填状態で実施したTRTでは平均熱伝導率および深度ごとの熱伝導率のいずれにおいても

解析結果に良好な一致が見られ、ケーシング内径100mmまでの非充填熱交換井のTRTにおける仕様

の妥当性が示された。 
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表Ⅲ(2.8)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 7 件 2 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 2 件 2 件 10 件 2 件 1 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 1 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 
 
[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(2.8)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①高効率帯水層蓄熱シ
ステムの開発 
1)地下水注入法検討 
2)太陽光集熱器による帯
水層の温度回復 
3)最適なヒートポンプの
開発 
4)温度変化による運転限
界評価 

1)揚水性能確認し､揚
水した地下水を 100％
注入可能か確認 
2)高精度のモデルを構
築し､帯水層内の温度
変化を確認 
3)熱交換器のｽｹｰﾙ予
防方法を試行し電磁式
が有効と判断 
4)地下水 5試料の試験
結果から試験条件内で
の環境影響評価にて、
温度変化による影響な
しと判断 

1)帯水層蓄熱システムに適
する井戸構造、地下水注入
方法、井戸構築方法、注入
の制御方法の確立 
2)太陽光集熱器を加えた実
稼働データに基づき、最適
稼働方法を確立 
3)帯水層蓄熱システムに最
適なヒートポンプの普及に
向けた改良を加え製品化を
実現 
4)地下環境に影響を与えな
い地下水注入温度基準を
提案 

1)地下水注入は達成確実 
2)解析モデルによる帯水
層内の蓄熱塊の挙動を繰
り返し推定すれば最適稼
働法確立が可能 
3)熱交換器のｽｹｰﾙ予防
装置を実稼働システムで
も試行しヒートポンプの高
効率化を図ることが可能 
4)設定した影響評価方法
に基づき、システム実稼働
時の地下水分析を繰り返
し、温度変化による影響
評価が可能 

②人工的な坑井内流れ
を用いた地中熱交換井
の熱交換量増進 
1)半開放式地中熱利用
システムの長期運転試
験と評価 
2)感度計算と経済性検
討 

1)半開放式地中熱利
用システムの構築完
了､揚水･注水による熱
交換量増進効果を確
認 
2)数値モデルにより､地
下水流れが遅い地域
において､揚水・注水に
より顕著なCOP向上
効果を持つことを推定 

1)地下水流れの遅い地域
に秋田市と同様のシステム
を設置して長期フィールド
試験を行い、地質条件の異
なる地盤における半開放式
地中熱利用システムの適応
性を詳細に検討 
2)省エネルギー効果の定量
的評価で一次エネルギー
削減効果、CO2削減効果を
評価 

1)地下水位が揚水可能な
範囲であれば地質条件が
異なる地盤においても半
開放式地中熱利用システ
ムの適応が可能 
2)システム COP を向上さ
せる最適な運転条件の検
討により省エネルギーお
よび低環境負荷の実現が
可能 

③地中熱・地下水熱利
用ポテンシャルマップ評
価手法の構築 
1)東北主要地域におけ
るポテンシャルマップ作
成 
2)既存井戸利用 TRTに
よる多地点の採熱量推
定 
3)TRT 結果に基づくポ
テンシャルマップ高度化 

1)郡山盆地のモデル構
築(これまでのモデル構
築地域：津軽平野、秋
田平野、仙台平野、山
形盆地) 
2)秋田･郡山のｵｰﾙｺｱ
試料で熱物性計測して
データ蓄積 
3)井戸口径 100mm ま
ではｸﾛｰｽﾞﾄﾞ TRT と同
様を確認 

構築したポテンシャルマッ
プに、TRTデータ等、原位
置物性データをﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
することにより、ポテンシャ
ルマップの高度化を図る 

東北主要地域におけるポ
テンシャルマップの高度
化は達成可能 
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(2.9)一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 

【成果概要】 

熱交換井の組立/埋設機器の小型化/省力化技術の開発では、試作した小型回転埋設技術による

回転埋設部の試作機で施工実験した結果、想定とおり回転埋設が適用できること、および回転埋

設の施工速度 0.2ｍ/分以上での施工が可能であることを確認した。 

砂礫層対応２重管式熱交換器低価格先端錐の開発では、先端にブレード型ビットを鍛造形成し

た鋼管を用いての回転埋設実験により、Ｎ値20程度まで回転貫入が可能であることを確認した。 

浅部地中熱利用向けヒートポンプシステム技術の開発では、比較検証に必要な環境試験室２棟

を設置し、両者で同じ熱負荷特性を有することを確認した。 

地中熱リファレンスマップのマッピング技術の開発では、冷暖房モード、運用パターンおよび

熱交換井長さの入力設定に加え、各地域の地質データおよび共通表示プラットフォームを構築し

た。採熱試験を実施するための装置系の設計/製作を完了するとともに試験地点を決定した。 

 

【項目別成果】 

１．既存住宅向け２重管方式の低コスト埋設技術の開発 

１．１ 熱交換井の組立/埋設機器の小型化/省力化技術の開発 

（１）油圧駆動式回転埋設試験機による埋設/打撃試験と評価の実施 

打撃振動部を有する油圧駆動回転埋設機構によりφ50A 鋼管の埋設性能試験を実施した。 

これにより SS法による換算Ｎ値で 18 程度までの地層に対し、約 15ｍまでの深さまで回転埋設

できることを確認した。打撃部については、予備試験時に応力集中が認められた箇所の強度を

大きくするとともに、土壌に応じて打撃動作の有無を選択できる機能を実装した。 

 

（２）油圧駆動式回転埋設試験機による組立予備試験の実施と評価 

従来機構では、２ｍ長鋼管を継ぎ足し接続するために、鉛直姿勢の埋設機構をその都度水平

に倒しての作業が必須であった。幾つかの予備試験結果の分析により同作業が全体作業時間を

増大させていることが判明した。そこで採熱管継ぎ足し部の径を縮小することで、鉛直のまま

チャック内を鋼管が挿入可能とした。 

 

（３）改良型油圧駆動式回転埋設機構の改善確認 

上記の改良により採熱管継ぎ足し部の「かしめ」工程が不要となった結果、埋設施工コスト

を大幅に低減することが可能となった。この改良の結果、回転埋設機を倒すことなく２重管を

連続埋設することが可能となり作業時間を大幅に短縮した。 

 

（４）採熱管簡易装置付きベースの試験と評価 

小型埋設機の安定施工のため、油圧駆動式回転埋設機構を実装するベース部を新規開発し

た。本ベースを実装した埋設試験により、換算Ｎ値 23までの地層に対して２重管を回転埋設

できることを確認した。 

 

１．２ 砂礫層対応２重管式熱交換器低価格先端錐の開発 

（１）既存の回転埋設鋼管杭および改良杭の特徴/性能評価 

基礎杭を含めた多くの施工実績データから、既存の回転埋設鋼管杭およびその改良杭群の特

徴および性能を体系的に整理し、回転埋設時に杭の錐先端であるビットが発現する機能を評価

した。その結果、実績ある２種類の鋼管杭向けビットの基本構造を組み合わせ、礫、粘度性そ

してＮ値が高い地盤にも対応可能なハイブリッド型ビットを考案し、その基本設計を完了する

とともにサンプル模型を試作した。 

 

（２）排土および打撃による礫排除効果の高いビット基本モデルの製作 

上記設計に基づき排土および打撃による礫排除効果の高いビットの樹脂製３Ｄモデルを試作

した。模擬礫層を用いた実験では、わずかな鉛直力で良好な貫入性能を得られることを確認し

た。 

 



Ⅲ-37 

２．浅部地中熱利用向けヒートポンプシステム技術の開発 

２．１ システム制御技術（１次側制御分野）および熱性能評価の開発 

（１）環境試験室の設置 

平成 28 年度の本格運用に向けて、先行的に各種の環境試験室を設置した。 

①２棟の環境試験室(１棟は床暖房設備、他の１棟は低価格型および従来型設備） 

②112ｍボアホール式地中熱交換器による従来型地中熱利用設備 

③鋼管基礎杭利用地中熱交換器に材料が異なる伝熱管を２種類設置した浅部地中熱利用設備 

 

（２）環境試験室による性能試験 

①112ｍボアホール式地中熱交換器を用いた熱応答試験結果として、この地点での有効熱伝導率

は１w/(m/k)程度であることを確認した。 

②2つの環境試験室で 1週間程度の無負荷試験を実施した。その結果、時刻に対する両環境試験

室の同一箇所における温度の違いは、0.5deg 以内であることを確認した。 

 

２．２ システム制御技術（２次側制御分野）の開発 

①２次側制御用に、試験室を設置して採熱予備試験を実施した。その結果、冬期においても 4ｋW

超の採熱を確保できることを確認した。 

②２次側制御分野において制御設計ならびに制御装置を製作した。さらに実験設備として前述の

装置に対応するファンコイルユニット/循環ポンプの組み付けを完了した。 

③動作確認試験の結果、ファイルコイルユニットの稼働台数に応じて循環ポンプによるブライン

流量を制御できることを確認した。 

 

３．地中熱リファレンスマップのマッピング技術の開発 

①地中熱リファレンスマップの表示プラットフォームを改善し、事業者が、暖房や冷房の運用時

期、運用日数、熱交換井の採熱温度および長さを選択できるようにした。 

②プラットフォームにリンクさせるボーリングデータについて、福島、沖縄、高知、福井および、

北海道地域における検証予定地を中心とした地質データを入手した。福島、沖縄、および高知

については検証場所も確定した。 

③検証装置系を設計製作した。本装置に検証機能と浅層域の熱物性を評価する機能を追加した。 

 

 

 

表Ⅲ(2.9)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 4 件 2 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 8 件 15 件 8 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 6 件 2 件 1 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 
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[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(2.9)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①２重管方

式熱交換井

の低コスト埋

設技術の開

発 

 

・熱交換井の

小型組立・埋

設技術の開

発 

 

・砂礫層対応

２重管方式

熱交換器低

価格錐先端

の開発 

小型回転埋設の試作機によ

る施工実験を行い、N値18

程度の地層に対し、15m深

さまで施工可能を確認。 

機構を安定保持するベース

部を導入し、狭隘場所にて

も鋼管を鉛直保持しつつ埋

設できることを確認。 

幅、奥行き１ｍ以内の小型組立/

埋設複合機による20m級の熱交

換井の施工において、連続運用

が問題なく実現できる。施工時

のコスト提示でき、耐久性の見込

みを示せる。 

試作した回転埋設機構、組

立機構により、機能的に 20m

級採熱井施工を短時間で効

率よく実施できること、機構を

統合した場合も幅１m程度で

狭隘部での施工に問題ない

ことから、目標は達成できる

見通し。 

錐先端の実物大モデルを試

作、模擬礫層土壌への回転

貫入試験により基本特性を

解析的、実験的に確認。 

熱交換井を構成する小口径２重

管先端に簡易に取り付け可能

で、礫層への掘削が可能な低価

格錐先端の効果を実証する。 

低コスト化を目的とする小口

径採熱管向け錐先端では、

N値が大きい礫層が顕在化

する場合に強度確保確認が

課題。 

小型回転埋設の試作機によ

る施工実験を行い、N値18

程度の地層に対し、15m深

さまで施工可能を確認。 

住宅敷地に搬入可能な幅１m以

内で、土壌N値20程度まで採熱

短管を回転埋設可能な採熱管

組立および埋設技術の施工性

能を実証する。 

建築基準法により、一般住

宅敷地内の通路幅員は1.5m

以下前後である。 

住宅用地は沖積層が多く、

平均的にN値20程度とされて

いる。 

②浅部地中

熱利用向け

ヒートポンプ

システム技術

の開発 

単体要素コストについては、

制御板を含めて把握済み。 

既設住宅向け浅部地中熱利用

方式において、初期設置コスト

30万円/kW以下を実証する。 

着実に進捗しており、目標は

達成できる見通し。 

ブライン式ヒートポンプの各

要素（圧縮機、膨張弁、四

方弁など）を独自に制御で

き、安定した温度でブライン

を供給可能であることを提

示。 

熱需要に応じた熱交換井および

室内機との連動制御技術を開発

するとともに、それに対応した運

転制御系を有するヒートポンプを

開発する。 

着実に技術が進展している

こと、大手圧縮機メーカの支

援が得られていることなどか

ら目標は達成できる見通し。 

比較検証に必要な試験室2

棟を設置し、熱負荷特性が

等価あることを確認。室内機

制御の動作確認。 

開発する制御系を実装した高効

率浅部地中熱利用方式と従来

方式の比較において、運用コスト

10％以上の削減を実証する。 

高効率化の熱交換器制御技

術開発について着実に進展

していることから目標は達成

できる見通し。 

③浅部地中

熱利用向け

地中熱リファ

レンスマップ

のマッピング

技術開発 

冷暖房モード、運用パター

ン、熱交換井長さの入力設

定に加え、全国展開が可能

な各地域の地質データと共

通表示プラットフォームを構

築。 

全国三カ所以上の試験地

点を決定。 

国内三カ所以上の都市において

地中熱採熱量表示ができること。

熱交換井の設置場所において、

定めた標準採熱パターンに沿っ

た採熱量試験と当該手法による

採熱量計算値を比較して尤度を

評価する。 

着実に進展していることから

目標は達成できる見通し。 
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(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 
(3.1)地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 

【成果概要】 

膨大なボーリングデータを基に構築した三次元地質構造モデルと地上・地下浅層と深層を一体化

した水・熱循環系の数値シミュレーションを組み合わせ、情報の質を劣化させずに更新可能な地中

熱ポテンシャルの評価技術を開発した。対象地域として関東広域、宮城広域、長野地域及び関東－

東北地域を選定し、地中熱ヒートポンプシステムの稼働状況について再現解析を行い、従来広く使

われてきた手法に比べて再現性の高いポテンシャルマップを構築することができた。 

 

【項目別成果】 

①地中熱利用実績の調査とデータベース化 

公開文献及び報告書を基に地盤、地下水、気象データ等を収集・整理し、データベース

化に取組んでいる。長野及び仙台地域について、地中熱ヒートポンプシステムの稼働デー

タを分析し、ポテンシャルマップの信頼性検証データとして整備中である。 

研究対象地域の内、長野地域に関しては検証データが少ないことから、既存の観測井を

利用して地下温度プロファイル及び地下水位を計測した。 

 

②三次元地質構造モデルの構築 

関東広域と長野地域の三次元地質構造モデルを構築した。水平解像度は 50～250ｍ、深度

方向は 1ｍを基本とした。モデル構築に用いたデータはボーリングデータを基本とし、ボー

リングデータ密度が低い地域や掘進深度が浅い地域については地質平面図・断面図等も利

用した。 

長野地域は地下水移流効果が期待できる場所として選定した。平野部の表層地盤はほと

んどが完新統であるが、モデル構築に用いたボーリングデータは深度 20ｍ未満のものが多

く、砂礫層などの支持層が浅い深度に分布している状況が明瞭にあらわれている。 

データ検証(抽出・分析)について、今年度膨大なデータ量にも対応可能なツールを開発

し、モデル構築に活かした。 

 

③マルチスケール国土水・熱循環モデルの開発 

広域自治体のスケールとして関東から東北をカバーする水平解像度 500ｍ以下の水・熱循

環モデル(関東－東北地域モデル)と、関東及び長野の地域スケールに対する詳細モデルの

開発に着手した。 

上記②で構築した関東広域、長野地域の浅層の三次元地質構造モデルに、既往文献等に

基づいて推定された 500ｍメッシュ国土水循環モデルを参考に、深部地層情報を合成した領

域統合化を行った。さらに、対象地域の気象、地形、土地利用・植生被覆、水利用、観測

データ(水位、河川流量、温度など)に関する基礎資料を収集し、国土水・熱循環モデルへ

組込むデータを整備した。関東広域モデルは、人口密集地域をほぼカバーする総格子数

12,100,410、水平解像度 250ｍのモデルに加えて、東京 23 区をネスティングした水平解像

度 50ｍの高解像度モデルを開発した。 

長野地域モデルは、長野地下水盆の集水領域をカバーする水平解像度 50ｍ～500ｍモデル

を構築した。さらに、地中熱交換井及びその近傍の流体・熱同時輸送挙動を解析するため

のボアホールスケール詳細モデルを構築した。これら国土水・熱循環モデルは、地中熱利

用ポテンシャルの評価及びマップ作成のために組合せて用いる。 

長野地域モデルについては、上記①の検討一環として測定した温度プロファイルデータ

や、入手した地下水位、河川流量等の実測値を良好に再現することを確認した。 

 

④地中熱利用ポテンシャル評価技術とデータベース開発 

上記の検討により得られたシミュレーション結果を用いて、地上及び地下(浅層、深層を

含めた深度別)の地中熱利用ポテンシャル評価のための方法論を構築し、長野地域モデルに

よる具体的な試評価とマップ作成に着手した。 

検討したポテンシャル評価技術では、地域性を特徴付ける保存量(地中熱ポテンシャルの

関連特性値)として地下熱量フラックスを選定した。特性値の大きさに基づき 10 区分に分
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類し、さらに深度３区分の全 30 区分に分けた。 

これらの各区分に対して 10 地点をサンプリングし、対象地域における気象条件の非定常

変化を考慮した典型的な熱負荷条件を作成し、全 300 ケースにのぼるボアホール詳細モデ

ルによる地中熱交換量の解析を行って熱交換量を求めた。 

これらのポテンシャル評価に際しては、地上環境の変化を反映した評価結果を迅速に更

新してユーザーへ提供するための、効率的なデータ処理手順を検討した。地中熱利用ポテ

ンシャルマップについては評価結果を容易に参照できるようにデータベースへ登録すると

ともに、過不足のない適切な情報(熱交換量、地下水位・温度・流速等)提供のためのユー

ザーインターフェイスを含めて試作を行った。 

 

 

表Ⅲ(3.1)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 3 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(3.1)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①地中熱利用実

績の調査とデー

タベース化 

・利用実績事例 118 件を収集 

・その他、地盤、地下水情報等につ

いてデータ収集 

・120 件前後の調査事例収

集とデータベース化 

• FY28 末までの目標は

達成する見込み。 

モデル再現性、マップ

信頼性検証を含めた

評価技術確立の目処

がほぼ立っており、最

終目標に関して達成で

きる見通し。 

②三次元地質構

造モデルの構築 

・広域自治体（関東-東北）、都市部

３地域（関東、宮城、長野）の三次

元地質構造モデルを試作完了 

・都市部３地域については、水平解

像度 50m の超高解像度浅層地盤

モデルを構築 

・広域自治体（関東-東北、

約 20万 km2）、都市部地域

（関東、宮城、長野、約２万

km2）モデル構築 

③マルチスケー

ル国土水・熱循

環モデルの開発 

・広域自治体（関東-東北）、都市部

地域（関東、宮城、長野）の水・熱循

環系モデルを試作完了 

・上記モデルで目標とする水平解像

度を達成 

・②をもとに地下浅層から深

部の水・熱循環系モデルの

確定 

・水平解像度は広域自治体

500m以下、都市部地域は

重要街区 50m以下を達成 

④地中熱利用ポ

テンシャル評価

技術とデータ

ベース開発 

・③の地域について、従来無い手法

によって自然資本としての地中熱ポ

テンシャルマップを提案 

・③をもとに地下浅層から深

層を含めた深度別の地中熱

ポテンシャルの評価技術確

立 

⑤ポテンシャル

マップの信頼性

検証 

・①の実サイトデータを利用し、④で

作成した地中熱ポテンシャルマップ

の信頼性を検証中 

・エンドユーザーの実用に耐

えることを検証 
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(3.2)オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 

【成果概要】 

最適逆洗技術開発を進める実証サイトにおいて地層の初期状態を把握し、還元井目詰まりの原因

とさせる細粒成分を多く含む地層では、井戸内調査により地下水の透明度が低いことを確認した。

浸透ますを用いる地下水還元技術について、地下浅層の不飽和帯への現場浸透試験を各種の方法で

行い、適切な試験法を見いだした。地中熱利用システムの運転に伴う地下温度変化を数値シミュ

レーションにより推定し、地下水流速が速い地域では温度変化が 1℃以上となる領域が小さいこと

を明らかにした。 

 

【項目別成果】 

（１）最適逆洗技術の開発と地下水熱交換ユニットの開発 

①最適逆洗技術の開発 
四日市サイトにおいて、循環井２井(Y-1，Y-2)，熱交換井１井(Y-BH1)を設置した。本サ

イトは、細粒分を含む砂層と礫が混入する砂層が帯水層を成している。 
揚水、注水とも Y-1 の能力が高く、揚水能力と注入能力を比べれば、２井とも注入能力の

方が低い。Y-2 の段階注入試験において地上部まで水位上昇したために、明確な限界注水量
は確認していない。 

温度分布測定結果から、Y-2 は孔内が 17.5～18.0℃で一様であるのに対して、Y-1 は、ス
クリーン位置で 15.2℃前後の温度低下部が確認された。井戸カメラによる孔内観察では２
つの井戸でスクリーン位置よりも下部で白濁した状態であり、Y-2 ではその傾向が顕著に確
認された。Y-1 の温度変化と Y-2 の白濁現象は、周辺にある既存井戸からの揚水や近接する
河川水位、潮位などによる井戸内への地下水流動の影響が考える。 
Y-BH1 での加熱循環による熱応答試験から、地盤の有効熱伝導率(λs)1.80W/(m・K)が得られた。 

 
②地下水熱交換ユニットの開発 

基本設計から試作品を完成させた。 
 

(２)打ち込み井戸と浸透ますの適用技術開発とタンク式熱交換器・浸透ます併用システム開発 

①打ち込み井戸と浸透ますの適用技術の開発 

1)条件有利地域選定技術の開発 

データベース構築に利用可能な既存資料の収集を行い、既存井戸情報、地盤情報、地下

水位・水質情報が得られる資料９種類を選定した。 

既存の浸透ますが設置される施設敷地に、地下水還元に伴う周辺地下水温の変化を計測

するための観測井を設置した。浸透ます周辺部における鉛直方向の水温変化と熱源水の採

取深度となる深部の土質確認を目的として、孔径φ66mm にて深度 20ｍまで掘削を行った。

その結果、中間層として層厚 1.0ｍ前後の砂層を介在するものの、全体には砂礫を主体とす

る地盤状況にあることを確認した。掘削終了後は、保孔管としてストレーナ加工した塩ビ

パイプ(φ50mm)を挿入し、エアリフト法により十分な孔内洗浄を行った。さらに、上記の

新設観測井及び浸透ますより離れた地点にある既存観測井(深度 15ｍ)について、地下水位

と地下水温の連続観測を行うための自記計測機器を設置した。 

地下浅層への現場浸透試験を各種方法で実施し、試験孔を適切に設置しないと十分な浸

透性を確保できないことを確認するとともに、用いる算定式によっては約 100 倍の差を生じ

ることが明らかとなった。 

 

②タンク式熱交換器・浸透ます併用システムの開発 

1)設計・試作開発 

タンク式熱交換器・浸透ます併用システムの設計検討をした。浸透ます併用タンク型シ

ステムに用いる熱交換タンクは断熱タンクとして試作することとし、採熱管はタンク内で

の熱交換を想定して水中での熱交換を効率的に行えるシート状採熱管を候補とした。 

タンク回りの掘削部に埋め戻し材料として４号、５号砕石(径 13-30mm)を用い、熱交換後

の排水を周辺地盤内へ均等に浸透させるため、砕石と周辺地盤の境界に透水シートを設置

する設計書を策定した。 
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(3)オープンループ型地中熱利用システムのためのポテンシャル評価技術開発 

①ポテンシャル評価技術の開発 

1)調査手法の開発 

長良川扇状地の右岸側における地下水位・水温観測を４ヶ月間行い、存在が知られてい

る旧河川に沿って温度異常が認められるとともに、それ以外にも温度異常が確認されてい

る。よって、歴史記録に残っていない旧河川が地下温度場に影響を与えていると考えられ

る。一方で、支流河川からの地下水涵養の痕跡は見いだされていない。これは支流河川の

河床勾配がゆるいため、本流河川からの地下水涵養が卓越しているためと考えられる。 

 

2)条件有利地域での実証運転試験 

岐阜サイトにおける実証運転試験の事前検討として、既設空調装置である吸収式冷温水

発生器のエネルギー消費量を推計して、設置予定のオープンループ型地中熱利用システム

との比較を行った。その結果、年間ランニングコストを 66％減少する見込みであり、コス

ト回収年数は８年と見積もられた。この試算結果を今後の実証運転試験により検証する。 

実証運転地点においてオープンループ型地中熱利用システムを導入した際に予想される

地下水位・水温変化を、FEFLOW を用いるシミュレーションにより予測した。地層に関する

パラメーターは利用可能な一般値を用いた。シミュレーションでは、１本の揚水井から地

下水を 1.8×10-2ｍ3/sec で揚水し、空調利用に伴う熱交換後に２本の還元井から各 9.1×

10-3ｍ3/sec で還元する設定とした。地下水温度の初期値を 18℃として、地中熱利用に伴う

還元地下水の温度変化を暖房運転では-4℃、冷房運転では+4℃とした。その結果、地下水

流速が速いために暖房運転、すなわち帯水層に温度の低下した地下水を還元しはじめてか

ら２日後には温度低下-0.2℃と-1.0℃の領域が還元井の下流側 47ｍと 19ｍにそれぞれ到達

すること、90 日後には-0.2℃の領域は還元井の下流側に大きく広がるのに対して-1.0℃の

領域は 38ｍまでしか到達しないことが明らかとなった。これは速い地下水流速のためにわ

ずかな温度変化は遠くまで広がるものの、一方で上流側から 18℃の地下水が十分に供給さ

れるために大きな温度変化はあまり広がらないことを示している。 

既存の実験施設を活用して井戸に冷熱負荷を与える冬季熱負荷試験を行った。層厚の薄

い砂層を挟む二層の帯水層のうち片方に温度低下させた地下水を還元したところ、もう一

方の帯水層でも一部で温度が低下することを確認した。 

 

3)ポテンシャルマップ作成技術の開発 

先行研究の調査として、地中熱利用のポテンシャルマップ作成技術に関する論文 14 編を

収集し、文献調査を行った。その結果、多くはクローズドループ型を対象とすること、

オープンループ型を対象とする文献でも、地下水水質等の要素に基づいた議論が行われて

いることが明らかとなった。 

 

②逆解析法サーマルレスポンス試験技術の開発 

事前調査として長良川扇状地の地下水流動状況及び水理地質情報に関わる既存資料の収

集と整理を行った。長良川扇状地の現地踏査を実施し、サーマルレスポンス試験専用ボー

リング孔及び観測井掘削適地の調査を行い、３か所の候補地選定を行った。 
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Ⅲ(3.2)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 1 件 1 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(3.2)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

(1)最適逆洗技
術の開発と地下
水熱交換ユニッ
トの開発 

・砂層を取水層とする四日市サイト
と、鉄分を多く含む水質の名古屋
サイトで地下水状況の把握を行
い、還元能力低下の要因につい
て想定した。 

・還元井の逆洗技術と
一体化した地下水熱交
換ユニットの開発によ
り、従設置コストと運用
コスト 20％削減 

・汎用的な地下水循環設
計方法を開発し、地下水交
換ユニットと組み合わせた
システムでの検証を実施す
ることにより、目標達成が可
能。 

(2)打ち込み井
戸と浸透ますの
適用技術の開
発と、タンク式熱
交換器・浸透ま
す併用システム
の開発 

・適用技術の開発に向け、既存資
料の収集と精査によるデータベー
ス構築作業、現地浸透能試験方
法の開発と地下還元による周辺地
下水温のモニタリングを継続実
施。タンク式熱交換器・浸透ます
併用システム実証エリアの選定作
業を実施した。 

・打ち込み井戸、タンク
式熱交換器、浸透ます
を併用したオープン
ループ型地中熱システ
ムの開発により、設置コ
スト 10％削減 

・地盤条件や地下水条件
等に即した適用技術の開
発と、高断熱なタンク式熱
交換器の併用により、低コ
ストでのシステム設置が可
能で目標達成が可能。 

(3)オープンルー
プ型地中熱利
用システムのた
めのポテンシャ
ル評価技術開
発 
 

・研究対象地域で 22 本の観測井
を対象として地下水温観測を行
い、側方流動が生じている帯水層
を抽出した。逆解析法によるサー
マルレスポンス試験(iTRT)の実施
法補地点の選定を行った。 

・ポテンシャル評価技術
を開発し、設置・運用コ
ストの削減率に基づくポ
テンシャルマップを作成
するとともに、地下水熱
流動のモデル化による
シミュレーション技術を
開発 

・地下水温変動等のマッピ
ングの内容に、実証運転試
験のモニタリング結果を組
み合わせることによりポテン
シャルマップの作成が可
能。また、iTRT 技術実証を
行い、それを加味すること
によりシミュレーション技術
の開発が可能。 
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(3.3)都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発 

【成果概要】 

開発するマルチレイヤー観測井システムに関して、都市域において地下水を大規模熱源利用する

ための技術的基盤としての有効性を確認するとともに、従来技術と比較して構築コストを低減可能

であると試算した。観測井システムを構築するにあたり、地下水の性状に関係する監視項目を選定

して、既設の観測井３地点(各２帯水層)を最小観測単位とした測定を開始した 

 

【項目別成果】 

(1)実現可能性調査 

開発するマルチレイヤー観測井システムに関して、都市域において地下水を大規模熱源利用す

るための技術的基盤としての有効性を検討した。 

観測井システムは、オープンループ型地中熱利用システムの一部という位置づけではなく、高

機能で包括的に地下水環境の観測を可能にして広域の観測・管理を行うことで、地中熱利用を促

進させることができる。また、開発する地下水流量測定のフローメータ等を用いることで安定的

な地下水利用が可能な帯水層の選定が可能となり、地中熱利用システムを開発する時のリスク回

避につながる。 

マルチレイヤー観測井システムでは、１孔で多層帯水層を観測できることから、観測井設置場

所の省スペース化が期待でき、地下水の性状に関する情報を集積することで、熱源利用にとどま

らず、広範囲な地下水活用のための総合的な地下水環境を管理することで利便性が高まる。 

マルチレイヤー観測井のモデルを１孔、３層の帯水層観測が可能な構造とし、従来型はシング

ル観測井で１孔、１層の帯水層観測のため３孔設置するとして、両者の構築コスト、施工日数、

施工人数を比較検討した。 

マルチレイヤー観測井の構築において、従来型観測井の３孔設置と比較して、条件にもよるが

掘削日数で最大限 71.7％、掘削時の人工数で最大限 66.5％低減する試算となり、従来よりも人

員削減や工期短縮による人件費の削減が可能である。一方、構築コストでは、従来と比較して、

7.5％低減と試算した。これは、マルチレイヤー観測井では、３層分の帯水層測定ツールを１孔

に入れる仕様であるため、観測井全体が大口径となるので大型の掘削機械による拡孔作業費用が

高いことや、単価の高い大口径ケーシング・スクリーンを使用すること、井内面の仕上げ施工費

用が大きいことが要因となっている。 

このような課題に対して、観測井の口径縮小を検討することで拡孔作業量を減らし、低価格な

規格品のケーシング・スクリーンを使用可能とし、また、内装施工方法を改良することでコスト

削減を目指す。さらに口径縮小や内装施工方法の改良により、施工日数・人工数も削減可能であ

ることから、マルチレイヤー観測井システムの構築コスト 25％低減を目指す。 

 

(2)地下水管理のための観測井データ解析と継続利用可能な帯水層の特性研究 

オープンループ型地中熱利用システムにおいて、揚水した地下水を全て同じ帯水層に還水すれ

ば、地下水位の変化は理論上発生しない。しかし、揚水量や流速などの条件により局所的に地下

水位が変動する可能性がある。システムの不具合や地盤条件によって完全に還水ができない場合

にも、表層の地盤環境が安定し、環境負荷のないと保証されることを確認する必要がある。 

そのような観測井システムを構築するにあたり、地下水の性状に関する監視項目として、地下

水位(間隙水圧)、水温、pH、電気伝導度、酸化還元電位、溶存酸素量、溶存成分のイオン濃度と

重金属濃度を選定した。 

地下水位は、地盤沈下と深く関連する重点観測項目である。水温は、熱源利用としての重要な

指標であり、オープンループ型地中熱利用システムにおける揚水・還水の影響評価を行うために

必要である。pH・電気伝導度・酸化還元電位・溶存酸素量・溶存成分イオン濃度は、地下水の基

本的な性状把握と流動経路に関する考察に必要である。地下水環境の変化に伴い、自然地盤から

重金属類が新たに地下水中に溶出してくる可能性もあり、環境保全の観点から重金属類も重要な

監視項目と位置付けた。 

このような水温や水質の変化により沈殿物が発生すると、観測井のスクリーン目詰まりの要因

となり、さらに地下構造物の劣化要因ともなるので、定常的に観測すべき項目とした。 

既設の観測井として３地点(各２帯水層)を最小観測単位として選定し、上記項目の観測を開始

した。  
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表Ⅲ(3.3)-1 特許、論文、外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(3.3)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①実現可能性
調査 

観測井構築時のコスト削減について
検討を行った。工法の工夫により、工
期、従事人工数が大幅に削減可能で
ある。 

・成果実用化時のビジネス
プランと本観測方式採用時
の経済性に関する調査 
・オープンループ型地中熱
システム普及シナリオ作成 

達成可能と判断して、
技術開発を実施する。 

②観測井の構
築技術開発 

機器開発のための検討を行い、設
計、製作を実施中。マルチレイヤー
観測井の基本構造を検討し、施工方
法を含めた設計を実施中。 

・サンプリングツール開発 
・フローメータ開発 
・試験観測井構築 
・開発技術評価 

最終目標に向け着実
に課題を解決し、研究
開発を進めているの
で、目標は達成でき
る。 

③観測井の
データ解析と継
続利用可能な
帯水層の特性
研究 

ボーリングデータを基に、試験フィー
ルドを選定。既説観測井を用いた基
礎データを取得し、良好な帯水層の
特徴を検討した。 

・帯水層の特性抽出 
・データベース化とデータ
システム構築 
・地下水観測システム構築 

データを蓄積し、管
理・観測方法も確立し
て、帯水層特性が明ら
かになることで、目標
は達成できる。 

④地盤環境・事
業性予測評価
システムの研究
開発 

ボーリングデータ収集と既存データの
抽出から、砂層を含むDg層抽出を
完了した。 
システム構築手法を検討中。 

予測評価システム構築 
 

帯水層の連続性や許
容量などを判断できる
材料が整い、事業性
の予測が可能になる。 
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(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 
(4.1)温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 

【成果概要】 

ハイブリッド熱源水ネットワークシステムの実現可能性調査を実施して、集中プラント型の従来

システムと比較し、導入コスト 10％低減の見込みとなった。熱源水ネットワークシステムの要素機

器となる流下液膜式熱交換器、排湯熱回収用熱交換器を試作して、熱交換性能を把握する試験を開

始した。熱源水ネットワーク配管について必要性能を検討した。 

 

【項目別成果】 

(1)実現可能性調査の実施 

実際の温泉施設におけるエネルギー利用実態を把握するため、実測などによる実態調査を２件

の温泉施設にて行い、開発する排熱回収機能を加えたハイブリッド熱源水ネットワークシステム

に関して、温泉熱利用において温泉４施設をモデルに、システム運用を想定し、省エネ効果とコ

スト検討からの導入可能性を精査した。 

従来の個別ボイラーを使用する場合と比較して、４施設合計で本システムでは、ランニングコ

ストは約 40％(約 1700 万円/年)減、一次エネルギー消費量は約 35％減の見込みとなった。ま

た、イニシャルコストは、集中プラント型地域温泉熱利用システム方式と比較して約 10％減の見

込みとなり、ハイブリッド熱源水ネットワークシステムの導入効果は大きい。 

また、温泉熱利用方式の手法別整理として、個別建物型、集中プラント型、一般的な熱源水

ネットワーク型、開発する排熱回収機能付加のハイブリッド熱源水ネットワーク型のシステム概

要やコスト、メリット・デメリット等を整理し、ハイブリッド熱源水ネットワークシステムの有

用性特徴を整理した。 

 

(2)流下液膜式熱交換器の低コスト化と高効率化技術開発 

泉質に対応した熱交換器材料を選定するため、泉質の異なる８種類の温泉に対して、金属、樹

脂などの材料の異なる試験片を用いて、材料浸漬試験を行い、浸漬一年間の試験結果を得た。そ

の結果、２種類の泉質でスケール付着や腐食による影響を顕著に確認した。 

この２種類の温泉について、実温泉場にて性能把握のため、ミニチュアサイズ熱交換器を用い

て熱交換性能把握試験を実施した。この試験で熱交換性能の低下率を確認するとともに、熱源水

の有無によるスケール付着状況の違いなどの確認を行った。メンテナンスを行わない場合には約

1ヶ月の運転期間における熱通過低下率を把握した。 

これらの結果を基に、温泉場にて行う実サイズの流下液膜式熱交換器を選定した材料を用いて

試作し、小規模性能試験用の装置を構築し、熱源水と源泉温水の温度、流量を変化させて、熱交

換性能を把握する試験を開始した。 

 

(3)保温性のある低コスト配管の開発とその接続継手の開発 

熱源水ネットワーク配管の必要性能を確認するため、断熱被覆配管や保温性配管の既製品を含

む数種類の配管について、耐圧性、耐熱温度、保温性、口径、価格を比較した。 

熱源水ネットワークを構築するために想定するφ300mm、約 400ｍ長程度の配管においては、高

温の温泉水ではなく低温の熱源水(清水)を循環させるため、温泉供給システムに比べて、熱損失

量が小さく、断熱被覆配管ほどの断熱性能は必要としないので、ある程度の保温性を有する低コ

ストの配管及び継ぎ手を開発して、コストダウンを図る方針とした。 

熱源水ネットワーク配管を埋設する際、含水率が高い地盤や地下水流れのある地盤においては

熱損失が大きくなる場合が考えられるので、これらの影響を把握するため、配管からの放熱量を

ラボサイズ試験とシミュレーションによる検討を行った。また、配管接続方法の検討を行った。 
 

(4)浴場における排湯熱直接回収用熱交換器の開発 

排湯からの直接回収用熱交換器として、浴室下部に設置を想定した熱交換器の予備実験を行い、

熱交換チューブの経路の違いと流量の違いによる熱交換性能の比較を行った。この結果を基に、

実サイズの排湯熱回収用熱交換器を設計、試作して、実温泉を用いた小規模実証試験による性能

試験を開始した。 
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表Ⅲ(4.1)-1 特許、論文、外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(4.1)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①実現可能性調
査の実施 

4施設想定のシミュレーションによる
FS結果では、既存システムと比較し
て、運用コスト約1700万円/年、導入
コスト約10％低減が確認された。 

実用システムとして採算が
取れるコスト見通しを26年
度内に立てる。 

実現可能性調査に掲
げた目標は達成。 

②液膜式熱交換
器の低コスト化と
高効率化技術開
発 

材料浸漬試験により温泉熱利用に
有効な材料を選定、実サイズ熱交
換器を試作。温泉を用いた小規模
実証試験により熱交換性能を検証
中。 

温泉熱利用に適した流下
液膜式熱交換器を開発
し、実証試験により、コスト
３万円/kW以下を達成す
る。 

実サイズ試作機で、基
本性能を把握し、約５
万円/kWであることを
確認。各部材の低コス
ト化、製作簡易化等に
より目標達成を目指
す。 

③保温性のある
低コスト配管の
開発とその接続
継手の開発 

温泉熱利用に適した保温性の材料
を用いて原寸サイズ配管を試作し、
地下水等の影響により熱損失が大
きくなること考えられるため、配管か
らの放熱量を把握するラボ試験を開
始した。 

熱源水ネットワーク配管及
び熱源水ネットワーク用配
管継手を開発し、実証試
験により、コスト合計が5万
円/m以下を達成する。 

試作品概算コストの検
討結果から、現状 8.8
万円/m と試算。低コス
トが見込める要素検討
を行い、目標達成を目
指す。 

④浴場における
排湯熱直接回収
用熱交換器の開
発 

ラボ装置を用いた熱交換性能の比
較試験結果を基に、実サイズの排
湯熱回収用熱交換器を設計、試
作。温泉を用いた小規模実証試験
により性能を検証中。 

排湯熱直接回収用熱交換
器の実証試験で、②の目
標コストを達成する。 

実サイズ試作機で初期
性能を把握し、概算コ
スト 7.8 万円/kW と試
算。低コストが見込める
要素検討を行い、目標
達成を目指す。 
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(4.2)都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 

【成果概要】 

従来の雪冷房施設において使用してこなかった都市排雪について、集雪運搬システムを検討し、

都市排雪の保存システム(雪山貯蔵）、冷熱回収システムを設計し、排雪中の不純物の影響を受けず

に冷熱回収できることを実証実験により確認した。平成 27年には、データセンター実証棟、フ

リークーリング、食料生産実証施設を整備し、雪冷熱・産業廃熱を利用した相互供給型事業モデル

の実証を行い、雪冷房による夏期のサーバ冷却、サーバ廃熱による冬期の暖房効果を確認した。 

 

【項目別成果】 

１．都市部の除排雪を使用可能な雪氷熱集熱方法及び集熱設備の開発 
小規模実験装置(10ｍ×10ｍモジュールサイズ)を作製し、都市除排雪を堆積し、断熱材(チッ

プ材 30cm 厚)で被覆することで、夏期まで雪が保存できることを確認した。 
データセンター実証棟を完成し、27 年９月後半から、保存雪から冷熱を回収し、問題なく冷熱

が回収できることを確認した。秋期に断熱材を撤去したが、雪山下の熱交換路盤に雪中の泥によ
る目詰まりがないことを確認した。 
実証試験に向け、さらに２モジュール分の実験装置を増設した。舗装は、工場生産の平板を敷

き詰めた施工 1モジュールと、コスト削減を目指した現場打設舗装 1モジュールとした。対照試
験用に採熱管を擁しない舗装のみの実験装置を 1モジュール増設した。雪山下熱交換路盤は、合
計で３モジュールとした。 

 

２．フリークーリングを併用したハイブリッド雪冷房システムの設計 

サーバ室内の冷却コイルへの供給循環水温度を 20℃で設計し、外気により 20℃に冷却可能な

外気温度環境の時はフリークーリングシステムにより外気に放熱し、都市排雪の消費量を減量す

る設計とした。雪量減量により、雪山下熱交換路盤の面積縮小によるインフラ整備コスト削減を

達成する。平成 27年９月に実証試験装置を製作し、平成 27年度秋期に実証試験を実施し、設計

通りサーバ冷却後の温水(30℃)を 20℃まで冷却する併用冷却運転について実証した。 

 

３．サーバ廃熱を活用して冬期の居室暖房需要に対応するハイブリッド雪冷房システム暖房システムの併用

方法の設計 

サーバ冷却を目的としサーバラック前方(コールドアイル、サーバ吸気側)空気温度を一定

(25℃)に保つために、サーバ上部に冷却ファンコイルを設置し、夏期の冷房運転と冬期の暖房用

熱回収運転を同一コイルにて動作できるよう設計し、平成 27 年９月に実証試験装置を製作し

た。平成 27 年度夏期および冬期間に実証試験を実施し、それぞれの期間において設計通りの運

転を確認した。 

 

４．データセンターにおけるフリークーリング併用雪冷房システムの運用技術の検討 
平成 27 年 9 月 25 日から 10 月 2 日まで、雪冷房運転によるデータセンター実証棟内のサーバ

発熱の冷却実証試験を行った。雪冷房のみでサーバの冷却が可能であった。10月 5日以降の外気
温が 15℃以下となるような気候下で、フリークーリングとの併用運用試験を実施した。設計通り
にデータセンター実証棟内のサーバ発熱を外気冷却により冷却が可能であることが実証できた。 
インターネット回線を敷設、実験時に遠隔で高負荷状況を作り出す環境を整備し、実験期間以

外はコスト削減のために遠隔からサーバの停止や起動を行うことができるよう設定を行った。 
sensor によるサーバ内部温度測定に加え、ラック前方(コールドアイル)と後方(ホットアイル)

の温度湿度を測定するため、温湿度計を設置し、サーバ内部と外部で計測できるようにした。 
 

５．雪冷熱・産業廃熱を利用した相互供給型事業モデルの検討 

雪山からの冷熱とデータセンターからの排熱を利用する事業モデルとして、食料生産実験棟を

構築した(平成 27年 10 月～12月)。 

食料生産実験棟は、積雪や強風に耐えうる複層式エアーハウスとし、室内に熱交換器を設置し

て雪山とデータセンターからの冷熱・温熱を利用できるようにし、内部を作物栽培システムと陸

上養殖工場が共用できるものとした。作物栽培システムは約 58ｍ2、陸上養殖は約 39ｍ2の規模で

ある。 
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厳寒期(平成 28年 2月)にデータセンター実証棟内のサーバ冷却用コイルを利用して、食料生

産実験棟に熱供給試験を実施した。その結果、厳寒期でも、データセンター実証棟内からの温廃

熱のみで作物栽培と陸上養殖に必要な熱を賄うことができることが実証された。 

 

5.1.雪冷熱・産業廃熱を利用した作物栽培システムの開発 

作物栽培システムは、データセンターから供給された熱を、ファンコイルユニット(FCU)を用

いて、室温を 15℃に維持するシステムであり、開発はこれを実証することである。また、熱交換

コイルを用いて栽培養液を 12℃に維持するシステムについても実証する。 

平成 28 年 2 月 8 日～19日にデータセンター実証棟からの熱供給試験を行った。その結果、実

験期間中、システムの維持に必要な熱をデータセンターからの熱供給のみで賄うことが可能であ

ること確認できた。この期間のうち８日間(9 日～16 日)に供給された熱量は約 36700MJ であっ

た。この熱量を灯油に換算すると約 100 リットルに相当する。これを現実的な施設規模である

5000ｍ2施設に換算すると、年間約 620 万円(2.7 円/MJ、暖房期間 181 日の場合)の灯油代に相当

する。 

 

5.2.雪冷熱・産業廃熱を利用した閉鎖循環式陸上養殖工場の開発 

平成 27 年 11 月に実証試験装置(閉鎖循環式陸上養殖システム、熱交換器、各種測定機器)を設

置し、実証試験装置の試運転及びエアーハウス内の室温及び水温のモニタリングを行った。その

結果、データセンターからの熱供給が無い期間(平成 27年 11 月 27 日～平成 28年 2月 8日)は養

殖循環水の水温は室温の変化に同調して変化したが、厳冬期に熱供給を受けた期間(平成 28年 2

月 8 日～2月 19 日)は、熱供給及び温度調整制御により、循環水温を養殖で最適な 15～17℃に保

つことができた。この結果により、データセンター廃熱を陸上養殖施設で利用するための熱交換

設備及び温度調整制御方法を確立することができた。 

 

６.都市除排雪の利活用システムの検討 

美唄市街の排雪を運搬するシステムを検討した。平成 28 年夏期の冷房用に都市排雪をダンプ

116 台分 1157ton(1653ｍ3)搬入した。 

 

７.低温（雪）乾燥装置の開発 

乾燥操作を行う温度、風速などの条件設定は、乾燥という現象自体が複雑なため単純ではな

い。このため、汎用性の高い箱型乾燥機の乾燥現象を熱設計するプログラムを開発し、卓上規模

の実験によりその妥当性を確認しつつある。 

 

 

 

表Ⅲ(4.2)-1 特許、論文、外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 11 件 1 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 12 件 1 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 2 件 1 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 
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[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(4.2)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①都市部の除排雪
を使用可能な雪氷
熱集熱方法及び
集熱設備の開発 

これまでの熱交換試験は良好な
結果であるが、最も冷熱負荷の
高い真夏の試験は今後の実施
予定である。 

雪堆積場として利用できる
ような強度を確保したうえ
で、高い熱交換性を持つ
路盤をより安価に開発す
る。 

条件を満たす仕様は設
計できたので、性能を検
証し、改良とコスト低減工
夫を重ねて達成する。 

②フリークーリング
を併用したハイブ
リッド雪冷房システ
ムの設計 

条件を満たす仕様が設計でき、
実証設備を整備し、性能検証
中、これまでのところ設計通りの
冷房システムが稼働している。 

雪量を 70％削減し、その
削減コストの範囲内でフ
リークーリングの建設コスト
を補填した上で、トータルと
して 10％コスト削減 

トータルコストを更に 5％
削減するため、更なる低
コスト化、効率向上を研
究し、目標以上の削減を
達成する。 

③サーバ廃熱を活
用して冬期の居室
暖房需要に対応す
るハイブリッド雪冷
房システム暖房シ
ステムの併用方法
の設計 

条件を満たす仕様が設計でき、
実証設備を整備し、性能検証
中、これまでのところ設計通りに
廃熱回収ができている。 

廃熱回収のシステムを別
途構築する場合と比較し
て、10％コスト削減 

トータルコストを更に 5％
削減するため、更なる低
コスト化、効率向上を研
究し、目標以上の削減を
達成する。 

④データセンター
におけるフリークー
リング併用雪冷房
システムの運用技
術の検討 
 

条件を満たす仕様が設計でき、
実証設備を整備し、性能検証
中、これまでのところ設計通りの
併用冷房システムが稼働してい
る。 
PUE は、1.08 を達成した。 

都市排雪 20 万トンを利用
したデータセンターで、首
都圏に建設される従来型
データセンターの空調コス
トに比較し 50％削減。PUE
＝1.1 以下とする。 

トータルコストを更に 5％
削減するため、更なる低
コスト化、効率向上を研
究し、目標以上の削減を
達成する。 
より低い世界最高水準の
PUE を達成見込み。 

⑤コスト削減見込
み量の試算 

各項目の実証中。 従来型雪冷房のトータルコ
ストに対し、30％削減 

①～③の項目について
更なる低コスト化、効率
向上を研究し、目標を達
成できる見込み。 

⑥雪冷熱・産業廃
熱を利用した相互
供給型事業モデル
の検討 

条件を満たす仕様が設計でき、
実証設備を整備し、性能検証
中、これまでのところ設計通りに
廃熱供給ができている。 
乾燥システムは設計完了。 

データセンターから回収し
たサーバ廃熱と雪氷熱を
利用した、作物栽培システ
ムや陸上養殖システム、雪
風による低温乾燥システム
設置・運用コスト 10％削減 

各システムについてコス
ト削減目標を達成すると
ともに、事業化検討を行
い、事業優位性を立証
できる見込み。 

⑦都市除排雪の利
活用システムの検
討 

除排雪体制を検討、実証施設
に都市除排雪を供給した。 

都市部の除排雪を使用可
能な雪氷熱集熱方法の開
発として、効率的な除排雪
体制の検討及び試算等を
行う。 

大規模化した際のシミュ
レーションを実施し、低コ
ストに 20 万トンの雪を集
める具体策を策定し、最
終目標を達成できる。 

⑧全空気式冷熱
回収方式の検討 

全空気式冷熱回収方式につい
ての設計が完了し、導入可能な
ことを証明できた。 

全空気式冷熱回収方式に
ついて開発検討を行う。 

コスト検討を行い、冷水
式と比較しながら、設計
指標を示し、最終目標を
達成できる。 

⑨ホワイトデータセ
ンター構想の地域
経済効果に関する
検討 

他の各項目の研究を進め本検
討に必要なコスト情報を準備
中。 

経済評価報告書をアウト
プットとし、地域経済効果と
して 300％の効果を目指
す。 

生産誘発効果、雇用効
果、税収効果などを定量
的に検討・評価し、目標
達成見込み。 
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(4.3)太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発 

【成果概要】 

フィジービリスタディとして冷凍出力１kWの熱音響冷凍機を設計した。４kW の熱を熱音響冷凍

機に入熱するための太陽熱入熱装置の基本設計を行った。雪室冷却におけるシミュレーションを実

施し、雪室の雪融けを防ぐ冷気の当て方を検討した。低コストの雪室を開発するため、雪室壁の断

熱性能を上げるプレハブ冷蔵庫用の壁の改良方法について調査した。 

 

【項目別成果】 

①熱音響冷凍機の開発 

フィジービリスタディとして冷凍出力１kWの熱音響冷凍機を設計した。熱音響冷凍機は、管内

に狭い流路の束(以下、蓄熱器)を設置し、ある臨界値以上の温度勾配を与えると管内流体が自励

振動を起こし、逆に蓄熱器内の気体を強制的に振動させれば、蓄熱器に温度勾配を作り出し冷却

を行うことができる。 

基本的なモデルとして「太陽熱の入熱によって音響パワーを生成する原動機ループ」、「音響パ

ワーから冷熱を生成する冷凍機ループ」から成るダブルループ型を採用した。また、太陽からよ

り多くの熱を取り込み、かつ低温動作を実現するため原動機ループ内に２つのエンジンを有する

多段型を採用した。作動気体は全ての不活性ガスの中で最も音速が速く熱伝導率が高い He を用

い、大出力を得るため充填圧力を３MPa とした。管内径は、枝管及び冷凍機ループをΦ150mm 程

度、原動機ループ側はΦ200mm 程度とした。 

数値シミュレーションでは、原動機ループと冷凍機ループを個別に最適化し、その後、双方を

結合した。最適化パラメーターは蓄熱器流路径、及び駆動周波数とし、蓄熱器の両端の温度や長

さは固定とした。実機においては自励振動の振動振幅が成長すると、振動の二次成分の積によっ

て生じる一応方向流れが生じる。この流れは質量流と呼ばれ、本来高温熱交換器から蓄熱器へ入

力されるはずの熱を運び去ってしまう。この質量流を抑制するために、圧力振幅の腹付近にゴム

膜を設置し、定常的な流れを遮断し振動のみを伝える。 

原動機ループ設計では、蓄熱器流路を蓄熱器 1、蓄熱器 2に対して 0.1、0.2、0.3mm の３種類

を用い、計６パターンを計算した。駆動周波数を 10～60Hz まで変化させると、周波数が 20Hz、

蓄熱器 1、蓄熱器 2の流路径がそれぞれ 0.3mm、0.2mm の時が最も効率の良い組合せとなった。 

冷凍機ループの設計でも、駆動周波数を 10～60Hz まで変動させながら、蓄熱器の流路径を 0.1、

0.2、0.3mm に変更して、周波数が 40Hz、蓄熱器流路径が 0.1mm の時に最も良い効率となった。 

原動機ループの最適値は 20Hz、冷凍機ループの最適値は 40Hz であるが、ダブルループ型熱音

響冷凍機は共振を利用するため、ここではそれぞれの最適値の中間周波数である 30Hz で接合を

行う。両者をつなぐ枝管の長さは原動機ループと冷凍機ループそれぞれの枝管流速最大振幅とな

る場所までの距離を和した 9.6ｍとする。接合モデルを対象に数値シミュレーションを行い、原

動機温度に対する冷凍機温度の関係を算出した。ここで設計した熱音響冷凍機は原動機の高温側

熱交換器温度が 120℃付近にて駆動を開始し、その温度が 180℃で冷凍機温度は-112.2℃まで下

がり、この時の冷凍出力は 1684.3W となった。 

 

②太陽熱入熱装置の開発 

太陽熱を集熱し、熱音響冷凍機に入熱する装置を設計し開発する。まずは、４kW の熱を熱音響

冷凍機に入熱するため、太陽熱入熱装置の基本設計を行った。集熱管の中にヒートパイプが挿入

されている太陽熱集熱器は、先端温度が 290℃まで上昇するため、熱音響冷凍機の駆動に適して

おり、これを使用する。30 本の集熱管で 2.5kW 程度の熱を集熱できるが、これを２セット使えば

集熱量は５kWとなる。この設置方法は多くの集熱管が必要になるため、太陽熱の集熱に反射板を

利用し、太陽光が直接当たらない集熱機の反対側も利用する。この方法で、集熱管の数を 1/3 程

度削減でき、20 本×２セットで５kW の太陽熱を入熱する。熱音響冷凍機への入熱部は直径 240mm

程度の円柱になるため、集熱管を扇方に設置し高温になるヒートパイプ先端部を集中させて熱音

響冷凍機に入熱する。 

 

③能動断熱技術の開発 

雪室冷却における冷気の当て方についてシミュレーションを実施し、雪室の外からの熱を防ぎ

雪融けを防ぐ方法を決め、太陽熱を利用した熱音響冷凍機による能動断熱技術を確立するため、
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雪室の雪融けを防ぐ冷気の当て方を検討した。①冷気を壁伝いにはわせる、②直接冷気を雪山に

吹きかける、③居室から入ってくる暖まった空気を冷やす、などの方法があるが、他の方法とし

て、熱音響冷凍機の冷気を発生する部分を雪の中に埋め込む、雪室の床に冷気の通る空間を作っ

て下から冷やすなどの方法についても検討する。 

 

④実証試験装置の開発 

汎用のプレハブ冷蔵庫の断熱壁を雪室用に改良して低コストの雪室を開発する。このため、雪

室の壁の断熱性能を上げるプレハブ冷蔵庫用の壁の改良方法について調査した。薄い断熱材を張

る方法と断熱塗料を塗る方法があり、グラスウール断熱材は非常に高密度で断熱性能の高いもの

がある。断熱塗料は塗るだけで良いので施工が簡単であり、耐候性も高く５年以上持つものがあ

る。 

 

 

 

表Ⅲ(4.3)-1 特許、論文、外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 1 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(4.3)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

①熱音響冷
凍機の開発 
 

熱音響原動機を２台直列に接続
し、出力1.6kWの熱音響冷凍機を
設計した。 

より高性能な熱音響冷凍機を
開発し、１kWの冷凍出力を維
持しつつ製造コスト削減を目
指す。 

数値計算手法を確立し
ており、冷凍出力１kW
は達成可能。 

②太陽熱集
熱装置の開
発 

太陽熱集熱管を扇形に配置し、
4kW の熱を熱音響冷凍機に入熱
する装置を設計した。 

熱音響冷凍機の冷凍出力が
1kW になるよう十分な熱を入
熱する装置を開発する。熱損
失を少なくし、製造コスト削減
を目指す。 

高性能な太陽熱集熱機
が普及しており、十分な
熱を入熱できる。開発を
進めながらコスト低減を
はかる。 

③能動断熱
技術の開発 

冷気の当て方について、冷気を壁
伝いにはわせる、直接雪山に吹き
かける、居室から入ってくる暖まっ
た空気を冷やす、など検討した。 

実証試験を行い、断熱効果と
コストを加味して最もトータル
コストを削減可能な冷却方法
を決定する。 

シミュレーションの経験
は豊富で雪に関する知
見もあり達成可能。 

④実証試験
装置の開発 

断熱材や断熱塗料について調査
した。 

実証試験を行い、雪室容積を
35m3 に減容しても夏季の冷
房として利用できることを確認
す る 。 雪室導入 コ ス ト を
17.7％削減。 

設計では 35m3 に減容し
ても夏季の冷房として利
用可能。開発を進めな
がらコスト低減をはかる。 
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(4.4)太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発 

【成果概要】 

熱利用をより効果的に活用するため、省エネ性能判定プログラムの最適化を行うことにより、

トータルシステムのコストダウンを図ると共に、基盤的技術である最適化手法(シミュレーショ

ン技術)開発によって詳細な評価方法を確立し、適切な設備選定ができるようにすることを目的

に、実証試験方法の検討し、実証試験に着手した。 

 

【項目別成果】 

住宅や建築物の建設に際し、省エネ法に基づき住宅等の設計一次エネルギー消費量が、基準一

次エネルギー消費量を上回らないようにするよう規定されている。この設計一次エネルギー消費

量は、建築研究所が公開する「住宅・建築物の省エネルギー基準及び低炭素建築物の認定基準に

関する技術情報」で「省エネ性能判定プログラム(判定プログラム）」を使って計算されるように

なっているため、判定プログラムでの設備の省エネ性能の評価は導入検討に当たっての重要な指

標となっている。 

省エネ判定プログラムで算定される省エネ性能は比較的過小評価されるため、必要な省エネ性

能を得るための太陽熱設備規模が大きくなり、イニシャルコストが高くなる傾向にある。 

適切な設備導入のため性能評価技術を確立し、簡易シミュレーションツールの開発を行う上で

必要な太陽熱システム運転データを取得するために、適切な実証試験方法を検討し、太陽熱シス

テム機器を選定、試験に着手した。 

 

 

表Ⅲ(4.4)-1 特許、論文、外部発表等 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

表Ⅲ(4.4)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 

実証実験 実施場所にて
実証実験を実
施中 

全ての機種、期間について実証実験を実施する。簡易シミュ
レーションに必要なパラメーター及び算定式に必要なデータ
取得を完了する。 

実証実験中
であり、最終
目標に向け
着実に研究
開発を進め
ているので、
順調に推移
すれば成果
は達成でき
る。 

実証結果の
分析・解析 

実証実験デー
タ取得中 

パラメーターの妥当性を評価し、簡易シミュレーションに反映
するパラメーターを確定する。 

算定式の導
出 

データ分析・
解析待ち 

簡易シミュレーションツールにて一次エネルギー消費量等の
シミュレーションに必要な算定式案を確立する。 

計算アルゴ
リズム構築 

算定式の導出
待ち 

得られたパラメーター、算定式から他の設備等との整合を検
討し、簡易シミュレーションツールのアルゴリズムを確立する。 

簡易シミュ
レーション
ツール開発 

計算アルゴリ
ズム構築待ち 

簡易シミュレーションツールの開発を完了する。従来の設計
方式と比べ、簡易シミュレーションツールを使用することでイ
ニシャルコスト 20%低減を実証する。 

詳細シミュ
レーション
技術の確立 

与条件の検討
中 

修正した詳細シミュレーションツールの精度について、実証
実験のデータとの比較及び技術評価委員会の審議により詳
細シミュレーション技術を確立する。簡易シミュレーションツー
ルの妥当性を検証する。 

目標に向け
て検討中で
順調に推移
すれば成果
は達成でき
る。 

設計ツール
の構築 

与条件の検討
中 

詳細シミュレーションツールを応用し、導入検討者や設計者
等が利用可能な設計ツールの開発を完了する。 
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(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 
(5.1)食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生 

【成果概要】 

原料として含水率が 90％程度である焼酎残渣を選定し、超臨界水ガス化装置の経済性を評価・精

査した。焼酎残渣を用いてノータールガス化を実現するための昇温速度と生成固体物収率を解析

し、昇温速度の増加による固体物収率の抑制が有効に作用することを確認した。ラジカル捕捉剤を

添加する場合について焼酎残渣ガス化反応速度式を決定した。ラジカル捕捉剤の添加や原料供給速

度向上によるタール閉塞抑制効果の有効性を確認した。 

 

【項目別成果】 

①焼酎残渣超臨界水ガス化プロセスの実用(商用)化実現可能性調査 

原料として含水率が 90％程度である焼酎残渣を選定し、超臨界水ガス化装置の経済性を評価・

精査した。 

経済性の精査項目は、「現状の焼酎残渣処理単価」、「焼酎メーカー(焼酎残渣発生量)の規模分

布」、「超臨界水ガス化装置の処理規模毎の価格」であり、これらの情報をもとに焼酎メーカーに

おける焼酎残渣発生量等に基づく費用対効果分析により経済性を評価した。 

全国に 343 工場あると推定される焼酎工場のうち、焼酎残渣の発生量が把握できたのは 56 工

場である。56工場の内、18 工場(32％、焼酎残渣発生量の 65％相当)において、10年以内に 

収益／費用≧1を上回り、利益が得られる結果となった。 

 

②焼酎残渣からのタール生成の抑制に関する基礎特性の確認 

焼酎残渣を用いてノータールガス化を実現するための昇温速度の影響を確認した。予熱器の長

さを変えて、昇温速度と生成固体物収率を解析した。ラジカル捕捉剤を添加していない場合、ガ

ス化率は低め、固体物収率は高めとなるが、予熱器長さが 0.45ｍの時に固体物収率が顕著に低下

しており、600℃までの平均昇温速度が 20K/s 程度で昇温速度の増加による固体物収率の抑制が

有効に作用することが確認された。 

欧州バイオマス会議ではノータールガス化のコンセプトで直接液化におけるタール生成を抑制

する類似の研究が行われており、本提案の手法が注目され、利用されていることを確認した。 

 

③焼酎残渣超臨界水ガス化特性の確認 

③-1 ラボスケール試験 

焼酎残渣のガス化反応速度式について、ラジカル捕捉剤を原料に添加した場合に、反応速度に

関するアレニウスプロットから、ガス化反応速度定数の前指数項と活性化エネルギーは、それぞ

れ 0.0524 /s、15.6kJ/mol と決定された。 

 

③-2 パイロット試験 

ラジカル捕捉剤を添加した場合でのガス化条件(反応温度、原料供給速度の変更、ラジカル捕

捉剤をガス化原料へ直接混合添加するか熱交換器の高温部へ高圧注入するかの添加方法の変更)

を変えた試験を行った。 

反応速度式を導出し、前指数項 311 /s、活性化エネルギー72.6kJ/mol を得た。また、ラジカ

ル捕捉剤の添加や原料供給速度向上によるタール閉塞抑制効果の有効性を確認した。 

この試験を実施するため、ラジカル捕捉剤高圧注入設備や高精度ガス流量計等を設置した。 

また、ラジカル捕捉剤を利用しない長期間の連続ガス化試験を行い、ラジカル捕捉剤の有効性を

検証する比較対象とし検証した。また、実証機による試験の課題を早期に抽出するため芋焼酎残

渣による試験を行った。 

欧州バイオマス会議等において超臨界水ガス化に関する最新の研究情報を調査し、カールス

ルーエ技術研究所による下水汚泥の超臨界水ガス化研究の情報を得て本事業の参考とした。 

 

④実用化装置の設計 

実用化装置の設計については、経済性の確立が可能となる処理量の決定と市場ニーズの処理量

のリンクが重要となる。既に想定処理量により設計図案を制作済みであり、改造パイロットプラ

ントによる実験結果に基づいた詳細設計を進める準備が完了している。 
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⑤実証装置の詳細設計、製造設置検討 

中国電力に設置してあるパイロットプラントに反応器周りの流速増加と一部構造変更のための

改造工事、長時間の連続運転が可能な装置への改造を行った。そのほかの改造工事である熱交換

器の急速昇温実験用の改造は設計図まで終了している。これらの改造による実験結果を参考にし

て実証装置の設計を進める準備が完了している。 

 

 

表Ⅲ(5.1)-1 特許、論文、外部発表等 

  区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌等

への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 1 件 1 件 15 件 1 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 1 件 1 件 1 件 2 件 0 件 0 件 
 (※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約)    平成28年7月31日現在。 

 

 

[成果の最終目標の達成可能性] 

 

 

表Ⅲ(5.1)-2 成果の最終目標の達成可能性 

事業項目 現状 最終目標 達成見通し 
①焼酎残渣超臨
界水ガス化プロ
セスの実用(商
用)化実現可能
性調査 

全国に 343 工場あるとされ
る焼酎工場の中で、焼酎
残渣の発生量が把握でき
た 56 工場の内、18 工場
(32％、焼酎残渣発生量の
65％相当)で利益が得られ
ることを確認。 

実証運転によるプロセス評価と低
コスト設計技術の確立により、実用
システムの導入と運用でのユー
ザーメリットと事業採算性を明確に
する。 

研究開発段階の技術で
あることを踏まえ、FS に
よる事業採算性の確認、
プロセス評価と低コスト
設計技術の確立した上
での事業採算性の明確
化を目標とした。 

②焼酎残渣から
のタール生成の
抑制に関する基
礎特性の確認 

設計に用いることのできる
相関式の提供ならびに
タール生成量を２％以下と
した。 

タール生成量を１％以下とする。 いくつかの条件では達
成しており、十分に実現
可能。 

③焼酎残渣超臨
界水ガス化特性
の確認 

焼酎残渣のガス化反応速
度式を、酢酸を添加した場
合と添加しない場合につ
いて決定する。 

パイロットプラントのタール生成率
が１0％以下の誤差で予測する。 

反応速度式が確立した
ので、これを展開するこ
とで実現可能。 

④実用化装置の
設計 

PID(Process 
Instrumentation Diagram) 
の作成と熱効率計算を
行った。 

実用化装置の低コスト設計技術を
直接混合急速加熱、ラジカル補足
剤添加、高圧ポンプシステム簡素
化、反応炉最適化、制御システム
最適化、熱回収設備最適化により
確立し、システム設置コストを既存
技術から 10％程度低減する。 

PID の作成にあたり、最
適化の方策が確認でき
ており、実現可能。 

⑤実証装置の設
計検討・製造設
置 

実証装置製造を 29 年度
以降として設計を進めてい
る。 
 

実証装置で焼酎残渣による１ケ月
のノータールガス化実証運転を添
加材に廃酢酸を用いて行う。実証
装置の耐久性とメンテナンス性を
評価し、実用化の見通しを得る。 

実証装置の設計は進ん
でおり、製造、設置は十
分に可能。 

⑥焼酎残渣超臨
界水ガス化プロ
セスの実証試験
（参考） 

ラボスケール試験及びパ
イロット試験によってラジカ
ル補足剤の有効性を確認
した。 

実フィールドに設置したシステム
で、実際の焼酎残渣を用てノー
タールガス化実証運転実施、ター
ル生成量を２％以下とする。 

急速昇温試験により更
なるタール低減効果の
確認も進めるので、成果
は達成できる。 
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IV. 実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

Ⅳ.1実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

Ⅳ.1.1 事業全体の実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

当該事業に係る「実用化・事業化」とは、研究開発において開発した再生可能エネルギー熱利用

システムやポテンシャルマップ、シミュレーションツール等の評価技術が社会的利用(顧客への提

供等)されることである。 

開発技術の社会的利用への提供開始に向けての見通し及び取り組みは、以下のとおり。 

 

(1)実用化・事業化の見通し 

①コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

掘削時の低騒音化や採熱管埋設の自動化については、計画通り進んでおり、新しい掘削機の開発

により人件費等、掘削コストを大幅に削減できる見込み。掘削事業者とニーズを共有しており、掘

削事業者が設備を購入する可能性は高い。 

 

②地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

高効率化については、帯水層蓄熱技術開発において、既設融雪管の夏季運転により太陽熱を帯水

層に蓄熱することで、季節間の空調負荷に対応できる高効率システムを構築する。導入適地では、

融雪システムのユーザーが多いため、導入が期待される。 

規格化における地中熱を含むトータルシステム設計及び運転シミュレーションツールの開発につ

いては、国交省が公開しているLCEMベースで構築し使われやすいツールを目指し、建物の基本設計

から実施設計まで使用されることが期待できる。 

 

③再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

ポテンシャル評価技術については、導入ポテンシャルを単位ｋW当たりの井戸本数(掘削長)やW/m

等できるだけ具体的な表記にするなど、一般ユーザーに分かりやすいマップを構築することで、地

中熱システムの認知度の向上につなげ実用化の見通し。 

地下水が豊富な地域における地下水熱利用のポテンシャル評価技術を開発し、オープンループ式

の導入検討時に、確実に参照されるシステムを目指している。地下水熱利用を普及したい自治体が

開発に参画しており、評価技術が開発されれば、利用が確実である。 

 

④その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化、 

 その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

雪氷熱では、都市除排雪をデータセンターの冷房に、またデータセンターの廃熱を栽培や養殖に

活用するシステムの実証について着実な成果を上げている。北海道のホワイトデータセンター構想

を企画する自治体の協力の下で推進しており、実用化の可能性は高い。 

 

(2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

研究開発後の早期実用化、再生可能エネルギー熱利用技術開発の普及のため、システム実用化時

のユーザーや自治体などと協力体制を組み推進している。 

掘削機開発については、掘削事業者を対象に見学会を開催しており、ユーザーからのアドバイス

や現場のニーズを共有している。また、地中熱関係者が集まる展示会等で情報提供等に取り組んで

おり、成果への関心がある事業者が複数いる。今後はアドバイスを研究開発に反映させ、実際に掘

削試験を行い、課題抽出、改良することで実用化へつなげる。 

帯水層蓄熱システムについて、地熱学会等で事業紹介するなど、積極的な情報提供に取り組んで

いる。また、当該システムを普及させることを目的に、システム導入マニュアルを作成しているた

め実用化及び導入拡大が期待される。 

・一般のユーザーにも分かりやすいポテンシャルマップ開発に向けた技術交流会を開催し、実用化

に向けた導入地におけるポテンシャル表記方法の標準化に取り組んでいる。 
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各プロジェクトの実用化・事業化に向けた取り組みは「Ⅳ.1.2研究開発テーマ毎の実用化・事業

化に向けての見通し及び取り組みについて」にて記載する。 

 

(3)波及効果 

熱利用ポテンシャルマップやシミュレーションツールの公開により再生可能エネルギー熱利用の

認知度向上が期待される。 

熱利用システム全体のパッケージ化が促進され、システムインテグレータの育成が進むことによ

り、コスト競争力が強化されることが期待される。 

また、雪氷冷熱エネルギー利用においては、都市除排雪を利活用する事例がなく、経済性に優れ

た雪山貯蔵による高効率熱供給システムは、積雪寒冷地において導入可能であり、都市除排雪を有

効活用できれば、税金を投じている除排雪コストをエネルギーとして取り戻すことが可能となる。 
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Ⅳ.1.2 研究開発テーマ毎の実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

(1.1)高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向けた研究開発 

事業者：東亜利根ボーリング 

本研究開発にて開発される低騒音化技術を適用することで、既に静的状態でが12dBの騒音低減

の見通しが立った。平成28年7月末に新型機の仮組を完了し、研究開発後実用化の見込みである。

自動化技術について、事業終了後の平成29年度より自社の研究開発として練技術者の操作データ

を収集・定量化を行い、技術を完成させて最新機種に搭載し、30年度より国内外で販売を開始す

ることを目指す。また、実現場のニーズを成果に反映させるため、掘削機ユーザーを対象に見学

を実施しており、ユーザーからの実用化への期待も大きい。 

実用化に向けて、平成28年度終了後の自社開発では、各地層に応じた熟練技術者の効率的な掘

削機操作データの収集、各地層に応じた制御値の設定等を検討し、自動制御アプリケーションに

反映させる必要がある。自動制御では、掘削箇所の地層データ取得と１箇所目の掘削データを基

に、適切な掘削を行うことを前提としている。平成28年度終了後の自社開発では、機械学習を取

り入れたアプリケーション開発に着手する予定である。 

また、東日本大震災後、地中熱設備設置件数が前年比20％で増加し続けている。さらに、リニ

ア中央新幹線整備計画、東京オリンピック開催、数多くの都市再生事業を背景に様々な掘削機の

需要が増加していることから、さらなる市場規模拡大が期待できる。 

 

(1.2)戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした地中熱配管埋設工法の研究開発 

事業者：旭化成建材 

事業終了後の平成28年度以降、戸建て・小規模建築物分野で工法施工の事業化に向けた体制を

構築する。施工機械については全国に配備されている主力の杭打ち機械が適用出来ることを研究

開発にて確認済みである。杭事業の施工管理技術者・技能者の資格制度などを利用して施工店へ

の技術指導を進め、工法施工の人材育成を行う。 

販売方面では、工法の強みを活かせる軟弱地盤が厚く堆積する地盤条件を有する地域をター

ゲットとして販売していく。特に、杭工事に地中熱工事を合わせた販売が可能な場合は、更に低

価格での提供が可能である。また、断熱材事業の営業先である工務店等も有力な販売チャンネル

である。現状で地中熱利用の普及が少ない小規模建物向けに需要創出を促す事業展開を行う。 

 

(1.3)地中熱利用要素技術の開発 

事業者：ワイビーエム 

佐賀大学 

本研究開発では、従来の地中熱システムに比べて浅い地中での熱交換を想定し、これに合わせ

て掘削機や地中熱交換器の小型化を図る。この小型化は単なる掘削費削減効果だけでなく、掘削

機価格および運搬コストの低減等につながり、エンドユーザーだけでなく掘削事業者等を含めた

業界全体へのコスト低減メリットを提案することで、地中熱システムの普及を促進する。 

また、地中熱専用掘削機の開発では、実証機を完成させており、人員削減や工事期間短縮によ

る掘削工事費の削減を達成する見込みである。小型の掘削機や地中熱専用掘削機は、株式会社ワ

イビーエムが事業終了後に量産機設計に入り、年間10台の販売予定を考えている。この販売台数

は、現状の地中熱の導入件数と本事業によりコストダウンが進んだ場合の結果として予定してお

り、設備投資を行うことで生産能力も上げる予定である。 

地中熱交換器の開発では、水平スリンキー型は垂直Ｕチューブ型と同程度の性能であることを

確認しており、小口径二重管型はシミュレーションから所定の性能が期待できるので、実用化の

見込みである。熱源機について、汎用機にハイブリッド熱交換器を組み込んだヒートポンプシス

テムの設計を終了し、所定の成果が期待できるので、実用化の見込みである。 

 

(2)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

(2.1)地下水循環型地中採熱システムの研究開発 

事業者：守谷商会 

本研究開発において基本技術を開発し、試験運転結果より当初予定より多くの採熱量を確保で
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きる見通しを得た。実証試験により年間の運転データ取得、地下水散水量の最適化に取り組むこ

とで、高効率で安価な地中熱システムの実用化が期待される。 

研究開発終了後、営業基盤である長野県内で、本研究開発の成果を基に積極的な営業展開を実

施する。本研究開発で実現する「地下水循環型地中採熱システム」の適地は、地下水の賦存量が

比較的豊富でかつ、浸透性地盤を有する立地となる。このような地盤は内陸地に見られる扇状地

や盆地に多く存在する。一方、大河川の河口近くに発達した沖積地盤には適さない場合が多いと

考えられる。よって、前記の地盤が比較的多い長野県内でプロトタイプ設置の顧客需要を開拓し、

自社の設計・施工での実用化を計画している。 

 

(2.2)共生の大地への地中蓄熱技術の開発 

事業者：三谷セキサン 

福井大学 

開発するビルと戸建て住宅向け熱源杭について、ボアホール価格性能比で設置費削減の見通し

が得られた。この熱源杭は新たに量産化設備を必要とせず、既存のヒートポンプと組み合わせで

普及展開できるので、ヒートポンプメーカーと連携して、事業化の検討を進める。 

 

(2.3)再生可能熱エネルギー利用のための水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 

事業者：東京大学 

鹿島建設 

ゼネラルヒートポンプ工業 

本研究開発において、要素機器の試作と性能試験から基本技術を確立できる見込みである。実

用機の開発と実証試験を行い、実建物に導入するためのヒートポンプシステム設計仕様を策定し

て、研究開発終了後の実用化に向けた検討を進める。 

開発システムは温熱負荷の大きい医療福祉施設に適用する事業化を検討しており、医療・保険

衛生用途の建設市場は拡大が見込まれており、成果の実用化により高いシェアを獲得できること

が期待される。 

 

(2.4)地中熱・流水熱利用型クローズドシステムの技術開発 

事業者：農研機構農村工学研究部門 

東北大学 

八千代エンジニヤリング 

ジオシステム 

流水熱利用熱交換器の開発成果について、浅層地下水が豊富な扇状地、農業用水などの流水熱

利用に適した地域を導入適地マップにより選定し PR を行う。プロジェクト終了後は 1 件/年程度

の受注を目指し、倍増を目標とする。 

浅層地下水熱交換器の場合は、地下水位 GL-1ｍ程度の地域を選定することが重要である。農業

用水等の流水熱利用では、利用可能な地域の北限の明確化も課題である。これまで利用されてこ

なかった未利用熱源の利用が可能になる他ほか、不凍液不使用のヒートポンプ制御技術により、

環境負荷低減が課題となる多様な熱源利用に波及することが期待できる。 

また、本研究開発成果である導入適地評価手法やマッピング技術では、官(自治体)と民の双方

での市場ニーズを想定しており、必要に応じて拡張(地域特性や熱利用実態等を反映)することで、

事業展開が可能と考えている。官需は、開発成果である流水熱利用熱交換器に特化した導入適地

評価マップの調査・作成の委託業務を主とする。民需は、デスクトップアプリを用いたより詳細

な熱交換量等の情報提供を想定している。農業用水路の場合、施設管理者への適地マップ情報の

提供を予定する。 

さらに流水熱利用熱交換器は、従来の地中熱利用システムとの併用が可能であり、他の再生可

能エネルギーとの併用を想定すると、その親和性は高いと言える。マッピング技術は、GIS ツー

ルによる位置情報とマップ情報の組合せとなるため、他の再生可能エネルギー(太陽光発電ポテ

ンシャルマップ等)との併記により、事業者がより合理的な再エネ選択が可能となる。 
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(2.5)地中熱利用システムを含む空調熱源トータルシステムシミュレーションの開発 

事業者：日建設計総合研究所 

名古屋市立大学 

事業終了後には、日建設計総合研究所において、地中熱利用システムの採用検討を行う建物に

おける地中熱利用システムを活用した場合の省エネルギー性能の予測シミュレーションや年間の

最適運転パターンの予測などを実施するコンサル業務で本開発ツールを活用する。また、地中熱

利用システムを導入した建物において、適切な運転が行われているかを検証するコンサル業務で

本開発ツールを活用する。更に、グループ会社内において、地中熱利用システムを採用する際の

設計支援ツールとして、本開発ツールを活用する。 

 

(2.6)都市インフラ活用型地中熱利用システムの開発 

事業者：三菱マテリアルテクノ 

日本ピーマック 

秋田大学 

都市部を中心とした温暖地で多数施工されるSMW工法による土留壁と、地中熱を組合せた「土

留壁方式の開発」を活用する地中熱利用は、年間で28.4MWの導入に匹敵する規模のポテンシャル

を有していると推算される。更に、システムの導入コストを20％削減できると、建物が密集して

いる地域や地中熱利用が進んでいない温暖地でも、安価に地中熱が利用できると期待される。 

一方、温暖地では寒冷地に比べ個別分散空調での地中熱導入事例が多く、用途によってはユ

ニットごとに自動冷暖房運転が望まれている。これらに対応可能な「地中熱一体型エアコン」は、

既におよそ3522馬力の販売実績を有する。この現行機種を高効率に改良し、運用コストで20％削

減することは、個別分散空調での地中熱普及に大きく寄与するものである。 

土留壁方式と地中熱一体型エアコンを連結し、最適制御による省エネ運転を実現するポンプユ

ニットとして、補機類や制御盤を屋外仕様でパッケージング化することで、機械室を不要とし、

現地施工の単純化、工期短縮を可能にする。 

土留壁方式、地中熱一体型エアコン、ポンプユニットを実用化して組合せることで、導入コス

ト、運用コストを低減した地中熱利用システムを実現し、地中熱利用を普及拡大させることが可

能になる。 

 

(2.7)低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と地理地盤情報を利用した設計・

性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 

事業者：北海道大学 

鉱研工業 

日伸テクノ 

イノアック住環境 

サンポット 

新日鉄住金エンジニアリング 

ジーエムラボ 

地中熱交換器の削孔機・工法について、鉱研工業株式会社は開発を行っている周波数可変型バ

イブロヘッド、スクリュー付きインナーロッド、自動ロッド脱着装置を導入した新型機を完成さ

せ、市場への導入を行う。株式会社日伸テクノは新型削孔機を最大限に活かす工法を開発し、こ

れを地中熱ヒートポンプの導入時に実施する。 

地中熱交換器と配管部材について、株式会社イノアック住環境は開発している扁平Ｕチューブ、

Ｙ字形状ブランチEF継手、樹脂製ヘッダを製品化した上で事業化を検討し、その検討結果を踏ま

え、量産・販売を行うようにする。 

地中熱ヒートポンプユニットについて、サンポット株式会社は開発を行っている60kW級冷暖房

ヒートポンプユニット、30kW級給湯専用ヒートポンプユニットの事業化を検討し、その検討結果

を踏まえ、量産・販売を行うようにする。 

北海道大学、サンポット株式会社と新日鉄住金エンジニアリング株式会社は共同で開発してい

る連結型制御システム・ハイブリッド地中熱ヒートポンプ制御ユニットについて、製品化を検討

する。地中蓄熱を活用した地中熱利用熱回収ヒートポンプ制御システムについて、新日鉄住金エ

ンジニアリング株式会社は適正案件への導入に向けて適用検討を行い、事業化を進める。 
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北海道大学、ジーエムラボ株式会社が開発しているWebブラウザで利用可能な設計・性能予測

ツールとサイトレベル熱輸送解析ツールについて、ジーエムラボ株式会社で販売・維持管理を行

える体制を確立する。北海道大学、ジーエムラボ株式会社、産業技術総合研究所(再委託先)は作

成を行っている地盤地層データベース、地下水熱特性データベースおよび地中熱導入ポテンシャ

ル評価マップについて、完成した地域より公開を順次進めるようにする。 

 

(2.8)地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的としたポテンシャルマップの高

度化 

事業者：日本地下水開発 

秋田大学 

産業技術総合研究所 

本研究開発で進めている高効率帯水層蓄熱システムにおいて、同規模のクローズドループ型と

比較し、井戸設置費用を大幅削減の目途が得られた。今後、実証試験を行い、高効率化(ランニ

ングコスト削減)に向けた稼働パターンを確立して経済性を確保することで、実用化を目指す。 

事業終了後の５年間程度を目途にして、日本地下水開発株式会社が中心となり、主に東北地方

を対象として高効率帯水層蓄熱システムと半開放式地中熱利用システムの普及活動を推進する予

定である。東北地方で人口が集中する平野部や盆地部の多くは地下水が豊富であることから、高

効率帯水層蓄熱システムの導入を推進し、丘陵地や中山間地のように地下水が余り豊富ではない

地域には半開放式地中熱利用システムの導入を推進、地下水が望めない地域には従来型の地中熱

利用システムを提案するなど、本研究開発で得られた成果を生かして、各地域の水文環境に最適

なシステムを提案することが可能である。 

高効率帯水層蓄熱システムが中規模～大規模施設で高い経済性を発揮することをアピールする

ため、東北地方の公共団体が保有するシンボル的な公共施設への導入を推進する。経済効果の見

える化により、本システムの地域住民への啓蒙と経済効果のアピールを進める。その後、一般商

用施設への普及を推進し、段階的に普及活動を進めていく予定である。 

半開放式地中熱利用システムは小規模施設への導入が可能であることから、戸建住宅への普及

促進のために住宅メーカーと連携を検討する。新築される高気密高断熱住宅に本システムを組み

込めば更なる経済効果が発揮されることをアピールできる。 

本研究による開発技術は当事者のみの固有技術とはせず、本事業の最終段階で作成する導入マ

ニュアルを活用し、日本国内のボーリング事業者や冷暖房設備事業者に広めることで、全国に普

及させる。このため、日本の産業・業界全体に対して経済的・技術的な波及効果が期待できる。

さらに、水文地質構造が日本に類似する東南アジア諸国に対しても、将来的に事業展開が可能と

みている。 

 

(2.9)一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 

事業者：日本大学 

日商テクノ 

住環境設計室 

事業期間が終了次第、市場で勝負できるプロダクトおよびサービスについては速やかに実用化

をスタートさせ、低コスト化で魅力ある商品を目指した本格的なビジネスへと展開していく。 

まずは主な提供事業者が集積する福島県さらには東北地方での実用化を進める。引き続き、

ENEX2016で宣言した「浅部地中熱利用研究組合」を構成する企業を中核に、連携企業のビジネス

ネットワークを生かして全国各地での実用化導入、システム受注を進めていく。現時点で連携企

業は、共同研究開発パートナから技術支援を仰ぐ企業まで含め全国で34社、ほか事業を直接間接

に支援頂く自治体、金融機関なども連携パートナである。 

提供するプロダクトは、浅部地中熱利用システム一式であり、一般住宅向けの基本システム

(構成例：二重管式熱交換器＋５kWヒートポンプ＋FCU室内機３台)をベースにして、ニーズに合

わせて床暖房、融雪および給湯などのオプションを提供していくことを想定している。 

我が国のエネルギー事情は依然不透明である。石油ガス分野の投機的な因子だけでなく世界情

勢不安が一般市民への安定なエネルギー供給へ大きな懸念と影響を及ぼしている。そのため地産

地消でのエネルギー利用は我が国喫緊の課題であり、大きな産業集積のない地域を活性化するた

めには必須である。地中熱は我が国の多くの地域で利用可能であり、その事業化は地域企業と大
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学との連携で進めることが可能との見通しが見えている。 

(3)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 

(3.1)地圏流体モデリング技術による国土地中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 

事業者：応用地質 

地圏環境テクノロジー 

地中熱ヒートポンプシステム導入費用の内、約半分が地中熱交換器である。地中熱ポテンシャ

ルマップを活用することによる適地選定並びに適切な地中熱交換機本数の設定ができれば、導入

費用を低減することが可能となる。地中熱利用普及にあたり最大の障壁は導入費用が高額である

ことであり、コストを低減させることでさらに普及が進むものと考えられる。地中熱利用は省エ

ネルギー技術であり、普及が進むことによって地球温暖化の緩和にも貢献できる。 

本研究開発において、地域ごとのモデル作成・ポテンシャルマップの試作を実施中であり、

マップの信頼性検証をもってエンドユーザーの実用に耐える見込みである。また、事業化の一環

としてWebによる情報配信サービスも検討しており、これまでにマップ作成の自動処理ツールの

効率的な処理手順を検討してきた。本研究開発は、実用化の目処が立っており、平成29年度～平

成30年度は全国主要都市のマップの整備を進め、平成31年度からそれらの主要情報をWeb公開す

ることで、容易に取得可能な情報サービスを提供する事業化を目指す。 

環境省による国内における地中熱利用の普及件数は2013年度で約250件であり、ここ数年の普

及件数の伸び率は20％/年となっている。このままの伸び率で普及が進むと、2020年には年間

1000件に到達すことが予想される。 

地中熱を取り巻く社会的背景も市場を形成しやすい環境になりつつあり、事業主のニーズに

マッチングすることから、事業として十分成立するものと考えている。最近の動向として、地方

自治体による地中熱ポテンシャルマップ作成の委託事業や、建築物省エネ法の基準に適合した省

エネ設計、ハウスメーカーが販売する住宅の付加価値としての地中熱利用といったニーズがあり、

地中熱ポテンシャルマップ自体の市場も形成されつつある。 

 

(3.2)オープンループ型地中熱利用システムの高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 

事業者：岐阜大学 

東邦地水 

テイコク 

本研究開発の成果は、研究開発期間中から実用化に向けた準備を進め、研究開発が終了する平

成31年度に中部地方を中心とする温暖地域において実用化を図る予定である。逆洗運転技術は、

東邦地水株式会社が担当するオープンループ方式の設備の施工において導入を進め、ポテンシャ

ル評価手法は、株式会社テイコクが長良川扇状地以外の地域におけるオープンループ方式の導入

可能性調査を実施する際に活用される予定である。 

地中熱利用システムの累積設置件数は近年、右肩上がりの増加を続けており、この傾向が継続

すると予想され、本研究開発により2025年のオープンループ方式の累積設置件数は240件分が増

加すると見込まれる。逆洗運転技術の導入に当たっては、設置地点の地質・地下水状況がよく理

解されていることが重要であり、各地域での導入可能性調査が順調に進むことが必要となる。こ

の点が問題なければ、クローズドループ方式のみならずオープンループ方式が地中熱利用システ

ムの選択肢として活用される機会が増加すると予想される。 

 

(3.3)都市域における、オープンループシステムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発 

事業者：地域地盤環境研究所 

環境総合テクノス 

岡山大学 

大阪市が作成を進めた市域内の地下水、帯水層(地中熱)の資源量分布を評価するためのポテン

シャルマップにおいては、市内中心部には厚い帯水層があって利用可能とされる。しかし、帯水

層は透水係数や粘土の含有率の影響を受ける可能性があり、実測データが少ないことから地下水

熱利用に対する事業リスクとなっている。 

本研究開発で進めている観測井の工法を確立することで、迅速に掘削、構築が可能となり、地

下水観測井を低コストに実用化することが見込まれる。この観測井を用いる地下水の管理・観測

システムと事業性予測評価システムが実用化されることで、地下水の長期利用に適する帯水層を
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選択でき、地下水熱利用システムの事業性検討が容易となるので、地下水が豊富でかつ熱需要の

高い建築物が地上に集中する大都市圏において、安心、安全な地下水熱利用システムの普及拡大

が期待される。 

 

(4)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

(4.1)温泉熱地域利用のためのハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 

事業者：総合設備コンサルタント 

大阪市立大学 

本研究開発で進めている温泉熱と温泉排湯利用のハイブリッド方式地域熱源水ネットワークシ

ステムは、集中プラント型の従来システムと比較し、導入コストを低減できる見込みであり、シ

ステムの実用化・普及促進を目指す。システムユーザとなる温泉組合や地方公共団体、民間企業

などの関係者が参加するいくつかのシナリオに合わせて、事業スキームの検討を進める。本開発

システムは、集中プラント型に比べ、熱源となる源泉が点在する場合にも適用可能であり、排湯

熱も利用可能な点が優位である。本開発終了後、平成 29 年度以降、個別の技術について実用化

検討を進め、各開発担当者で低価格化、実用化のため製品仕様等を検討する。 

市場規模・波及効果としては、日本全国の観光協会・温泉協会組合が合計 272 組合あり、この

各地に導入の見込みがあると考えられる。熱交換器等の個別技術は単独施設への導入も見込める。

温泉施設の多くはボイラーを用いており、272 組合のうち 10％に本システムを導入できたとする

と、その燃料消費が削減され、約 460 百万円/年の燃料費の削減効果がある。また、一次エネル

ギー、CO2削減効果があり、環境面での社会的貢献が可能である。 

 

(4.2)都市除排雪を利用した雪山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 

事業者：雪屋媚山商店 

共同通信デジタル 

NHN テコラス 

環境技術センター 

ズコーシャ 

室蘭工業大学 

目標としているデータセンターのエネルギー効率を示す PUE について目標を達成見通しであり、

世界的にもトップクラスの水準が期待される。除排雪を提供する自治体やデータセンター事業者

と共同で開発を行っており、実用化に向けた協力体制が整っており、研究開発終了後の早い段階

での事業化が見込まれる。さらに雪冷熱・産業廃熱を利用した相互供給型事業モデルの実現は、

他に例がなく雪国への展開が見込める。 

 

(4.3)太陽熱を利用した熱音響冷凍機による雪室冷却装置の開発 

事業者：新潟県工業技術総合研究所 

東海大学 

新潟機器 

本研究開発の成果は、太陽熱を利用した熱音響冷凍機を使った低価格の雪冷房装置として販売

する。また、１年を通して利用できる雪冷蔵庫として販売する。熱音響冷凍機の熱源は、太陽熱

だけでなく工場の未利用熱も活用できるため、鍛造や鋳物の工場炉から出る熱を使ったスポット

クーラに改造して販売する。炉を使う工場では夏場の作業環境が劣悪なために需要があり、集熱

機も簡単な構造になるため、より低価格で販売できる。 

雪冷房装置の市場規模は非常に小さいが、熱音響冷凍機を付けることで必要な雪の量を減らせ

るため豪雪地帯でなくても導入可能となり、利用地域が広がり市場拡大が期待できる。これが、

従来の雪室を使う雪冷房との大きな違いでる。また、業務用冷蔵庫の市場規模は2500億円程度で

あり、雪で熟成させた食品の販売に取り組む企業が増えている。さらに、近年データセンターの

冷却装置としての利用も進んでいる。研究終了５年後には、雪冷房と雪冷蔵庫合計の売上げ15億

円を目指す 

事業化については、研究終了後、２年程度耐久性試験に取り組み、熱音響冷凍機の出力アップ

や、製造コストを下げる改良に取り組む。また、新潟県が作成した「雪冷熱エネルギー住宅建築

のためのガイドライン」に沿って、扉や送風管などの改良にも取り組み、導入コストを削減して
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雪冷房の普及を促進する。 

雪氷は貴重なエネルギー源で、豪雪地帯の貯蔵量ベースの潜在貯雪量は5300万トンで、原油換

算にすると51万キロリットル、CO2削減量は136万トンになる。本事業で雪冷房導入コストを削減

し、雪氷エネルギーの活用を促進させるとともに、雪冷房や雪冷蔵庫の市場を大きくして、これ

らを設置する人材を育成する。 

 

(4.4)太陽熱集熱システム最適化手法の研究開発 

事業者：ソーラーシステム振興協会 

名城大学 

建築研究所 

本研究開発で得られた知見を基に、判定プログラムの見直しが行われることにより、太陽熱集

熱システムの選定自由度が増すと共に、最適なより小型の機器選定が可能となり、システム導入

コストの低減に寄与するものとなる。これにより事業目標であるシステム導入コスト 10％低減を

達成することが期待でき、太陽熱導入加速の一助となることによって更なるコストダウンが進展

することが期待される。実用化(判定プログラムの見直し)に当たっては、建築研究所、再委託先

である建築環境・省エネルギー機構、東京大学と協力して実施する。 

また、最適化手法(シミュレーション技術)開発によって設計ツールが構築されれば、広く導入

検討者や設計者などの利用が期待され、太陽熱集熱システムの導入検討の基盤が整うことになり、

前記と併せてシステム導入が進むことが期待される。設計ツールは、名城大学との連携の元に、

ソーラーシステム振興協会を通じてツール利用を訴求する。 

 

(5)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 

(5.1)食品廃棄物の超臨界水ガス化による再生可能熱の創生 

事業者：広島大学 

東洋高圧 

中国電力 

食品廃棄物は、再生可能エネルギーとしてのポテンシャルを有するが、含水率が高いのために

熱利用を妨げとなっていたが、超臨界水中で食品廃棄物をガス化し、水と分離して生成ガスを取

り出し、燃焼させることで有効な再生可能熱を創生することが可能になる。 

パイロットプラント試験において、タール抑制が可能であることを確認しており、得られた成

果を実証設備試験に適用してプラントの信頼性が確保し、設備稼働率が見込める運転条件であれ

ばプラントの経済性も確保が見込まれ、実用化が期待される。 



1.研究開発の目的・目標・内容

(1)研究開発の目的

①政策的な重要性

平成23年3月 H 日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電

所事故を受けて、我が国のエネルギー政策は根本から見直しされることとなり、

再生可能エネルギーに対する国民の期待はこれまでにないほど高まっている。

平成25年12月13日には、資源エネルギー庁の設置する基本政策分科会の場に

おいて発表された、新たなエネルギー基本計画の基となる報告書の中で、再生可

能エネルギーは「安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガ

スを排出しない、国内で生産できる有望な国産エネルギー源」と位置付けられて

いる。また、「河川熱、下水熱、太陽熱、地中熱、雪氷熱等の再生可能エネルギー

熱をより効果的に活用する」ととが重要であり、そのための取組を強化すること

が必要であると述べている。

「再生可能エネルギー熱利用技術開発」基本計画

添付資料1

②我が国の状況

我が国では、東日本大震災後、エネルギー政策の大きな転換を求められており、

電気利用のみならず、熱利用を含めた再生可能エネルギーをこれまでの政策より

も前倒しで導入していくことが急務となっている。

匝巨巨亙^

新エネルギー部

③世界の取組状況

EUでは、20四年の「再生可能エネルギー利用促進指令」に基づいて、加盟各

国に対して 2020年の再生可能エネルギー導入目標の設定並びに行動計画の策定

が義務付けられた。この導入目標は、最終エネルギー消費に占める再生可能エネ

ルギーの比率で設定されており、 EU全体で2020年に 20%とすることを目指し

ている。

④本事業のねらい

本事業では、コストダウンを目的とした地中熱利用技術およびシステムの開発、

並びに、各種再生可能エネルギー熱の利用について、蓄熱利用等を含むトータル

システムの高効率化・規格化、評価技術の高精度化等に取り組むことで、再生可

能エネルギー熱利用の普及拡大に貢献することを目的とする。

1
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（２）研究開発の目標 

① アウトプット目標 
本事業では、地中熱利用については地中熱システム向けヒートポンプ（以下Ｈ

Ｐ）のコストダウン並びにＣＯＰ（成績係数）向上等の高性能化開発、地中熱交

換器の採熱効率向上、井戸掘削の技術（小口径、掘削速度、作業効率向上）開発

を行う。加えて、採熱長さや深さを工夫した我が国に適した井戸設計の高度化開

発に取組むと共に、地中採熱に適した土地を確実に見出す予測技術や地中熱ポテ

ンシャルデータベースを構築することにより、設置ユーザーが必要とする空調能

力に対して、最小限の設備と工事で対応できるための総合的技術を開発する。 

         

 最終目標（平成 30 年度） 

 地中熱利用については、システムトータルで、導入コスト 20％低減、及び運

用コスト 20％低減を目指す。 

その他再生可能エネルギー熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱等)利用システムにつ

いては、蓄熱・断熱などの要素も考慮して我が国に適したトータルシステムの高

効率化に資する革新的技術開発及び規格化を推進し、システムの導入コストを

10％程度低減する。 

 

中間目標（平成 28 年度） 

地中熱利用については、システムトータルで、導入コスト 20％低減、及び運

用コスト 20％低減になりうる可能性を実験等で示す。 

その他再生可能エネルギー熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱等)利用システムにつ

いては、システムの導入コストを 10％程度低減になりうる可能性を実験等で示

す。 

 なお、個々の研究開発項目の目標は、別紙「研究開発計画」に定める。 

 
② アウトカム目標 

本事業で開発した各種の機器や工法及びアプリケーションにより、再生可能エ

ネルギー熱利用の導入加速に貢献すると共に、2020 年までに一次エネルギー供

給に占める再生可能エネルギーの割合 10％とする目標に寄与する熱利用の普及

した社会の実現に資する。 

 
③ アウトカム目標達成に向けての取組 
技術開発後の市場導入を円滑に進めるべく、以下に取り組む。 

・ システムの規格化やパッケージ化等の方向性についての検討及び推進 

・ 複雑なシステムをワンストップで受注するインテグレータの育成 

・ 普及課題に対し具体的な方策、目標を明らかにするための調査事業等の実施 
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（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計

画に基づき研究開発を実施する。なお、本研究開発は、実用化まで長期間を要す

るハイリスクな基盤的技術または革新的技術に対して、産学官の複数事業者が互

いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事業として実施す

る。ただし、産学官連携体制を構築しない場合は、共同研究事業（ＮＥＤＯ負担

率：2/3）として実施する。 

 
２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

ＮＥＤＯが公募によって研究開発実施者を選定する。 

研究開発実施者は、企業や大学等の研究機関等（以下、「団体」という。）のう

ち、原則として日本国内に研究開発拠点を有するものを対象とし、単独又は複数

で研究開発に参加するものとする。ただし、国外の団体の特別の研究開発能力や

研究施設等の活用又は国際標準獲得の観点から必要な場合は、当該の研究開発等

に限り国外の団体と連携して実施することができるものとする。 

 
（２）研究開発の運営管理  

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理・執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、

外部環境の変化等を適時に把握し、必要な対策を講じるものとする。運営管理に

あたっては、効率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を

実施する。 

 

① 研究開発の進捗把握・管理 

ＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進

捗状況を把握する。また、外部有識者で構成する技術検討会を組織し、定期的

に技術的評価を受け、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 

 

② 技術分野における動向の把握・分析 

ＮＥＤＯは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動

向、政策動向、市場動向等について調査し、技術の普及方策を分析、検討する。

なお、調査等を効率的に実施する観点から委託事業として実施する。 

 

３．研究開発の実施期間  
平成２６年度から平成３０年度までの５年間とする。 

 
４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果
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の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究

開発の中間評価を平成２８年度、事後評価を平成３１年度に実施する。また、中

間評価結果を踏まえ必要に応じ研究開発の加速・縮小・中止等見直しを迅速に行

う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当

該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 

本研究開発で得られた研究成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努め

るものとする。 

 

②標準化施策等との連携 

ＮＥＤＯ及び実施者は、プロジェクト終了後も得られた研究開発成果を標準化

活動に役立てることとする。 

 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発及び共同研究の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第

25 条の規定等に基づき、原則として、全て委託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、

国内外の研究開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外

の情勢変化を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、

達成目標、実施期間、実施体制等、プロジェクト基本計画を見直す等の対応をお

こなう。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１

５条第１項第１号イ及びロに基づき実施する。 

 

（４）その他 

産業界が実施する研究開発との間で共同研究を行う等、密接な連携を図ること

により、円滑な技術移転を促進する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２６年３月、制定。 
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(別紙）研究開発計画 

 

１．研究開発の必要性 

20～30 年後には、化石燃料の枯渇懸念とそれに伴う化石燃料価格の不安定が顕

在化すると予測され、エネルギーセキュリティー確保の必要性がいっそう高まる

と共に、地球温暖化対策といった、環境に対するいっそうの配慮が求められる社

会の到来が予測されることから、再生可能エネルギーの導入推進の流れはますま

す強まると考えられる。 

この“エネルギーセキュリティー確保”や“地球温暖化対策”といった社会的

課題を解決するために、再生可能エネルギー利用における様々な技術開発がなさ

れている。中でも、熱利用技術は、熱を直接利用するため、電力への変換や送電

等のロスを伴わないことから、電気利用と比較して効率が高い。また、電力供給

事業とは異なり、太陽光発電や風力発電の拡大に伴う電力系統の安定性の懸念が

無いこと、エネルギー利用形態の多様化を図れることにより、エネルギーセキュ

リティー確保に大きく寄与することが可能である。 

我が国では、東日本大震災後、エネルギー政策の大きな転換を求められており、

電気利用のみならず、熱利用を含めた再生可能エネルギーをこれまでの政策より

も前倒しで大量導入することが急務となっている。 

しかしながら、再生可能エネルギーの熱利用を考えた場合、課題も多い。一般

に、熱利用技術は、得られる性能に比べて導入コストが既存技術より割高である

こと、要素技術の組合せで検討されているため、システム全体の最適効率の検討

がなされていないこと等がある。これらの課題を克服しつつ、我が国の総合的な

エネルギー安全保障や地球温暖化対策に貢献し、さらなる再生可能エネルギー導

入を実現するためには、トータルシステムのコストダウンと高効率化技術の研究

開発が必要である。本事業により、今後、再生可能エネルギー熱利用の導入コス

トの低減、効率の向上および安定的な運転が実現し、さらには新分野で再生可能

エネルギー熱の直接利用を開拓することができる。最終的に再生可能エネルギー

熱利用の大量導入が期待される。 

 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 
我が国の利用に適合した掘削手法及び掘削技術、高効率地中熱交換器、地中熱

の利用状態・温度等に適合したＨＰの開発や、地中熱交換器設置コスト低減化技

術の開発等を通じて、初期コストを低減するための開発を行う。 

 

（２）地中熱利用トータルシステムの高効率技術開発及び規格化 
個別機器の開発でなく、システム構成要素（掘削からＨＰ、配管まで）を統合
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したトータルシステムの稼働効率化及び規格化によるコストダウンや、需要側の

利用状況の特徴に対応したシステムの高効率開発等を通じて、さらに上記技術の

効率向上による運用コストダウンのための開発を行う。 

 

（３）再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 
再生可能エネルギー熱の採熱場所及び方法を明らかにし、効率的なシステム導

入の促進に資する、ポテンシャル簡易予測・評価技術を開発し、それを利用した

ポテンシャルマップの構築を行う。 

 

（４）その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 
その他再生可能エネルギー熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱等)利用システムにつ

いては、蓄熱などの要素も考慮して我が国に適したトータルシステムのコストダ

ウンと高効率化に資する革新的技術開発及び規格化を推進する。 

運転時の利用率向上、効率向上を行うことで、再生可能エネルギーの熱利用価

値の向上に資するべく、再生可能エネルギーの熱源の変動（瞬間、日間、年間等）

に対応した技術の開発を行う。 

また、個別機器の開発だけではなく、我が国に適したトータルシステムの高効

率化及び規格化を推進する。 

 
（５）上記（１）から（４）以外でその他再生可能エネルギー熱利用システム導入

拡大に資する革新的技術開発 
上記（１）～（４）以外でその他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大

に資する、我が国に適したシステムのコストダウンを考慮した革新的技術を開発

する。 

 
 

３．達成目標 

【中間目標】 

地中熱利用については、システムトータルで、導入コスト 20％低減、及び運用

コスト 20％低減になりうる可能性を基本技術研究開発、試作等で示す。 

その他再生可能エネルギー熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱等)利用システムにつ

いては、蓄熱・断熱などの要素も考慮して我が国に適したトータルシステムの高

効率化に資する革新的技術開発及び規格化を推進し、システムの導入コストを

10％程度低減になりうる可能性を基本技術研究開発、試作等で示す。 

また、ポテンシャル評価技術は、評価技術設計、開発、試作やポテンシャルマ

ップ設計、開発、試作等により、基本技術を確立する。 
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【最終目標】  

地中熱利用については、システムトータルで、導入コスト 20％低減、及び運用

コスト 20％低減を目指す。 

その他再生可能エネルギー熱利用システムについては、蓄熱・断熱などの要素

も考慮して我が国に適したトータルシステムの高効率化に資する革新的技術開発

及び規格化を推進し、システムの導入コストを 10％程度低減することを目指す。 

また、ポテンシャル評価技術を用いた再生可能エネルギー熱利用全国（想定さ

れる重要集積地、3地域以上）適地マップを構築する。 



1,プロジェクト名

2.推進部署名

3.プロジェクト概要(予定)

①概要

1) 1司ノデ、

平成23年3月Ⅱ日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電

所事故を受けて、我が国のエネルギー政策は根本から見直しされることとなり、

再生可能エネルギーに対する国民の期待はこれまでにないほど高まっている。

平成25年12月13日には、資源エネルギー庁の設置する基本政策分科会の場に

おいて発表された、新たなエネルギー基本計画の基となる報告書の中で、再生

可能エネルギーは「安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効

果ガスを排出しない、国内で生産できる有望な国産エネルギー源」と位置付け

られている。また、「河川熱、下水熱、太陽熱、地中熱、雪氷熱等の再生可能工

ネルギー熱をより効率的に利用する」ことが重要であり、そのための取組を強

化することが必要であると述べている。しかしながら、再生可能エネルギー等

の熱利用には、経済的、技術的課題等があり、再生可能エネルギー等の熱利用

に共通して見られる課題と、それぞれの熱源に特有の課題がある。再生可能工

ネルギー等の熱利用に共通する課題としては主に経済性の問題が挙げられる。

経済性の問題はイニシャルコストが高いことに起因するものであり、これは、

地中熱のように熱源までのアクセス(地中熱交換器、配管の掘削・施工)が難

しいことのほか、再生可能エネルギー等の熱利用市場が小さく、太陽熱等の汎

用型システムにっいても大量生産によるコスト削減が図られないでいること等

が主な要因であると考えられる。そのため、再生可能エネルギーを熱として利

用することは、そのポテンシャルに比べて十分に進んでいるとは言いがたい。

そこで、本事業では、導入コスト削減に係る技術開発、主要機器の高性能化

技術開発、設備利用率向上技術を推進することで、再生可能エネルギーの熱利

用の拡大を促進する。

再生可能エネルギー熱利用技術開発

事前評価書

新エネルギー部

作成日

添付資料・2

平成 26年2月10日

2)目的

本事業では、コストダウンを目的とした地中熱利用技術及びシステムの開発

を行う。また、太陽熱、雪氷熱、未利用熱等、その他の再生可能エネルギー熱

の利用も含めて、蓄熱利用等を含むトータルシステムの高効率化・規格化、熱

量評価技術の高精度化等に取り組むことで、コストダウンを促し、熱利用の普

1
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及拡大に貢献することを目的とする。  

  

3)実施内容 

 以下の①～⑤の内容についてプロジェクト型技術開発を実施すると共に、一

部テーマ公募型技術開発も検討する。 

① コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 

 我が国の利用に適合した掘削手法及び掘削技術、高効率地中熱交換器、地中

熱の利用状態・温度等に適合したヒートポンプ（以下ＨＰ）の開発や、地中熱

交換器設置コスト低減化技術の開発等を通じて、初期コストを低減するための

開発を行う。 

② 地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 

個別機器の開発でなく、システム構成要素（掘削からＨＰ、配管まで）を統

合したトータルシステムの稼働効率化及び規格化によるコストダウンや、需要

側の利用状況の特徴に対応したシステムの高効率開発等を通じて、さらに上記

技術の効率向上による運用コストダウンのための開発を行う。 

③ 再生可能エネルギー熱のポテンシャル評価技術の開発 

再生可能エネルギー熱の採熱場所及び方法を明らかにし、効率的なシステム

導入の促進に資する、ポテンシャル簡易予測・評価技術を開発し、それを利用

したポテンシャルマップの構築を行う。 

④ 再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 

 その他再生可能エネルギー熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱等)利用システムに

ついては、蓄熱などの要素も考慮して我が国に適したトータルシステムのコス

トダウンと高効率化に資する革新的技術開発及び規格化を推進する。 

運転時の利用率向上、効率向上を行うことで、再生可能エネルギーの熱利用価

値の向上に資するべく、再生可能エネルギーの熱源の変動（瞬間、日間、年間

等）に対応した技術の開発を行う。 

 また、個別機器の開発だけではなく、我が国に適したトータルシステムの高

効率化及び規格化を推進する。 

⑤ 上記①から④以外でその他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に

資する革新的技術開発 

 上記①～④以外でその他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資す

る、我が国に適したシステムのコストダウンを考慮した革新的技術を開発する。 

 

 

 (2)規模 総事業費（需給）４0億円（委託、共同研究２／３） 
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(3)期間 平成２６年度～平成３０年度（５年間） 

 

4.評価内容 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性について 

 1)ＮＥＤＯプロジェクトとしての妥当性 

2012 年の「革新的エネルギー・環境戦略」や「日本再生戦略」において再

生可能エネルギーの熱利用拡大が掲げられているものの、具体的な導入目標

が盛り込まれていない。また、2010年の「エネルギー基本計画」においては、

熱利用の導入課題として、コストが高いことが上げられているが、具体的な

目標は盛り込まれていない状況であり、今後、国家的な導入目標等を掲げる

必要性が考えられる。 

本事業では、コストダウン及びシステム全体の高効率の視点にたって、開

発を進め、システムの規格化やパッケージ化等を促進する事で、再生可能エ

ネルギーの熱利用の拡大を促進させる。また、今後の再生可能エネルギーの

熱利用に関する目標策定にも有効である。 

本事業を進めることで、規格化やパッケージ化等の促進や、パッケージャ

ーあるいはシステムインテグレータの育成が進むことにより、コスト競争力

が強化され、我が国での導入普及だけでなく国際競争力の確保を実現できる。 

 以上より、再生可能エネルギーの熱利用の拡大促進を目的とした、導入コ

スト削減に係る技術開発、主要機器の高性能化技術開発、設備利用率向上技

術は、我が国の施策と整合するもので有り、ＮＥＤＯプロジェクトとして妥

当である。 

2)目的の妥当性 

20～30 年後には、化石燃料の枯渇懸念とそれに伴う化石燃料価格の不安定

が顕在化すると予測され、エネルギーセキュリティー確保の必要性がいっそ

う高まると共に、地球温暖化対策といった、環境に対するいっそうの配慮が

求められる社会の到来が予測されることから、再生可能エネルギーの導入推

進の流れはますます強まると考えられる。 

この“エネルギーセキュリティー確保”や“地球温暖化対策”といった社

会的課題を解決するために、再生可能エネルギー利用における様々な技術開

発がなされている。中でも、熱利用技術は、熱を直接利用するため、電力へ

の変換や送電等のロスを伴わないことから、電気利用と比較して効率が高い。

また、電力供給事業とは異なり、太陽光発電や風力発電の拡大に伴う電力系

統の安定性の懸念が無いこと、エネルギー利用形態の多様化を図れることに

より、エネルギーセキュリティー確保に大きく寄与することが可能である。 

我が国では、東日本大震災後、エネルギー政策の大きな転換を求められて
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おり、電気利用のみならず、熱利用を含めた再生可能エネルギーをこれまで

の政策よりも前倒しで大量導入することが急務となっている。 

しかしながら、再生可能エネルギーの熱利用を考えた場合、課題も多い。

一般に、熱利用技術は、得られる性能に比べて導入コストが既存技術より割

高であること、要素技術の組合せで検討されているため、システム全体の最

適効率の検討がなされていないこと等がある。 

本事業において提案する“再生可能エネルギー熱利用技術”では、これら

の課題を克服しつつ、我が国の総合的なエネルギー安全保障や地球温暖化対

策に貢献し、さらなる再生可能エネルギー導入を実現することを目的として

おり、極めて妥当である。 

(1)プロジェクトの位置付け・必要性についての総合的評価 

 本事業では、コストダウン及びシステム全体の高効率の視点に立ち開発を進

め、システムの規格化やパッケージ化等を促進する事で、今後の再生可能エネ

ルギーの熱利用に関する目標策定にも有効である。 

本事業を進めることで、規格化やパッケージ化等の促進や、パッケージャー

あるいはシステムインテグレータの育成が進むことにより、コスト競争力が強

化され、我が国での導入普及が期待できる。また、現状、欧米と比較して、我

が国での再生可能エネルギーを熱として利用することは、そのポテンシャルに

比べて十分に進んでいるとは言いがたいが、コスト低減（例えば、現状の我が

国の掘削費を米国の掘削費なみの 1/2に低減）、規格化やパッケージ化等の促進

により国際競争力の確保を実現できることを期待している。 

 また、再生可能エネルギーの熱利用技術は、建設業界、ハウス業界等、他業

種が参入しており、他分野への波及効果が大きいことから、プロジェクトの位

置付け・必要性は妥当である。 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについて 

 1)成果目標の妥当性 

 本提案事業では、地中熱利用については地中熱システム向けＨＰのコスト

ダウン並びにＣＯＰ（成績係数）向上等の高性能化開発、地中熱交換器の採

熱効率向上、井戸掘削の技術（小口径、掘削速度、作業効率向上）開発を行

う。加えて、採熱長さや深さを工夫した我が国に適した井戸設計の高度化開

発に取組むと共に、地中採熱に適した土地を確実に見出す予測技術や地中熱

ポテンシャルデータベースを構築することにより、設置ユーザーが必要とす

る空調能力に対して、最小限の設備と工事で対応できるための総合的技術を

開発する。具体的には、システムトータルで、導入コスト 20％低減、及び運

用コスト 20％低減を目指す。 

 その他再生可能エネルギー熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱等)利用システム
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については、蓄熱・断熱などの要素も考慮して我が国に適したトータルシス

テムの高効率化に資する革新的技術開発及び規格化を推進し、システムの導

入コストを 10％程度低減する。以上より、システム全体の高効率化やコスト

ダウンが進み、市場における熱利用を選択する場面が増え、普及拡大につな

がる。 

また、各テーマの提案時に具体的な数値目標を設定させ、 外部有識者で構

成する採択審査委員会でその妥当性を評価し、採択結果に反映する。 

2)実施計画の想定と妥当性 

 原則、1～2年目に設計、開発、試作、３～4年目に実証と評価、5年目に最

終仕様の実証を実施する。また、評価実施時期を中間評価は平成２８年度、

事後評価は事業終了後の平成31年度に実施するスケジュールである。 

3)評価実施の想定と妥当性 

 各要素技術及び全体システムに精通する研究者らを中心に体制を組むこと

で、有効かつ効率的に本事業を実施し、総合的な開発となることを目指す。      

研究開発内容、目標達成度、成果、実用化の可能性、産業への波及効果等を

上記体制の基で随時確認し、必要に応じて研究開発内容の見直し等を行う。

また、外部有識者による事後評価を実施する。また、評価実施時期を中間評

価は平成２８年度、事後評価は事業終了後の平成 31年度に実施する。 

4)実施体制の想定と妥当性 

 地中熱利用技術においては、地中熱の掘削や地中熱交換器等の地中技術及

びＨＰ等の機器、全体システムに精通する研究者らを中心に体制を組むこと

で、有効かつ効率的に本事業を実施し、総合的な開発となることを目指す。

また、コンソーシアムには我が国を代表する地中熱を専門とする大学、施工

事業者、掘削機器メーカー、ＨＰ機器の供給メーカー、地中解析の技術者等、

複数の事業者を参画させることで、総合的に事業を推進する。また、その他

の熱(太陽熱、雪氷熱、未利用熱等)利用の全体システムの高効率化において

は、各分野を専門とする大学を含めた、上記同様のコンソーシアムを形成し

事業を推進する。 

5)実用化・事業化戦略の想定と妥当性 

 本事業を進めることで、規格化やパッケージ化等の促進や、パッケージャ

ーあるいはシステムインテグレータの育成が進むことにより、コスト競争力

が強化され、我が国での導入普及だけでなく、国際競争力の確保を実現でき

ることを想定している。また、再生可能エネルギーの熱利用技術は、建設業

界、ハウス業界等、異業種が連携して、熱利用技術に取り組むため、その波

及効果は大きいことを想定している。 

6)知財戦略の想定と妥当性 



6 
 

 

 公募時に開発技術の知的財産の有無及び本事業への障害の有無を提出さ

せ、外部有識者で構成する採択審査委員会でその妥当性を評価し、採択結果

に反映するものとする。本事業実施中に生じた要素技術やシステム技術につ

いて知財戦略及び知財取扱いを検討し、必要に応じて知財化を促進する。そ

の際、実施者間における試作品の取り扱い、実証に備えた知財の実施許諾の

ルール等を規程する。 

7)標準化戦略の想定と妥当性 

 要素技術やシステム技術について、必要に応じて（国際）標準化を促進す

る。 

(2)プロジェクトの運営マネジメントについての総合的評価 

 本事業の目的、実施計画等は、再生可能エネルギーの熱利用の導入拡大及び

早期実用化を図る取り組みとして適当と考えられる。  

(3)成果の実用化・事業化の見通しについて 

 1)プロジェクト終了後における成果の実用化・事業化可能性 

既に国内外の市場で一定のシェアや実績を有している企業による実用化や

事業化に資する研究開発を想定しており、成果の実用化・事業化可能性が明

確である。 

提案時に目標達成までのマイルストーンを設定させ、外部有識者で構成す

る採択審査委員会での妥当性を評価し、シナリオに反映させることとする。 

2)成果の波及効果 

本事業を進めることで、規格化やパッケージ化等の促進や、パッケージャ

ーあるいはシステムインテグレータの育成が進むことにより、コスト競争力

が強化され、我が国での導入普及だけでなく、国際競争力の確保を実現でき

る。 

(3)成果の実用化・事業化の見通しについての総合的評価 

本事業では、コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発及び地中熱利

用トータルシステムの高効率化技術開発等によるコストダウンや、太陽熱、雪

氷熱、未利用熱等、その他の熱利用の全体システムの高効率化を推進する。ま

た、ハード単体の技術開発の推進に加えて、再生可能エネルギーの熱利用の拡

大に寄与するビジネスモデル構築に資する技術開発を行う。 

本事業により、システム全体の高効率化やコストダウンが進み、市場におけ

る熱利用を選択する場面が増え、普及拡大につながることを想定しており、成

果の実用化・事業化の見通しは明示されている。 



添付資料３ 

1 
 

特許論文リスト(平成 28 年 7 月 31 日現在) 

 

1.事業全体の論文・外部発表等の件数 

 

【件数・内訳】 

 区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発

表・講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

H26FY １件 ０件 ０件 １件 ０件 34 件 24 件 ８件 

H27FY ２件 ０件 ０件 9 件 10 件 94 件 34 件 18 件 

H28FY ０件 ０件 1 件 6 件 12 件 19 件 7 件 ８件 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 
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2.個別テーマ毎の論文・外部発表等の件数 

(1)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 高性能ボーリングマシンの低騒音化・自動化に向け

た研究開発 

【件数・内訳】 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 
PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌

等への掲載 
その他 

H26FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 １件 

H27FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ３件 ０件 ３件 

H28FY ０件 ０件 ０件 １件 ０件 １件 ０件 １件 

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 伊藤春彦 亜利根
ボーリング 

ボーリングマシンの高度化
―再生可能エネルギー熱
の普及に向けた取組み― 

（一社）日本トライボロ
ジー学会誌「トライボロ
ジスト」 

有 平成 28
年 5 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 伊藤春彦 亜利根
ボーリング 

高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発 

2015NEW環境展 平成27
年5月 

2 同上 同上 INNOVATION 地中熱等再生エネル
ギー協会 

平成27
年5月 

3 同上 同上 高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発 

ＥＮＥＸ2016 
第40回地球環境とエ
ネルギーの調和展 

平成28
年1月 

4 同上 同上 高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発（２） 

2016NEW環境展 平成28
年5月 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 亜利根
ボーリング 

 
高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発 

ＥＮＥＸ2015第39回地球環
境とエネルギーの調和展 

平成 27
年 1 月 

2 
同上  

高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発 

2015NEW環境展 
平成27
年5月 

3 
同上  

高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発 

第5回 全国地中熱利用促
進地域交流2015 長野 

平成27
年10月 

4 
同上  

高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発 

ＥＮＥＸ2016第40回地球環
境とエネルギーの調和展 

平成28
年1月 

5 
同上  

高性能ボーリングマシンの低騒音
化・自動化に向けた研究開発 

2016NEW環境展 
平成28
年5月 
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(2)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 戸建住宅及び小規模～中規模建築物を対象とした
地中熱配管埋設工法の研究開発 

【件数・内訳】 

区分 

 

年度 

特許出願 論文 その他外部発表 

国内 外国 PCT※

出願 

査読

付き 

その

他 

学会発表・

講演 

新聞・雑誌

等への掲載 

その他 

H26FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H27FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1      

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(3)コストダウンを目的とした地中熱利用技術の開発 地中熱利用要素技術の開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 1 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 3 件 0 件 1 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 2 件 0 件 1 件 

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 
(株)ワイ
ビーエム 

特願 2014-
263688 

国内 
2014 年 
12 月 25 日 

出願中 
地盤穿孔装置の二
重管ロッド交換装置 

ワイビーエム 
上田晃 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 
S. Selamat,  
Akio Miyara and 
Keishi Kariya 

Saga 
University

Analysis of Short Time 
Period of Operation of 
Horizontal Ground Heat 
Exchangers 

Resources, 507-523  有 
平成 27 年 
7 月 

2 
Jalaluddin,  
Akio Miyara  

Saga 
University

Thermal performance and 
pressure drop of spiral-tube 
ground heat exchangers for 
ground-source heat pump 

Applied Thermal 
Engineering, 90, 630-
637 

有 
平成 27 年 
8 月 

3 
S. B. Selamat, 
Akio Miyara and 
Keishi Kariya 

Saga 
University

Considerations for 
Horizontal Ground Heat 
Exchanger Loops Operation 

Trans. of the JSRAE, 
32(3),15-18RE  

有 
平成 27 年 
9 月 

4 
S. B. Selamat, 
Akio Miyara and 
Keishi Kariya  

Saga 
University

Numerical study of 
horizontal ground heat 
exchangers for design 
optimization 

Renewable Energy, 95, 
561-573 

有 
平成 28 年 
4 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 

中村勝太, 
S.B.Selamat, 仮屋
圭史, 宮良明男 

佐賀大学 水平設置地中熱交換器に関
する検討 

日本機械学会 
九州支部長崎講演会 

平成 27 年 
9 月 

2 

仮屋圭史，S. 
B.Selamat, 宮良
明男 

佐賀大学 水平設置型地中熱交換器に
関する研究 

日本冷凍空調学会 
第16回西日本地区技術交
流会 

平成 27 年 
9 月 

3 

仮屋圭史, Md 
Hasan Ali, 中村
勝太, 宮良明男 

佐賀大学 水平設置スリンキー型地中熱
交換器に関する検討 

第 50 回空気調和・冷凍連
合講演会 

平成 28 年 
4 月 

4 

Md. Hasan ALI,  
S. B. Selamat, 
Akio Miyara and 
Keishi Kariya  

Saga 
university 

Performance Analysis of 
Slinky loop Horizontal Ground 
Heat Exchangers 

The 8th Asian Conference 
on Refrigeration and Air 
Conditioning(ACRA2016) 

平成 28 年 
5 月 

5 

Salsuwanda 
Selamat, Akio 
Miyara, Keishi 
Kariya 

Saga 
university 

Comparison of heat exchange 
rates between straight and 
slinky horizontal ground heat 
exchanger 

The 24th IIR Int. Cong. 
Refrig.,Yokohama, 676 

平成 27 年 
8 月 
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(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 大久保博晃 ワイビーエム 
NEDO 事業への取り組みの紹
介 

2015地球温暖化防止
展 

平成 27 年 
5 月 

2 川崎賢一郎 ワイビーエム 
地中熱専用掘削機および周
辺機器の紹介 

2016YBMグループ 
新商品展示会 

平成 28 年 
5 月 
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(4)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 地下水循環型地中採熱システムの研
究開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 5 件 3 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 
1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 
宮下秀樹 
中村三昭 

守谷商会 
地下水循環型地中採熱システ
ムの研究開発 

第一回地下水・地下熱資源強
化活用研究会技術交流会 

平成 26 年
12 月 

2 
宮下秀樹 
中村三昭 

守谷商会 
地下水循環型地中採熱システ
ムの研究開発 

(一社)長野県建築士会        
実証プラント見学会 

平成 27 年
1 月 

3 
宮下秀樹 
中村三昭 

守谷商会 
地下水循環型地中採熱システ
ムの研究開発 

平成 26 年度 地中熱利用促
進協議会 実証プラント見学
会 

平成 27 年
2 月 

4 冨樫聡 
八千代エン
ジニヤリング 

水・熱連成解析による地下水循
環型地中熱採熱システムの性
能評価 

日本地下水学会 
平成 27 年春季講演会 

平成 27 年
5 月 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 守谷商会 
 冷暖房の新システム  

守谷商会開発開始へ 
信濃毎日新聞 

平成 26 年 
8 月 

2 守谷商会 
 

浅い地中熱利用 守谷商会が実証実験 日本経済新聞（長野版） 
平成 26 年 
8 月 

3 守谷商会 
 地下水循環型地中採熱システム 

守谷商会 実用化めざし実証試験に着手
新建新聞 

平成 26 年 
8 月 

4 守谷商会 
 地中熱と地下水を組み合わせ 

守谷商会 冷暖房の新システム開発へ 
建設タイムズ 

平成 26 年 
8 月 

5 守谷商会 
 浅い地中熱利用新冷暖房実証へ 守谷

商会 
長野経済新聞 

平成 26 年 
8 月 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 宮下秀樹 守谷商会 地下水循環型地中採熱シ
ステムの研究開発 

公益社団法人日本青年会議所  
北陸信越地区 長野ブロック協議会 
第45回長野ブロック大会 

平成 26 年
9 月 

2 中村三昭 守谷商会 地下水循環型地中採熱シ
ステムの研究開発 

第4回全国地中熱利用促進地域交
流 2014新潟パネル展示 

平成 26 年
11 月 

3 中村三昭 守谷商会 地下水循環型地中採熱シ
ステムの研究開発 

ENEX2015 平成 27 年
1 月 
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(5)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 共生の大地への地中蓄熱技術の開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 5 件 3 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 0 件 0 件 

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 

宮本重信,永井二
郎,建石豊,橋詰
善光,西垣誠 

福井大学，サ
ンケン試錐コ
ンサルタント，
三谷セキサ
ン,岡山大学 

浅層悪水質地下水の循
環熱利用に関する研究 

日本地下水学会 
平成 27 年春季講演会
予稿集 

無 平成 27 年
5 月 

2 
宮本重信,竹内正
紀,橋詰善光,川
上岳彦,上田真典 

福井大学，三
谷セキサン，
コロナ 

住宅用地中熱Ｕチュー
ブの開発 その 1 施工
法 

平成 28 年度日本建築
学会大会学術講演会
梗概集 

無 平成 28 年
8 月 

3 
宮本重信,竹内正
紀,橋詰善光,川
上岳彦,上田真典 

福井大学，三
谷セキサン，
コロナ 

住宅基礎工法を利用し
た地中熱交換杭の開発 
実測による解析の検証 

平成 28 年度日本建築
学会大会学術講演会
梗概集 

無 平成 28 年
8 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 

宮本重信,橋詰善
光,上田真典,川上
岳彦 

福井大学，三谷セ
キサン，コロナ 

地盤改良での WU チュー
ブ挿入による地中熱交換
杭の施工と性能 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 

2 
宮本重信,建石豊,
橋詰善光 

福井大学，サンケ
ン試錐コンサルタ
ント，三谷セキサン 

悪水浅層地下水循環によ
るヒートポンプ冷暖房の課
題と対応 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 

3 

宮本重信, 
橋詰善光， 
奥田広行 

福井大学， 
三谷セキサン， 
福井県 

PHC 基礎杭兼用貯水直接
循環の季節間蓄熱融雪の
施工と運転 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 

4 

宮本重信,永井二
郎,建石豊,橋詰善
光,西垣誠 

福井大学，サンケ
ン試錐コンサルタ
ント，三谷セキサ
ン,岡山大学 

浅層悪水質地下水の循環
熱利用に関する研究 

日本地下水学会年次
講演会 

平成 27 年
5 月 

5 
宮本重信, 
橋詰善光 

福井大学， 
三谷セキサン 

共生の大地への地中蓄熱
技術の開発 

NEDO 新エネルギー
成果報告会 

平成 27 年
10 月 

6 
宮本重信, 
橋詰善光 

福井大学， 
三谷セキサン 

共生の大地への地中蓄熱
技術の開発 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

7 

宮本重信,橋詰善
光,佐々木貴史,上
岳彦,上田真典 

福井大学，三谷セ
キサン，コロナ 

住宅用地中熱Ｕチューブ
の開発 その１ 施工法 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 28 年
3 月 
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8 

宮本重信,竹内正
紀,橋詰善光,川上

岳彦,上田真典 

福井大学，三谷セ
キサン，コロナ 

住宅用地中熱Ｕチューブ
の開発 その２ 実測によ
る解析の検証 

地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 28 年
3 月 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 

橋詰善光 
宮本重信 

三谷セキサン
福井大学 

住宅基礎杭を利用した地中熱試験
施工 

日本経済新聞 

平成 27 年
7 月 

2 福井新聞 

3 朝日新聞 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(6)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 再生可能熱エネルギー利用のための
水循環・分散型ヒートポンプシステムの開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 2 件 0 件 

H27FY 2 件 0 件 0 件 0 件 5 件 7 件 １件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 7 件 3 件 0 件 0 件 

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 東京大学 
特願 2015-
142264 

国内 
2015 年 7 月
16 日 

出願中 
コイル型熱交換
器 

日野俊之 
大岡龍三 

2 
ゼネラルヒート
ポンプ工業、 
鹿島建設 

特願 2015-
149103 

国内 
2015 年７月
29 日 

出願中 
ヒートポンプシス
テム 

柴芳郎、 
塩谷正樹、
小野永吉 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 日野俊之 東京大学 
ヘリカル型地中熱交換器用
の空穴掘削試験 

平成 27 年度日本建築学
会大会 

無 
平成 27 年
9 月 

2 大岡龍三 東京大学 

再生可能エネルギー利用
のための水循環・分散型
ヒートポンプシステムの開発
（第 1 報） 

平成 27 年度空気調和・衛
生工学会大会 

無 
平成 27 年
9 月 

3 塩谷正樹 鹿島建設 

再生可能エネルギー利用
のための水循環・分散型
ヒートポンプシステムの開発
（第 2 報） 

平成 27 年度空気調和・衛
生工学会大会 

無 
平成 27 年
9 月 

4 日野俊之 東京大学 
中深度の地中熱を利用す
るヘリカル熱交換器の開発 

平成 27 年度空気調和・衛
生工学会大会 

無 
平成 27 年
9 月 

5 
日野俊之， 
大岡龍三 

東京大学 
土壌蓄熱機能を有する地
中熱利用ヒートポンプシス
テムの開発 

第 50 回空気調和・冷凍連
合講演会論文集 

無 
平成 28 年
2 月 

6 
日野俊之， 
大岡龍三 

東京大学 
建物熱供給の将来技術を
考える  

平成 28 年度日本建築学
会大会学術講演会研究発
表梗概集 

無 
平成 28 年
3 月 

7 
大岡龍三，崔
元準，池田伸
太郎，劉明哲 

東京大学 
空調用水搬送システムにおけ
る分散ポンプ方式の省エネル
ギー性に関する研究 その 1 

平成 28 年度日本建築学
会大会学術講演会研究発
表梗概集 

無 
平成 28 年
3 月 

8 

大岡龍三，崔
元準，池田伸
太郎，劉明哲 

東京大学 
空調用水搬送システムにおけ
る分散ポンプ方式の省エネル
ギー性に関する研究 その 2 

平成 28 年度日本建築学
会大会学術講演会研究発
表梗概集 

無 
平成 28 年
3 月 

9 

日野俊之， 
大岡龍三， 
崔元準 

東京大学 
二重らせん地中熱交換器
の開発 

平成 28 年度空気調和・衛
生工学会大会学術講演論
文集 

無 
平成 28 年
5 月 

10 

大岡龍三，崔
元準，池田伸
太郎，増田正
夫，劉明哲 

東京大学 
再生可能エネルギー利用のた
めの水循環分散型ヒートポンプ
システムの開発 (第3報) 

平成 28 年度空気調和・衛
生工学会大会学術講演論
文集 

無 
平成 28 年
5 月 
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11 

塩谷正樹, 
小野永吉, 
柴芳郎, 
藤井義久 

鹿島建設 

再生可能エネルギー利用
のための水循環・分散型
ヒートポンプシステムの開発
（第 4 報） 

平成 28 年度空気調和・衛
生工学会大会学術講演論
文集 

無 
平成 28 年
5 月 

12 

小野永吉,三
浦克弘,市川
尚義,塩谷正
樹,藤井義久 

鹿島建設 

再生可能エネルギー利用
のための水循環・分散型
ヒートポンプシステムの開発
（第 5 報） 

平成 28 年度空気調和・衛
生工学会大会 

無 
平成 28 年
5 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 日野俊之 東京大学 
ヘリカル型地中熱交換器の開発へ
向けた空穴掘削試験 

第 4 回地下熱利用ヒート
ポンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 

2 柴 芳郎 
ゼネラルヒー
トポンプ工業 

新製品と開発について 第 4 回地下熱利用ヒート
ポンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 

3 日野俊之 東京大学 
ヘリカル型地中熱交換器用の空穴
掘削試験 

平成 27 年度日本建築学
会大会 

平成 27 年
9 月 

4 大岡龍三 東京大学 
再生可能エネルギー利用のための
水循環・分散型ヒートポンプシステ
ムの開発（第 1 報） 

平成 27 年度空気調和・
衛生工学会大会 

平成 27 年
9 月 

5 塩谷正樹 鹿島建設 
再生可能エネルギー利用のための
水循環・分散型ヒートポンプシステ
ムの開発（第 2 報） 

平成 27 年度空気調和・
衛生工学会大会 

平成 27 年
9 月 

6 日野俊之 東京大学 
中深度の地中熱を利用するヘリカ
ル熱交換器の開発 

平成 27 年度空気調和・
衛生工学会大会 

平成 27 年
9 月 

7 柴 芳郎 
ゼネラルヒー
トポンプ工業 

再生可能熱エネルギー利用のた
めの水循環・分散型ヒートポンプシ
ステムの開発 

第 2 回地下熱利用とヒー
トポンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

8 日野俊之 東京大学 
再生可能熱エネルギー利用のた
めの水循環・分散型ヒートポンプシ
ステムの開発 

第 2 回地下熱利用とヒー
トポンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

9 日野俊之 東京大学 
地中熱と土壌蓄熱を併用する水
ループヒートポンプシステムの開発 

第 4 回地下熱利用とヒー
トポンプシステム研究会 

平成 28 年
3 月 

10 日野俊之 東京大学 
土壌蓄熱機能を有する地中熱利
用ヒートポンプシステムの開発 

第 50 回空気調和・冷凍
連合講演会 

平成 28 年
4 月 

11 日野俊之 東京大学 
再生可能エネルギー熱利用システ
ム 

東大駒場リサーチキャン
パス公開 2016 東京大
学生産技術研究所公開 

平成 28 年
6 月 

12 劉明哲 東京大学 
空調用水搬送システムにおける分
散ポンプ方式の省エネルギー性に
関する検討 

東大駒場リサーチキャン
パス公開 2016 東京大
学生産技術研究所公開 

平成 28 年
6 月 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 柴 芳郎 
ゼネラルヒー
トポンプ工業 

着々と進む未利用熱活用 空調タイムス 
平成 27 年
1 月 

2 柴 芳郎 
ゼネラルヒー
トポンプ工業 

進化する再生可能エネルギー熱
利用 

環境新聞 
平成 27 年
1 月 

3 柴 芳郎 
ゼネラルヒー
トポンプ工業 

地中熱・排熱利用など HP 多彩に 空調タイムス 
平成 28 年
1 月 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(7)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 地中熱・流水熱利用型クローズドシス
テムの技術開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 8 件 0 件 2 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 

吉田広人 
冨樫聡 
岩本淳 
高橋努 
高杉真司 
舘野正之 

八千代エンジニヤリング 
八千代エンジニヤリング 
八千代エンジニヤリング 
八千代エンジニヤリング 
ジオシステム 
ジオシステム 

地下浅層部の熱利用技術開
発と導入適地評価に関する
研究（その１） 

日本地下水学会 
平成 27 年春季
講演会 

平成 27 年
5 月 23 日 

2 

Yamamoto,A. 
Kimura,S. 
Komatsu,N. 
Kiwata,T.  
Kono,T. 
Goto,M. 

金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
農研機構農工研 

Heat Transfer to a Sheet-
type Exchanger placed in 
Running Water Flows 

The 26th 
International 
Symposium on 
Transport 
Phenomena 

平成 27 年
9 月 28 日 

3 

後藤眞宏 
高杉真司 
舘野正之 
小間憲彦 
木村繁男 
小松信義 

農研機構農工研 
ジオシステム 
ジオシステム 
ジオシステム 
金沢大学 
金沢大学 

シート状熱交換器の流水条
件での熱交換性能試験結果 

日本地熱学会 
平成 27 年別府
大会一般講演 

平成 27 年
10 月 22 日 

4 

山本淳司 
木村繁男 
小松信義 
木綿隆弘 
河野孝昭 
後藤眞宏 

金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
農研機構農工研 

流水中に設置したシート状熱
交換器の熱伝達 

日本地熱学会 
平成 27 年学術
講演会 

平成 27 年
10 月 21 日 

5 
舘野正之 
高杉真司 

ジオシステム 
ジオシステム 

地下水流動地盤内設置型熱
交換器の現位置での熱応答
評価 

日本地熱学会 
平成 27 年別府
大会一般講演 

平成 27 年
10 月 21 日 

6 

小間憲彦 
高杉真司 
舘野正之 
後藤眞宏 
長谷川史彦 
前田桂史 
新堀雄一 

ジオシステム 
ジオシステム 
ジオシステム 
農研機構農工研 
東北大学 
東北大学 
東北大学 

地下水流動地盤内設置型熱
交換性能試験結果 

日本地熱学会 
平成 27 年別府
大会一般講演 

平成 27 年
10 月 22 日 
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7 

冨樫聡 
岩本淳 
吉田広人 
高橋努 

八千代エンジニヤリング 
八千代エンジニヤリング 
八千代エンジニヤリング 
八千代エンジニヤリング 

Development of a Simple and 
quantitative Evaluation 
Technique for the Potential of 
Unused Thermal Energy 

世界工学会議
2015 

平成 27 年
12 月 1 日 

8 

山本淳司 
木村繁男 
小松信義 
木綿隆弘 
河野孝昭 
後藤眞宏 

金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
金沢大学 
農研機構農工研 

数値モデルによる流水路内
設置型熱交換器の性能評価 

日本機械学会北
陸信越支部 
第 53 期総会・講
演会 

平成 28 年
3 月 5 日 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 小間憲彦 ジオシステム 地中熱・流水熱利用型クロー
ズドシステム技術開発紹介 

ENEX2015  
特定非営利活動法人
地中熱利用促進協会
共同出展 
協会会員企業紹介 

平成 27 年 
1 月 

2 小間憲彦 ジオシステム 地中熱・流水熱利用型クロー
ズドシステム技術開発紹介 

環境展 2015 
特定非営利活動法人
地中熱利用促進協会
共同出展 
協会会員企業紹介 

平成 27 年 
5 月 

3 小間憲彦 ジオシステム 地中熱・流水熱利用型クロー
ズドシステム技術開発紹介 

ENEX2016  
特定非営利活動法人
地中熱利用促進協会
共同出展 
協会会員企業紹介 

平成 28 年 
1 月 

4 ジオシステム  地中熱・流水熱利用型クロー
ズドシステム技術開発紹介 

環境展 2016 
特定非営利活動法人
地中熱利用促進協会
共同出展 
協会会員企業紹介 

平成 28 年 
5 月 

5 
冨樫聡 

吉田広人 
岩本淳 

八千代エンジ
ニヤリング 

地中熱・流水熱利用型熱交
換器導入適地マップ紹介 

環境展 2016 
特定非営利活動法人
地中熱利用促進協会
共同出展 
協会会員企業紹介 

平成 28 年 
5 月 
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(8)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 地中熱利用システムを含む空調熱源
トータルシステムシミュレーションの開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

 

【特許】 

番
号 

出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 
1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1      

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 
1      
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(9)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化 都市インフラ活用型地中熱利用システ
ムの開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H27FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

H28FY ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 ０件 

 

【特許】 

番
号 

出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 
1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 
1      

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 
1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(10)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化、及び、再生可能エネルギー熱利用の

ポテンシャル評価技術の開発 低コスト・高効率を実現する間接型地中熱ヒートポンプシステムの開発と

地理地盤情報を利用した設計・性能予測シミュレーションツール・ポテンシャル評価システムの開発 

 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 10 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 2 件 0 件 27 件 0 件 2 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 1 件 

 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ペー

ジ番号 

査読 発表年月 

1 

葛 隆生 
長野克則 
中村 靖 

北海道大学 
北海道大学 
新日鉄住金エンジニ
アリング 

複層地盤を考慮した地中熱交
換器のシミュレーションツール

の開発とその応用 

日本冷凍空調
学会論文集 

有 
平成 27 年
9 月 

2 

葛 隆生 
長野克則 
中村 靖 

北海道大学 
北海道大学 
新日鉄住金エンジニ
アリング 

冷却塔を併用したハイブリッド
地中熱ヒートポンプシステムの
設計・性能予測ツールの開発

とその応用 

日本冷凍空調
学会論文集 

有 
平成 27 年
9 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 佐藤隆次 サンポット 
地中熱ヒートポンプの取り組みにつ
いて(製品開発・導入事例紹介) 

NPO 法人地下水・地
下熱資源強化活用研
究会 第１回 AGREA 
技術交流会 

平成 26 年
12 月 

2 長野克則 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 1 研究プロジェ
クトの全体概要 

第 49 回空気調和・衛
生工学会北海道支部
学術講演会 

平成 27 年
3 月 

3 葛隆生 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 2 地理地盤情
報を活用した地中熱ヒートポンプシス
テム設計・性能予測ツールの開発 

第 49 回空気調和・衛
生工学会北海道支部
学術講演会 

平成 27 年
3 月 

4 末次健太 鉱研工業 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 3 設置コストを
含めた地中熱交換器の性能評価 

第 49 回空気調和・衛
生工学会北海道支部
学術講演会 

平成 27 年
3 月 
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5 劉洪芝 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 5 地中熱源
ヒートポンプの暖房時における高効
率化検討 

第 49 回空気調和・衛
生工学会北海道支部
学術講演会 

平成 27 年
3 月 

6 長野克則 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 1 研究プロジェ
クトの全体概要 

一般社団法人ヒート
ポンプ・蓄熱センター 
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 
第 12 回研究発表会 

平成 27 年
3 月 

7 葛隆生 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 2 地理地盤情
報を活用した地中熱ヒートポンプシス
テム設計・性能予測ツールの開発 

一般社団法人ヒート
ポンプ・蓄熱センター 
地下熱利用とヒートポ
ンプ研究会 
第 12 回研究発表会 

平成 27 年
3 月 

8 末次健太 鉱研工業 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 3 設置コストを
含めた地中熱交換器の性能評価 

一般社団法人ヒート
ポンプ・蓄熱センター 
地下熱利用とヒートポ
ンプ研究会 
第 12 回研究発表会 

平成 27 年
3 月 

9 劉洪芝 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究 その 5 地中熱源
ヒートポンプの暖房時における高効
率化検討 

一般社団法人ヒート
ポンプ・蓄熱センター 
地下熱利用とヒートポ
ンプ研究会 
第 12 回研究発表会 

平成 27 年
3 月 

10 阪田義隆 北海道大学 
地盤・地下水 DB 構築に向けたモデ
リング手法の比較-札幌扇状地を例
として- 

一般社団法人ヒート
ポンプ・蓄熱センター 
地下熱利用とヒートポ
ンプ研究会 
第 12 回研究発表会 

平成 27 年
3 月 

11 阪田義隆 北海道大学 
地中熱利用ポテンシャル全国マップ
に向けて（その１）ビックデータからの
地盤・地下水 DB 構築手法 

日本地下水学会 
平成 27 年春季講演
会 

平成 27 年
5 月 

12 
Hongzhi 

Liu 
北海道大学 

Discussion on methods of achieving 
a high-efficiency ground source heat 
pump (GSHP) for space heating,  

Greenstock the 13th  
International 
Conference on 
Energy Storage 
(Beijing, China) 

平成 27 年
5 月 

13 
Takao 

Katsura 
北海道大学 

Analysis and performance 
improvement of heat recovery 
ground heat pump system by using 
simulation tool  

Greenstock the 13th 
International 
Conference on 
Energy Storage 
(Beijing, China) 

平成 27 年
5 月 

14 長野克則 北海道大学 

低コスト・高効率を実現する間接型
地中熱ヒートポンプシステムの開発と
地理地盤情報を利用した設計・性能
予測シミュレーションツール・ポテン
シャル評価システムの開発 

日本地熱学会 
平成 27 年度学術講
演会 

平成 27 年
7 月 

15 葛隆生 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究その 1 研究プロジェク
トの全体概要とプロジェクト 1 年目の
研究成果概要 

平成 27 年度 
空気調和・衛生工学
会大会 

平成 27 年
9 月 

16 阪田義隆 北海道大学 

地中熱ヒートポンプシステムの低コス
ト・高効率化と設計・評価手法の開発
に関する研究その 3 地中熱利用ポ
テンシャルマップに向けた，地盤・地
下水情報データベースの構築 

平成 27 年度 
空気調和・衛生工学
会大会 

平成 27 年
9 月 
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17 長野克則 北海道大学 

低コスト・高効率を実現する間接型
地中熱ヒートポンプシステムの開発と
地理地盤情報を利用した設計・性能
予測シミュレーションツール・ポテン
シャル評価システムの開発 

平成 27 年度 
第 2 回地下熱利用と
ヒートポンプシステム
研究会 

平成 27 年
10 月 

18 末次健太 鉱研工業 
低コスト・高効率垂直型地中熱交換
器の構築 

平成 27 年度第 2 回
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

19 大江基明 
イノアック住環

境 
高効率で低コストな地中熱交換器と
配管部材の開発 

平成 27 年度第 2 回
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

20 
久保田康

幹 
サンポット 

低コスト・高効率な多機能・多熱源対
応連結型ヒートポンプモジュールの
開発 

平成 27 年度第 2 回
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

21 葛隆生 北海道大学 
低コスト・高効率化に寄与する地中
熱ヒートポンプ最適運転制御システ
ムの開発 

平成 27 年度第 2 回
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

22 阪田義隆 北海道大学 
地中熱利用ポテンシャルマップに向
けた、地盤・地下水情報データベー
スの構築 

平成 27 年度第 2 回
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 

23 阪田義隆 北海道大学 
地下水流動を考慮した地中熱ヒート
ポンプシステムに関する最新の研究
動向 

第 23 回 衛生工学シ
ンポジウムプログラム 

平成 27 年
11 月 

24 
Katsunori 
Nagano 

北海道大学 
Prospects of R&D activities on heat 
pump and thermal energy storage in 
Nagano’s Lab 

Japan-China-Korea 
Innovative Heat Pump 
Seminar (Sapporo, 
Japan) 

平成 28 年
1 月 

25 
Takao 

Katsura 
北海道大学 

Analysis and performance 
improvement of ground heat pump 
system by using monitoring data and 
simulation tool 

Japan-China-Korea 
Innovative Heat Pump 
Seminar (Sapporo, 
Japan) 

平成 28 年
1 月 

26 
Yoshitaka 

Sakata 
北海道大学 

A total design & management web 
system for use of ground thermal 
energy in Japan 

Japan-China-Korea 
Innovative Heat Pump 
Seminar (Sapporo, 
Japan) 

平成 28 年
1 月 

27 小野雅敏 
イノアック住環

境 
各種地中熱交換方式のご紹介 

ENEX2016 特定非営
利活動法人地中熱利
用促進協会共同出展 
協会会員企業紹介 

平成 28 年
1 月 

28 
葛隆生 

阪田義隆 
北海道大学 

地理地盤情報を活用した設計性能
予測ツールの開発とポテンシャル評
価手法・評価マップの作製 

平成 27 年度 NEDO
再生可能エネルギー
熱利用技術開発報告
研究成果中間発表会 

平成 28 年
3 月 

29 森広晃 鉱研工業 
低コスト化に寄与する地中熱交換器
の削孔機・工法の開発 

平成 27 年度 NEDO
再生可能エネルギー
熱利用技術開発報告
研究成果中間発表会 

平成 28 年
3 月 

30 大江基明 
イノアック住環

境 
高効率で低コストな地中熱交換器と
配管部材の開発 

平成 27 年度 NEDO
再生可能エネルギー
熱利用技術開発報告
研究成果中間発表会 

平成 28 年
3 月 

31 
久保田康

幹 
サンポット 

低コスト・高効率な多機能・多熱源対
応連結型ヒートポンプモジュールの
開発 

平成 27 年度 NEDO
再生可能エネルギー
熱利用技術開発報告
研究成果中間発表会 

平成 28 年
3 月 

32 中村靖 北海道大学 
低コスト・高効率化に寄与する地中
熱ヒートポンプ最適運転制御システ
ムの開発 

平成 27 年度 NEDO
再生可能エネルギー
熱利用技術開発報告
研究成果中間発表会 

平成 28 年
3 月 
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33 鈴木輝彦 ジーエムラボ 
設計･性能予測シミュレーションツー
ルの開発 

平成 27 年度 NEDO
再生可能エネルギー
熱利用技術開発報告
研究成果中間発表会 

平成 28 年
3 月 

34 阪田義隆 北海道大学 
地盤・地下水データベースに基づく
地中熱利用ポテンシャルマップと設
計性能予測ツールの開発 

平成 27 年度第 4 回
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 28 年
3 月 

35 中村靖 北海道大学 
地中熱利用熱回収ヒートポンプシス
テムの最適制御システムの開発 

平成 27 年度第 4 回
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 28 年
3 月 

36 阪田義隆 北海道大学 

地盤・地下水データベースに基づく
地中熱利用ポテンシャルマップと設
計性能予測ツールの開発（その 1）3
次元地質情報の推定手法及びデー
タベースの構築 

空気調和・衛生工学
会北海道支部 
第 50 回学術講演会 

平成 28 年
3 月 

37 葛隆生 北海道大学 

地中熱熱回収ヒートポンプシステム
の設計手法と最適制御システムの開
発に関する研究（その 1）地中熱熱
回収ヒートポンプシステムの最適制
御システムとフィールド試験の概要 

空気調和・衛生工学
会北海道支部 
第 50 回学術講演会 

平成 28 年
3 月 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 サンポット サンポット 
ヒートポンプ製造工場建設（平成
30 年度）による雇用創出 

岩手日報 
平成 28 年
4 月 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 サンポット  
地中熱ヒートポンプ冷暖房システム
GeoCON 

サンポットホットミーティング
2015 

平成 27 年
5 月 

2 
イノアック住

環境 
 

「地中熱」を利用するヒートポンプシス
テムの熱交換器 

ENEX2016 
第 40 回地球環境とエネル
ギーの調和展 

平成 28 年
1 月 

3 サンポット  
地中熱ヒートポンプ冷暖房システム
GeoCON 

サンポットホットミーティング
2016 

平成 28 年
5 月 
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(11)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化、及び、再生可能エネルギー熱利用の

ポテンシャル評価技術の開発 地下水を利活用した高効率地中熱利用システムの開発とその普及を目的

としたポテンシャルマップの高度化 

 
【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 7 件 2 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 2 件 2 件 10 件 2 件 1 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 1 件 0 件 0 件 1 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 

Shrestha, G., 
Uchida, Y., 
Yoshioka, M., Fujii, 
H., Ioka, S. 

産業技
術総合
研究所 

Assessment of development 
potential of ground-coupled 
heat pump system in Tsugaru 
Plain, Japan. 

Renewable Energy, 
vol.76, (p.249 -
257) , 2015 

有 
平成 27 年
1 月 

2 
Fujii, H., 
Kosukegawa, H., 
Onishi, K. 

Akita 
Univ. 

Effect of water injection into 
a ground heat exchanger 
drilled in a low-λ formation. 

Proc. World 
Geothermal 
Congress 2015, CD. 

無 
平成 27 年
4 月 

3 
Kosukegawa, H., 
Fujii, H. 

Akita 
Univ. 

Development of thermal 
response test device with 
automatic control system. 

Proc. World 
Geothermal 
Congress 2015, CD. 

無 
平成 27 年
4 月 

4 

Farabi, H.,Fujii, H. Akita 
Univ. 

Improvement of the capacity 
of ground heat exchangers by 
water injection,  

Geothermal 
Resources Council 
Transactions, 
Vol.39, 109-115. 

有 
平成 27 年
8 月 

5 
ｼｭﾚｽﾀ ｶﾞｳﾗﾌﾞ,内田
洋平,吉岡真弓,藤井 
光,井岡聖一郎 

産業技
術総合
研究所 

地中熱ヒートポンプシステム
におけるポテンシャルマップ
の高度化 

日本地熱学会誌 
Vol.37(4), 133-141, 
2015  

有 
平成 27 年
12 月 

6 
藤井光,小助川洋幸,
ﾊﾃﾞｨﾌｧﾗﾋﾞ,ｻｲｰﾄﾞ
ｼﾞｬﾘﾘﾅｽﾗﾊﾞﾃﾞｨ 

秋田大
学 

サーマルレスポンス試験の非
充填型熱交換井への適用に
関する実験的検討 

日本地熱学会誌、
Vol.38(2),2016 有 

平成 28 年
4 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 内田洋平 
産業技術総
合研究所 

福島再生可能エネルギー研究所地
中熱チームの概要と研究計画 

平成 26 年度 
日本地熱学会弘前大
会 

平成 26 年
10 月 30 日 

2 
シュレスタ 
ガウラブ 

産業技術総
合研究所 

広域における地中熱利用の適地評
価 

平成 26 年度 
日本地熱学会弘前大
会 

平成 26 年
10 月 30 日 

3 Shrestha ,G. 
産業技術総
合研究所 

Evaluation of usage potential of 
ground-source heat energy in 
regional scale. 

平成 26 年度 
日本地下水学会熊本
大会 

平成 26 年
11 月 6 日 
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4 内田洋平 
産業技術総
合研究所 

地中熱ヒートポンプシステムの普及
状況と最近のトピックス 

平成 27 年 
第 1 回福島県さく井技
術協会講演会 

平成 27 年
1 月 29 日 

5 山谷睦 
日本地下水
開発 

高効率帯水層蓄熱システムの開発
－研究開発の概要－ 

平成 26 年度 
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 3 日 

6 小助川洋幸 秋田大学 
人工的な坑井内流れを用いた地中
熱交換器の能力改善効果の評価 

平成 26 年度 
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 3 日 

7 藤井光 秋田大学 
熱交換井内への注水による熱交換
能力向上に関する数値ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ 

平成 26 年度 
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
3 月 3 日 

8 Fujii, H. Akita Univ. 
Effect of water injection into a 
ground heat exchanger drilled in a 
low-λ formation. 

World Geothermal 
Congress 2015 

平成 27 年
4 月 20 日 

9 
Kosukegawa, 

H. 
Akita Univ. 

Development of thermal response 
test device with automatic control . 

World Geothermal 
Congress 2015 

平成 27 年
4 月 23 日 

10 Shrestha, G. 
産業技術総
合研究所 

Analysis of groundwater flow 
system for potential assessment of 
ground-source heat pump system 
in regional scale. 

Japan Geoscience 
Union Meeting 2015 

平成 27 年
5 月 27 日 

11 内田洋平 
産業技術総
合研究所 

地中熱利用に関する産業技術総合
研究所の取り組み 

公益財団法人ちゅうご
く産業創造センター 
第 1 回環境・エネル
ギー技術事業化交流
会 

平成 27 年
8 月 7 日 

12 
シュレスタ 
ガウラブ 

産業技術総
合研究所 

会津盆地における地中熱利用ポテ
ンシャル評価 

平成 27 年度 
日本地熱学会別府大
会 

平成 27 年
10 月 21 日 

13 山谷睦 
日本地下水
開発 

「日本の風土に適した地中熱利用
システムの技術開発」、パネラー 

平成 27 年 
日本地熱学会学術講
演会ＮＥＤＯセッション 

平成 27 年
10 月 22 日 

14 山谷睦 
日本地下水
開発株式会
社 

地下水を利活用した高効率地中熱
システムの開発とその普及を目的と
したポテンシャルマップの高度化 

平成 27 年度 
地下熱利用とヒートポ
ンプシステム研究会 

平成 27 年
10 月 28 日 

15 山谷睦 
日本地下水
開発株式会
社 

地下水を利活用した高効率地中熱
システムの開発とその普及を目的と
したポテンシャルマップの高度化 

平成 27 年度 
NEDO 新エネルギー
成果報告会 熱利用
分野 

平成 27 年
10 月 28 日 

16 Shrestha, G. 
産業技術総
合研究所 

Performance evaluation of ground-
source heat pump system and 
development of suitability map for 
its installation. 

2015 AGU Fall 
Meeting 

平成 27 年
12 月 15 日 

17 内田洋平 
産業技術総
合研究所 

地中熱システムのポテンシャル評価

ENEX2016/Smart 
Energy Japan2016/新
電力 EXPO2016 
カンファレンス 

平成 28 年
1 月 29 日 
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(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 日本地下水開発  
11 面【特集企画】「魅力的な熱源”地下
水”を生かすために」 

環境新聞 
平成 27 年
1 月 

2 日本地下水開発  15 面【環境】「地中熱利用を高度化」 日刊工業新聞 
平成 27 年
2 月 

3 日本地下水開発  番組「えこいろ」で放映 テレビユー山形 
平成 27 年
6 月 

4 日本地下水開発  
番組「ＮＨＫニュースやまがた６時」の
ニュース映像として放映 

ＮＨＫ山形放送局 
平成 27 年
7 月 

5 日本地下水開発  再生可能エネルギー特集号の事例紹介 環境新聞 
平成 28 年
6 月 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 日本地下水開発  
地下水を利活用した高効率地中熱利
用システムの開発とその普及を目的と
したポテンシャルマップの高度化 

ENEX2016/Smart 
Energy Japan 2016/ 
新電力 EXPO2016 

平成 28年
1 月 
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(12)地中熱利用トータルシステムの高効率化技術開発及び規格化、及び、再生可能エネルギー熱利用の

ポテンシャル評価技術の開発 一般住宅向け浅部地中熱利用システムの低価格化・高効率化の研究 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 2 件 4 件 2 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 8 件 15 件 8 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 3 件 0 件 6 件 2 件 1 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 
M.Oguma, 
S.Funabiki 
and M.Endo 

日本
大学 

Evaluation of Measurement Accuracy 
of Underground Thermometers Using 
Steel-pipe piles 

J. of Energy and Power 
Engineering 

有 
平成 28
年 7 月 

2 
小熊正人、
遠藤央 

日本
大学 

鋼管利用型温度計の開発 
J. of Thermal Science 
and Technology 

有 
平成 28
年 4 月
（投稿） 

3 
A.Funabiki 
and  
M. Oguma 

日本
大学 

Effects of Groundwater Flow on a 
Ground Source Heat Pump System 

ASME J. Thermal 
Science and Engineering 
Applications 

有 
平成 28
年 6 月
（投稿） 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 柿崎隆夫 日本大学 浅部地中熱利用システムの研究開発 
第３回 ふくしま復興 再生
可能エネルギー産業フェア
REIF2014 

平成 26 年
12 月 3 日 

2 小熊正人 日本大学 
日本大学工学部における地中熱利
用技術開発の現状 

地中熱利用セミナー（白河
市主催） 

平成 27 年
2 月 18 日 

3 A.Funabiki 日本大学 
OPTIMUM HEATING PATTERN OF 
A GROUND SOURCE HEAT 
REFERENCE MAP 

ASME 2015 9th 
International Conference on 
Energy Sustainability 

平成 27 年
6 月 29 日 

4 小熊正人 日本大学 
浅部地中熱利用の継続的事業化に
向けた研究開発 

日本大学熱工学研究会 
平成 27 年
8 月 24 日 

5 船引彩子 日本大学 
地中熱利用における採熱量期待値
表示システム 

第 50 回地盤工学研究発表
会 

平成 27 年
10 月 9 日 

6 柿崎隆夫 日本大学 
一般住宅向け浅部地中熱利用システ
ムの低価格化・高効率化の研究 

NEDO 新エネルギー成果
報告会 

平成 27 年
10 月 28 日 

7 柿崎隆夫 日本大学 
一般住宅向け浅部地中熱利用システ
ムの低価格化・高効率化の研究 

日本地熱学会 
平成 27 年
10 月 21 日 

8 柿崎隆夫 日本大学 サステナブルな地中熱利用システム 地中熱利用シンポジウム 
平成 27 年
12 月 8 日 

9 小熊正人 日本大学 
地中熱利用による省エネの基礎知識
と技術解説 

群馬県環境ＧＳマネー
ジャー研修会・省エネ技術
セミナー 

平成 28 年
1 月 26 日 
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10 小熊正人 日本大学 浅部地中熱利用の継続的事業化 
ふくしま地中熱利用情報交
換フォーラム 

平成 28 年
2 月 2 日 

11 小熊正人 日本大学 
浅部地中熱利用の事業化における
大学の役割と地域連携 

日本大学地域連携シンポ
ジウム 

平成 28 年
7 月 15 日 

12 小熊正人 日本大学 
日大工学部の一般住宅向け地中熱
利用システムの開発状況 

エコハウス研究会福島大会 
平成 28 年
5 月 29 日 

13 柿崎隆夫 日本大学 サステナブルな地中熱利用システム 
2016 STOP 地球温暖化！
推進フォーラム 

平成 28 年
5 月 26 日 

14 小熊正人 日本大学 
日大工学部の一般住宅向け地中熱
利用システムの開発状況 

エコハウス研究会福島大会 
平成 28 年
5 月 29 日 

15 小熊正人 日本大学 
地中熱利用の継続的事業における
展望と課題 

群馬県地中熱利用研究会
講演会 

平成 28 年
7 月 6 日 

16 小熊正人 日本大学 地中熱利用 1/2 
ふくしま地中熱利用情報交
換フォーラム 

平成 28 年
7 月 12 日 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 柿崎隆夫 日本大学 廃校で地中熱利用実証試験 福島民友社 
平成 26 年
11 月 

2 柿崎隆夫 日本大学 地中熱利用で実験場 福島民報 
平成 26 年
11 月 

3 柿崎隆夫 日本大学 日大と再生エネ協定 日本経済新聞社 
平成 26 年
11 月 

4 柿崎隆夫 日本大学 
震災原発事故 4 年 
地中熱利用事業化目指し実証実験 

福島民報 
平成 27 年 
3 月 

5 柿崎隆夫 日本大学 葛尾村と協定、復興を目指す 日本大学新聞社 
平成 27 年 
5 月 

6 小熊正人 日本大学 再エネ活用、日大と協力 日本経済新聞 
平成 27 年 
5 月 

7 柿崎隆夫 日本大学 葛尾復興へ連携 福島民報 
平成 27 年 
5 月 

8 柿崎隆夫 日本大学 地中熱利用で葛尾支援 福島民友 
平成 27 年 
5 月 

9 広報部 郡山市 浅部地中熱利用システム実証実験 
広報こおりやま 

6 月号 
平成 27 年 
6 月 

10 広報部 葛尾村 
葛尾村の復興まちづくりに係る包括
連携協定 

広報葛尾 6 月号 
平成 27 年 
6 月 

11 小熊正人 日本大学 住宅に地中熱、実験始動 日本経済新聞 
平成 27 年 
8 月 

12 柿崎隆夫 日本大学 地中熱の研究施設 開所 福島民友 
平成 27 年 
9 月 

13 柿崎隆夫 日本大学 地中熱利用実験始まる 福島民報 
平成 27 年 
9 月 

14 小熊正人 日本大学 再エネ・地中熱 日本物流新聞 
平成 27 年 
10 月 

15 船引彩子 日本大学 
GIS で浅部地中熱利用冷暖房システ
ムの採熱期待値を知る 

GIS NEXT 第 53 号 
平成 27 年 
10 月 

16 小熊正人 日本大学 新型熱交換器でコスト 1/2 空調タイムス 
平成 28 年 
1 月 
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17 
小熊正人 
船引彩子 

日本大学 
ユーザー目線の地中熱利用 
マルチ熱供給システム開発 

NUBIC NEWS 
平成 28 年 
2 月 

18 小熊正人 日本大学 
新年度下期に発売  
低コスト地中熱システム 

福島民報 
平成 28 年 
2 月 

19 柿崎隆夫 日本大学 
再生可能エネルギーの地平 
（地中熱の可能性を探る） 

日本大学新聞社 
平成 28 年 
3 月 

20 柿崎隆夫 日本大学 希望のかけら、示したい—葛尾村 日本大学新聞社 
平成 28 年 
4 月 

21 小熊正人 日本大学 知の現場 「地中熱の商業化実験」 福島民友 
平成 28 年 
6 月 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 
第３回 ふくしま復興 再生可能エ
ネルギー産業フェアREIF2014 

平成 26 年
12 月 

2 
浅部地中熱利用研
究組合 

日本大学 浅部地中熱利用 ENEX2015 
平成 27 年
1 月 

3 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 
地域イノベーション成果報告会展
示会 

平成 27 年
5 月 

4 柿崎隆夫 日本大学 浅部地中熱利用 福島中央テレビ-ゴジてれChu！ 
平成 27 年
6 月 

5 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 郡山産業博 
平成 27 年
9 月 

6 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 すかがわ産業フェスティバル2015 
平成 27 年
10 月 

7 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 
第4回 ふくしま復興 再生可能エ
ネルギー産業フェア REIF2015 

平成 27 年
10 月 

8 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 
JST成果発表・展示会「復興から
新しい東北の創生へ in福島」 

平成 27 年
12 月 

9 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 産学官連携フェア2015みやぎ 
平成 27 年
12 月 

10 
浅部地中熱利用研
究組合 

日本大学 浅部地中熱利用 ENEX2016 
平成 28 年
1 月 

11 
再生可能エネル
ギーシステム研究室 

日本大学 浅部地中熱利用 
地域イノベーション成果報告会展
示会 

平成 28 年
5 月 
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(13)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 地圏流体モデリング技術による国土地

中熱ポテンシャルデータベースの研究開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 １件 0 件 ３件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 
田原康博 
他 

地圏環境
テクノロ
ジー 

Estimating the water and heat 
budget as an indicator for water 
resources management using 
integrated watershed modeling tool 

The 21
st
 International 

Congress on Modelling 
and Simulation
（MODSIM2015） 

有 
平成 27 年
12 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 
竹島淳也
他 

応用地質 
地圏流体モデリング技術による国土地
中熱ポテンシャルデータベースの開発 

日本地熱学会 平成
27 年学術講演会 

平成 27 年
10 月 

2 
田原康博
他 

地圏環境テ
クノロジー 

水・空気・地盤系における地中熱交換
シミュレーションと有効熱伝導率の評価 

日本地熱学会 平成
27 年学術講演会 

平成 27 年
10 月 

3 
多田和広
他 

地圏環境テ
クノロジー 

国土スケール水・熱循環モデリング 
日本地熱学会 平成
27 年学術講演会 

平成 27 年
10 月 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(14)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 オープンループ型地中熱利用システム

の高効率化とポテンシャル評価手法の研究開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 3 件 1 件 1 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 大谷 具幸 岐阜大学 
オープンループ型地中熱利用システム
の高効率化とポテンシャル評価手法の
研究開発について 

岐阜地中熱利用研究
会 

平成 28 年
5 月 26 日 

2 大谷 具幸 岐阜大学 
再生可能エネルギーのひとつである地
中熱利用について 

愛知県環境測定分析
協会平成２８年度 環
境月間講演会 

平成 28 年
6 月 14 日 

3 大谷 具幸 岐阜大学 
扇状地地域の地下温度変化とその熱
利用 

第 19 回 DHI 水理研
究会 2016 大阪 

平成 28 年
6 月 23 日 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月日 

1 奥村建夫 東邦地水 
地中熱利用空調システム普及に注力 
地下水の可能性探る 

空調タイムス 
平成 28 年
4 月 20 日 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 大谷具幸 岐阜大学 
オープンループ型地中熱利用システム
の高効率化とポテンシャル評価手法の
研究開発について 

2016NEW環境展/ 
地球温暖化防止展 
アカデミックコーナー 

平成 28 年
5 月 
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(15)再生可能エネルギー熱利用のポテンシャル評価技術の開発 都市域における、オープンループシス

テムによる地下水の大規模熱源利用のための技術開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1      

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(16)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 温泉熱地域利用のための

ハイブリッド熱源水ネットワーク構築技術の研究開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 １件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 4 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 

大森雅貴、北野宏
貴、三毛正仁、澤
部孝一、鍋島美奈
子、西岡真稔 

大阪市立大学、
総合設備コンサ
ルタント 

温泉熱を活用したハイブリッド熱源水
ネットワークシステムの構築‐(第 1 報)
宿泊施設の実測調査に基づくシステ
ムシミュレーションによる効果試算 

第 44 回空気調
和・衛生工学会
近畿支部学術
研究発表会 

平成 27 年
3 月 10 日 

2 

大森雅貴、北野宏
貴、三毛正仁、澤
部孝一、鍋島美奈
子、西岡真稔、中
尾正喜 

大阪市立大学、
総合設備コンサ
ルタント 

温泉と排湯を利用した熱源水ネット
ワークシステムの構築（第 1 報）宿泊
施設における冬期熱利用実態調査 

平成 27 年度 
空気調和・衛生
工学会大会 

平成 27 年
9 月 16 日 

3 

柿田祐佑、鍋島美
奈子、中尾正喜、
西岡真稔、三毛正
仁、澤部孝一 

大阪市立大学、
総合設備コンサ
ルタント 

浴室排水熱回収による上水予熱シス
テムの開発 実験による平板型熱交
換器の特性把握とシステム性能の試
算 

平成 27 年度 
空気調和・衛生
工学会大会 

平成 27 年
9 月 18 日 

4 

康尚義、大森雅
貴、三毛正仁、澤
部孝一、鍋島美奈
子、西岡真稔、中
尾正喜 

大阪市立大学、
総合設備コンサ
ルタント 

温泉熱を利用したハイブリット源水ネ
ワークシステムの構築（第 2 報）宿泊
施設の温泉・給湯需要および排度に
関する実測調査 

第 45 回空気調
和・衛生工学会
近畿支部学術
研究発表会 

平成 28 年
3 月 9 日 

5 

大森雅貴、三毛正
仁、澤部孝一、鍋
島美奈子、西岡真
稔、中尾正喜 

大阪市立大学、
総合設備コンサ
ルタント 

温泉熱を活用したハイブリッド熱源水
ネットワークシステムの構築（第 3 報）
システム導入地域全体のエネルギー
消費量削減効果の試算 

第 45 回空気調
和・衛生工学会
近畿支部学術
研究発表会 

平成 28 年
3 月 9 日 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(17)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 都市除排雪を利用した雪

山貯蔵による高効率熱供給システムの研究開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 11 件 １件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 １件 0 件 12 件 １件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 １件 2 件 １件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 

本間弘達，藤田
徹，伊勢幸一， 
川瀬智久，小泉嘉
一，媚山政良， 
土屋貴久 

雪屋媚山商店， 
共同通信デジタル， 
NHN テコラス，ズコーシャ，
環境技術センター， 
室蘭工業大学，美唄市 

美唄ホワイト
データーセン
タープロジェ
クトの実証試
験中間報告 

第３１回寒地技術 
シンポジウム 

無 
平成 27
年 11 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 本間弘達 雪屋媚山商店 

Introduction of Bibai White 
Datacenter Project 〜 Obstructive 
snow is utilized in the way of thinking 
of an inversion〜 

Datacenter Dynamics 
2016（上海） 

平成 28 年 
6 月 15 日 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月日 

1 土屋 貴久 美唄市 ニュース北海道 NHK 
平成 26 年 
9 月 5 日 

2 土屋 貴久 美唄市 
今日ドキッ！ 
「売れる資源へ”雪冷房”の未来」 

ＨＢＣ 
平成 26 年 
9 月 5 日 

3 土屋 貴久 美唄市 除雪の雪でサーバー冷却 朝日新聞 
平成 26 年 
9 月 6 日 

4 土屋 貴久 美唄市 雪冷房＋アワビ養殖 読売新聞 
平成 26 年 
9 月 6 日 

5 土屋 貴久 美唄市 受託研究成功へ結束 北海道新聞 
平成 26 月 
9 月 6 日 

6 土屋 貴久 美唄市 
データセンター雪冷房 設計会社
などが美唄で実証実験 

日本経済新聞 
平成 26 年 
9 月 9 日 

7 土屋 貴久 美唄市 雪を冷房などに活用 毎日新聞 
平成 26 年 
9 月 9 日 

8 土屋 貴久 美唄市 雪冷熱利用に着手 北海道建設新聞 
平成 26 年 
9 月 9 日 

9 土屋 貴久 美唄市 
雪冷熱活用データセンター事業成
功を祈って 

プレス空知 
平成 26 年 
9 月 10 日 
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10 土屋 貴久 美唄市 
ホワイトデータセンター構想実現に
向けた共同研究技術開発事業共
同記者会見 

美唄市広報「メロ
ディ」10 月号 

平成 26 
10 月 1 日 

11 本間 弘達 雪屋媚山商店 雪の再生エネ活用実証 日刊工業新聞 
平成 26 
10 月 29 日 

12 本間 弘達 雪屋媚山商店 
社長ＩＮＴＥＲＶＩＥＲ「雪に魅せられ
雪冷房技術に取り組む」 

帝国データバンク
機関紙 TEIKOKU 
NEWS 北海道版」 

平成 27 年 
6 月 25 日 

13 本間 弘達 雪屋媚山商店 北海道で進む「雪でサーバ冷却」 日経ビジネス 
平成 27 年 
7 月 20 日 

14 土屋 貴久 美唄市 雪冷熱活用スタート 北海道新聞 
平成 27 年 
9 月 30 日 

15 土屋 貴久 美唄市 
雪冷熱活用「ホワイトデーターセン
ター」 

北海道新聞 
平成 27 年
10 月 3 日 

16 土屋 貴久 美唄市 雪で冷却データーセンター公開 室蘭民報 
平成 27 年
10 月 3 日 

17 土屋 貴久 美唄市 
雪でサーバ冷やせ！北海道美唄
市など 

日刊工業新聞 
平成 27 年
10 月 26 日 

18 土屋 貴久 美唄市 
ＮＥＤＯ共同研究事業・現地視察
会他を行いました 

美唄市広報「メロ
ディ」11 月号 

平成 27 年
11 月 1 日 

19 本間 弘達 雪屋媚山商店 
厄介者をエネルギーに 美唄の雪
でデータセンター冷却 

北海道建設新聞 
平成 28 年 
1 月 1 日 

20 本間 弘達 雪屋媚山商店 
雪 冷 房 の 実 証 試 験 施 設と し て
データセンターを竣工 

帝国データバンク
機関紙「TEIKOKU 
NEWS 北海道版」 

平成 28 年 
1 月 25 日 

21 本間 弘達 雪屋媚山商店 
雪国の未来を拓く 
「美唄ホワイトデータセンター構
想」 

公益社団法人雪
センター 

機関誌「ゆき」 

平成 28 年 
3 月 1 日 

22 土屋 貴久 美唄市 ホットニュース北海道 NHK 
平成 28 年 
3 月 18 日 

23 土屋 貴久 美唄市 経済フロントライン NHK-BS 
平成 28 年 
3 月 26 日 

24 本間 弘達 雪屋媚山商店 ここに注目！「企業ファイル」 プレス空知 
平成 28 年 
4 月 9 日 

25 本間 弘達 雪屋媚山商店 けいざいナビ「国際学部」 テレビ北海道 
平成 28 年 
7 月 10 日 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1 土屋 貴久 美唄市 空知団地説明会・視察会 
北海道データセン
ター現地視察会 

平成 27 年
3 月 

2 土屋 貴久 美唄市 空知団地企業誘致ＰＲブース 
データセンター運用

構築展 
平成 27 年
5 月 

3 土屋 貴久 美唄市 空知団地企業誘致ＰＲブース 
データセンター運用

構築展 
平成 28 年
5 月 
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(18)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 太陽熱を利用した熱音響

冷凍機による雪室冷却装置の開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 １件 １件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 大野宏 
新潟県工業技術
総合研究所 

熱音響機関技術に関
する調査研究 

工業技術研究報告書（新潟
県工業技術総合研究所） 

無 
平成 28 年
5 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 大野宏 
新潟県工業技術
総合研究所 

高出力の熱音響エンジ
ンの開発 

平成 28 年度 新潟県工業技術
総合研究所 研究成果発表会 

平成 28 年 
6 月 24 日 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(19)その他再生可能エネルギー熱利用トータルシステムの高効率化・規格化 太陽熱集熱システム最適

化手法の研究開発 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1       

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1      

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1      

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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(20)その他再生可能エネルギー熱利用システム導入拡大に資する革新的技術開発 食品廃棄物の超臨

界水ガス化による再生可能熱の創生 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 6 件 0 件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 １件 １件 15 件 １件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 １件 １件 １件 ２件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1 
中国電力・広島
大学・東洋高圧・
中電プラント 

PCT/JP201
6/069295 

PCT 
2016 年 
6 月 29 日 

出願
中 

気液分離器およびそ
れを用いた超臨界水
ガス化システム 

和田泰孝，中村昭
史，松村幸彦，野
口琢史，川井良文 

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【論文】 

番号 発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

1 
Nattacha Paksung; 
Yukihiko Matsumura 

広島
大学 

Decomposition of Xylose 
in Sub-and Supercritical 
Water 

Ind. Eng. Chem. 
Res., 54 (31), 
pp.7604-7613 

有 
平成 27
年 7 月 

2 
松村幸彦, 井上修平, 久
保田晴仁, 野口琢史, 川
井良文, 井上陽仁 

広島
大学 

日本伝熱学会学術賞を
受賞して 

伝熱, Vol. 54(228), 
p.5 

無 
平成 27
年 7 月 

3 

Soichi Hirota, Shuhei 
Inoue, Takahito Inoue, 
Yoshifumi Kawai, Yasutaka 
Wada,Takashi Noguchi, 
and Yukihiko Matsumura 

広島
大学 

Inhibition of char 
deposition using a 
particle bed in heating 
section of supercritical 
water gasification 

Korean J. Chem.Eng. 
-Vol. 33, No. 4, pp. 
1261-1266 

有 
平成 28
年 4 月 

4 松村幸彦 
広島
大学 

超臨界水を用いたバイオ
マス有効利用プロセスの
開発 

生物工学会誌 
第 94 巻 7 号 

無 
平成 28
年 7 月 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月日 

1 
Yusuke Takase, Yukihiko 
Matsumura 

広島
大学 

Effect of formic acid on 
supercritical water 
gasification of guaiacol 

The 3rd Joint 
Conference on 
Renewable Energy 
and Nanotechnology 

Dec. 22-
23, 2014, 

2 

Yasutaka Wada, Akifumi 
Nakamura, Keiji Oyama, 
Ichiro Uchiyama, Naohiko 
Taniguchi, Haruhito Kubota, 
Yukihiko Matsumura, 
Takashi Noguchi, Takahito 
Inoue, Yoshifumi Kawai 

中国
電力 

Fundamental study of reusing 
activated carbon catalyst in 
supercritical water 
gasification for the shochu 
(Japanese popular distilled 
liquor) residue treatment 
business 

The 3rd Joint 
Conference on 
Renewable Energy 
and Nanotechnology 

Dec. 22-
23, 2014 

3 
Thachanan Samanmulya, 
Yukihiko Matsumura 

広島
大学 

Supercritical water 
gasification characteristics of 
isoleucine 

2nd Asian Conference 
on Biomass Science 

Jan. 13, 
2015, 
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4 
明山佳樹, 井上修平, 松村
幸彦, 井上陽仁, 川井良文, 
久保田晴仁, 野口琢史 

広島
大学
他 

焼酎残渣の超臨界水ガス化
に関する反応工学的検討 

第 10 回 
バイオマス科学会議 

平成 27 年
1 月 14 日 

5 
Thachanan Samanmulya， 
松村幸彦 

広島
大学 

Gasification characteristics of 
phenylalanine in supercritical 
water 

第 10 回 
バイオマス科学会議 

平成 27 年
1 月 14 日 

6 
高瀬裕介，井上修平，松村
幸彦，井上陽仁，川井良文，
久保田晴仁，野口琢史 

広島
大学
他 

バイオマスモデル化合物の超
臨界水ガス化に及ぼすギ酸
添加の影響 

第 10 回 
バイオマス科学会議 

平成 27 年
1 月 14 日 

7 

Yasutaka Wada, Akifumi 
Nakamura, Yukihiko 
Matsumura, Takashi 
Noguchi, Takahito Inoue 

中国
電力 

The Creation of Renewable 
Energy by Supercritical 
Water Gasification with Food 
Waste 

23nd European 
Biomass Conference 
and Exhibition (EU 
BC&E2015) 

June 1-4, 
2015 

8 

Y. Matsumura, S. Inoue, P. 
Changsuwan, Y. Akeyama, 
T. Inoue, Y. Kawai, T. 
Noguchi, H. Tanigawa 

広島
大学 

Gasification Characteristics 
of Solid And Liquid 
Components of Shochu 
(Japanese Distilled Liquor) 
Residue in Supercritical 
Water 

23nd European 
Biomass Conference 
and Exhibition (EU 
BC&E2015) 

June 1-4, 
2015 

9 

Yoshiki Akeyama, Shuhei 
Inoue, Yukihiko Matsumura, 
Takahito Inoue, Yoshifumi 
Kawai, Haruhito Kubota, 
Takashi Noguchi 

広島
大学 

Determination of gasification 
rate for supercritical water 
gasification of shochu 
(Japanese distilled liquor) 
residue 

23rd European 
Biomass Conference 
and Exhibition (EU 
BC&E2015) 

June 1-4, 
2015 

10 

Yusuke Takase, Shuhei 
Inoue, Yukihiko Matsumura, 
Takahito Inoue, Yoshifumi 
Kawai, Haruhito Kubota, 
Takashi Noguchi 

広島
大学 

Suppression of tarry material 
production in supercritical 
water by adding organic acids 

23rd European 
Biomass Conference 
and Exhibition (EU 
BC&E2015) 

June 1-4, 
2015 

11 

和田泰孝，中村昭史，尾山
圭二，内山一郎，谷口直彦，
谷川博昭，井上陽仁，川井
良文，松村幸彦，野口琢史 

中国
電力 

食品廃棄物（焼酎残差）の超
臨界水ガス化による再生可能
熱創生 

第 24 回 
日本エネルギー学会
大会 

平成 27 年
8 月 3 日 

12 
中島和希，井上陽仁，縄田
大輔，野口琢史，松村幸彦，
和田泰孝 

復建
調査
設計 

焼酎残渣を原料とした超臨界
水ガス化の商用化実現可能
性調査 

第 24 回 
日本エネルギー学会
大会 

平成 27 年
8 月 3 日 

13 
Y. Akeyama, S. Inoue, T. 
Inoue, Y. Kawai, T. Noguchi, 
H. Tanigawa, Y. Matsumura 

広島
大学 

Supercritical water 
gasification of water soluble 
components in barley shochu 
residue (Japanese Distilled 
Liquor) 

3rd Asian Conference 
on Biomass Science 

Jan. 19, 
2016 

14 

P. Changkiendee, S. Inoue, 
T. Inoue, Y. Kawai, T. 
Noguchi, H. Tanigawa, Y. 
Matsumura 

広島
大学 

Effect of heating rate on 
supercritical water 
gasification of shochu residue 

3rd Asian Conference 
on Biomass Science 

Jan. 19, 
2016 

15 

Y. WADA, A. Nakamura, H. 
Tanigawa, K. Oyama, Y. 
Oouti, Y. Matsumura, T. 
Noguchi, Y. Kawai 

中国
電力 

Effect of heating rate on 
supercritical water 
gasification of shochu residue 

3rd Asian Conference 
on Biomass Science 

Jan. 19, 
2016 

16 

和田泰孝，中村昭史，尾山
圭二，大内優，谷川博昭， 
松村幸彦，井上陽仁，川井
良文，野口琢史 

中国
電力
他 

食品廃棄物の超臨界水ガス
化による再生可能熱の創生 

第 11 回 
バイオマス科学会議 

平成 28 年
1 月 20 日 

17 

明山佳樹，Pattraporn 
CHANGSUWAN，井上修
平，井上陽仁，川井良文， 
谷川博昭，野口琢史，松村
幸彦 

広島
大学
他 

麦焼酎残渣の超臨界水ガス
化反応機構 

第 11 回 
バイオマス科学会議 

平成 28 年
1 月 20 日 
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18 
五藤聡，井上修平，井上陽
仁，川井良文，谷川博昭，野
口琢史，松村幸彦 

広島
大学 

焼酎残渣の酢酸添加超臨界
水ガス化に及ぼす原料濃度
の影響 

第 11 回 
バイオマス科学会議 

平成 28 年
1 月 20 日 

19 
高瀬裕介，井上修平，井上
陽仁，川井良文，谷川博昭，
野口琢史，松村幸彦 

広島
大学 

焼酎残渣の超臨界水ガス化
に及ぼす有機酸の添加効果 

第 11 回 
バイオマス科学会議 

平成 28 年
1 月 20 日 

20 和田泰孝 
中国
電力 

超臨界水ガス化プロセスにお
けるタール対策 

第 40 回 
広島大学バイオマス
イブニングセミナー 

平成 28 年
3 月 2 日 

21 和田泰孝 
中国
電力 

超臨界水ガス化プロセスにお
けるタール対策 

シンポジウム「実用化
にせまる中国地域の
バイオマス研究」 

平成 28 年
3 月 8 日 

22 Yukihiko MATSUMURA 
広島
大学 

Gasification Characteristics 
of Solid and Liquid 
Components of Shochu 
(Japanese Distilled Liquor) 
Residue in Supercritical 
Water 

24th European 
Biomass Conference 
and Exhibition (EU 
BC&E2016) 

June 8, 
2016 

23 Yasutaka WADA 
中国
電力 

Weekday Continuous 
Gasification Test for 
Supercritical Water 
Gasification Treatment 
Business 

24th European 
Biomass Conference 
and Exhibition (EU 
BC&E2016) 

June 8, 
2016 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 
松村幸彦, 井上修平,  
久保田晴仁, 野口琢史,  
川井良文, 井上陽仁 

広島
大学 

バイオマスの超臨界水ガス
化に関する熱工学 

HKT バイオマス情報
(2016.2) 

平成 28 年
2 月 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      
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3.NEDO の論文・外部発表等の件数(件数は 1 ページの表に積算していない) 

【件数・内訳】 

  区分 
 
年度 

特許出願 論文 その他外部発表 
国内 外国 PCT※

出願 
査読
付き 

その
他 

学会発
表・講演 

新聞・雑誌
等への掲載 

その他 

H26FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 ３件 １件 0 件 

H27FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 ３件 0 件 0 件 

H28FY 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 １件 0 件 0 件 

【特許】 

番号 出願者 出願番号 
国内 
外国 
PCT 

出願日 状態 名称 発明者 

1        

（※Patent Cooperation Treaty :特許協力条約） 

【外部発表】 

(a)学会発表・講演 

番号 発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

1 高橋 正樹 NEDO 
再生可能エネルギー熱の普及拡大に
向けた技術開発の取組 

第34回エネルギー・資源
学会研究発表会 

平成 26 年
6 月 

2 生田目修志 NEDO 再生可能エネルギー熱利用の技術開
発について 

第９回再生可能エネル
ギー世界展示会セミナー 

平成 26 年
8 月 

3 生田目修志 NEDO NEDO 新エネルギー部熱利用グルー
プにおける技術開発の取組み 

NEDO新エネルギー部 
2014年度成果報告会 

平成 26 年
9 月 

4 村上 慶 NEDO 再生可能エネルギー熱利用の技術開
発について 

第10回再生可能エネル
ギー世界展示会セミナー 

平成 27 年
7 月 

5 生田目修志 NEDO 再生可能エネルギー熱利用技術開発
事業と地中熱利用システム開発 

平成27年度地熱学会
オーガナイズドセッション 

平成 27 年
10 月 

6 生田目修志 NEDO NEDO 新エネルギー部熱利用グルー
プにおける技術開発の取組み 

NEDO新エネルギー部 
平成27年度成果報告会 

平成 27 年
10 月 

7 井出本 穣 NEDO 再生可能エネルギー熱利用の技術開
発について 

第11回再生可能エネル
ギー世界展示会セミナー 

平成 28 年
7 月 

(b)新聞・雑誌等への掲載 

番号 発表者 所属 タイトル 誌名、ページ番号 発表年月 

1 生田目修志 NEDO 
再生可能エネルギー熱利用技術開発事業
より 導入・運用コストの２割低減をめざして 

地球温暖化、24(日報
ビジネス株式会社) 

平成 26 年
11 月 

(c)その他(展示会への出展など) 

番号 発表者 所属 タイトル 名称 発表年月 

1      

 


